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序  章 

            

Ⅰ 大学の概要 

滋賀県立大学は、公立短期大学として全国最大規模の 10 学科２専攻を有した滋賀県立

短期大学を前身として、琵琶湖をとりまく自然と歴史や文化を育くみ、環境と調和した産

業の発展を願う滋賀県民の期待を背負って、「人が育つ大学」、「キャンパスは琵琶湖。テ

キストは人間。」をモットーに、３学部（環境科学部、工学部、人間文化学部）を擁して

平成７年４月に開学した。引き続き、平成 11 年４月には各学部を基礎とした大学院博士

前期課程（修士課程）を、また、平成 13 年４月には大学院博士後期課程を設置した。さ

らに、時代の流れに対応して、学部学科の再編や新設を行い、平成 15 年４月には人間看

護学部を開設し、また、平成 20 年には工学部に電子システム工学科、平成 24 年４月には

人間文科学部に国際コミュニケーション学科を設置した。その結果、現在は４学部 13 学

科、４研究科９専攻の構成となっている。 

 また、平成 18 年４月に公立大学法人化し、平成 25 年度からは、本学の特色である地域

志向にちなんだ、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」にも精力

的に取り組んでいる。 

 

Ⅱ 自己点検・評価の実施経過 

 本学では、自己評価委員会を設置し、開学以来大学の総合的な活動について、自己点検・

評価に取り組んできた。平成 11 年３月に最初の自己点検・評価を実施し、報告書を刊行、

公表した。法人化を控えた平成 17年３月には第２回目の自己点検・評価を行い、引き続い

て外部評価を受け、その結果をとりまとめ平成 18年３月に公表した。 

 平成 18年４月に法人化し、同時に第１期中期計画期間（平成 18 年度～平成 23年度）が

スタートした。これに合わせて、法人化後は大学全般の評価関係を所掌する研究・評価担当

理事の下に、教育研究活動を検証し、問題点を改善するために、全学の自己評価委員会およ

び部局ごとに自己評価委員会が設けられている。この間、自己点検・評価、認証評価、法人

評価、さらに教員評価などの各種評価に対応できるように、大学情報データベースを整備構

築してきた。平成 19～20 年度には各学部等を対象とした自己点検・評価および外部評価を

実施し、平成 22 年度に大学評価・学位授与機構による認証評価を受審し、その結果を平成

23 年３月に公表した。 

 平成 22年５月には、大学の１０年後を見据えて将来のあるべき姿を描き、本学が中長期

的に目指すべき方向性を示す「滋賀県立大学将来構想―ＵＳＰ２０２０ビジョン」を策定し

た。この将来構想は、大学の基本理念と中期計画の中間に位置し、第２期中期計画策定の拠

り所となるものである。 

 平成 24年４月から始まる第２期中期計画期間（平成 24年度～平成 29 年度）においても、

設立団体（滋賀県）による法人評価を毎年継続して受審している。平成 26年度には、９月

に各学部、12 月に全学の自己点検・評価を行い、平成 27 年１月に外部評価を受審し、その

結果を平成 27年３月に公表した。 
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Ⅲ 自己点検・評価の目的と今回の体制 

 滋賀県立大学における自己点検・評価は、教育・研究等の質保証のシステムが整備され

機能し、大学の使命である教育・研究の質を保証するとともに、その質を向上させている

かを検証し、見出された問題点を改善しているかを確認するために実施している。 

 平成 28年度に認証評価を受審するにあたり、全学の自己評価委員会を自己点検・評価

の責任組織と明確に位置づけるため、平成 27 年度に自己評価委員会の規定を改正し、そ

の機能を強化した。また、平成 26年度に実施した自己点検・評価、および外部評価の結

果を踏まえて、平成 27年度には大学基準協会の基準により、自己点検・評価を実施し

た。今回の自己点検・評価および認証評価の結果をもとに、継続的に大学全体の質保証シ

ステムを整備し、機能的なシステムとして有効に運用を図っていくとともに、さらに、大

学の 10 年後を見据えた将来のあるべき姿を描いた「滋賀県立大学将来構想―ＵＳＰ２０

３０ビジョン（仮称）」の策定を進めるとともに、平成 30 年度からの第３期中期計画へ反

映させる。 

 

Ⅳ 平成 22 年度認証評価の結果を受けての改善状況 

 主な改善を要する点 

○大学院課程の一つの研究科（環境科学研究科博士後期課程）においては、入学定員

充足率が低い。 

 

 上記の指摘を受け、環境動態学専攻の博士後期課程については、入学人数の実情を勘案

し、平成 25 年度から定員の見直しを行った。その結果、同年度以降は、毎年定員を満た

す入学者を得ている。 

 

 更なる向上が期待される点 

○「学生の自宅学習を促す教育プログラムモデル事業」は有効な取組であるが、さらに多

くの授業科目に対して実施することと、分析の結果を授業内容・方法に活かすことが期

待される。 

 

 この点については、平成 22年度に当プログラムを利用したのは、６科目であったが、

教員がその効果を実感するようになり、年々、応募件数が増えている。今後も継続したい

が、予算的には限界となってきている。今後は予算も含めて、新たな工夫を考えることが

必要である。（平成 26 年度は 21 科目、平成 27 年度前期は 14 科目となり、平成 27 年度前

期だけで年間予算の 75％を使用。） 
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第１章 理念・目的 

 

１．現状の説明 

（１）大学・学部・研究科等の理念・目的は、適切に設定されているか。 

＜１＞ 大学全体 

１．理念・目的 

本学の建学時の基本構想において、本学は学術の中心として、次の四つの視点を基本と

した教育研究を行い、未来を志向した高度な学芸と、悠久の歴史や豊かな自然、風土に培

われた文化を深く教授研究するとともに、未知の時代を切り拓く広い視野と豊かな創造

力、先進的な知識、技術を有する有為の人材を養成することを目的としている。 

① 高度化、総合化をめざす教育研究 

② 柔軟で多様性に富む教育研究 

③ 地域社会への貢献 

④ 国際社会への貢献 

また、開かれた大学として、県民の知的欲求に応える生涯学習の機会の提供や地域環境

の保全、学術文化の振興、産業の発展など、滋賀県の持続的発展の原動力として大きく寄

与することを使命としている。 

この大学設置の基本理念を踏まえ、次の基本的な目標を定めている。 

・「キャンパスは琵琶湖。テキストは人間。」という開学当初からのモットーをより

一層発展させ、琵琶湖を抱く滋賀ならではの教育研究をさらに進める。 

・時代の流れを先取りし、先駆的・戦略的なものの見方ができる、進取の気性に富む

人が育つ大学づくりを進める。 

・グローバル化の進展等による国際化の諸問題に対応する新しい時代に向けたモデル

となる大学を目指す。（資料１－６） 

 

２．設置目的 

滋賀県立大学は、その設置目的を、教育基本法および学校教育法に則りながら「公立大

学法人滋賀県立大学学則 第１章総則 第１節目的 第１条」において、「滋賀県立大学

は、滋賀県における学術の中心として、未来を志向した高度な学芸を教授研究し、新しい

時代を切り拓く広い視野、豊かな創造力ならびに先進的な知識および技術を有する有為の

人材を養成するとともに、開かれた大学として、学術文化の振興、環境の保全、産業の進

展および人間の健康に寄与することを目的とする。」と定めている。また、「大学院学則 

第１章総則 第１節目的および自己評価 第２条」において、「本学大学院は、学術の理

論および応用を教授研究し、その深奥を極めて、文化の進展に寄与することを目的とす

る。」と定めている。この理念・目的を達成するために、本学では、環境科学部、工学

部、人間文科学部、人間看護学部、環境科学研究科、工学研究科、人間文化学研究科、人

間看護学研究科の４学部、13学科、４研究科を設置している。学部、研究科ごとの人材の

養成に関する目的その他の教育研究上の目的 については、各学部、研究科ごとに定めて

いる。（資料１－１、資料１－２、資料１－３、資料１－４） 
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＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部は、琵琶湖とその周辺地域を主なフィールドとした実践的な環境教育を重視

する。これを通して自然環境の総合的理解と問題解決、環境と調和した社会システムの構

築、建築を取り巻く環境と地域の課題解決ならびに循環型社会を支える生物資源の適切な

制御と管理のための理論と応用力を身につけた、創造性豊かな人材の養成を目的とする。 

 

【工学部】 

 工学部は、工学におけるそれぞれの分野において、人と自然環境に調和した新しい科学

技術の創造と豊かな社会の構築を目指すために、幅広い基礎学力と高度な専門知識を兼ね

備え、我が国および地域の文化と産業の発展に寄与し得る技術者、国際的な視野を持って

世界的に活躍できる技術者ならびに社会の多様な方面で高度かつ専門的な知識を必要とす

る業務等に従事する人材の養成を目的とする。 

 

【人間文化学部】 

 人間文化学部は、地域的視点と国際的視点との双方を往復しながら、わたしたちの生活

をどのように見直し、どのように持続していくかを考えるための教育を行う。文化の多様

性をとらえ、そこに参加していく方法を身につけることによって、それぞれの文化の衣食

住環境や人間関係に沿った新たな関係を創造していくことのできる人材の養成を目的とす

る。 

 

【人間看護学部】 

 人間看護学部は、人間の生命に対する畏敬の念をもち、その尊厳と権利を尊重する豊か

な人間性を備えた看護職としての資質を培い、生活様式の多様化、医療の高度化等に伴っ

て求められる看護の専門職としての知識・技術を習得し、看護における理論と実践を行う

ことができる看護識者ならびに地域の特性を理解した上で生活実態に即した看護を創造す

ることができる人材の養成を目的とする。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科は、人類の生存と持続的発展を可能にする自然環境の保全ならびに環境

と調和した地域社会の構築を目指す学際的な研究を展開し教育を行うとともに、複数の専

門分野の基本的理解を基礎に、環境科学分野の専門家として高度な専門的知識と技術を有

する職業人、大学や法人等の研究機関および企業の開発部門における優れた研究者ならび

に行政機関や社会の多様な方面で高度に専門的な知識を必要とする業務等に従事する人材

の養成を目的とする。 

 

【工学研究科】 

工学研究科は、ものづくりにおいて、人と自然環境に調和した新しい科学技術の創造と

豊かな社会の構築を目指して、基礎教育を重視し、先進的な教育研究を行うとともに、工
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学におけるそれぞれの分野において、幅広い基礎学力と高度な専門知識を兼ね備え、幅広

い応用能力をもって我が国産業の発展に寄与し得る技術者、世界の科学技術をリードでき

る独創性と学際的研究ができる研究者ならびに社会の多様な方面において高度で専門的な

知識を必要とする業務等に従事する人材の養成を目的とする。 

 

【人間文化学研究科】 

人間文化学研究科は、高齢化とグローバリゼーションが急速に進行する 21世紀の新しい

時代において、豊かな地域社会と、人間的な生活文化および生活スタイルの創造に寄与する

教育研究を行うとともに、前期課程においては、学部教育の到達点を継承しつつ、広い視野

と豊かな人間性、積極的な行動力を身につける研究者および専門的職業人の養成を目的と

する。後期課程においては、最先端の諸科学が切り開いた地平にたって、高度で専門的な知

識と技能を有し、自立して共同の研究を推進しうる能力をもつ人材の養成を目的とする。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科は、少子高齢化、医療技術の進歩、価値観の多様化の中にあって、人

命・人権の尊厳に立脚し、豊かな人間生活と地域社会を支える看護と看護学の創造に貢献

する教育研究を行うとともに、大学の教育理念を基盤に、豊かな感性・人間性と高度な専

門職業人としての倫理観を備え、高等化・専門化していく看護学に要求される知識や技術

を的確に修得し、発展させながら、実践の科学としての看護学を探究する研究者および高

い能力をもつ高度専門職者の養成を目的とする。 

 

（２）大学・学部・研究科等の理念・目的が大学構成員（教職員および学生）に周知さ

れ、社会に公表されているか。 

＜１＞ 大学全体・各学部・各研究科 

大学・学部・研究科の理念・目的は、学生便覧、「履修の手引」、学生募集要項などの印刷

物に明記するとともに、大学・学部・研究科のホームページに掲載し大学構成員に周知する

とともに、社会へも公表している。学生に対してはさらに、年度初めのオリエンテーション

で、新入学生については、入学式、新入生ガイダンスで、本学の目指すところとして説明し

ている。本学の理念・目的は、キャンパスガイドにも記載し、オープンキャンパスで配布、

説明している。また、キャンパスガイドは県内外の高校へも送付している。（資料１－５、

資料１－６、資料１－７、資料１－８、資料１－14、資料１－15） 

各学部・各研究科については、大学全体に共通した取組みの他に、例えば環境科学部では、

環境フィールドワークや環境科学概論等の環境科学部独自の科目群での教育を通して、フ

ィールドを通じた実践的環境教育という本学部のミッションを実践している。また、当該年

度の学部、学科の取り組み実績をとりまとめた年報（資料１－16）を毎年発行し、学部の全

分野にわたって学部のミッションとともに発信している。 

工学部では、教職員に対して、各年度当初に全員出席の会議「工学部における年度初めの

行事」を通して周知している。 

人間看護学部では、地域社会に対して、本学部の付属施設である地域交流看護実践研究セ

ンターを通して県内の医療機関・職能団体へ設置理念・教育目的を発信している。また、新
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たに赴任した教員は新入生ガイダンスに参加し、本学部の教育目標等の共通理解を深めて

いる。 

環境科学研究科においては、専攻ホームページ強化の一環として、平成 26年度に環境

計画学専攻地域環境経営研究部門のホームページの作成を行った。今後、環境計画学専攻

環境意匠研究部門、環境動態学専攻も順次作成の予定である。 

 

（３）大学・学部・研究科等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っている

か。 

＜１＞ 大学全体・各学部・各研究科 

自己点検・評価、外部評価、認証評価、法人評価の機会を捉えて、定期的に検証を行っ

ている。また、中期目標および中期計画に基づく年度計画を定め、年度ごとの業務実績を

取りまとめ、自己点検・評価を実施している。この業務実績および自己点検・評価につい

ては、設立団体である滋賀県が設置した滋賀県公立大学法人評価委員会による評価を毎年

度受け、評価結果を次年度以降の年度計画の策定および事業実施に反映させている。（資

料１－９、資料１－10、資料１－11、資料１－12、資料１－13） 

各学部・各研究科については、大学全体での取組みの他に、例えば環境科学部では、学

部将来構想委員会（学部長、評議員、学科長、専攻長、部門長で構成）において、適宜、

学部・学科の理念・目的の適切性について検討を行っている。 

 工学部においても、月１回以上開催する工学部将来構想委員会において、随時適切性を

検討している（資料１－17）。 

また、人間看護学部では、本学の中期目標および中期計画に基づき、学部の年度計画を

定め、適宜教授会において評価・検討を実施している（資料１－19）。 

 

２．点検・評価 

●基準１の充足状況 

 滋賀県立大学として、本学・学部・研究科の理念・目的は適切に設定され、大学構成員

に周知し、社会へも公表している。また、理念・目的の検証も、適宜行っていることか

ら、同基準をおおむね充足している。 

 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

 滋賀県立大学として、本学の理念・目的を適切に設定し、大学構成員に周知し、社会へ公

表している。特に、大学の理念・目的、目指すところに関しては、「キャンパスは琵琶湖。

テキストは人間。」「地域に根差し、地域に学び、地域に貢献する」というモットーとして様々

な媒体に表示し、また、機会を捉えて説明することにより、構成員全体に浸透・共有されて

いる。また、それらの検証は役員会議で適宜行っている。 

 

＜２＞ 学部・研究科  

【環境科学部】 

「琵琶湖とその周辺地域を主なフィールドとした実践的な環境教育を重視する」という環
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境科学部の理念、そのもとで「自然環境の総合的理解と問題解決」を目的とする環境生態

学科、「環境と調和した社会システムの構築」を目的とする環境政策・計画学科、「建築を

取り巻く環境と地域の課題解決」を目的とする環境建築デザイン学科、「循環型社会を支

える生物資源の適切な制御と管理のための理論と応用力」を目的とする生物資源管理学

科、という学部、学科の目的と構成は、機会をとらえて説明を行っており、教職員、学生

に共有されているとともに、受験生や社会に向かって発信している。 

 理念や目的は、環境科学部年報の継続発刊、ホームページの改善などとともに、環境科

学概論、環境フィールドワークを通して、学生、教員が実践的に身につけていると考えら

れる。 

 

【工学部】 

工学部の理念にある「幅広い基礎学力」と「我が国および地域の文化と産業の発展に寄与

し得る技術者」の養成を目指し、各学科の社会的意義と概要を学ぶ学部共通基礎科目「材料

科学概論」「機械システム工学概論」「電子システム工学概論」を工学部全体の導入教育とし

て実施し、構成員に周知している。また、同じく理念にある「社会の多様な方面で高度かつ

専門的な知識を必要とする業務等に従事する人材の養成」に対応するため、各学科の専門科

目・実験実習科目はもちろん、学部共通基礎科目「技術者倫理」「産業技術マネジメント」

等の中で教育として具体化し、構成員に周知している。以上は、工学部のホームページ等を

通して内外に継続的に発信すると同時に、その効果について、月１回以上開催の工学部将来

構想委員会にて検証している（資料１－17）。 

 

【人間文化学部】 

 「平成 26 年度新入生アンケート」によれば、人間文化学部入学に際し、「具体的によく

知っていた」「一応の知識はあった」という回答を選択した者の割合は 73.4％に及ぶ。し

たがって、学部の理念や、教育内容に関する知識はかなりの程度、新入生に共有されてい

る。（資料 1－18） 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部では、設置理念にある「人が人として生きていくことを目指した、その生

き方を支える看護」を「人間看護」と捉え、その人らしい生き方を支える看護に焦点を当

てた教育が各領域で展開されていることから（資料１－14 p.555～579）、構成員全体に

理念が浸透し共有されている。 

 また、本学部の附属機関である地域交流看護実践センターの活動を通して、本学部の教

育内容を外部組織に周知するとともに、地域社会への情報発信を行う等地域の医療・看護

を支えるという設置理念を実践している(資料１－20)。 

 

【環境科学研究科】 

 環境科学研究科では、学部と同様の取り組みの他、大学院生には環境科学セミナーへの

参加を義務づけるなどして、環境との関わりを意識した研究活動を推進している。 
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【工学研究科】 

 工学部将来構想委員会（資料１－17）での定期的な点検に基づき、それに基づいた組織改

革の具体化策の一つとして、平成 20 年度の電子システム工学科の新設に対応して、平成 24

年度に電子システム工学専攻を大学院博士前期課程として設置した。 

 

【人間文化学研究科】 

 研究科の理念や教育内容は、入試時の面接試験において確認され、受験生の志望と教

育、研究内容のミスマッチが生じないよう配慮している。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科の設置目的である、「高度な専門職業人としての倫理観」「高等化・専

門化に対応できる知識・技術」「看護学を探求する能力」に対応する授業内容が構築され

ており(資料１－15 p.127～146)、研究科の目的は、構成員全体に浸透し共有されてい

る。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

 ホームページの充実、外国語による発信において、改善の余地がある。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

自己点検・評価、法人評価、認証評価などの機会に役員会議で定期的に見直しを行う。

また、今後も、理念・目的の浸透を図るため、本学ホームページをはじめ、様々な媒体 

等を使って情報を公開・発信していく。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

 学部独自授業であるフィールドワークへの全教員の参加、学科をまたがる教員、学生構

成によって、環境問題をフィールドを通して学び解決する課題意識と行動様式が、教員、

学生の間で共有されている。この点は、本学部の優れた点であり、また、同様の課題で取

り組む近江楽座への学生、教員の参加も同様の意義があり、今後も継続する。 

 上記フィールドワークは受験生にも関心を持たれており、本学部の魅力の重要部分を構

成していると考えられる。 

 

【工学部】 

理念・目的に関するこれまでの不断の取り組みをさらに推進する方策について、工学部

将来構想委員会を月１回以上開催し、議論を継続している。その中では、教育・研究に関

して、社会の趨勢に対応した科目の新設の是非の議論等を随時行い、理念・目的との整合

性を検証しつつ具体策の提案を行っている（資料１－17）。 
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【人間文化学部】 

 今後も、ホームページをはじめとする様々な媒体によって、理念・目的の周知をはかる

ことが必要である。 

 

【人間看護学部】 

今後も、設置理念・教育目的の浸透をより図るためにも、人間看護学部ＦＤ委員会が中

心となり、ＦＤ活動などを積極的に活用し教員間の共通認識をより深めていくよう進め

る。また、地域交流看護実践研究センターの運営協議会の場を活用して、地域社会に情報

を公開・発信していき、理念・目的の浸透を図る。 

 

【環境科学研究科】 

 地域に密着した環境研究の拠点としての機能を強化するために、より魅力的な大学院組

織のあり方について検討し、琵琶湖をもつ滋賀県の公立大学にふさわしい大学院づくりを

行う。 

 

【工学研究科】 

 工学部の場合と同様に、工学部将来構想委員会を月１回以上開催し、工学研究科の内容

も併せて議論を行っている。その中では、教育・研究に関して、社会の趨勢に対応した科

目の新設の是非の議論等を随時行い、理念・目的との整合性を検討しつつ具体策の提案・

議論を行っている（資料１－17）。その成果として、平成 28年度から、３科目を新設して

実施する。 

 

【人間文化学研究科】 

 今後も、ホームページをはじめとする様々な媒体によって、理念・目的の周知をはかる

ことが必要である。 

 

【人間看護学研究科】 

設置目的にある、「高度専門職の養成」、「高い倫理観をもつ看護職者の育成」、「看護学

を探求する能力(研究力)のある看護職者の育成」の達成に向けて、共通科目を中心に教授

内容等についても、大学院プロジェクトチームを中心として検討を重ねていく。また、Ｆ

Ｄ活動などを積極的に活用し教員間の共通認識をさらに深めていく。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

目的・理念の充実、強化とともに、その組織内共有、対外発信を戦略的にすすめていく

必要がある。とりわけ、国際的に通用する人材育成や海外からの留学生の受入、教育や研

究での交流などを強めるために、外国語での発信は重要であり、役員会議を中心に検討を

進める。 
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４．根拠資料 

 １－１ 滋賀県立大学学則 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakusoku.pdf 

１－２ 滋賀県立大学大学院学則 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/e7/28/e7280381-d757-413e-a4f5-

ab22bb3782ac/daigakuinngakusoku.pdf 

１－３ 滋賀県立大学学部規程 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakubukitei.pdf 

１－４ 滋賀県立大学大学院研究科規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/daigakuinkenkyuka.pd

f 

１－５ キャンパスガイド 2015 

 １－６ 理念と目的（ホームページ） 

 http://www.usp.ac.jp/campus/rinen/ 

１－７ 平成 27 年度学生便覧 

 １－８ 平成 27年度学生募集要項（一般選抜） 

 １－９ 公立大学法人滋賀県立大学中期目標（第２期） 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/tyukimokuhyo/tyukimokuhyo2.pdf 

１－10 公立大学法人滋賀県立大学中期計画（第２期） 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/tyukimokuhyo/tyukikeikaku2_1.pdf 

１－11 公立大学法人滋賀県立大学平成 27年度計画  

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/bd/e7/bde70ca5-fec7-42d6-89f6-

0f808787f74c/27nendokeikaku.pdf 

１－12 平成 26 事業年度に係る業務の実績に関する報告書 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/45/95/459554f2-2d53-4897-bb3e-

f06b8ea4dc77/h26_houkokusho.pdf 

１－13 平成 26 事業年度業務の実績に関する評価結果 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/00/a0/00a0763a-16a9-48c5-80e5-

326db358945a/h26_hyoukakekka.pdf 

１－14 平成 27 年度履修の手引 

１－15 平成 27 年度履修の手引（大学院） 

１－16 滋賀県立大学環境科学部・環境科学研究科年報第 19 号 

http://www.ses.usp.ac.jp/nenpou/index.html 

１－17 工学部将来構想委員会開催状況（平成 27年度） 

１－18 平成 26 年度新入生アンケート集計結果抜粋（２−２） 

 １－19 平成 27年度人間看護学部学科会議議事録（４月・５月分）  

１－20 地域交流看護実践研究センター活動報告書第 10 巻(H26 年度)  

 

 

 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakusoku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/e7/28/e7280381-d757-413e-a4f5-ab22bb3782ac/daigakuinngakusoku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/e7/28/e7280381-d757-413e-a4f5-ab22bb3782ac/daigakuinngakusoku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakubukitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/daigakuinkenkyuka.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/daigakuinkenkyuka.pdf
http://www.usp.ac.jp/campus/rinen/
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/tyukimokuhyo/tyukimokuhyo2.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/tyukimokuhyo/tyukikeikaku2_1.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/bd/e7/bde70ca5-fec7-42d6-89f6-0f808787f74c/27nendokeikaku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/bd/e7/bde70ca5-fec7-42d6-89f6-0f808787f74c/27nendokeikaku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/45/95/459554f2-2d53-4897-bb3e-f06b8ea4dc77/h26_houkokusho.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/45/95/459554f2-2d53-4897-bb3e-f06b8ea4dc77/h26_houkokusho.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/00/a0/00a0763a-16a9-48c5-80e5-326db358945a/h26_hyoukakekka.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/00/a0/00a0763a-16a9-48c5-80e5-326db358945a/h26_hyoukakekka.pdf
http://www.ses.usp.ac.jp/nenpou/index.html
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第２章 教育研究組織 

 

１．現状の説明 

（１）大学の学部・学科・研究科・専攻及び附属研究所・センター等の教育研究組織は、

理念・目的に照らして適切なものであるか。 

本学の教育研究の目的は、学則第１条に定めているように、「滋賀県における学術の中心

として、未来を志向した高度な学芸を教授研究し、新しい時代を切り拓く広い視野、豊かな

創造力ならびに先進的な知識および技術を有する有為の人材を養成するとともに、開かれ

た大学として、学術文化の振興、環境の保全、産業の進展および人間の健康に寄与する」こ

とである。 

 この教育研究の目的を達成するために、本学の学士課程の教育研究組織は、４学部（環境

科学部、工学部、人間文化学部、人間看護学部）によって構成している。また、各学部の教

育研究の目的は学部規程に定めており、この目的を達成するために、各学部の学科構成は、

環境科学部は環境生態学科、環境政策・計画学科、環境建築デザイン学科、生物資源管理学

科の４学科、工学部は材料科学科、機械システム工学科、電子システム工学科の３学科、人

間文化学部は地域文化学科、生活デザイン学科、生活栄養学科、人間関係学科、国際コミュ

ニケーション学科の５学科、人間看護学部は人間看護学科の 1学科としている。（資料２－

１、資料２－２） 

大学院の教育研究の目的は、大学院学則において定めており、この目的を達成するために、

４研究科を設置している。各研究科は学士力よりさらに高度な研究能力と専門知識を併せ

持つ人材の養成をめざすとともに、社会人の再教育の場として、独創性と広い視野を併せ持

つ次世代の研究者を養成することを目指している。（資料２－３、資料２－４） 

 このような人材養成の目的を達成するために大学院研究科は、各学部・学科を母体にして

設置している。すなわち、環境科学研究科（環境動態学専攻、環境計画学専攻）、工学研究科

（材料科学専攻、機械システム工学専攻、電子システム工学専攻、（以上、博士前期課程）先

端工学専攻（博士後期課程））、人間文化学研究科（地域文化学専攻、生活文化学専攻）、人間

看護学研究科（人間看護学専攻（修士課程））の４研究科９専攻で構成している。各研究科に

おける教育研究の目的は大学院研究科規程に定められている。 

 また、文部科学省「地域再生人材創出拠点の形成」プログラムに採択された「近江環人地

域再生学座」を平成 18年 10 月に開設し、プログラム終了後の平成 23 年度からは大学院共

通の博士前期課程の副専攻として整備し、大学院における地域教育の充実を図った。 

さらに教育研究などの目的を達成するために、次の全学附属施設を設置している。（資料

２－５、資料２－６） 

 

図書情報センター：学生の自学自習および情報処理教育について支援するとともに、教

員の教育研究に必要な情報を提供 

地域共生センター：地域課題の解決や地域共生に関する教育、研究および地域社会で活

躍する人材の育成等を推進 

環境管理センター：学内排水系を管理することにより地域環境を保全するとともに学
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内の環境保全教育活動を推進 

産学連携センター：産官学連携の拠点施設として、大学と産業界等との交流により、企

業の研究開発を支援するとともに、本学教員と地域産業の連携を推

進 

学生支援センター：学生生活を送るうえで必要となる手続きや各種の相談に対応 

 

各センターは、担当の理事をセンター長として、各学部等から選出された委員で運営委員

会を構成している。これらのセンターは学生および教職員等に対する教育研究上の支援活

動や情報提供などを行い、教育研究を推進していくために重要な機能を担っている。 

 

また、教育研究に必要な学部の附属施設として、次の施設を設置している。 

環境科学部 ：圃場実験施設、湖沼環境実験施設、および、集水域実験施設 

工学部   ：実習工場、および、ガラス工学研究センター 

人間看護学部：地域交流看護実践研究センター 

 

 教育研究の質の維持向上を始め、全学の諸施策を適切に推進するために、地域連携推進本

部と次の 12 の全学的な常設委員会を置いている。 

自己評価委員会 

入学試験委員会 

学生支援委員会 

教務委員会 

環境整備安全委員会 

人権問題委員会 

広報委員会 

国際交流委員会 

環境マネジメントシステム委員会 

研究に関する倫理審査委員会 

研究戦略委員会 

全学教育構想委員会  

 

（２）教育研究組織の適切性について、定期的に検証を行っているか。 

教育研究組織の適切性を定期的に検証するため、第２期中期計画（資料２－７）の中で組

織運営の改善等に関する目標を達成するための措置として「社会情勢の変化に対応して、教

育研究組織や事務組織の見直しを進める。」こととしており、毎年度、教育研究組織の適切

性について検証を行っている。また、自己点検・評価、外部評価および認証評価を通じて教

育研究組織の適切性について定期的な検証を行っている。 

平成 18 年度の法人化以降、平成 20 年度に環境科学部と人間文化学部について学科の再

編を行うとともに、平成 20 年４月に工学部に電子システム工学科を設置し、平成 24 年４

月には人間文化学部に国際コミュニケーション学科を開設した。また、全学共通教育実施の

ために他学部から独立した存在として設置されていた国際教育センターの役割は、全学共
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通教育推進機構に移行し、国際教育センターの教員は、それぞれ人間文化学部の生活栄養学

科、国際コミュニケーション学科等に所属することとした。 

平成 25 年度には、地域貢献推進体制を見直し、学長を本部長とする地域連携推進本部を

設置し、地域連携の強化を図った。さらに、文部科学省「地（知）の拠点整備事業」採択に

より、地域共生センターを地域課題に対する教育研究を推進する組織と位置づけ、専任教員

を配置した。併せて、地域共生センターについては研究のみならず、地域教育を推進する中

核的役割を担う組織に改組し、平成 27年度より全学共通の地域基礎教育を充実させている。 

 

２．点検・評価 

●基準２の充足状況 

 大学の理念・目的に則して、学部、学科、および研究科等が構成され、学士課程の学部毎

の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、本学の目的に沿ったものである。

上記のような本学の学部およびその学科等の構成はこの目的を達成する上で適切なものと

なっていると判断する。また、それぞれの研究科の人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的は、大学院研究科規程に明確に定められており、それに照らして、研究科および

その専攻の構成が、大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっ

ていると判断する。 

現在設置されている全学の附属施設（図書情報センター、地域共生センター、環境管 

理センター、産学連携センターおよび学生支援センター）、学部付属施設（環境科学部：圃

場実験施設、湖沼環境実験施設、および集水域実験施設 工学部：実習工場、およびガラス

工学研究センター 人間看護学部：地域交流看護実践研究センター）、地域連携推進本部お

よび常設委員会（自己評価委員会、入学試験委員会、学生支援委員会、教務委員会、環境整

備安全委員会、人権問題委員会、広報委員会、国際交流委員会、環境マネジメントシステム

委員会、研究に関する倫理審査委員会、研究戦略委員会、全学教育構想委員会）は、その設

置の趣旨、活動内容から本学の教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっていると判

断する。 

これらの教育研究組織は、適宜、検証を行っていることから、同基準はおおむね充足して

いる。 

 

①効果が上がっている事項 

大学および大学院の教育研究組織の検証は、認証評価、法人評価、外部評価の都度に行 

っている。今後は、第３期中期計画に向けて、組織体制の検証を行っていくことが必要で

あり、各学部の将来構想委員会での議論が始まっている。 

平成 25 年度に地域課題教育を推進するために、地域貢献推進体制を整備した。 

 

②改善すべき事項 

研究関係の業務が、経営企画グループ（研究戦略部門）と地域連携推進グループ（産学 

連携部門）に跨っており、一元管理されていないため、大学の研究戦略を構築することが

難しい。 
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３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

第３期中期計画作成へ向けて、大学の組織体制の検証を行うため、全学および各学部の

将来構想委員会で議論する。 

平成 25 年度に見直した地域貢献推進体制について、地域課題教育を定着させ、今後さら 

に推進していく組織として体制整備を行っていく必要がある。 

 

②改善すべき事項 

研究戦略委員会が中心となり、大学の研究戦略を構築し、研究面からも学外の認知度を

高めるために、研究関係の組織のあるべき姿について検証する。 

 

４．根拠資料 

２－１ 滋賀県立大学学則（既出１－１） 

２－２ 滋賀県立大学学部規程（既出１－３） 

 ２－３ 滋賀県立大学大学院学則（既出１－２） 

 ２－４ 滋賀県立大学大学院研究科規程（既出１－４） 

２－５ 滋賀県立大学組織規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/SoshikiKitei.pdf 

２－６ 附属施設 

 http://www.usp.ac.jp/campus/centers/ 

２－７ 公立大学法人滋賀県立大学中期計画（第２期）（既出１－10） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/SoshikiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/campus/centers/
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第３章 教員・教員組織 

 

１．現状の説明 

（１）大学として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか。 

＜１＞ 大学全体 

教員組織の編制については、県の定める中期目標において「適正な定員管理のもと優秀な

教員・事務職員の確保を行うとともに、・・・教員の業績評価システムの改善を行い、公正

かつ適正な処遇を行う」と定められ、本学の中期計画において「公立大学法人として自律的

で適正な定員管理を行うとともに、任期制・年俸制等により優秀な教員を確保する」ことを

基本的な方針としている。  

この方針に基づき、滋賀県立大学人事方針において「公立大学法人滋賀県立大学の教職員

は、法人の理念の下に、その将来構想を見据えて、法人の中期目標を達成するために行う全

ての教育研究活動および教育研究支援活動ならびに法人運営活動の主体として、自らの使

命を自覚し、職責の遂行に最善の努力を果たさなければならない。」としてその求める教員

像を定めている（資料３－９）。また、教員選考規程で、教員の採用選考に関し、職階ごと

にその資格を定めている（資料３－５）。 

本学の教員組織については、組織規程において、学部、研究科の組織編制の基本事項を定

めている。各学部学科の教員組織は大学設置基準に則し、教授、准教授、講師、助教などの

配置バランスと教育研究に必要な教員数を確保している。学部学科において教育研究活動

を行うための教員組織として、部門や講座などを組織し、教員の階層別とグループ別との複

合化による有機的な連携体制を構築している。これらは時代の変化や学問の動向に柔軟に

対応できる教育と研究のための体制となっている。（資料３－６） 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

 環境科学部においては、教育・研究活動を重視しつつ、あわせて大学運営、地域対応に

貢献できる教員像をめざしている。環境科学部教員等の選考にあたっては公募を基本に適

切な運用に努めている（資料３－12）。また、教員の研究活動については、学部研究科年

報の中で毎年公表している（資料３－18）。 

教員組織は、対象分野が異なる４学科それぞれのカリキュラムポリシーを基本に、学科

別職階別定数に基づいて構成している。学部運営では、学部長（１名）が全体を統括し、

学科長（４名）がそれぞれの学科を統括する。教員組織の連携は、教授会および教員会

議、学科長・専攻長・部門長等合同会議、学科会議、および教務委員会をはじめとする委

員会等で行っている。 

 

【工学部】 

滋賀県立大学人事計画における教員人事計画に定める工学部の理念ならびに将来計画・

構想にもとづき、これらを実現できる教員で組織するために、工学部では「滋賀県立大学工

学部の教員選考に関する内規」を定め、各学科の教育研究目的に即した教員採用を行ってい



16 

 

る。公募の際には職階に応じた応募資格を記載しており、応募書類として研究論文だけでな

く特許に関する成果も記述させることにより、企業等における実務経験者の採用にも道を

開いている。 

 

【人間文化学部】 

人間文化学部の教員組織は、大学設置基準に基づき、学科目制を採用して、教員配置を

行っている。 

本学部の専任教員数（58名）は、設置基準で必要な専任教員数（30名）のほぼ２倍で

ある。またそのうちの教授・准教授の総計は 45名であり、８割近くとなり、主要な授業

科目を担当している。（大学基礎データ（表２）） 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部は、設置時の教育目的である看護師、保健師、助産師、養護教諭の養成に

対して対応できる教員数を確保している。現在、助手を含む教員数は 35名であり、県内

全域におよぶ実習施設での臨地実習指導に対応できる教員数を確保している。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科においては、環境動態学専攻（３研究部門）、環境計画学専攻（２研究

部門）の２専攻５部門を設置している。大学院研究指導教員資格認定を適切に行って、研

究、教育能力の優れた教員の確保育成を図っている。研究科運営では、研究科長（学部長

が兼務）が全体を統括し、それぞれの専攻に専攻長（２名）が、研究部門に部門長（３

名）が置かれている（一部専攻長と兼務）。教員組織の連携は、研究科会議および研究科

教員会議、学科長・専攻長・部門長等合同会議、専攻会議、および教務委員会をはじめと

する委員会等で行っている。 

 

【工学研究科】 

工学部の専任教員は全員が工学研究科の教員も兼任するため、教員採用に係る公募にお

いては、その職階に応じて大学院での教育に求められる資格を明記している。工学研究科

での講義、研究指導に必要な資格については、工学研究科の内規ならびに申し合わせで定

めている。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科での講義、研究指導に必要な資格については、部門ごとに資格審査基準を設けて

審査している。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科は、設置目的に基づき３つの分野（基盤看護学分野、生涯健康看護学

分野、ＣＮＳコース慢性疾患看護学分野）を設け、それぞれの専門分野に対応できる教員

を配置している。研究科長を１名配置し、ＣＮＳ慢性疾患看護学分野の担当教員は看護系

大学協議会の専門看護師教育課程審査で承認されたものが兼務し教育にあたっている。 
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（２）学部・研究科等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか。 

＜１＞ 大学全体 

各教員は基本的には学部に所属し、大学院の教育と研究指導については資格を持つ教員

が担当するとともに、一部教員は全学共通教育の授業を受け持っている。学部あるいは大学

院の責任体制として学部長、研究科長、学科長、専攻長を置き、専門分野において各学部・

学科の教授、准教授、講師、助教の組織的な連携体制を通じて教育研究における責任の所在

を明確にするとともに、各教員は学内の各種委員会の委員を担当し、連携体制が機能するよ

う整備している（資料３－７、資料３－８）。また、学部にあっては学科会議、学科長会議、

学部教授会という段階構成で、大学院では研究部門を基礎とした専攻会議、専攻長会議、研

究科会議の段階構成で教育研究の責任所在が明確にされている（資料３－２、資料３－３）。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

教員組織は、大学設置基準に基づく学科目制によって学科毎に必要な教員を教授、准教

授、講師、助教の職階によって配置している。学部の教員定数は 57名、うち教授 20、准

教授 20、講師２、助教 15 である。これに対して現員は 53名、うち教授 19、准教授 19、

講師２、助教 13 である。欠員については、適宜補充を行っている。これらの現状は、各

学科ともに学士課程の大学設置基準を満たしている。 

 教員組織の定数については、公立大学法人移行後の第２期人事計画において講師枠の助

教枠への転換を中心とする教員定数表の見直しがなされ、本学部でもその適正化に取り組

んでいるところである。また、公正な教員採用を行いつつ年齢の若返りと女性比率の向上

を実現している。（資料３－10、大学基礎データ（表２）、資料３－16、資料３－17） 

 

【工学部】 

平成 20 年度からの工学部の再編・新学科設置にともなって教育課程の全面見直しを行っ

たが、学科別のカリキュラム検討と学科会議による承認を経て、教授会において工学部とし

ての教育課程を編成しており、工学部の教育として主要な授業科目については専任の教授

または准教授が担当している。 

大学が定める工学部の教員定数（教授 20、准教授 19、講師１、助教９、計 49）を基本と

して、工学部で共通の基礎科目として重要な数学を担当する教員を平成 27 年度から配置し、

最終的に３学科で均等な教員配置となるように年次進行で教員配置を進めている。現在の

工学部の教員組織編成は、「大学基礎データ（表２）」に示すとおりである。また、３学科と

は別に寄付講座としてガラス工学研究センターを設置し、教員２名を配置している。なお、

電子システム工学科の教員数を補うため、３学科の教員が均等になるまでの措置として工

学部支援会（資料３－19）の基金等を活用しながら、教員２名を任期付きで採用している。 

 

【人間文化学部】 

学部における教授会は教授会規程によって審議事項が規定されており、毎月１回以上の

会議を開き、教育活動に係る重要事項を審議するための活動を行っている。 
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本学部の教授会および研究科会議の構成員は助教以上である。ただし、名誉教授称号授

与対象者の推薦、教員の選考、入学試験の合否判定の案件については教授のみで審議す

る。また学部長と各学科の連絡を緊密にするために、学科長会議が月１回（定例）開催さ

れ、また必要に応じて学部長によって招集されている。 

さらに学科内で検討すべき事案に関しては、各学科長が適宜学科会議を招集し、問題の

解決にあたっている。 

 

【人間看護学部】 

 人間看護学部人間看護学科は平成 15年４月に開設した。本学部における組織運営体制

は、「大学基礎データ（表２）」に示す通りである。人間看護学部では、学部長１名を配

置、教授を中心に助教以上の教員を科目担当者とし、各科目の責任者を明確にしている。

教授内容については、各領域で検討を行っている。卒業要件となる 129 単位中、23単位が

臨地実習の単位であり、助教・助手 17名を中心にいずれかの教員(教授准教授も含む)が

常時臨地実習指導にあたる人員配置をとっている。 

 

【環境科学研究科】 

大学院教員のうち、後期課程学生の研究指導（主指導）を行うことのできる研究指導教

員数は、環境動態学専攻 13 名（うち教授８名）、環境計画学専攻 12名（うち教授９名）

である。同じく研究指導補助教員（副指導）については、環境動態学専攻９名、環境計画

学専攻 11名となっている。これらの現状は、設置基準が示す必要研究指導教員数および

研究指導補助教員数の基準を十分に満たしている（大学基礎データ（表２））。また、大学

院における研究指導資格については、大学院専攻ごとに定める資格審査基準によって、本

人からの申請に基づき、適宜認定を行っている（資料３－13）。 

 

【工学研究科】 

博士前期課程の教員は工学部専任教員全員が兼任しており、教授 17 名、准教授 18 名、講

師１名、助教 12 名の配置で、材料科学専攻、機械システム工学専攻および電子システム工

学専攻のそれぞれの専攻において、必要な研究指導教員（主指導）および研究指導補助教員

（副指導）を確保している。博士前期課程における教育・研究指導は、博士後期課程の研究

指導教員資格または研究指導補助教員資格を持つ教員が担当している。 

博士後期課程は前期課程の３専攻を融合した先端工学専攻１専攻となっており、学生の

希望する領域における実践に必要な高度の能力と、研究に必要な理論と技術が習得できる

ように配慮している。博士後期課程の研究指導にあたっては、資格が必要であり、教授に

おいては採用時に研究指導教員資格（主指導）があることを確認することを原則としてい

る。また、准教授・助教においては採用後に本人の申請により研究指導教員資格または研

究指導補助教員資格審査を行うことにしている。 

 

【人間文化学研究科】 

大学院については学則に基づいて研究科会議が毎月１回以上開催され教育活動に係る重

要事項を審議するための必要な活動を行っている。 
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博士後期課程の研究指導を行う教員数は、地域文化学専攻が 10名（うち教授７名）、生

活文化学専攻が 16名（うち教授 11名）であり、研究指導補助教員数は地域文化学専攻が

６名、生活文化学専攻が９名である。これらはいずれも設置基準の必要指導教員数を大き

く上回っている。博士前期課程については人間文化学部専任教員のうち 57名が研究指導

教員（主指導）あるいは研究指導補助教員（副指導）の資格を有している（大学基礎デー

タ（表２））。指導資格の審査については部門ごとに資格審査基準を設け、審査している。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科は平成 19 年４月に開設された。研究科における組織運営体制は、学

部と同様で、「大学基礎データ（表２）」に示す通りである。研究科長(学部長兼任)を１名

配置している。現在、修士論文にあたる特別研究の研究指導教員（主指導）は９名、研究

指導補助教員（副指導）は８名(うち１名、ＣＮＳの課題研究の主指導は可)である。大学

院における研究指導資格については、内規で定める資格審査基準に基づき、本人からの申

請によって、適宜認定を行っている。また、着任候補者に対しては審査委員３名をもって

事前に審査を行っている。 

 

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか。 

＜１＞ 大学全体 

 本学における教員の選考は、教員選考規程に基づき、それぞれの学部での「教員等の選考

に関する内規」（資料３－12）により行われている。学内の教育研究体制の活性化を図るた

めにも、中期計画ごとに定める大学の「人事方針」に従い、人事計画と教員選考規程に基づ

き原則として公募採用によって行われている。また、戦略的に内部昇格が必要なときは戦略

的人事として昇任人事が行われている（資料３－９ ２(２)、資料３－10、資料３－５）。 

公募においては、担当科目および職位に相当する具体的な研究業績および教育歴などを

要件とする募集要項が、募集単位である学科会議、学部教授会を経て、理事長決裁を得た後

に大学ホームページや研究者人材データベースなどを通じて広く公表される（資料３－11）。 

教員選考については、各学部において教員候補者選考委員会が組織され、業績評価、面接、

模擬講義などによって候補者を選考し、教授会において候補者を決定した後、理事長に推薦

する。なお、教員の採用、昇格基準において、教授は大学院博士後期課程研究指導教員資格

（主指導）を有することを原則としている（資料３－12）。 

各学部の教員選考委員会は概ね委員５人で構成するが、採用にかかる学科以外からも委

員を選任することにしている。また内部昇格を図る戦略的人事においては、厳格性を確保し

恣意性を排除するため、学外の専門家を選考委員の一人として参加させることとしている。 

本学の教員は大学院研究科も兼務しており、教育研究指導能力が高いレベルで要求され

るため、研究科ごとに「特別研究担当教員の資格審査基準」を基本的な選任基準として設け

ており、それを受けてそれぞれの専攻または部門が設ける「資格審査要項」により具体的な

教育研究分野に応じて、いわゆる研究指導教員資格および研究指導補助教員資格の判定を

行うこととしている（資料３－13）。 

特に教育上の指導能力については、応募者に対する面接に際して模擬講義、プレゼンテー

ションを求めて指導能力の評価を行っている。 
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平成 24、25、26 年度には、全学で合計 77 件の教員人事が行われたが、これらのうち 73

件が公募により、４件が戦略的人事により採用等が行われたことになる（表３-１）。 

 

表３-１ 平成 24・25・26 年度教員人事の概要 

職階 合計 教授 准教授 助教（助手） 

人事件数計 ７７ ２２ ２８ ２７ 

うち公募した

もの 
７３ ２１ ２５ ２７ 

うち戦略的人

事による昇任 
４     １ ３ － 

  

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

教員の募集、採用、昇格の手続きは、「公立大学法人滋賀県立大学教員選考規程」およ

び「環境科学部教員等の選考に関する内規」に基づいて、人事案件ごとに選考委員会を設

置して行っている。（資料３－５、資料３－12）。また、公募要領の策定、候補者の決定に

あたっては、教授会において十分な審議を行い、公正で適正な人事が行われるように努め

ている。また、選考委員会では、応募者の面接の際に模擬講義の実演を求めるなどして、

研究能力だけでなく教育能力の確認も行っている。 

 

【工学部】 

教員の採用に関しては、採用プロセスを明確にするため、平成 25 年に見直された滋賀県

立大学工学部の教員選考に関する内規に基づき、公募の際には職階に応じた応募資格を記

載し、応募書類として、これまでの教育と研究の概要および着任後の教育と研究の構想を求

めている。 

教授選考においては、教授会で選考委員会を設置するとともに、研究科会議で資格審査

委員会を併設する。公募終了後、資格審査委員会では応募書類を精査して大学院博士後期

課程における研究指導教員資格（主指導）の要件を満たす応募者を選考委員会に報告す

る。その後、選考委員会では、応募書類、面接などにより選考を行い、その結果を教授会

に報告し、投票により決定して理事長に候補者を推薦する。准教授および助教の選考で

は、資格審査のプロセスがないほかは、教授選考と同様に行う。 

 

【人間文化学部】 

教員採用・昇格は、原則的には公募制をとり、研究面だけでなく、教育上の指導能力や経

歴を重視し、審査要素としている。公募では、教授会において選考委員会を設置し、選考委

員会が公募要領を策定する。公正な選考を期すため、選考委員には必ず採用学科以外の学科

からの教員を含めている。委員会は応募書類、面接等によって候補者を選考し、その結果を
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教授会に報告、応募書類の閲覧期間の後に、教授会の投票によって候補者を決定して理事長

に推薦している。 

 

【人間看護学部】 

教員候補者選考委員会は業績や教育歴等を応募資格条件と照合し、面接試験を経て審査

結果を教授会に報告する。教授会では、報告を受け審議のうえ候補者を決定し理事長に推

薦している。 

 人間看護学部での教員選考に関する内規は、定期的に見直し改正され運用している。募

集教員の採用基準を満たしている学部内教員は、公募に応募し同様の審査を経て昇格して

いる。助手の助教への昇格は昇格基準を明確にし、その基準を満たした教員は教授会の審

議を経て、理事長に推薦する手順を取っている。 

 

【各研究科】 

 本学では、学部の教員が大学院研究科の教員を兼務しており、その採用・昇格は学部と

同様である。 

 

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか。 

＜１＞ 大学全体 

本学では、教育における教員の資質の維持向上を図るために教育実践支援室を設置し、Ｆ

Ｄ研修会やワークショップなどを開催する等、教員のＦＤ活動を推進している（資料３－

14）。 

一方、研究における教員の資質の維持向上を図るためには、次のような種々の施策を実施

している。まず、研究資金としては、本学の専任教員に配分される「一般研究費」と、教員

が研究課題を提案し研究戦略委員会で採択されれば配分される「特別研究費」（重点領域研

究：本学が重点的に取り組むように定めた４つの研究拠点のどれかにかかる研究を、複数の

教員で行う共同研究、特別研究：本学を特色ある大学として、広く内外に認知させる個人研

究または複数の教員による学際的な共同研究）を準備している。また、外国の大学、研究所、

公共的教育施設または学術研究施設等において研修を目的として研究等を行うために旅

費・滞在費を補助する「在外研修制度」（短期在外研修：２週間〜３ヶ月、長期在外研修：

３ヶ月〜１年以内）があり、海外との研究交流を奨励している。研究成果の発表では、「国

際学会等研究発表助成制度」を設け、研究成果を広く世界に発信することを奨励し、研究レ

ベルの向上を図っている。また、本学の教員が、本学や滋賀県内で開催する国際学会や全国

的規模の学会・研究会の開催には、開催補助金を支給している。 

さらに教員の教育研究等の能力を向上させるために、「サバティカル研修制度」を設けお

り、すでに活用されている。 

教員の資質の維持向上のために、教育研究活動および社会連携活動などを多様な側面か

ら評価する自己評価表を毎年度末に教員が提出する業績評価を行い、この自己評価結果に

基づいて一般研究費の評価配分部分を配分してきた。平成 26年度には自己評価委員会にお

いて、自己評価表の評価項目を全面的に見直し、教育、研究、地域貢献、学内貢献、学生支

援および国際貢献の６つの観点から必須項目と加点項目に分けて評価することとなった。 
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また、教員の教育研究活動を検証し、問題点を改善するため、全学の自己評価委員会およ

び部局ごとに自己評価委員会が設けられている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

個々の教員の資質向上のため、研究、教育活動の評価を実施している。この評価は、毎

年度全学共通で行われる一般研究費評価配分のための自己点検評価書により行っている。

これらは学科長、学部長が点検して、一般研究費評価配分額に反映されている。平成 22

年度以降、毎年度、提出率は 100％である。今後の自己評価表の改善に向けて、全学の自

己評価委員会での議論をうけて、学部教員会議、学科会議の場での意見交換がなされてい

る。 

また、本学部が毎年刊行する環境科学部年報には、各年度に教員が行った研究活動、教

育活動、学会活動、研究費獲得、地域貢献活動などを記載してそれぞれの教員の活動実績

をとりまとめ各教員の資質向上の促進材料としている。 

 環境科学部では、フィールドワークを必要とする科目を３科目開設している。具体的に

は「環境フィールドワークⅠ」「環境フィールドワークⅡ」「環境フィールドワークⅢ」で

ある。このうち「環境フィールドワークⅠ」と「環境フィールドワークⅡ」は１年生およ

び２年生の必修科目であり、環境科学部４学科混成の学生編成で授業を行っている。学部

教員は、このいずれかの科目を担当することが義務付けられている。この科目の特質上、

「環境フィールドワークⅠ」では４グループに、また「環境フィールドワークⅡ」は９グ

ループに分かれて授業を行っている。この授業運営のための委員会「環境フィールドワー

ク委員会」を学部内に設置し、月例でミーティングを行っている。また、この科目独自の

授業評価アンケートを実施し、委員会で集計したものを教員にフィードバックしている。

また、年に２回程度は「環境フィールドワークⅠ担当者会議」および「環境フィールドワ

ークⅡ担当者会議」を開催し、授業運営上の意思統一を図っている。これにより、各科目

内での共通の到達目標や共通のルーブリックなどを作成して実施するに至っている。 

 

【工学部】 

各学科から１名の教育実践支援室員を選出し、教育実践支援室が全学的に行うＦＤ活動

と連携を取りながら活動している。各教員は、年数回実施される全学のＦＤ研修会等に参

加し、教員としての資質向上に努めている。また、工学部として工学部教育推進委員会を

設置し、さらに各学科にも教育改善組織等を設置して（資料３－20）、教育における問題

点を共有するなどして、教員個人の資質向上を図っている。 

教員の教育研究活動に関する定期的な評価については、全学統一の教員評価で行われて

いる。 

 

【人間文化学部】 

学生の意見聴取の取組としては、授業評価アンケートを実施し、授業改善のための参考

としている。また、毎回の授業についてのレスポンス・ペーパーも多くの教員が活用して

いる。 
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なお卒業生からの意見聴取は、平成 26年度に大学全体として卒業生アンケートが実施

されたほか、卒業時アンケートについては地域文化学科、生活デザイン学科において毎年

学科独自で実施しており、教育の状況に関する自己点検・評価の資料としてきた。 

学部および学科選出の教育実践支援室員は、全学規模のＦＤ研修会に積極的に参加し、

研修成果を他教員らに伝えることに努めている。ＦＤ研修会で得られた授業改善の方法を

積極的に自らの講義に導入するなど、意欲的に改善に努めている教員がいる。また、他教

員に自らの講義のコンサルテーションを依頼し、講義の質の向上に努める教員も存在す

る。 

いずれの教員も、ＦＤ活動が自らの教育活動に資するところ大であるという手応えをつ

かんだようで、全学のＦＤ活動に対する意欲も高まりをみせている。 

 

【人間看護学部】 

教育上の指導能力の評価は、学部では、毎年度、教員による自己評価、学生による授業

評価アンケート、領域内での評価以外に臨地実習の評価会、授業見学会などさまざま視点

から評価が行われている。ＦＤ活動では看護教育方法、研究支援、学習支援方法等の３分

野に対して外部講師等を招いた研修がほぼ毎年行われている。教員の研究活動を支援する

研修では、英語論文の書き方、国際学会でのプレゼンテーション方法、文献管理ソフトの

活用などが行われてきた。出席できなかった教員に対して、研修資料の配布や所属領域に

て研修内容の伝達が行われている。また、平成 18年度より年１回ＦＤ委員会活動レター

を発刊し活動の周知を行っている（資料３－21）。 

また、学術雑誌として学部紀要の「人間看護学研究」を発刊し、若手の教員を中心に教

員の研究成果を公表する場を提供している。査読に関しては原著に限り学外査読とし、投

稿者査読を通して深い学びを得る機会となっている。 

 

【各研究科】 

 本学では、学部の教員が大学院研究科の教員を兼務しており、教員の資質の向上を図る

ための方策については学部と同様である。 

 

２．点検・評価 

●基準３の充足状況 

大学設置基準に則して、学科単位で教授、准教授、講師、助教、助手を配置し、さらに教

員の教育研究活動を行う組織として必要に応じて学科内に講座、部門を配置して教員組織

の編制に当っており、また、各学部・学科において教員の役割分担と連携は明確な責任体制

の下で機能している。 

 教員は学部に所属し、資格のあるものは大学院を兼務している。また一部の教員は全学共

通教育も分担している。教育と研究に関する各種委員会活動における役割分担も、職階を考

慮して構成されており、この点からも教員の責任分担と連携とは組織的に明確である。この

ように、教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携体制が確保され、教育研究に係る責任

の所在が明確にされた教員編制がなされていると判断する。 

 教員採用に際しての大学全体および各学部等での基準は明確に定められ、原則公募によ



24 

 

る採用が行われている。選考委員会における選考基準に基づいた業績評価、模擬講義の実施

などが行われ、適切な評価がなされた上で教授会の審議によって候補者が決められ、理事長

に推薦し、採用が決定される。また、戦略的人事による内部昇格の場合には外部委員の参加

による厳格な審査が行われている。さらに、教授採用に際しては大学院課程における研究指

導資格に準拠しているかの審査がなされている。以上より、教員の採用基準や昇格基準等が

明確に定められ、適切に運用がなされていると判断する。特に、学士課程においては、教育

上の指導能力の評価、また大学院課程においては、教育研究上の指導能力の評価が行われて

いると判断する。 

 また、教員の教育研究活動は、業績評価として毎年提出される各教員の自己評価表から把

握し、評価している。自己評価表の各評価項目については見直し改善が行われている。教育

については、授業評価アンケート結果を集計、分析し、各学部等にフィードバックして改善

に活用するとともに、教育実践支援室を設置し、ＦＤ活動を通して、講義内容、方法の改善

の取り組みを行っている。また、専門教育についての教育の質は、個々の教員の研究レベル

と密接な関係があるため、競争的資金への応募を奨励している。また、教員の研究業績につ

いて大学情報データベースを構築し、さらに総合的にこれを把握する取り組みを行ってい

る。このように教員の教育研究活動に関する定期的・系統的な評価が行われており、また、

その結果把握された事項に対して教育面での適切な取組がなされていると判断する。 

以上のことから、同基準をおおむね充足している。 

 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

法人化に際し「人事方針」を定め、これに基づいて「第２期人事計画」を策定し運用し

ているが、このことにより原則公募による教員採用の方式が定着し、規程等に基づき総合

的かつ公正に採用手続きが行われている。 

また法人化直後から、「学長管理枠制度」を設け運用している。すなわち、教育・研究

組織等の再編に柔軟に対応でき、かつ重要性と緊急性の高い組織に人的資源を戦略的に配

分するために、各学部からおおむね５％の定員を「学長管理枠」として提供させ、合わせ

て 11人の定数を学長が管理している。その配置は学長の専権事項として、５年の期限付

きで、現在もその運用を継続させている（資料３－15）。 

あわせて、「講師」は在職者限りとして順次廃止することとしており、平成 19 年度以

降、新規に採用しているのは「准教授」または「助教」ポストに振り替えて採用してい

る。 

 ＦＤ活動を強力に推進する教育実践支援室が行う「授業の基本」研修会のニーズは高

く、他学からの研修参加者も多い。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

教員の募集、採用、昇格については、適切な規程および学部の内規を設け、全学の規程

および学部の内規に従って行われている。特に、公募の実施率はここ３年間 100％であ

り、成果が上がっていると考えられる。 



25 

 

自己評価表による、教員の活動水準の確認は、ここ６年間にわたり自己評価表提出率が

100％であることからも分かるように完全に実施されており、成果が上がっている。 

 

【工学部】 

 教員の異動や定年に伴う採用人事は順調に行われている。また、学部の教員定数の範囲

内で学科間の教員数の均等化に向けた取り組みも進みつつあり、この流れの中で工学部共

通の数学を担当する専任の教授を１名置くことができた。これにより基礎科目の教育体制

が改善された。 

 

【人間文化学部】 

教員の採用・昇格にあたり、それぞれの学科の特性・将来構想に応じた教員採用・昇格

基準を設け、教育上の指導能力・経歴を重視し、審査している。 

また、教員の教育活動に関する評価は、各学部で、教員昇格資格審査に伴う評価、学生

による授業評価、教員自身の自己評価を中心に、定期的に実施し、有効に機能している。 

 各学科における主要な授業科目の教育内容とそれを担当する教員の研究活動は高い整合

性を持っている。その検証は、教員の採用・昇格人事において、また授業科目編成時にお

いても実施されている。 

 

【人間看護学部】 

教員数は大学設置基準の約３倍であり、学生 10名に対し教員１名の割合である。その

ため教育課程に相応した教育体制を保持することができている。教員の欠員にあたって

は、随時、教員選考委員会を立ち上げ、公募および適任者の審議を経て教員の定数補充が

なされてきた。 

教員の資質の向上においては、学生による授業評価アンケート、ＦＤ活動への参加状況

が教員の自己評価内容に組み入れられることによって、毎年、自己点検評価表の提出時に

は「振り返り」がなされている。また、教員の教育・研究活動は「研究・教育活動の記

録」の発刊にて可視化が図れている。 

 

【環境科学研究科】 

 自己評価表による、教員の活動水準の確認は、ここ６年間にわたり自己評価表提出率が

100％であることからも分かるように完全に実施されており、成果が上がっている。 

大学院指導資格の認定については、内規に則って厳格に実施されており、必要な水準確

保がなされていることから、成果が上がっていると考えられる。 

 

【人間文化学研究科】 

毎年の自己点検評価において、自己評価表による教員の教育・研究活動内容の確認が実

施されており、各教員の教育と研究の質が確保されていると判断できる。 

 

【人間看護学研究科】 

研究科の学生定数は 16名(３年履修制度により最大 24名)に対して、教員は 24名の配
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置である。うち、研究指導教員資格（主指導）を持つ教員は、８名であり、学生２名当た

り１名の指導教員を置いている。現在の研究指導教員の担当学生数は、３～１名であり、

指導体制としては十分であると判断する。 

人間看護学研究科を担当する教員は、大学院開設時の大学院・学校法人審議会教員組織審

査での判定後、本研究科の研究指導教員および研究指導補助教員（副指導）を行える教員

の学内審査基準を設け審査を行っている。内規で定められた審査基準を、学部内教員に広

く周知し、積極的に申請が行われることで、適任者の資格取得を促し指導体制の拡充が図

れている。 

教員の研究成果は、毎年発刊する学部紀要「人間看護学研究」にて公表している。ＦＤ

活動においても、研究支援に関係する研修会が毎年開催されている。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

教員の採用に際しての選考基準は、教育・研究・社会貢献のうち主に研究面での業績審

査が中心であり、面接はもとより模擬講義や教育への抱負を記載させるなど教育面での能

力も審査の対象としているものの、より総合的に評価するためさらなる工夫が必要と思わ

れる。 

教育実践支援室の行う「授業の基本」研修会のうち、「基本の基本」の部分について

は、学長より「新任教員は必ず受講すること」と要請されている。しかし、学部によって

はこれに参加する新任教員が少ない現状があり、教員の意識改革を図る必要がある。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

 ＦＤ活動への参加件数が少なく、さらに活性化を行う必要がある。 

 

【工学部】 

 数学専任の教員が１名確保できたものの、１人では工学部全体の授業を担当することは

困難であり、非常勤講師に頼らざるを得ないのが現状である。 

 

【人間文化学部】 

教員組織は、学科目制をとり、それぞれの学科内で分野（系）による編成となってい

る。教員の配置状況は、大学設置基準を満たしている。しかし、学科構成や各学科の専門

分野は非常に幅広く多岐に渡っており、今後の教育研究活動の充実を図るうえで、学部内

においても長期的視野で人員構成を改善していくことが求められる。 

 

【人間看護学部】 

看護系大学の新設が相次ぐ中、学問領域によっては採用基準の適任者が選考できず欠員

の状況である。非常勤の教員で対応しているが、早急に定員を充足することが、喫緊の課

題である。また、各職階の定数を満たしておらず、教授の定数 13 名に対し、現員は８名

である。特に在宅看護領域・小児看護学領域では教授不在であり、適切な教育体制を維持
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する上でも早急に対応が必要である。 

 

【環境科学研究科】 

 ＦＤ活動への参加件数が少なく、さらに活性化を行う必要がある。 

 

【工学研究科】 

 大学院における授業評価が行われておらず、大学院の教育を行う上での教員の資質向上

にフィードバックがかからない。 

 

【人間看護研究科】 

研究科教員としての質の向上は、個々の教員の努力に任せており、組織的な質の向上に

ついての取り組みは十分とは言えない。また、助産課程の大学院化に向けて教員の確保が

必要であるが、欠員状態であり早急に教員確保が望まれる。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

人事方針および人事計画に基づいて原則公募による採用手続きを継続させるとともに、

将来構想委員会の議論を踏まえて、学長のリーダーシップのもとに学長管理枠を的確に運

用することにより、教育・研究組織運営面の大学改革を推進する必要がある。 

教育実践支援室の行う「授業の基本」研修会の内容をブラッシュアップし、たとえばア

クティブラーニングを積極的に講義科目へ導入する方法等の研修会を開発することが求め

られ、すでにこの試みは開始されており、その成果に期待する。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

教員の募集、採用、昇格については、全学の規程および学部の内規に従って引き続き適

切に行っていく。 

また、今後の自己評価表の改善に向けて、全学の自己評価委員会での議論をうけて、引

き続き、学部教員会議、学科会議の場で意見交換を行っていく。 

 

【工学部】 

 教員の採用人事については、従来のやり方で問題はないため、今後もこれまでと同様に

継続して行っていく。また、学科間の教員数の均等化についても、教員の定年に合わせて

計画的に行っていく。 

 

【人間文化学部】 

今後も公募制による採用や明確な昇格基準等の運用を継続するとともに、教育研究上の

指導能力の評価を一層的確に行えるように検討していく。 
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【人間看護学部】 

教員の定数の充足および維持を図ると同時に、より質の高い教員を確保できるように選

考委員会および教授会での審議を確実なものにしていく。そのためには、適宜審査基準の

精査、見直しを教授会で図っていく。 

教員の資質の向上に向けて、人間看護学部ＦＤ委員会が中心となりＦＤ活動をより効果

的に実施していく。特に、教員としての経験や職階に応じたＦＤプログラムを検討してい

く。その一つとして、ＦＤマップの活用を検討していく。 

 

【環境科学研究科】 

今後も自己評価表による活動状況の確認が 100％実施できるように、研究科教員会議や

専攻会議の場で徹底していく。 

また、大学院指導資格の認定については、内規に則って厳格に実施しており、必要な水

準確保がなされていることから、引き続き適切に行っていく。 

 

【人間文化学研究科】 

毎年の自己点検評価において、教員一人一人の教育・研究活動内容の確認を確実に実施

し、各教員の教育と研究の質を確保する。 

 

【人間看護学研究科】 

学内教員が、研究指導教員（主指導）・研究指導補助教員（副指導）の資格の基準を満

たせるように、研究業績の積み重ねや学位の取得について、将来構想委員会を軸とした組

織的な支援体制を検討していく。教育業績・研究業績の可視化については、大学のホーム

ページにある研究者情報に入力することを義務付けていく。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

教員採用に際して、研究面のみならず教育や社会貢献活動も含め総合的に能力を有する

人材を確保するため、各学部が定める個別の公募要領に対しても学長が意見を述べる等、

大学としての関与を強めていくための方策を役員会議で検討していく必要がある。 

教育実践支援室の行う「授業の基本」研修会のうち、「基本の基本」の部分について

は、学長より「新任教員は必ず受講すること」と要請されているが、学部によってはこれ

に参加する新任教員が少ない状況であり、引き続き、教員の意識改革を行っていく。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

ＦＤ活動への参加人数を増やし、さらなる活性化を図る。 

 

【工学部】 

 工学部共通の数学担当教員の増員について、職階や雇用形態等について議論を深め、大

学の第３期中期計画の中に記載できるように進めていく。 
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【人間文化学部】 

各学科とも大学設置基準を超える教員が配置されている。しかし、一部学科における、

専任教員が果たすべき職務が、非常勤教員によって代替されている状況が続くことは望ま

しいものではない。これらの点に関しては第２期中期計画期間中に是正する。 

 

【人間看護学部】 

教員の欠員に対して広く公募し人間看護学部内規の審査基準に基づき教員を採用してい

く。教授が不在となっている２領域については、早急に教授定数が満たされるように、広

く公募し適任者を確保していく。 

 

【環境科学研究科】 

ＦＤ活動への参加人数を増やし、さらなる活性化を図る。 

 

【工学研究科】 

 大学院の講義に対する授業評価アンケートをとるべく、平成 27 年度中にその骨格を議

論し、平成 28年度からの実施をめざし、教員の資質向上を高めるようなシステムを構築

する。 

 

【人間看護学研究科】 

平成 31 年度に予定している助産課程設置に必要な人材の確保および、現任教員の業績

拡充等の支援を行う。 

研究科担当の教員を対象にしたＦＤ活動を推進する。 

 

４．根拠資料 

 ３－１ 専任教員の教育・研究業績（過去５年分） 

 ３－２ 滋賀県立大学教授会規程 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/KyoujyukaiKitei.pdf 

３－３ 滋賀県立大学大学院研究科会議規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/DaigakuinKenkyukaKai

giKitei.pdf 

３－４ 滋賀県立大学職員人事規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/SyokuinJinjiKitei.pd

f 

３－５ 滋賀県立大学教員選考規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kyouinsenkoukitei.pd

f 

３－６ 滋賀県立大学組織規程（既出２－５） 

３－７ 滋賀県立大学学則（既出１－１） 

 ３－８ 滋賀県立大学大学院学則（既出１－２） 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/KyoujyukaiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/DaigakuinKenkyukaKaigiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/DaigakuinKenkyukaKaigiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/SyokuinJinjiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/SyokuinJinjiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kyouinsenkoukitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kyouinsenkoukitei.pdf
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 ３－９ 滋賀県立大学人事方針 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/jinjihousin.pdf 

３－10 教職員定数表（滋賀県立大学第２期人事計画） 

 ３－11 教員公募案内例（工学部電子システム工学科） 

３－12 教員の選考に関する内規例（環境科学部教員等の選考に関する内規） 

 ３－13 大学院博士課程特別研究担当教員の資格審査基準例（環境科学研究科特別研究

担当教員の資格審査に関する内規） 

３－14 滋賀県立大学教育実践支援室設置要綱  

３－15  学長管理枠について 

３－16 専任教員年代別内訳 

３－17 教員数 

３－18 滋賀県立大学環境科学部・環境科学研究科年報第 19 号「教員の活動資料」（既 

出１－16） 

 ３－19 工学部支援会入会案内（平成 26年度） 

 ３－20 教育改善組織例（工学部電子システム工学科） 

３－21 人間看護学部ＦＤレター  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/jinjihousin.pdf
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第４章 教育内容・方法・成果 

 

（１）教育目標・学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

 

１．現状の説明 

（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか。 

＜１＞ 大学全体 

学位授与方針（ディプロマポリシー）は、学士課程に共通のものとともに各学部・学科で、

明確に定められている。また、大学院における学位授与方針(ディプロマポリシー)も各研究

科・専攻ごとに明確に決められている。 

 
学部の学位授与方針 
滋賀県立大学では、卒業時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上の目的）

を以下のとおり定めます。これらの能力を獲得するともに、各学部に所定の年限在学し、
全学ならびに各学部・学科の定める教育理念・教育目的に沿って設定された教育プログラ
ムや授業科目を履修して、基準となる単位数を修得した学生に学位を授与し、卒業を認定
します。 

 
学位：学士 
Ａ．「全学共通科目」、「全学共通基礎科目」、「人間学」の履修を通じて、基礎的な知識・

技術を養うとともに、社会環境の変化に柔軟に対応できる豊かな人間性と、課題を
発見、分析、解決する能力に加え、自ら探求する態度と姿勢を身につける。  

Ｂ．各学部・学科の特性に応じて編成された体系的な教育を通じて、専門的な知識・技
術を養うとともに、知識の活用能力、批判的・論理的思考力、課題探求力、問題解
決力、表現能力、コミュニケーション能力などを総合する力を身につける。 

 
大学院の学位授与方針 
滋賀県立大学大学院では、修了時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上の

目的）を以下のとおり定めます。これらの能力を獲得するとともに、所定の単位を修得
し、学位論文の審査および最終試験に合格した学生に、学位を授与します。 

 
学位：修士 [博士前期課程・修士課程] 

博士前期課程・修士課程は、学術の理論および応用を十分に理解し、文化の進展に
寄与するとした目的に沿って研究を行い、高い倫理観と高度な専門知識を身につけ、
専門分野における高い研究能力、あるいは職務遂行能力を身につける。 

 
学位：博士 [博士後期課程] 

博士後期課程は、学術の理論および応用を十分に理解し、文化の進展に寄与すると
した目的に沿って研究を行い、専門分野において研究者として自立した研究活動を
行うための高い倫理観と高度な研究能力、あるいは、より高い専門性が要求される職
務を遂行するに十分な能力を身につける。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部の学位授与方針 
環境科学部は、卒業時点において学生が身につけるべき能力を以下のとおり定めます。 
Ａ．環境問題を多角的に俯瞰するための幅広い知識と倫理観を身につけ、自然科学・

社会科学の両側面から理解し判断できる。（知識・理解）（思考・判断） 
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Ｂ．自らの専門分野における環境問題の解決、あるいは自然環境と調和した人間社会
を創造するための高度な専門知識・技術を有している。（知識・理解）（技術・技
能） 

Ｃ．直面する環境問題に関心を持ち、問題解決に向けて主体的・協同的に取り組むこ
とができる。（意欲・関心）（態度） 

Ｄ．専門分野に関する調査研究の内容や成果等を、口頭発表、論文作成などの手法
を用いて表現するとともに他者と論理的に議論できる。（技術・技能）（思考・
判断） 

 
[環境生態学科] 
環境生態学科は、卒業時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上の目的）を

下記の通り定めます。 
これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を取得した上で、環境生態

学科の定める人材育成目標を達成した者に、学士課程の環境科学の学位を授与します。 
Ａ．人間・社会・環境の関係について多様な側面から理解できる。（知識・理解） 
Ｂ．外国語で意思疎通し、与えられた課題について情報を入手し発信する基礎能力を養

う。（技術・技能） 
Ｃ．生態系の構造と機能を探求するのに必要な科学的基礎力を修得する。（知識・理解） 
Ｄ．様々な生態系の構造と機能、地域の課題について幅広い知識を身につけ、それらに

ついて自然科学（物理学・化学・生物学・地球科学）的方法論を用いて理解できる。
（知識・理解） 

Ｅ．生態系の保全と修復に関する知識を身につけるとともに、その保全修復に積極的に
関わる態度を持つ。（知識・理解）（興味・関心）（思考・判断） 

Ｆ．物理的・化学的・生物的・地球科学的環境因子の調査測定、解析に必要な技術を修
得する。（技術・技能） 

Ｇ．環境問題、地域課題の解決に対し、専門知識に基づいて自らの見解を形成できる。
（知識・理解）（興味・関心）（思考・判断） 

Ｈ．調査結果等を口頭発表、論文作成等の適切な手法を用いて表現できる。（技術・技
能）（思考・判断）（興味・関心） 

Ｉ．他者と論理的に議論できる。（技術・技能）（思考・判断）（興味・関心） 
 

[環境政策・計画学科] 
環境政策・計画学科は、卒業時点において学生が身に付けるべき能力（教育研究上の目

的）を下記の通り定めます。 
これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を修得した上で、環境政

策・計画学科の定める人材育成目標を達成した者に、学士課程の環境科学の学位を授与し
ます。 
Ａ．環境政策と環境計画についての知識を習得し理解する。（知識・理解） 

・環境を配慮した政策や計画について学ぶ。 
・環境問題と関連する人間行動や社会システムについて理解する。 
・環境および環境と人間活動の相互作用についての知識を習得する。 
・環境政策と環境計画の理解に必要な知識を学ぶ。 

Ｂ．環境問題に対して思考・判断する能力を獲得する。（思考・判断） 
・プロジェクトの設計やイベントの計画を通じて環境問題について考える。 
・ビジネスの構築や行政計画から環境問題の解決策を検討する。 
・環境を配慮した政策や計画の目標を達成するための思考能力と判断力を身に付

ける。 
Ｃ．地域環境問題や地球環境問題についての興味や関心を養成する。（興味・関心） 

・環境フィールドワークによる現場での体験から学ぶ。 
・環境政策や環境計画の実態について調べる。 
・環境問題と人間や社会とのかかわりについて興味を持つ。 
・環境問題が発生してきた地域に関心を持つ。 

Ｄ．環境を配慮した社会の実現につながる技能や技術を習得する。（技能・技術） 
・政策や計画を作成するための技法を習得する。 
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・環境を配慮した政策や計画を導入するために支援となるような技法を学ぶ。 
・環境問題の解決につながる研究を論文の作成と口頭による発表によって、わか
りやすく伝える技術を身に付ける。 

Ｅ．環境政策や環境計画に携わるための態度を養成する。（意欲・態度） 
・環境問題に関連するイベントや会議に主体的に参加することができる。 
・環境政策や環境計画に従事している人にインタビューをすることができる。 
・自分から環境問題の解決に向けて積極的に取り組むことができる。 

Ｆ．地域の課題と専門分野との関わりが理解できる。（知識・理解） 
Ｇ．地域課題の解決に向けて、専門知識を応用することができる。（技術・技能）（思考・

判断）（興味・関心） 
 
[環境建築デザイン学科] 
環境建築デザイン学科は、卒業時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上の

目的）を下記の通り定めます。 
これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を修得した上で、環境建築

デザイン学科の定める人材育成目標を達成した者に、学士課程の環境科学の学位を授与
します。 

 
Ａ．人間存在と環境・社会について深く理解し、豊かな人間性を身につけること（知識・

理解）（興味・関心） 
Ａ-１．人間の心身および人間と自然や社会とのかかわりなどについて、興味に応

じて多面的に学習し、大学教養レベルの知識と複雑化・流動化していく現
代社会の中で将来の指針を見いだしていく能力を身につけること（知識・
理解） 

Ａ-２．国際的に活躍する世界市民に必要な外国語によるコミュニケーション能力
の基礎を身につけること（知識・理解） 

Ｂ．技術が環境や社会に与える影響や効果について理解し、技術者・デザイナーとして
の責任感と倫理観を身につけること（知識・理解）（興味・関心） 

Ｃ．力学、数学、フィールドワーク、情報処理技術、および環境建築デザイン分野の全
般に関わる基礎的な知識と技法を身につけること（知識・理解）（技能・技術） 

Ｄ．環境建築デザインの各分野の専門的な知識を習得し、さらにそれらを基礎として高
度な専門知識と技法を身につけるとともに、それらを応用して与えられた課題を整
理・探究する能力を身につけること（知識・理解）（思考・判断） 

Ｅ．環境建築デザイン分野の様々なデザイン技法を習得し、さらにそれらを基礎として
演習・実習を通じて高度な設計・デザイン技能を身につけること（思考・判断）（技
能・技術） 
Ｅ-１．環境建築デザインの幅広い課題に関する演習を通じて、課題の分析・解決・

提案、及びそれらをデザインに表現する能力を身につけること（思考・判
断）（技能・技術） 

Ｅ-２．環境建築デザインの幅広い課題に関する実習を通じて、地域の課題を理解
し、解決するための技術と技能を身につけること（思考・判断）（技能・技
術） 

Ｆ．自分の論点や考えを制作や論文を用いて、わかり易く論理的に表現する能力ととも
に、それを口頭でわかり易く論理的に発表しディスカッションを行う能力を身につ
けること（思考・判断）（技能・技術） 

Ｇ．環境の一部としての建築を計画・設計するという意識をもち、建築プロフェッショ
ンとしての明確な目的意識をもち、生涯にわたって自発的に学習する能力を身につ
けること（技能・技術）（興味・関心） 

 
[生物資源管理学科] 
生物資源管理学科は、卒業時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上の目

的）を下記のとおり定めます。これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単
位を取得した上で、生物資源管理学科の定める人材育成目標を達成した者に、学士課程の
環境科学の学位を授与します。 



34 

 

Ａ．人間と自然・社会の関係について多面的に理解することで、豊かな人間性と倫理
観を身につける。（知識・理解） 

Ａ-１．幅広い教養を習得し、環境問題を解決するための基礎的能力、コミュニケ
ーション能力、プレゼンテーション能力および文章表現能力を身につける。
（知識・理解） 

Ａ-２．外国語によるコミュニケーション能力および異文化を理解する能力を身に
つける。（知識・理解） 

Ｂ．生物資源管理学の基礎となる知識と技術を身につける。（知識・理解） 
Ｃ．生物資源管理学に関連する幅広い専門知識を身につける。（知識・理解） 
Ｄ．生物資源管理学の幅広い分野について俯瞰した上で、自ら選択した個別分野につい

て深く理解し、応用できる能力を身につける。（知識・理解）（技能・技術） 
Ｄ-１．各専門分野における専門知識を体系的に身につけ、自ら選択した個別分野

について、高度な専門知識と応用力を身につける。（知識・理解） 
Ｄ-２．地域課題と専門分野の関係性についての知識を身につける。（知識・理解） 
Ｄ-３．実験・実習を通じて、実践的な専門技術、結果の解析能力、論理的思考力

およびレポート作成能力を身につける。（技能・技術） 
Ｅ．地域課題の解決に向けて、生物資源管理学の専門知識を応用する能力を身につけ

る。（技能・技術）（思考・判断）（興味・関心） 
Ｆ．生物資源管理学に関係する諸問題を、自らの専門性に基づいて発見し、問題解決に

向けて主体的・協同的に行動できる能力を身につける。（思考・判断）（興味・関心） 
Ｇ．専門分野の調査研究結果を他者に分かりやすく発表し、論理的にディスカッション

できる能力、および科学論文の作成能力を身につける。（技能・技術） 

 

【工学部】 

工学部の学位授与方針 
[材料科学科] 
材料科学科は、環境と調和した持続可能な人間社会の構築のために、科学技術に裏打

ちされた材料技術の進歩に貢献できる、研究者・技術者の養成を目的としています。そ
こで材料科学科は、卒業時点において学生が身につけるべき能力を下記のとおり定めま
す。これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を修得した上で、材料
科学科の定める人材育成目標を達成した者に、学士（工学）の学位を授与します。 
Ａ．「人間」という存在を深く見つめ、人間と環境・社会の関係について地域特性へ

の配慮も含めて多面的に理解し、技術者が社会に対して負っている責任と使命を
実践する能力を身につける（思考・判断） 

Ｂ．英語や他の外国語で生活および材料科学技術分野に関する必要な情報交信ができ
る、コミュニケーション基礎能力を身につける（技能・技術） 

Ｃ．工学の基礎となる数学、自然科学、情報科学および情報処理についての理解と活
用能力を身につける（知識・理解） 

Ｄ．工学とその基礎となる学問の幅広い分野に基づいて、技術について俯瞰的に見る
ことが出来る能力を身につける（興味・関心） 

Ｅ．材料の物性、構造や機能、これらの解析方法、および材料製造方法についての、
金属、セラミックス、有機材料、高分子材料に共通する基本的な知識と、それを
材料開発、プロセス開発に応用する能力を身につけ、さらに地域産業・地域環境
の視点からも材料科学について理解する。（知識・理解） 

Ｆ．様々な材料の特性、製造方法、機能性について、その構造と関係づけて理解し、
材料設計およびプロセス設計へと活用できる能力を身につける（知識・理解） 

Ｇ．与えられた課題に対して適切な実験計画を立案・遂行して、得られたデータをも
とに現象について考察し論理的に説明し記述できる能力、卒業研究などを通して
自主的・継続的に学習できる能力、伝えたい専門的内容を論理的で判り易く説明
し議論できるコミュニケーション能力等を身につける（思考・判断）（技能・技
術） 
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[機械システム工学科] 
機械システム工学科は、卒業時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上の目

的）を下記のとおり定めます。これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単
位を修得した上で、機械システム工学科の定める人材育成目標を達成した者に、学士課程
（工学）の学位を授与します。 
Ａ．自然環境、社会、人間に関する理解、および技術の役割に関する理解 

Ａ-１．自然環境、社会、人間について、地球的視点や地域の視点、さまざまな立
場から多面的に理解し、幅広く深い教養を身につける。（興味・関心、態
度） 

Ａ-２．技術が、自然環境、社会、人間に及ぼす影響を理解して、技術者が負って
いる責任を自覚できる。（興味・関心、態度） 

Ｂ．国際的にコミュニケーションできる基礎能力を身につける。（技能・技術） 
Ｃ．数学、力学、電磁気学、化学、情報技術に関する基礎学力を修得し、これらを機械

システム工学に応用できる能力を身につける。（知識・理解、技能・技術） 
Ｄ．機械システム工学専門科目に関する能力 

Ｄ-１．機械システム工学の概要を学習し、機械システム工学の基礎を修得すると
ともに、機械システム工学全般を見渡せる能力を育成する。（知識・理解、
思考・判断） 

Ｄ-２．機械システム工学の基礎である材料と構造、エネルギー、流れ、力と運動、
応用である計測制御、生産技術に関する学力を身につける。（知識・理解） 

Ｄ-３．講義で学んだ知識を、実験・実習・演習を通してより具体的に機械システ
ム工学を理解し、ものづくりに応用できる能力を身につける。（知識・理
解、技能・技術） 

Ｅ．社会が要求する実際的な課題を、種々の専門知識を活用して解決する実践的なデザ
イン能力を身につける。（興味・関心、技能・技術） 

Ｆ．自分の意見を論理的に整理し相手にわかりやすく伝える力、相手の意見を聴き理解
する力を身につける。（思考・判断、技能・技術、表現） 

Ｇ．自らやるべきことを見つけて積極的に取り組む力、継続的に自己啓発と学習を続け
ていく力を身につける。（思考・判断、興味・関心、態度、意欲） 

Ｈ．課題の解決への道筋を明らかにする力、目標に向け確実に行動する力を身につけ
る。（思考・判断、態度） 

 
[電子システム工学科] 
電子システム工学科は、電気・電子・情報工学分野の高度な技術と知識に裏打ちされた

創造力豊かな高度専門職業人の養成を目的としている。そのため学生は、次の能力を身に
つけることが求められる。 
Ａ．人間存在と環境・社会について深く理解し、豊かな人間性を身につける（③興味・

関心） 
Ｂ．国際的に活躍する世界市民に必要な外国語によるコミュニケーション能力の基礎

を身につける（④技能・技術） 
Ｃ．電子システム工学分野の基礎となる、大学工学部共通基礎レベルの数学、物理学、

化学および情報処理技術に関する知識とそれらを応用する能力を身につける（①知
識・理解） 

Ｄ．電子システム工学分野の幅広い基礎知識を習得し、さらにそれらを基礎として高度
な専門知識を身につける（①知識・理解） 

Ｅ．電子システム工学分野の実験、実習の実践を通して、工学課題を設定・遂行・解決
する能力を身につける（④技能・技術） 

Ｆ．自分の論点や考え方について論文や口頭でわかり易く論理的に発表しディスカッ
ションを行う、日本語によるコミュニケーション能力を身につける（④技能・技術） 

Ｇ．技術者としての明確な目的意識を持ち、生涯にわたって自発的に学習する能力を身
につける（②思考・判断） 

Ｈ．地域の課題と専門分野との関わりが理解でき、地域課題の解決に向けて、専門知識
を応用することができる能力を身につける（①知識・理解） 
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【人間文化学部】 

人間文化学部の学位授与方針 
人間文化学部では、以下の学位授与方針の下、各学科に即した教育目標が設けられて

います。 
Ａ．人間の文化に関する幅広い知識を身につけ、文化のさまざまな側面に対する理解

を深める。（知識・理解） 
Ｂ．大学で学んだことを手がかりに、多様なできごとに興味と関心を持ち問題を解決

しようとする態度を身につける。（興味・関心） 
Ｃ．自分の直面している問題に対して柔軟な思考と判断ができる。（思考・判断） 
Ｄ．各専門領域に応じた調査・研究を行い、それを表現する技術・技能を身につけ

る。（技術・技能） 
 
[地域文化学科] 
Ａ．日本や東アジアの過去・現在の文化について幅広い知識を身につけることが出来

る。（知識・理解） 
Ｂ．多様な地域文化についての関心を持ち、大学で学んだことをもとに課題を解決し

ようとする態度を持つ。（思考・判断） 
Ｃ．環琵琶湖地域を中心とするフィールドワーク(現地調査)を通じて、それぞれの地

域の社会や文化に対して関心を持ち、自らの見解を形成できる。（興味・関心） 
Ｄ．自分の調査・研究の成果を口頭あるいは文章や地図・図像などの製作物の形で表

現することが出来る。（技能・技術） 
 

[生活デザイン学科] 
Ａ．身近な生活環境を構成する服飾・道具・住居の各分野について、基礎から実践に

至るまでの知識と理論を理解することができる。（知識・理解） 
Ｂ．演習科目を通して、自分の専攻する分野のデザインスキルを身に付ける。（技

能・技術） 
Ｃ．生活環境、生活様式に関わる問題を発見し、具体的な方法論により、分析・考察

し、解明・解決・提案できる。（思考・判断） 
Ｄ．生活環境の中のデザインや地域におけるデザインについて関心を持ち、大学で学

んだことをもとに、それを改善しようとする態度を持つ。（興味・関心） 
Ｅ．自分の調査・研究の成果を、口頭あるいは文章や、制作物の形で表現する事がで

きる。（技能） 
 

[生活栄養学科] 
生活栄養学科は卒業時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上の目的）を

下記のとおり定めます。 
これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を修得した上で、生活栄

養学科の定める人材育成目標を達成した者に、学士課程の人間文化学の学士を授与しま
す。 
Ａ．栄養学に関する幅広い基礎的な知識を習得する。（知識・理解） 
Ｂ．栄養学の視点からみた健康に関するさまざまな問題に対して大学で学んだ知識を

基に科学的根拠をもって自らの見解を形成できる。（思考・判断） 
Ｃ．実験、実習、演習などの実施教育を通して、明確な目的意識を持ち、自主的な学

習姿勢を通じて独創的な思考力を習得する。（思考・判断） 
Ｄ．現代社会が抱える栄養学の視点からみた健康に関する問題に対し、大学で学んだ

事を基に解決しようとする態度を持つ。（興味・関心） 
Ｅ．個々人の栄養状態を把握し、個々人に最適な栄養管理を行うことができる。（技

能・技術） 
 
[人間関係学科] 
本学科の専門科目群、全学共通教育科目群の履修および在学中の多様な活動を通じ

て、人間らしい心の発達と生きがいの感じられる生活や地域をはじめとする社会のシス
テム構築に参加するための基礎的、専門的知見と技術を身につけているとともに、多様
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な立場や職種の人々と対話し、連携する主体としての諸力量を身につけていることが求
められる。また、個人の生涯発達と社会の生成、発展のダイナミクスに関心をもち、問
題状況を科学的に分析し、理解し、状況の改善に向けて論理的に判断、議論する能力が
求められる。以下にも記すこれらの要件を満たした者には人間文化学部から学士（人間
文化学）の学位が授与される。 
Ａ．知識・理解 

人間関係のあり方について心理学・教育学・社会学を中心とする幅広い知識を
身につける。 

Ｂ．思考・判断 
Ｂ-１．一対一の関係で起こる綿密なコミュニケーションを考える一方で、地域

コミュニティなど、多様な社会集団で起こる複雑なコミュニケーションを
考えることができる。 

Ｂ-２．対人関係を短い時間単位で捉えるだけでなく、生涯にわたって発達して
いく関係として考えることができる。 

Ｃ．興味・関心 
専門性に閉じこもることなく、隣接する分野に積極的な興味と関心を持ち、さ

まざまな分野の人びとと話し合う態度を身につける。 
Ｄ．技法・技術 

Ｄ-１．人間間関係を定量的／質的に分析するための技法を身につける。 
Ｄ-２．多様な人間関係のあり方を議論することができ、それを口頭や文章で表

現することができる。 
 
[国際コミュニケーション学科] 
国際コミュニケーション学科は、卒業時点において学生が身につけるべき能力を下記

のとおり定めます。 
これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を修得した上で、国際コ

ミュニケーション学科の定める人材育成目標を達成した者には学士課程の人間文化学の
学位を授与します。 
Ａ-１．自国や諸外国の社会・文化・歴史等に関する幅広い知識や教養を身につけ

る。(知識・理解) 
Ａ-２．国境を越えた人の移動に伴う諸問題について理解し、グローバル化する世界

や地域社会の諸課題に対応できる知と実践力を身につける。(知識・理解) 
Ｂ．異なる民族や異なる文化的背景を持つ人間が、いかに共生していけるかという課

題に多面的な関心を持ち、自らの見解を形成できる。(思考・判断) 
Ｃ-１．グローバル化の進展により人類の課題となっている多文化共生の未来を拓こ

うとする態度を持つ。(興味・関心) 
Ｃ-２．文化だけでなく人間の持つあらゆる多様性を尊重し、異文化に積極的に関わ

ることによって、新たな関係を創造していく意欲を持つ。(興味・関心) 
Ｄ-１．英語を中心とする複数の外国語でのコミュニケーション能力を身につける。

(技能・技術) 
Ｄ-２．自分の調査・研究の成果を、口頭あるいは文章（日本語および外国語）で表

現することができる。(技能・技術) 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部の学位授与方針 
[人間看護学科] 
Ａ．人の生命に対する畏敬の念を持ち、人の尊厳と権利を擁護する倫理観を確立してい

る。（態度・倫理） 
Ｂ．看護学に興味・関心を持ち、その知識を用いて、人間を多角的・総合的に理解する

ことができる。（知識・理解）（興味・関心） 
Ｃ．健康上のさまざまな課題に対して科学的に評価・判断し、解決のための方策を考え

ることができる。（知識・理解）（思考・判断） 
Ｄ．人に対する深い洞察力を持ち、人の感情に共感する態度を形成している。（知識・
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理解）（興味・関心）（態度・倫理） 
Ｅ．専門知識を基に、基礎から応用に至る看護技術を習得している。（知識・理解）（思

考・判断）（技能・技術） 
Ｆ．コミュニケーション技能を身につけ、ヘルスケアチームの一員として多職種と協働

できる。（思考・判断）（態度・倫理） 
Ｇ．社会情勢や地域特性を踏まえ、生活実態に応じた看護を提供できる。（知識・理解）

（思考・判断）（技能・技術） 
Ｈ．地域社会から国際社会まで幅広い視野を持ち、社会に貢献できる基礎能力を備えて

いる。（知識・理解）（興味・関心） 
Ｉ．生涯にわたって研鑽を積み、自らの能力・専門性を高める基本姿勢を備えている。

（知識・理解）（興味・関心）（態度・倫理） 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科博士前期課程の学位授与方針 
[環境動態学専攻] 
環境動態学専攻は、自然生態系の保全あるいは持続可能な生物生産や資源利用に関し

て提言できる人材を育成する目的に立ち、下記の通り課程修了時において学生が身につ
けるべき能力を定めます。所定の単位を修得し、提出された修士あるいは博士論文の審
査および最終試験の合格により、修士（環境科学）の学位を授与します。 
Ａ．研究を遂行するのに必要な、専門的知見を理解する。（知識・理解） 
Ｂ．系統的に調査・観測・実験を行い、論理的な結論を導くことができる。（知識・

理解、思考・判断、技術・技能） 
Ｃ．研究成果を国内外の学会で発表する能力を有する。（知識・理解、技術・技能） 
Ｄ．研究成果を論文としてまとめることができる。（知識・理解、技術・技能、思

考・判断） 
 

[環境計画学専攻] 
＜環境意匠研究部門＞ 
環境計画学専攻環境意匠研究部門は、博士前期課程の修了時点において学生が身につ

けるべき能力（教育研究上の目的）を下記の通り定めます。 
これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を修得した上で、環境計

画学専攻・環境意匠研究部門の定める学位論文審査基準を充足する学位論文を提出した
者、修士設計を提出した者に修士（環境科学）の学位を授与します。 
Ａ．本専攻入学までに修得した専門知識を基に、環境科学に関わる高度な調査・実

験・分析技術を身につける。（技能・技術） 
Ｂ．環境意匠の各専門分野における最先端の学識を習得し、学術的に有意な研究ある

いは社会的に有用な環境建築デザインを行うことができる。（知識・理解）（思
考・判断）（技能・技術） 

Ｃ．環境建築デザインに関する実務実習または演習を通じて建築デザイン、コミュニ
ティデザイン、歴史理論、計画、環境設備、構造、施工、監理等の専門職能につ
いての実践的な知識を身につける。（技能・技術）（興味・関心） 

Ｄ．明確な目的と独創性、新規性をもつ研究テーマについて適切な実験・調査データ
あるいは文献資料に基づいて、論理的に考察し妥当な結論を導くことができ、論
文または設計としてまとめることができる。（思考・判断）（技能・技術） 

 
＜地域環境経営研究部門＞ 
環境計画学専攻地域環境経営研究部門は、人材の養成の目的を達成するため、下記の

とおり、修了時点において学生が身につけるべき能力を定めます。 
所定単位の修得と論文等の審査基準に基づく審査の合格により、その達成とみなし、

修士学位を授与します。 
Ａ．持続可能な地域環境をマネジメントできる専門知識を身につける。 
Ｂ．地域環境マネジメントに関する新規性のある学術研究を行い、論文としてまと

め、的確な発表・質疑ができる。 



39 

 

環境科学研究科博士後期課程の学位授与方針 
[環境動態学専攻] 
環境動態学専攻は、自然生態系の保全あるいは持続可能な生物生産や資源利用に関し

て提言できる人材を育成する目的に立ち、下記の通り課程修了時において学生が身につ
けるべき能力を定めます。所定の単位を修得し、提出された修士あるいは博士論文の審
査および最終試験の合格により、博士（環境科学）の学位を授与します。 
Ａ．最新の研究動向を把握し、批判的に評価できる。（知識・理解、思考・判断、興

味・関心） 
Ｂ．研究成果を専門外の人に説明することができる。（知識・理解、技術・技能） 
Ｃ．自ら研究計画を立て、調査・観測・実験を行い、論理的な結論を導くことができ

る。（知識・理解、思考・判断、技術・技能） 
Ｄ．研究成果を国際的な学会等で発表する能力を有する。（知識・理解、技術・技

能） 
Ｅ．研究成果を学術論文としてまとめることができる。（知識・理解、技術・技能、

思考・判断） 
 
[環境計画学専攻] 
＜環境意匠研究部門＞ 
環境計画学専攻環境意匠研究部門は、博士後期課程の修了時点において学生が身につ

けるべき能力（教育研究上の目的）を下記の通り定めます。 
これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所定の単位を修得した上で、環境計

画学専攻・環境意匠研究部門の定める学位論文審査基準を充足する学位論文を提出した
者には博士（環境科学）の学位を授与します。 
Ａ．環境意匠の各分野における先端的で高度な専門知識と調査・実験・分析技術を身

につける。 
Ｂ．独創性、新規性をもつ学術研究をおこない、その成果を各専門分野において評価

される論文としてまとめ、発表できる。 
＜地域環境経営研究部門＞ 
環境計画学専攻地域環境経営研究部門は、人材の養成の目的を達成するため、下記の

とおり、修了時点において学生が身につけるべき能力を定めます。 
所定単位の修得と論文等の審査基準に基づく審査の合格により、その達成とみなし、

博士学位を授与します。 
Ａ．持続可能な地域環境をマネジメントできる高度な専門知識を身につける。 
Ｂ．地域環境マネジメントに関する新規性のある学術研究を行い、対外的に評価され

た成果を含めて論文としてまとめ、的確な発表・質疑ができる。 

 

【工学研究科】 

工学研究科博士前期課程の学位授与方針 
[材料科学専攻] 
材料科学専攻は、人材の養成の目的を達成するため、下記のとおり、修了時点におい

て学生が身につけるべき能力を定めます。 
本専攻において、所定単位の修得と論文および最終試験の審査基準に基づく審査の合

格により、その達成とみなし、修士学位を授与します。 
Ａ．材料科学に関する深い学識に裏打ちされた幅広い知識および視野を身につける。

（知識・理解） 
Ｂ．材料科学の分野において、人間社会にとって有意義な新規課題の研究に自らの手

法を提案して取り組み、全国的に通用する水準の課題解決を迅速に行える能力
を、身につける。（技術・技能、思考・判断） 

Ｃ．自らの行った研究について、その学術的および工学的意義を説明できる。（興
味・関心） 

Ｄ．自らの行った研究について、その内容を科学的・論理的かつ判り易く纏め上げて
説明・報告できる能力を、身につける。（技術・技能） 
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[機械システム工学専攻] 
機械システム工学専攻は、修了時点において学生が身につけるべき能力（教育研究上

の目的）を下記のとおり定めます。これらの能力を獲得し、カリキュラムに規定する所
定の単位を修得し、論文および最終試験の審査に合格した者に、修士の学位を授与しま
す。 
Ａ．機械システム工学に関する幅広い知識および視野を身につける。（知識・理解） 
Ｂ．機械システム工学の分野における社会に寄与する研究課題を見出し、必要な知識

を獲得して研究を遂行し、自らの力で課題を解決できる能力を身につける。（技
術・技能、思考・判断、興味・関心） 

Ｃ．自らの行った研究の成果を纏め、発表・議論して、研究を発展させる能力を身に
つける。（技術・技能、思考・判断） 

 
[電子システム工学専攻] 
電子システム工学専攻では、電気・電子・情報システムの視点から、将来の最先端の

科学技術に創造的な役割を果たすことができる有為の人材を養成する目的を達成するた
め、下記のとおり、修了時点において学生が身につけるべき能力を定めます。 
本専攻において、所定単位の修得と修士論文の審査基準に基づく審査の合格により、

その達成とみなし、修士（工学）の学位を授与します。 
Ａ．幅広い基礎知識を含む高度な専門知識を習得できる。（知識・理解、技術・技

能） 
Ｂ．顕在化している多岐にわたる環境問題を解決できる。（興味・関心、技術・技

能） 
Ｃ．持続可能な開発につながる機能的電子システムが創成できる。（思考・判断、技

術・技能） 
 
工学研究科博士後期課程の学位授与方針 
[先端工学専攻] 
先端工学専攻は、人材の養成の目的を達成するため、下記のとおり、修了時点におい

て学生が身につけるべき能力を定めます。 
本専攻において、所定単位の修得あるいは学力試験によって学力を確認し、論文およ

び最終試験の審査基準に基づく審査の合格により、その達成とみなし、博士の学位を授
与します。 
Ａ．材料科学、機械システム工学、電子システム工学およびその関連分野に関する深

い学識に裏打ちされた幅広い知識および視野を身につける。（知識・理解） 
Ｂ．材料科学、機械システム工学、電子システム工学およびその関連分野において、

社会にとって有意義な新規課題を見出し、その研究に自らの手法を提案して取り
組み、一定の制約の下で合理的に課題を解決できる能力を身につける。（技術・技
能、思考・判断） 

Ｃ．自らの行った研究について、その課題の重要性および研究成果の学術的・工学的
意義を説明できる。（技術・技能、興味・関心） 

Ｄ．自らの行った研究について、その内容を科学的・論理的かつ判り易く纏め、社会
に対して説明できる能力を身につける。（技術・技能、興味・関心） 

 

【人間文化学研究科】 

人間文化学研究科博士前期課程の学位授与方針 
[地域文化学専攻] 
地域文化学専攻は、人材の養成を目的を達成するため、下記の通り、修了時点におい

て学生が身につけるべき能力を定めます。 
所定単位の修得と論文等の審査基準に基づく審査の合格により、その達成とみなし、

修士学位を授与します。 
Ａ．日本とアジアの歴史、そして現在の文化について広範な知識を身につけることが

でき、地域の歴史・文化を理解することができる。(知識・理解) 
Ｂ．日本とアジアにおける多様な地域文化に関心をもち、博士課程前期で学んだこと
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を基に課題を設定し、それを解決しようとする姿勢を持つ。(思考・判断) 
Ｃ．日本やアジアを中心とする現地調査を通じて、各々の地域社会や地域文化の研究

を進め、自らの見解を形成できる。(興味・関心) 
 

[生活文化学専攻] 
生活文化学専攻各部門は、人材養成の目的を達成するため、下記の通り、修了時点に

おいて学生が身につけるべき能力を定めます。 
所定単位の修得と学位論文等の審査基準に基づく審査の合格により、その達成とみな

し、修士学位を授与します。 
＜生活デザイン部門＞ 
Ａ．生活に関わるデザインについて広範な知識を身につけ、適切なデザインを実現す

る方法について理解することができる。（知識・理解） 
Ｂ．生活に関わるデザインのあり方に広い関心を持ち、自ら学んだことを基に課題を

設定し、それを解決しようとする姿勢を持つ。（興味・関心） 
Ｃ．明確な目的をもつ研究テーマについて適切な方法で研究し、論文または制作物と

してまとめることができる。（思考・判断）（技能・技術） 
＜健康栄養部門＞ 
Ａ．栄養学とは人が食べた後の食べ物の運命を扱う生物物理化学であることが理解で

きる。（知識・理解）（興味・関心） 
Ｂ．栄養学の知識と技術を、健康の維持に活用できる。（知識・理解）（技能・技術） 
Ｃ．必要な実験方法を自ら入手できる能力を身につけることができる。（思考・判

断）（技能・技術） 
Ｄ．自らが行った研究成果を説明できるプレゼンテーションと研究者間とのコニュニ

ケーションができる。（思考・判断）（技能・技術） 
＜人間関係部門＞ 
Ａ．人間関係論にかかわる心理学・教育学・社会学を中心とする専門的な知識を自ら

探求し、身につけることができる。（知識・理解）（興味・関心） 
Ｂ．人間関係論に隣接する諸分野に積極的な興味と関心を持ち、人間にかかわる幅広

い考究の一地点に自らのテーマを位置づけることができる。（興味・関心）（思
考・判断） 

Ｃ．人間関係論を拓くための定量的／質的に分析するための技法を自ら探求し、身に
つけることができる。（思考・判断）（技能・技術） 

Ｄ．人間関係論の多様なあり方を議論することができ、それを口頭や文章で表現する

ことができる。（思考・判断）（技能・技術） 

 
人間文化学研究科博士後期課程の学位授与方針 
[地域文化学専攻] 
地域文化学専攻は、人材の養成の目的を達成するため、下記の通り、修了時点におい

て学生が身につけるべき能力を定めます。 
所定単位の修得と論文等の審査基準に基づく審査の合格により、その達成とみなし、

博士学位を授与します。 
Ａ．日本とアジアの歴史、そして現在の文化について幅広い知識を身につけることが

でき、地域の歴史・文化を深く理解することができる。(知識・理解) 
Ｂ．日本とアジアにおける多様な地域文化に関心をもち、博士課程後期で学んだこと

を基に日本やアジアを対象とする広範な課題を設定し、それを解決しようとする
姿勢を持つ。(思考・判断) 

Ｃ．日本やアジアを中心とする現地調査を通じて、各々の地域社会や地域文化に関す
る研究を深め、自らの見解を形成し発表できる。(興味・関心) 

 
[生活文化学専攻] 
生活文化学専攻各部門は、人材養成の目的を達成するため、下記の通り、修了時点に

おいて学生が身につけるべき能力を定めます。 
所定単位の修得と学位論文等の審査基準に基づく審査の合格により、その達成とみな
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し、博士学位を授与します。 
＜生活デザイン論研究部門＞ 
Ａ．生活に関わるデザインについて広範な知識を身につけ、適切なデザインを実現す

る方法について理解することができる。（知識・理解） 
Ｂ．生活に関わるデザインのあり方に広い関心を持ち、自ら学んだ事を基に課題を設

定し、それを解決しようとする姿勢を持つ。（興味・関心） 
Ｃ．独創性・新規性のある学術研究をおこない、その成果を各専門分野において評価

される論文としてまとめ、対外的に発表できる。（思考・判断）（技能・技術） 
＜健康栄養論研究部門＞ 
Ａ．栄養学の未知の領域を拓くための深い学識と高度な実験技術と分析能力を身につ

けている。（知識・理解）（技能・技術） 
Ｂ．自ら研究計画を立てることができ、その計画を遂行できる。（思考・判断）（技

能・技術） 
Ｃ．自らの成果を世界に向けて発信できる。（知識・理解）（思考・判断）（技能・技

術） 
＜人間関係論研究部門＞ 
Ａ．人間関係論にかかわる研究成果を学び、それらを評価するための総合的思考力と

批判的判断力を身につけている。（知識・理解）（思考・判断） 
Ｂ．人間関係論の新たな地平を拓くための深い学識と高度な調査・実験能力および分

析能力を身につけている。（知識・理解）（技能・技術） 
Ｃ．自らの研究成果を幅広く、多様な人々と交流するためのコミュニケーション、プ

レゼンテーションや論文執筆の能力を身につけている。（思考・判断）（技能・技
術） 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科修士課程の学位授与方針 
[人間看護学専攻] 
人間看護学研究科は、看護学に関する高度な専門的知識・技能と高潔な倫理観をも

ち、人々の健康と安寧に貢献できる人材を育成します。この目的を達成するため、下記
のとおり、修了時点において学生が身につけるべき能力を定めます。 修了に必要な期
間在学したうえで、所定単位を修得し、論文等の審査に合格した場合に、その達成とみ
なし、看護学修士の学位を授与します。 
Ａ．学際的・国際的な視野をもち、生涯にわたって社会に貢献できる基礎的な力を備

えている。（興味・関心、技能・技術） 
Ｂ．高度な専門的知識と卓越した技能を修得し、質の高い看護を実践できる。（知

識・理解、技能・技術） 
Ｃ．社会のニーズに基づく研究課題を明確化し、創造的に解決する方策を探究する研

究能力を身につけている。（知識・理解、思考・判断、興味・関心） 
Ｄ．看護専門職者として深い学識・高潔な倫理観・豊かな人間性を備え、総合的な判

断力と調整能力を発揮して指導的役割を担える。（知識・理解、思考・判断、態
度・倫理） 

 

（２）教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示しているか。 

＜１＞ 大学全体 

 本学では各学部、学科の学位授与方針（ディプロマポリシー）に示された能力を持つ学生

を育てるために、教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を各学部・学科にお

いて定めている。 

 外国語教育科目、情報処理科目、健康・体力科学科目、人間学、地域基礎科目およびキャ

リア教育から構成される全学共通教育についてもカリキュラムポリシーを定め、卒業後社

会人として必要な基礎力を持つ人材を養成するための教育課程を定めている。 
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大学院研究科規程には各研究科における人材育成に関する目的とその他教育研究上の目

的が定められ、この目的を達成するために、各研究科・専攻において教育課程の編成・実施

方針（カリキュラムポリシー）が定められている。また「履修の手引」に、博士前期課程に

ついて履修モデルが示されている。 

 

学部の教育課程の編成・実施方針 
滋賀県立大学は、「知と実践力をそなえた人が育つ大学」として、未知の時代を切り拓

く広い視野と豊かな創造力、先進的な知識、技術を有する有為の人材を養成するため、環
境科学部、工学部、人間文化学部、人間看護学部を置き、以下の方針に基づいてカリキュ
ラム（教育課程）を編成しています。  
Ａ．全学共通科目 

広い視野と実践力を養い、大学の目的である高度化・総合化および柔軟性・多様
性を実現するため、「全学共通科目」を設置し、外国語（英語、第２外国語）、健康・
体力科学、情報処理の３科目群からなる「全学共通基礎科目」と「人間学」を設置
します。 
「人間学」では、主体的に学び、考える学生を育てることを意図して、「人間」

という存在について具体的、現実的な問題を通して考え、人間と社会を深く見つめ
ながら、広い視野、深い教養、そして、人権感覚を磨くとともに、新しい問題を発
見する能力、新しい視点から発想する能力を身につけることを目指します。  

Ｂ．専門教育科目 
専門的な知識や技能を高めるとともに、主体性、創造力および課題発見・解決能

力等の育成を目指し、各学部・学科に専門教育科目を設置します。 
各学部・学科の専門科目の編成に関しては、専門基礎科目（学部共通科目）、複

数学科共通科目、学科専門科目といった構成およびその配当年次によって、基礎的
科目から発展（応用）的科目への学習の流れに沿って展開します。  

Ｃ．副専攻 
主専攻の学びを更に社会で活用できる能力を養うため、学部学科を横断した教育

プログラムとして、近江楽士（地域学）副専攻を設置します。 
副専攻では、「地域に根ざし､地域に学び、地域を学ぶ大学」として、コミュニケ

ーション力、行動力、問題解決能力の３つの要素からなる社会人基礎力を強化しま
す。 

 

大学院の教育課程の編成・実施方針 
滋賀県立大学大学院は、「知と実践力をそなえた人が育つ大学」として、高度な研究能

力と専門知識を持つ人材の養成をめざすとともに、社会人の再教育機関として、独創性、
広い視野をあわせもつ次世代の研究者を養成するため、環境科学研究科、工学研究科、人
間文化学研究科、人間看護学研究科を置き、以下の方針に基づいてカリキュラム（教育課
程）を編成しています。 
Ａ．専門科目 

幅広い知識、基礎学力と学際的・国際的な視野を身につけ、生涯にわたり社会に
貢献できる態度と、より高度で専門的な知識と卓越した技術・技能を修得するため
の講義科目や演習科目を配置します。 

Ｂ．特別演習・特別研究 
国内外の著書・論文等の資料収集や輪講を行い、研究分野における概念や技術を

学ぶとともに、研究を遂行する上で必要となる基礎的・応用的知識、調査能力や問
題解決能力、研究手法などを修得し、高度な研究能力とその成果を学位論文として
まとめる能力を養います。 

Ｃ．副専攻 
高い専門性の上に、幅広い視野に立って様々な問題を解決へ導く学際的・総合的

な知識と実践力を修得するための教育システムとして、全研究科共通の副専攻であ
る近江環人地域再生学座を設置します。 
学座では、豊かな自然・歴史・文化に根ざし、環境と調和した持続可能な循環型
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地域社会の実現を担うリーダー、コーディネーターであるコミュニティ・アーキテ
クト（近江環人）としての知識とスキルの修得を目指します。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部の教育課程の編成・実施方針 
環境科学部は、琵琶湖とその周辺を主なフィールドとした実践的な環境教育を基幹と

し、以下の方針に沿った教育カリキュラムを編成しています。 
Ａ．＜人間学・地域基礎・健康体力科学科目＞ 

人間・環境・社会・文化について多面的に理解し、論理的・倫理的・主体的に思
考判断できる能力を養う。 

Ｂ．＜外国語教育・情報処理科目＞ 
外国語によるコミュニケーション能力、読解力、および必要な情報を入手・発信

する能力を養う。 
Ｃ．＜学部共通基礎科目・複数学科共通科目＞ 

自然科学と社会科学の両面から幅広い知識を身につけることで、多様で複雑な環
境問題に対して自らの見解を柔軟に形成できる能力を養う。 

Ｄ．＜学科専門科目・複数学科共通科目＞ 
自らの専門分野における環境問題に関心をもち、問題の発見と解決あるいは自然

環境と調和した人間社会の創造に必要となる専門知識、技術、実践力等を身につけ
る。また、専門分野に関する調査研究の内容や成果等を、口頭発表、論文作成など
の手法を用いて表現するとともに、他者と論理的に議論できる能力を養成する。 

 
[環境生態学科] 
環境生態学科では、実際の環境問題を発見し、その対処法を提案する能力を培うこと

を目的として、必要な分野に関する科目を教授するための課程を以下のようなカテゴリ
ーに分けて、カリキュラム（教育課程）を編成しています。科目履修のモデルとして構
造・機能・保全修復科学の科目について陸域環境保全コースおよび水域環境保全コース
を設置し、専門化を行います。 
＜人間学・健康体力科学・専門科目＞ 
Ａ．人間・社会・環境の関係について多様な側面から理解できる能力を養うための科

目を配置している。 
＜外国語教育科目・専門科目＞ 
Ｂ．外国語で意思疎通し、与えられた課題について情報を入手し発信する基礎能力を

養うための科目を配置している。 
＜情報処理・専門科目＞ 
Ｃ．生態系の構造と機能を探求するのに必要な科学的基礎力を修得するための科目を

配置している。 
＜専門科目・地域志向専門科目＞ 
Ｄ．様々な生態系の構造と機能について幅広い知識を身につけ、それらを自然科学

（物理学・化学・生物学・地球科学）的方法論を用いて理解できる能力を修得す
るための科目を配置している。 

＜専門科目＞ 
Ｅ．生態系の保全と修復に関する知識を身につけるとともに、その保全修復に積極的

に関わる態度を養うための科目を配置している。 
＜専門科目＞ 
Ｆ．物理的・化学的・生物的・地球科学的環境因子の調査測定、解析に必要な技術を

修得するための科目を配置している。 
＜人間学・専門科目・地域基礎教育・地域志向専門科目＞ 
Ｇ．環境問題に対し、自らの見解を形成できる能力を養うための科目を配置してい

る。 
＜人間学・専門科目・地域基礎教育・地域志向専門科目＞ 
Ｈ．調査結果等を口頭発表、論文作成等の適切な手法を用いて表現できる能力を身に
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つけるための科目を配置している。 
＜人間学・専門科目＞ 
Ｉ．他者と論理的に議論できる能力を身につけるための科目を配置している。 
 

[環境政策・計画学科] 
環境政策・計画学科では、環境を配慮した政策や計画の理論と技法を学び取ることを

目標に、環境政策や環境計画に関する科目を習得するための課程を以下のようなカテゴ
リーに分けて編成しています。 
Ａ．基礎・理論系科目 

政策立案・計画策定についての基礎的な理論を学ぶ。 
Ｂ．基礎・技法系科目 

フィールドワークや地域調査といった現場にふれる技法から、計画演習といっ
た環境問題にかかわる政策・計画を行う基礎的な技法を学ぶ。 

Ｃ．発展・技法系科目 
政策立案・計画策定により深く切り込むための発展的な技法を学ぶ。 

Ｄ．発展・理論系科目 
政策立案・計画策定にさまざまな視点から深く切り込むための多様な理論を学

ぶ。 
Ｅ．選択科目 

政策立案・計画策定にかかわる多様な領域の考え方を学ぶ。 
 

[環境建築デザイン学科] 
環境建築デザイン学科は、環境と調和し持続発展可能な社会の建設に資する建築・環

境デザイナーを養成するという目的のために、必要な分野に関する科目を教授するため
の課程を以下のようなカテゴリーに分けてカリキュラム（教育課程）を編成していま
す。 
＜全学共通基礎科目＞ 
Ａ．人間と環境や社会について広く理解し、環境科学の基礎的な知見を身につけるた

めの、人間学に関する科目 
Ｂ．学士としての基本的な能力を身につけるための語学、健康・体力科学、情報科

学・情報処理に関する科目 
＜学部共通基礎科目＞ 
Ｃ．環境建築デザインの基礎となる環境科学の基礎的な知識と調査・分析手法につい

て学ぶ科目 
Ｄ．環境建築デザインに関わる主題や論点についてその背景と課題について学ぶ科目 

＜専門基礎科目＞ 
Ｅ．環境建築デザイン分野に共通する基礎的な知識と論理を習得し、デザインと表現

の技法を身につける科目 
＜専門展開科目＞ 
Ｆ．環境建築デザインの高度な知識と理論、技法を習得する科目 

計画、デザイン、歴史・理論、エンジニアリングの４つの分野の科目群を系統
的に履修する 

＜演習・実習科目＞ 
Ｇ．専門科目で修得した知見をもとに、環境建築デザインの幅広い課題の理解と分

析、解決と提案を行う技術を実践を通じて習得する演習科目 
Ｈ．専門科目で修得した知見を基に地域の課題を理解し解決するための技術と技能を

習得する科目 
＜卒業研究・卒業設計＞ 
Ｉ．上記の教育課程で修得した知見と技術を応用し、研究テーマに関して卒業論文ま

たは卒業設計としてまとめる 
 
[生物資源管理学科] 
生物資源管理学科では「生物資源と環境に関わる幅広い視野と知識を持ち、生物資源

の管理と活用に関する基本的な知識と技術を有する人材を養成する」という目的を達成
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するために、各分野に関する科目を教授するための課程を以下のようなカテゴリーに分
けて、カリキュラム（教育課程）を編成しています。 
Ａ．人間性・倫理観形成科目（教養・言語科目） 

人間と自然・社会の関係について多面的に理解することで、豊かな人間性と倫
理観を養成する。 
Ａ-１．教養形成科目：幅広い教養を習得し、環境問題を解決するための基礎的

能力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力および文章表現
能力を養成する。 

Ａ-２．言語教育科目：外国語によるコミュニケーション能力および異文化を理
解する能力を養成する。 

Ｂ．生物資源管理学基礎科目 
生物資源管理学の基礎となる知識と技術を養成する。 

Ｃ．生物資源管理学関連科目 
生物資源管理学に関連する幅広い専門知識を養成する。 

Ｄ．生物資源管理学科目 
生物資源管理学の幅広い分野について俯瞰した上で、自ら選択した個別分野に

ついて深く理解し、応用できる能力を養成する。 
Ｄ-１．生物資源管理学専門科目 

各専門分野における専門知識を体系的に身につけ、自ら選択した個別分
野について、高度な専門知識と応用力を養成する。 

Ｄ-２．生物資源管理学地域志向専門科目 
地域課題と専門分野の関係性についての知識を養成する。 

Ｄ-３．生物資源管理学実験・実習科目 
実験・実習を通じて、実践的な専門技術、結果の解析能力、論理的思考

力およびレポート作成能力を養成する。 
Ｅ．生物資源管理学地域志向応用科目 

地域課題の解決に向けて、生物資源管理学の専門知識を応用する能力を養成す
る。 

Ｆ．生物資源管理学応用・展開科目（１） 
生物資源管理学に関係する諸問題を、自らの専門性に基づいて発見し、問題解

決に向けて主体的・協同的に行動できる能力を養成する。 
Ｇ．生物資源管理学応用・展開科目（２） 

専門分野の調査研究結果を他者に分かりやすく発表し、論理的にディスカッシ
ョンできる能力、および科学論文の作成能力を養成する。 

 

【工学部】 

工学部の教育課程の編成・実施方針 
[材料科学科] 
材料科学科は、環境と調和した持続可能な人間社会の構築のために、科学技術に裏打ち

された材料技術の進歩に貢献できる、研究者・技術者を養成するという目的を達成するた
めに、各分野に関する科目を教授するための課程を以下のようなカテゴリーに分けて、カ
リキュラム（教育課程）を編成しています。 
Ａ．滋賀県立大学の卒業生に共通する学士力を身につけるための科目 

Ａ-１．学士としての基本的人間力を身につけるための語学、健康・体力科学、情
報科学・処理に関する科目 

Ａ-２．人間そのもの、および人間と環境・社会の関係を理解し、科学技術に正し
く携わるために必要な広い視野を身につけるための、人間学および地域基
礎に関する科目 

Ｂ．科学技術への取り組みの背景となる工学部共通科目 
Ｂ-１．工学についての幅広い視点を身につけるための科目 
Ｂ-２．事象を論理的かつ定量的に扱うための基礎となる数学に関する科目 

Ｃ．多様な材料に共通する内容について学ぶ科目 
Ｃ-１．材料科学とその応用を俯瞰し材料全体へのイメージを養うことで個々の材
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料への理解に資する科目 
Ｃ-２．材料の研究および開発において的確な実験を行い、得られた結果を適切に

解釈できるようにするための、分析化学に関係する科目および実験に関す
る科目 

Ｃ-３．材料全般に共通する考え方を身につけて応用できるようにするための物理
化学系および材料力学系科目 

Ｄ．個別の材料について基礎から応用まで学ぶ科目 
Ｄ-１．主に無機系の材料や複合材料、電子デバイスなどに関連する無機化学およ

び無機・金属材料系の科目 
Ｄ-２．主に有機系の材料や複合材料、環境調和型材料などに関連する有機化学お

よび有機材料系科目 
Ｅ．卒業研究 

材料科学の発展にはどのようなアプローチが必要かを、実践を通して学ぶ卒業
研究 

 
[機械システム工学科] 
機械システム工学科は、機械工学の基礎とシステム的なセンスと、高機能な機械の設

計・開発能力を備え、柔軟な発想能力を発揮する技術者を養成します。この目標を達成す
るために、下記のように「教養科目」および「基礎から応用にわたる幅広い専門科目」に
よって、カリキュラム（教育課程）を編成しています。 
＜教養科目＞ 
技術者として社会に貢献することを目指して、広い視野とコミュニケーション能力を

身につけるために、語学、健康・体力科学、情報処理などの基礎科目および人間学、人間
探求学を配置する。 
＜工学部共通専門科目＞ 
高校で学んだ数学や物理を体系的に学び直し、広範な工学に関する知識を習得するこ

とによって工学的思考の方法を学ぶために、工学に共通する基礎科目を配置する。 
＜機械システム工学科専門科目＞ 
・導入科目：機械システム工学への入門として、身近な工業製品の分解・再組立などを

通して「ものづくり」の基礎を体験するための導入科目を配置する。 
・基礎科目：機械システムの数理的理解や表現能力を深く身につけるために、材料力

学・熱力学、流体力学、機械力学、制御工学などの機械システム工学の基礎科目を配
置する。 

・実習科目：機械システムの製作のための基本的な加工技術の実習と機械製図の実習
を通して「ものづくり」の感性を養うための実習科目を配置する。 

・応用科目：機械の力学の応用を学ぶとともに、情報処理、メカトロニクス、生産工学
など、機械の制御法、知能化・生産の方法について学ぶための応用科目を配置する。 

・実験・演習科目：実験・演習を通して機械システムの設計、試作、機能評価を総合的
に学ぶための実験演習科目を配置する。 

＜卒業研究＞ 
４年間の学びの締めくくりとして、機械システム工学としての問題の捉え方、課題の設

定の仕方、問題解決へのアプローチの方法などを実践的に体得し、「ものづくり」に必要
な実力を養うために、卒業研究を実施する。 

 
[電子システム工学科] 
電子システム工学科は、電気・電子・情報工学分野の高度な技術と知識に裏打ちされた

創造力豊かな高度専門職業人を養成するという目的を達成するために、各分野に関する
科目を教授するための過程を次のようなカテゴリーに分けて編成している。 
Ａ．人間存在と環境・社会について深く理解し、豊かな人間性を身につける科目 

Ａ-１．人間の心身および人間と自然や社会とのかかわりなどについて、興味に応
じて多面的に学習し、大学教養レベルの知識と複雑化・流動化していく現
代社会の中で将来の指針を見出していく能力を身につける科目 

Ａ-２．技術が環境や社会に与える影響や効果について理解し、技術者としての責
任感と倫理観を身につける科目 
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Ｂ．国際的に活躍する世界市民に必要な外国語によるコミュニケーション能力の基礎
を身につける科目 

Ｃ．電子システム工学分野の基礎となる、大学工学部共通基礎レベルの数学、物理学、
化学および情報処理技術に関する知識とそれらを応用する能力を身につける科目 

Ｄ．電子システム工学分野の幅広い基礎知識を習得し、さらにそれらを基礎として高度
な専門知識を身につける科目 
Ｄ-１．電気・電子・情報工学をカバーする電子システム工学分野の幅広い技術に

ついて、大学工学部学科専門レベルの基礎知識とそれらを駆使して課題を
探求し組み立て解決する能力を身につける科目 

Ｄ-２．電気・電子・情報工学をカバーする電子システム工学分野の幅広い技術の
中から興味に応じて選択した個別技術について、大学工学部学科専門レベ
ルの高度な専門知識とそれらを駆使して課題を探求し組み立て解決する能
力を身につける科目 

Ｅ．電子システム工学分野の実験、実習の実践を通して、工学課題を設定・遂行・解決
する能力を身につける科目 
Ｅ-１．電気・電子・情報工学をカバーする電子システム工学分野の幅広い技術に

ついて、大学工学部学科専門レベルの実験遂行能力と、結果の解析・考察・
説明能力および報告書の作成能力を身につける科目 

Ｅ-２．電子システム工学分野の技術者に要求される実験計画能力と問題や課題を
理解し設定する能力および与えられた制約下でそれらの問題や課題に対す
る工学的な解決法を見つけだして計画的に仕事を進め成果としてまとめる
エンジニアリングデザイン能力と実行力を身につける科目 

Ｆ．自分の論点や考え方について論文や口頭でわかり易く論理的に発表しディスカッ
ションを行う、日本語によるコミュニケーション能力を身につける科目 

Ｇ．技術者としての明確な目的意識を持ち、生涯にわたって自発的に学習する能力を身
につける科目 

Ｈ．地域の課題と専門分野との関わりが理解でき、地域課題の解決に向けて、専門知識
を応用することができる能力を身につける科目  

 

【人間文化学部】 

人間文化学部の教育課程の編成・実施方針 
[地域文化学科] 
地域文化学科は、幅広い知識を身につけ、課題を解決する人材を育成するという目的

を達成するために、地域文化に関する科目を教授するための過程を以下のように編成し
ている。 
Ａ．分析力 

・史料、資料、図像、地図などから情報を収集し分析する能力を学ぶ。 
・現状を分析し目的や課題を明らかにする能力を学ぶ。 
・自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する情況把握力を養成する。 

Ｂ．思考力 
・自ら考える力を養成する。 
・論理的に思考する能力を養成する。 

Ｃ．創造力 
・既存の概念に束縛されない自由な発想力を養う。 
・既存のものを組み合わせて新たな価値を生み出す力を養成する 

Ｄ．コミュ二ケーション力 
・世代、国籍、専門を越えた意思疎通・共感力を養う。 
・外国語の運用能力を養成する。 
・文字、言葉を越えた意思疎通を養う。 

Ｅ．リーダーシップ 
・課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する計画力を養成する。 
・目的を設定し確実に実行する力を養う。 
・チームで問題解決できるコラボレーション力を養成する。 

Ｆ．変化対応力 



49 

 

・複眼的な広い視野を養う。 
・社会的変化、自己を取り巻く環境変化への対応力を養う。 
・過去にとらわれない自由な発想力を養う。 

Ｇ．自己実現力 
・自己の適性を把握し伸ばす力を養う。 
・社会の未来像と自己の将来像を見通す力を養う。 
・自己の能力を発揮しつつ社会に貢献しようとする意欲を養う。 

 
[生活デザイン学科] 
生活デザイン学科では、人々の様々な生活シーンに関連する種々の問題を深く洞察

し、研究分析を根拠とする実践的なデザイン発想を以て解決・提案のできる人材を育成
することを目的としている。その目的を達成するために、生活デザイン学に関する科目
を教授するための課程を、以下のカテゴリーに分けて編成している。 
＜人間文化学部全体の共通科目＞ 
人間文化に関する科学的知見と、実践的な調査・分析手法を学ぶ。 

＜複数学科の共通科目＞ 
専門分野に留まらない、幅広い視点から物事を考察する為の知見を学ぶ。 

＜本学科の学生を対象とする科目＞ 
当該科目は、生活環境の構成に密接に関連する以下の 3 分野に大別される。また、3

分野をまたぐ科目が配当されている。 
（ａ）住居系： 
住空間には、安全性、利便性、社会的公共性など様々な配慮が必要である。人の生活

空間である住居および公共空間のインテリアを含むデザインについて、これを実践する
為の技術と知識を身につける。 
（ｂ）道具系： 
人がその生活を支えるために使う工作物（モノ、プロダクト、製品）を道具と定義

し、これらのデザインを具体的に実践する為に必要な技術と知識を身につける。 
（ｃ）服飾系： 
着衣基体としての人体と、自然、社会、文化に広く関わる服飾について、自らの感性

を活かして主体的にデザインを行うために必要な技術と知識を身につける。 
 
[生活栄養学科] 
生活栄養学科は、ＤＰを達成するために、各分野に関する科目を教授するための課程

を以下のようなカテゴリーに分けて、カリキュラム（教育課程）を編成しています。 
Ａ．自然環境、社会、人間に関する理解および管理栄養士の役割に関する理解 

Ａ-１．自然環境、社会、人間について地球的視点や地域の視点、さまざまな立場
から多面的に理解し、幅広く深い教養を身につける 

Ａ-２．人間の活動が人間・社会・自然に及ぼす影響および管理栄養士が社会に対
して負っている責任について理解する能力および実践力を養う 

Ｂ．国際的にコミュニケーションできる基礎能力を身につける 
Ｃ．栄養学の基礎となる幅広い分野について理解する 

Ｃ-１．社会・環境の視点からみた健康について理解する 
Ｃ-２．人体の構造と機能及び疾病の成り立ちについて理解する 
Ｃ-３．運動の視点からみた健康について理解する 
Ｃ-４．食べ物の視点からみた健康について理解する 

Ｄ．専門分野に関する基礎学力を修得する 
Ｄ-１．栄養学の基礎となる基礎栄養学、応用栄養学を理解する 
Ｄ-２．栄養学の応用となる臨床栄養学、公衆栄養学、栄養教育論、給食経営管理

論、スポーツ栄養学を理解する 
Ｄ-３．講義で学んだ知識を実験、実習、演習を通してより具体的に理解し、栄養

管理に応用できる能力を養成する 
Ｅ．大学で学んだ栄養学の知識と技術を臨地実習で活用することができる 
Ｆ．自分の意見を論理的に整理し相手に分かりやすく伝える力、相手の意見を聴き理

解する力を養う 
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Ｇ．自らやるべきことを見つけて積極的に取り組む力、継続的に自己啓発と学習を続
けていく力を養う 

Ｈ．課題の解決への道筋を明らかにする力、目標に向け確実に行動する力を身につけ
る 

 
[人間関係学科] 
本学科では、人間らしい心の発達と生きがいの感じられる生活や地域をはじめとする

社会のシステム構築に参加できる人材の養成をめざしている。心理学、教育学、社会学
など人間関係論にかかわる各分野の関連専門科目が以下のようなカテゴリーに分けて配
置され、学生はこれらを学ぶ。さらに学びの集大成として人間関係論にかかわるテーマ
で卒業研究にとりくみ、論文を作成する。 
＜学科基礎演習・実習科目＞ 
基礎的な演習・実習を通して基本的なスキルや教養を身につける。 

＜学科専門講義科目＞ 
専門的な講義を通して心理学、教育学、社会学をはじめ関連分野の知見を学ぶ。人間

関係論をめぐる諸問題に関心を寄せ、視野を広げながら自分の興味を絞り込んでいく。 
＜学科専門演習・実習科目＞ 
研究興味の重なる教員、学生と共同調査や文献の輪読などを行う。少人数学習の場の

活発な議論を通じて専門的な研究力量を養う。問題を発見し、解決するための手法を探
る。プレゼンテーション、ディスカッション、論理的思考のための力を少人数の演習・
実習で身につける。 
＜卒業研究・卒業論文＞ 
個々人の問題意識にもとづいて設定した研究テーマに沿って、調査・実験・分析す

る。それらをまとめ、わかりやすく表現する技法を習得し、独創性と論理性を備えた卒
業論文を完成させる。 

 
[国際コミュニケーション学科] 
国際コミュニケーション学科では、自国や諸外国の社会・文化・歴史等に関する幅広

い知識や教養、英語を中心とした複数の外国語の運用能力と国際的視野を身につけ、学
生一人一人がグローバル化する現代社会において活躍できる「知と実践力」を身につけ
るための課程を、以下のようなカテゴリーに分けて編成しています。 
Ａ．学科基礎科目 

国際的なコミュニケーションの基礎を身につけ、言語学の知識を身につける。 
Ｂ．言語コミュニケーション科目 

Ｂ-１．英語：「読む・聞く・話す・書く」の四技能をバランス良く身につける。 
Ｂ-２．実践英語：TOEIC、TOEFL などの検定試験に対応する力を身につける。 
Ｂ-３．初習外国語：ドイツ語、フランス語、中国語、朝鮮語、モンゴル語による

コミュニケーション能力を身につける。 
Ｂ-４．言語と文化：言語・文学・文化など理論的な側面から学ぶ。英語による講

義を理解する。 
Ｃ．多文化コミュニケーション科目 

Ｃ-１．多文化共生：多民族・多文化化する現代の世界や地域社会の課題を理解
し、それに対応できる知と実践力を身につける。 

Ｃ-２．国際教養：国際的視野を身につけ、異文化を理解するための方法論を身に
つける。 

Ｃ-３．国際文化論：世界各地域、とりわけ留学先の文化・歴史・社会等への理解
を深める。 

Ｄ．演習科目 
各科目群の学びをさらに深め、同時にプレゼンテーション、ディスカッショ

ン、論理的思考、問題発見・解決のための力を少人数の演習で身につける。 
Ｅ．卒業研究・論文 

論理的なアカデミック・ライティングと、内容の独創性を備えた卒業研究・論
文で学びを集大成する。 
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【人間看護学部】 

人間看護学部の教育課程の編成・実施方針 
[人間看護学科] 
人間看護学部は、本学の「全学共通教育の目標」の達成を前提として、本学部独自の

カリキュラムを構成している。興味・関心を持つことで知識・理解を促し、専門職者と
しての思考・判断能力や技術・技能および倫理観を備えた態度を培うことを目標として
９つのディプロマポリシー（ＤＰ）を掲げている。 
ＤＰを基にしたカリキュラム構成として、１～２年次に基礎となる看護学や対象を理

解するための科目(共通科目・専門基礎・基礎看護学科目群等)を配置し、１～２年次で
養った能力を応用・発展させることを目的に、３～４年次に領域別看護学＊の演習・実
習科目群を配置している。また、本学部では領域別看護学実習科目群、人間看護学統合
実習ならびに卒業研究を、９つのＤＰの到達を評価するための総括科目として位置づけ
ている。 
＊領域別看護学とは、成人看護学、老年看護学、精神看護学、小児看護学、育成看護
学、在宅看護学の総称です。 
＜人間学・専門科目＞ 
Ａ．人の生命に対する畏敬の念を持ち、人の尊厳と権利を擁護する倫理観を確立する

ために、以下の科目を配置している。（ＤＰ－Ａ） 
１年次に人間理解を深め、倫理観のベースを培うための科目を配置し、そこ

で培った人間に対する尊厳、倫理観を各年次に配置している基礎看護学実習科
目ならびに領域別看護学実習科目群を通してより深め発展させる。 

＜専門科目＞ 
Ｂ．看護学に興味・関心を持ち、その知識を用いて、人間を多角的・総合的に理解す

るために以下の科目を配置している。（ＤＰ－Ｂ） 
看護の基本概念の修得に向けて、主に１～２年次に人間看護学概論・看護理論

を配置し、さらに人間理解を深めるために２～３年次に領域別看護学概論・演習
科目群を配置している。 

＜人間学・情報処理・専門科目＞ 
Ｃ．健康上のさまざまな課題に対して科学的に評価・判断し、解決のための方策を考

えるために以下の科目を配置している。（ＤＰ－Ｃ） 
評価・判断・解決能力の基礎となる、専門基礎科目を１～２年次に配置し、そ

れを基に看護アセスメント能力を応用させるべく、２～３年次に領域別看護学演
習科目群等を配置している。さらに、その能力を発展していくために、３～４年
次には、選択科目群（看護の探究力、看護の実践力）を配置している。 

＜人間学・保健体育・専門科目＞ 
Ｄ．人に対する深い洞察力を持ち、人の感情に共感する態度を形成するために以下の

科目を配置している。（ＤＰ－Ｄ） 
人間・社会について学ぶという観点で１～４年次に人間学 46 科目を配置して

いる。また、チームワークが重要となる健康体力科学を１～２年次に配置してい
る。２～４年次に配置されている領域別看護学演習・実習科目群で、洞察力・共
感的態度を養い、３～４年次にはそれらの能力を発展するための選択科目(看護実
践能力)に配置している。 

＜専門科目＞ 
Ｅ．専門知識を基に、基礎から応用に至る看護技術を習得するために以下の科目を配

置している。（ＤＰ－Ｅ） 
１～２年次に基礎看護学技術に関する科目を配置し、それらの技術を応用・発

展するために３～４年次に領域別看護学演習・実習科目群を配置している。 
＜専門科目＞ 
Ｆ．コミュニケーション技能を身につけ、ヘルスケアチームの一員として多職種と協

働できるために以下の科目を配置している。（ＤＰ－Ｆ） 
コミュニケーション技能を身に付けるために、1年次に基礎看護技術ならびに

心理学系の科目、3年次に領域別看護学演習・実習科目群を配置している。ま
た、ヘルスケアチームを理解するための看護管理学や、地域看護能力を養うため
の国際看護・災害看護等を含む選択科目群を 3～4年次に配置している。 
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＜人間学・専門科目・地域志向専門科目＞ 
Ｇ．社会情勢や地域特性を踏まえ、生活実態に応じた看護を提供できるために以下の

科目を配置している。（ＤＰ－Ｇ） 
１～２年次に、地域社会支援等に関連した科目として、公衆衛生看護学科目

群、在宅看護学科目群、精神看護学科目群等を配置している。３年次には、領域
別看護学実習においてその知識を実践で活用していく。また、３～４年次には、
これらの知識を発展させるために選択科目群(地域看護能力)を配置している。 

＜人間学・語学・専門科目・地域基礎教育科目・地域志向専門科目＞ 
Ｈ．地域社会から国際社会まで幅広い視野を持ち、社会に貢献する基礎能力を備える

ために以下の科目を配置している。（ＤＰ－Ｈ） 
国際貢献を視野に入れ、1～2年次に外国語教育科目群を配置している。また、

２～３年次に配置している地域社会福祉論・公衆衛生看護学・在宅看護学等で、
地域社会での看護職の役割を学ぶ。 

さらに、専門職者としての社会貢献の在り方を理解するために、３～４年次に
看護管理学、選択科目群（看護の探究力、地域看護能力）を配置している。 

＜人間学・専門科目＞ 
Ｉ．生涯にわたって研鑽を積み、自らの能力・専門性を高める基本姿勢を備えるため

に以下の科目を配置している。（ＤＰ－Ｉ） 
１年次に人間探究学で、学ぶことの基本姿勢を修得し、その姿勢を発展させる

ために、３年次には領域別看護学実習科目群や選択科目群(看護の探究力)を配置
している。さらに、その集大成として、卒業研究を４年次に配置している。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科博士前期課程の教育課程の編成・実施方針 
[環境動態学専攻] 
環境動態学専攻は、自然生態系の保全あるいは持続可能な生物生産や資源利用に関し

て提言できる人材を育成するため、下記の教育課程を編成しています。 
研究の遂行に必要な専門的知識を学ぶための講義科目を配置しています。系統的に調

査・観測・実験を行い、論理的な結論を導き、その成果を論文としてまとめるため、環
境動態学特別演習および特別研究を配置しています。また、研究成果を国内外の学会等
で発表できる水準にするため、環境動態学プレゼンテーションを配置しています。 

 
[環境計画学専攻] 
＜環境意匠研究部門＞ 
環境計画学専攻環境意匠研究部門は、自然環境と調和し、持続可能な社会の実現に資

することができる人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育課程を編成
しています。 
Ａ．デザイン、歴史・理論、計画、エンジニアリングの科目および演習を配置し、こ

れらの部門科目・演習および研究科共通科目や専攻共通科目および近江環人地域
再生学座科目を総合的に修学する。 

Ｂ．上記の科目および演習で習得した専門的・先端的な知見や技術をもとに、独創
性・新規性をもつ修士論文もしくは修士設計としてまとめる。 

＜地域環境経営研究部門＞ 
環境計画学専攻地域環境経営研究部門は、人材の養成に関する目的の達成のため、下

記のような教育課程を編成します。 
部門科目として、環境システム、資源・環境経済、環境政策に関する科目を配置して

いる。これらの部門科目と、研究科共通科目や専攻共通科目および近江環人地域再生学
座科目の体系的・選択的な学修により、人材の養成に関する目標を達成する。 

 
環境科学研究科博士後期課程の教育課程の編成・実施方針 
[環境動態学専攻] 
環境動態学専攻は、自然生態系の保全あるいは持続可能な生物生産や資源利用に関し

て提言できる人材を育成するため、下記の教育課程を編成しています。 
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研究を立案・遂行し、成果を国内外の学会等で発表し、論文にまとめるため、部門ご
とに特別演習と特別研究を、そして研究成果を専門外の人に説明できるように環境科学
特論を配置しています。また、それぞれの研究部門ごとに、最新の研究動向を把握し、
批判的に評価できるようにするため、生物圏環境特論、生態系保全特論、生物生産特論
を配置しています。 

 
[環境計画学専攻] 
＜環境意匠研究部門＞ 
環境計画学専攻環境意匠研究部門は、自然環境と調和し、持続可能な社会の実現に資

することができる人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育課程を編成
しています。 
Ａ．環境意匠に関する高度に専門的・先端的な知識と研究手法を修学する。 
Ｂ．上記の知見をもって独創性・新規性をもつ学術研究をおこない、博士論文として

まとめる。 
＜地域環境経営研究部門＞ 
環境計画学専攻地域環境経営研究部門は、人材の養成に関する目的の達成のため、下

記のような教育課程を編成します。 
環境科学および地域環境経営に関する先端的な課題や知見の講義や演習、研究方法に

関する科目を配置する。これらの科目の体系的な学修により、人材の養成に関する目標
を達成する。 

 

【工学研究科】 

工学研究科博士前期課程の教育課程の編成・実施方針 
[材料科学専攻] 
材料科学専攻は、人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育課程を編

成します。 
材料科学に関する深い学識に裏打ちされた幅広い知識および視野を身につけるため

に、無機材料部門開講科目として 11 科目、有機材料部門開講科目として 10 科目、部門
共通１科目の選択科目を配置している。これらの中の４科目は、部門を問わず履修する
ことが望ましい科目として配置している。 
また、材料科学の分野において、新規課題の研究に自らの手法を提案し遂行できる能

力を身につけるために、必修科目として「材料科学特別実験」を配置している。 
さらに、自らの行った研究の学術的および工学的意義を説明でき、また研究の内容を

科学的・論理的かつ判り易く纏め上げ、説明・報告できる能力を身につけるために、必
修科目として「材料科学特別演習」を配置している。 
これらの科目の体系的な学修により、人材の育成に関する目標を達成する。 
 

[機械システム工学専攻] 
機械システム工学専攻では、機械全体を一つのシステムとしてとらえ、機械工学と他

の工学分野との融合を図りながら、その構築に際して、機能、効率のみならず使用する
人間をも考慮できる総合力のある人材を養成します。この目的の達成のため、下記のよ
うにカリキュラム（教育課程）を編成しています。 
機械システム工学に関する幅広い知識および視野を身につけるために、講義科目を配

置する。 
自ら研究課題を見出し、研究遂行に必要な知識を自ら獲得して、高い水準の研究を遂

行できる能力を身につけるために、「機械システム工学特別演習」を配置する。 
自ら見出した研究課題を解決するために、研究計画を立案して、実験あるいは理論的

研究を実行し、研究の成果を論理的に纏め、広範な人に説明・議論して、研究を発展さ
せる能力を身につけるために、「機械システム工学特別実験」を配置する。 
修士論文の作成および発表によって、論理的な思考能力、論文および口頭発表による

表現能力を身につける。 
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[電子システム工学専攻] 
電子システム工学専攻では、学位授与方針（ディプロマポリシー）に記載した人材を

養成する目的の達成のため、下記のような教育課程を編成します。 
専門科目として、電気・電子システムの視点から電子回路、半導体デバイス、センシ

ング工学、パワーエレクトロニクス関連の科目を、また、情報システムの視点からコン
ピュータ工学、情報基礎関連の科目を配置しています。環境問題の解決や持続可能な開
発につながる機能的電子システム創成のために、電子システム工学特別実験や電子シス
テム工学特別演習も配置しています。これらの科目の体系的な学修により、人材の養成
に関する目的を達成します。 

 
工学研究科博士後期課程の教育課程の編成・実施方針 
[先端工学専攻] 
先端工学専攻は、人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育課程を編

成します。 
材料科学、機械システム工学、電子システム工学およびその関連分野に関する深い学

識に裏打ちされた幅広い知識および視野を身につけ、それらを最先端の工学に応用する
能力を獲得するために、講義科目として、これら３つの工学に関する総合的内容の必修
科目１科目と、材料科学関係２科目、機械システム工学関係２科目、電子システム工学
関係２科目の選択科目を配置している。 
また、材料科学、機械システム工学、電子システム工学およびその関連分野において

自ら新規研究課題を見出し、その研究方法を開発して高い水準の研究を遂行できる能力
を身につけるために、必修科目として「先端工学特別研究」を配置している。 
さらに、自らの行った研究課題の重要性および研究の学術的・工学的意義を説明で

き、また研究の内容を正確で論理的かつ判り易く纏め上げ、様々な学術的基盤を持つ人
に対して説明できる能力を身につけるために、必修科目として「先端工学特別演習」を
配置している。 
最後に、博士論文の作成および公表によって、高度な研究者として自立し社会に貢献

できる能力を身につける。 
これらの科目の体系的な学修により、人材の育成に関する目標を達成する。 

 

【人間文化学研究科】 

人間文化学研究科博士前期課程の教育課程の編成・実施方針 
[地域文化学専攻] 
地域文化学専攻は、人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育課程を

編成します。 
日本生活文化論、環琵琶湖地域論、日本考古学、美術史特論、社会学特論、朝鮮史特

論モンゴル・ディアスポラ論、現代中国論、地域文化遺産・情報論などの科目を配置し
ている。また、セミナー形式での報告・討論などで研究の進展を確認していく観点から
地域文化学特別演習、地域文化学特別研究などの科目を配置している。これらの科目の
体系的な学修により、人材の養成に関する目標を達成する。 

 
[生活文化学専攻] 
生活文化学専攻各部門は、人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育

課程を編成します。 
＜生活デザイン部門＞ 
道具デザイン特論、服飾デザイン特論、住環境デザイン特論などの科目を配置する。

またセミナー形式での報告・討論などで研究の進展を確認していく観点から、生活文化
学特別演習、生活文化学特別研究等の科目を配置する。 
＜健康栄養部門＞ 
学士課程で得た栄養学の知識と技術を基盤とした上で、次世代の栄養学分野の課題を

講義し、解決できる知識・技術を習得するための科目を配置する。 
＜人間関係部門＞ 
心理学、教育学、社会学など人間関係論にかかわる各分野の知見を専門的かつ学際的
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に学ぶ科目を配置する。人間の心や社会の諸問題に積極的にかかわるための方法論を習
得し、課題解決に資する共同討議ための生活文化学特別演習、生活文化学特別研究、研
究方法特論などの科目を配置する。 

 
人間文化学研究科博士後期課程の教育課程の編成・実施方針 
[地域文化学専攻] 
地域文化学専攻は、人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育課程を

編成します。 
研究者として必要な研究方法や理論的知識の取得、学位論文の執筆などの観点から、

日本・地域文化論特別演習、日本・地域文化論特別研究、研究方法特論などの科目を配
置している。これらの科目の体系的な学修により、人材の養成に関する目標を達成す
る。 
 
[生活文化学専攻] 
生活文化学専攻各部門は、人材の養成に関する目的の達成のため、下記のような教育

課程を編成します。 
 ＜生活デザイン論研究部門＞ 
研究者として必要な研究方法や理論的知識の取得、学位論文の執筆等の観点から、生

活デザイン論特別演習、生活デザイン論特別研究、研究方法特論などの科目を配置す
る。 
 ＜健康栄養論研究部門＞ 
栄養学の指導者に必要となる知識・研究方法を与える。強い責任感、高い倫理感を養

成するための教育を行う。また、常に新しい研究成果と意義を議論できる能力を習得さ
せる。 
 ＜人間関係論研究部門＞ 
人間らしい心の発達と生きがいの感じられる生活や社会システムの構築において、リ

ーダーシップを発揮する市民、研究者に必要な、学際的な知見や研究方法を習得するた
めに、人間関係論特別演習、人間関係論特別研究、研究方法特論などの科目を配置す
る。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科修士課程の教育課程の編成・実施方針 
[人間看護学専攻] 
人間看護学研究科（人間看護学専攻）は、人材の養成に関する目的を達成するため、

３つの分野（基盤看護学分野、生涯健康看護学分野、ＣＮＳコース慢性疾患看護学分
野）を設け、ディプロマポリシーに基づき下記の教育課程を編成します。 
Ａ．幅広い基礎学力と学際的・国際的な幅広い視野をもち、生涯にわたって社会に貢

献できる基礎的な知識を習得するため、「共通科目」を配置する。（ＤＰ-Ａ） 
Ｂ．高度な専門的知識と卓越した技能を習得するため、より高い専門性を学ぶ「専門

科目」を配置する。（ＤＰ-Ｂ） 
・基盤看護学分野と生涯健康看護学分野では、分野ごとに、選択必修科目と選
択科目として「特論・演習」を配置する。 

・CNS コース慢性疾患看護学分野では、指導的な役割を担える慢性疾患の専門
看護師を養成するため、選択必修科目として「特論・演習・実習」を配置す
る。 

Ｃ．社会のニーズに基づく研究課題を明確化し、創造的に解決する方策を探求する研
究能力を身につけるため、基盤看護学分野と生涯健康看護学分野には「特別研
究」を、ＣＮＳコース慢性疾患看護学分野には「課題研究」を配置する。（ＤＰ-
Ｃ） 

Ｄ．看護専門職者としての深い学識・高潔な倫理観・豊かな人間性を育み、指導的役
割を担える力を養成するため、「共通科目」と「専門科目」を配置する。（ＤＰ-
Ｄ） 
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（３）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針が、大学構成員（教職員

および学生等）に周知され、社会に公表されているか。 

＜１＞ 大学全体・各学部・各研究科 

 本学の教育目標、学位授与方針（ディプロマポリシー）、および教育課程の編成・実施

方針（カリキュラムポリシー）は、「履修の手引」やホームページに掲載し、教職員およ

び学生等の大学構成員に周知され、また、オープンキャンパスでの説明等社会に公表され

ている。 

各学部・各研究科については、大学全体に共通した取組みの他に、例えば工学部および工

学研究科では、「履修の手引」について学年初めのオリエンテーションで説明し、教職員お

よび学生等の大学構成員に周知されている。 

人間看護学部および人間看護学研究科では、学生への周知は、毎年度初めのガイダンス

や担任や指導教員との面談を通して行われている。特に新入生には、ガイダンス、オリエ

ンテーション時に詳しく説明を行い、保護者には新入生保護者説明会で説明し、周知徹底

を図っている。教員への周知は、学科会議・研究科会議などを通して図っている。また、

看護学部専任教員による高校訪問の実施は、高校生への周知とともに、教員が再認識する

機会となっている。 

 

（４）教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性について、定期

的に検証を行っているか。 

＜１＞ 大学全体 

 中期目標において、教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針について

の明確化を掲げており、目標を達成するための措置を中期計画に定め、取り組みを行って

いる。具体的には、平成 21 年度よりカリキュラム点検に関する研修を開始し、平成 24 年

度には各学科で具体的な学位授与方針を作成するための全学研修会を行った（資料４

（１）－６）。あわせて、カリキュラムマップやカリキュラムツリーについても研修会を

実施し、各学科でカリキュラムと整合性のある学位授与方針を策定できるようになった。

この結果、平成 26年度の「履修の手引」には各学科の学位授与方針等が掲載され、しか

もすべてがカリキュラムと整合性のある形になった。 

 平成 26年度には、各学部各学科および各研究科各専攻で、開講科目すべてに、どのよ

うにナンバリングを行なうかについて検討が行われた。これを受けて、平成 27年度には

すべての科目にナンバリングがなされ、これと開講年次との関係を示すマトリックスが作

成された。このマトリックスは、平成 28 年度からホームページ等で公表することを予定

している。 

 現在、学部および大学院のカリキュラム点検を実施しており、カリキュラム改正を行う

場合には、これと整合性のある学位授与方針等を作成することになっている。 

 なお、学位授与方針、カリキュラムマップ、カリキュラムツリー、ナンバリングマトリ

ックスなどを全学的に作成する場合、その方針については、全学の教務委員会あるいは大

学院教務連絡会で決定し、それにしたがって各学科各専攻で作成している。また、作成し

た内容についても教務委員会等で検証している。また、その作業に関連して大学構成員に

対する研修が必要な場合には、教育実践支援室がワークショップ等を開催している。 
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＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

毎月１回定期的に開催される環境科学部教員会議あるいは各学科の学科会議において、

教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性について、検証を行っ

ている。具体的には翌年の「履修の手引」の原稿の修正時期が決まっていることから、各

学科の学科長あるいは教務委員が中心となり、それに合わせた検証・修正作業が実施され

ている。また、学部全体の教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適

切性については、毎月１回開催される学科長・専攻長・部門長合同会議の場で必要に応じ

て協議されることとなっている。 

 

【工学部】 

工学部の教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針のうち、学部全体に

かかわる内容は工学部将来構想委員会および工学部教務委員会、各学科の個別の内容は学

科の学科会議および教育推進会議で検証および改善案の検討を行ったのち、工学部教授会

において改善案の協議・決定を行っている（資料４（１）－７）。 

具体的には、平成 23 年度第８回工学部教授会において機械システム工学科、平成 25年

度第７回工学部教授会において材料科学科および機械システム工学科、平成 26年度第６

回および第７回工学部教授会において工学部３学科すべてについての配当科目の改正を検

討・決定し、また平成 26年度第４回工学部教授会では工学部全体の学位授与方針の改正

を検討・決定した。 

 

【人間文化学部】 

学部の教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針については、学部自己

点検評価報告書（直近のものは平成 26年度９月に提出）（資料４（１）－13 p.2～3）に

記載し、外部評価を受けている。 

また毎年、翌年の「履修の手引」の修正時期に合わせて、各学科会議および学部教務委

員会において配当科目の改正を検討し、教育目標、学位授与方針との整合性も同時に確

認・検証している。 

 

【人間看護学部】 

教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性については、平成 15

年に学部が設立され、平成 21年と 24 年にカリキュラムを検証しその結果を基に改正して

いる。それぞれ改正前にはカリキュラム委員会を設置し、教育目標、学位授与方針の見直

しを行っており、平成 27年には学位授与方針の改正に取り組んでいる。また、教育課程

の編成・実施方針の適切性については、カリキュラム委員会および教務委員会で学生授業

評価の分析結果や教員によるカリキュラム評価などにより、継続的に検証を行っている。 

 

【環境科学研究科】 

毎月１回定期的に開催される環境科学研究科教員会議あるいは隔月で開催される各専攻
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の専攻会議において、教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性

について、検証を行っている。具体的には翌年の「履修の手引」の原稿の修正時期が決ま

っていることから、各専攻の専攻長あるいは部門長が中心となり、それに合わせた検証・

修正作業が実施されている。また、研究科全体の教育目標、学位授与方針および教育課程

の編成・実施方針の適切性については、毎月１回開催される学科長・専攻長・部門長合同

会議の場で必要に応じて協議されることとなっている。 

 

【工学研究科】 

工学研究科の教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針のうち、研究科

全体にかかわる内容および博士後期課程先端工学専攻にかかわる内容は工学部将来構想委

員会および工学部教務委員会で、博士前期課程各専攻の個別の内容は各専攻に対応する学

科の学科会議および教育推進会議で検証および改善案の検討を行ったのち、工学研究科会

議において改善案の協議・決定を行っている（資料４（１）－８）。 

具体的には、平成 23 年度第８回工学研究科会議において機械システム工学専攻、平成

24 年度第５回および第 11 回工学研究科会議において博士前期課程３専攻すべて、平成 26

年度第５回工学研究科会議において材料科学専攻および機械システム工学専攻、平成 26

年度第６回工学研究科会議において電子システム工学専攻の配当科目の改正を検討・決定

し、また平成 26 年度第８回工学研究科会議では機械システム工学専攻の配当科目の単位

数変更を検討・決定した。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科の教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針については、学部自

己点検評価報告書（直近のものは平成 26 年度９月に提出）に記載し、外部評価を受けて

いる(資料４（１）－13 p.2～3)。また毎年、翌年の「履修の手引」の修正時期に合わせ

て、各学科会議および学部教務委員会において配当科目の改正を検討し、教育目標、学位

授与方針との整合性も同時に確認・検証している。 

 

【人間看護学研究科】 

教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性については、平成 25

年より研究科におけるプロジェクト委員会を中心に、時代の求める学問的・実践的ニー

ズ、学生のニーズ、さらに高度実践看護師養成の動向を見極めながら、大学院教育の充実

をめざして教育課程の編成、実施方法の見直しを行っている。 

また、「履修の手引（大学院）」、「修士論文作成の手引き」(資料４（１）－16）作成時

に研究科の教務委員会研究科担当が中心となり、教育理念・目的と授業科目等の内容の確

認・検証を行っている。 

 

２．点検・評価 

●基準４（１）の充足状況 

学位授与方針（ディプロマポリシー）は、学士課程共通のもののみならず各学部・学科で

明確に定められ、卒業時において学生が身につけるべき能力を獲得し、カリキュラムに規定
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する所定の単位を取得し、専門分野の人材育成目標を達成した者に学位が授与される。大学

院においても、各研究科・専攻で学位授与方針（ディプロマポリシー）が定められ、修了時

に学生が身につけるべき能力を明確にしている。 

したがって、学位授与方針（ディプロマポリシー）は明確に定められていると判断する。 

 全学共通教育および各学科専門教育について、学位授与方針（ディプロマポリシー）にも

とづいた能力を持つ人材を育てるための教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）

が明確に定められていて、これに沿って年次別に段階的に学べる体制が整っている。 

したがって、教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）が明確に定められてい

ると判断する。 

また、大学院各研究科・専攻において教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシ

ー）が明確に定められ、ホームページに公表されている。このため大学院における教育課

程の編成・実施方針は明確に定められていると判断する。 

以上より、同基準を概ね充足していると判断する。 

 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

３つの方針(入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針)は大学全体の共 

通教育から各学部・学科、各研究科・専攻において明確に定められるとともに、大学ホーム

ページに公表されている。 

教育に関する情報は、大学ホームページに整理されて掲載されている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

３つの方針（入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針）は各学部・学 

科において明確に定められるとともに、大学ホームページに公表されている。また、「履修

の手引」にも明確に掲載されている。教育課程編成方針をさらに詳細に説明するものとして、

カリキュラムマップ、カリキュラムツリー、履修モデルについても各学科で充分に検討され、

一つの学科のカリキュラムツリーを除いて「履修の手引」にも明確に掲載されている。 

 

【工学部】 

 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針については、常に点検を行

い、必要に応じて改訂している。就職内定率が高いことや主な就職先が製造業・情報サー

ビス業であること（資料４（１）－９、資料４（１）－10）から、これらの方針は、本学

工学部に対する社会の要求に合致している。 

 

【人間文化学部】 

３つの方針（入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針）は各学科にお 

いて点検が行われ、必要に応じて改正されている。これらは「履修の手引」および大学ホー

ムページに公表されて十分周知が図られている。 

 平成 26年３月に実施された卒業時アンケートによれば、大学生活の満足度を尋ねる設
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問に関して、大いに満足、かなり満足、どちらかといえば満足のいずれかを選んだ者の割

合は 90％を超える。逆に、不満足、もしくはどちらかといえば不満足を選んだ者の割合は

３％に満たない（資料４（１）－14 「卒業に際しての満足度」）。このことから、入学者

受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針と、実際に学部が提供している教育

内容との一致度は高いものとみなすことができる。 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部では、教育目標、ＤＰ・ＣＰを明確にし、カリキュラム委員会を中心に適

宜検証している。 

さらに「履修の手引」および大学ホームページへの掲載により明示している。また、学

科会議での説明、ガイダンスや担任による学生の個人面談実施時に周知を図っている。さ

らに新入生保護者説明会で保護者へも周知を行っている。 

 

【環境科学研究科】 

３つの方針（入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針）は研究科、各

専攻において明確に定められるとともに、大学ホームページに公表されている。また、「履

修の手引」にも明確に掲載されている。教育課程編成方針をさらに詳細に説明するものとし

て、カリキュラムマップ、カリキュラムツリー、履修モデルについても各専攻で検討されて

いて、平成 28 年度の公表あるいは「履修の手引」への掲載にむけて詳細を協議中である。 

大学院博士前期課程、博士後期課程ともに学位授与に関する取り扱いは学位論文審査基

準を明確にし、「履修の手引」などに記載するとともに学生にも周知している。 

 

【工学研究科】 

 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針については、常に点検を行

い、必要に応じて改訂している。就職内定率が高いことや主な就職先が製造業・情報サー

ビス業であること（資料４（１）－11、資料４（１）－12）から、これらの方針は、本学

工学研究科に対する社会の要求に合致している。 

 

【人間文化学研究科】 

 研究科の各専攻、部門においては、学生募集要項に入学者受入方針を明示し、また入学

試験において志望者の適性や志望分野についての確認を行っている。そのため、本人の志

望する研究分野と、研究科が標榜する教育課程の編成・実施方針、学位授与方針との齟齬

はほとんどない。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科では、教育目標、ＤＰ・ＣＰを明確にし、社会情勢や時代の求める学

問的・実践的ニーズ、学生のニーズ、高度実践看護師養成の動向を見極めながら、大学院

プロジェクトチームを中心に適宜検証している。 

さらに「履修の手引」および大学ホームページへの掲載により明示している。また、学

科会議での説明、ガイダンス時に周知を図っている。 
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②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

教育目標・学位授与方針は、定期的に点検を行う必要がある。また、それに則ったカリ

キュラムが設定されているか、カリキュラムが効果的であるかについても、定期的に点検

が必要である。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

教育課程の編成・実施方針をさらに詳細に説明するための、カリキュラムマップ、カリキ

ュラムツリー、履修モデルについても各学科で充分検討されているが、カリキュラムツリー

や履修モデルの充実に基づき、学位授与方針や教育課程の編成・実施方針のより一層の改善

につなげることが必要である。 

 

【工学部】 

 近隣府県以外からの受験生が少ないことから、工学部が社会の要求に合致した入学者受

入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針を策定し教育効果を上げていることの

社会への積極的な公表が不十分であると考えられる。 

 

【人間文化学部】 

 平成 26年度新入生アンケートによれば、人間文化学部への入学に際して、学部の内容

について、「ほとんど知らなかった」を選択した者が 25.0％、「特に内容を知ろうとはしな

かった」を選択した者が 1.6％いた（資料４（１）－15 （２−２））。入学者の志望と、学

部の教育内容の齟齬等が一部学生に生じている可能性がある。 

 

【人間看護学部】 

カリキュラムの検証については、カリキュラム委員会の設置や教務委員会において適宜

検証を行っているが、継続的に教育目標、学位授与方針、教育課程を定期的に検証するシ

ステムの強化が必要である。 

 

【環境科学研究科】 

教育課程の編成・実施方針をさらに詳細に説明するための、カリキュラムマップ、カリキ 

ュラムツリー、履修モデルについても各専攻で検討しているが、現時点ではまだ「履修の手

引」への掲載には至ってはいない。 

 

【工学研究科】 

 工学研究科が社会の要求に合致した入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位

授与方針を策定し教育効果を上げているにもかかわらず、受験生の大部分が本学工学部か

らの内部進学で、それ以外からの受験が少ない。 
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【人間看護学研究科】 

教育目標、学位授与方針は大学院プロジェクト委員会で適宜検証し、カリキュラムの検

証については、教務委員会において適宜検証を行っているが、継続的に教育目標、学位授

与方針、教育課程を定期的に検証するシステムの強化が必要である。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

すべての学部・学科および大学院研究科・専攻において、教育目標および学位授与方針

を掲げることができた。また現在、大学および大学院に開設している全科目に対してナン

バリングを行い、これを元に各学部各学科のカリキュラム点検を開始した。また、大学院

各研究科各専攻の科目のカリキュラムマップおよびカリキュラムツリーを作成し、これに

基づくカリキュラム点検を開始した。この結果は、教育目標や学位授与方針、教育課程の

編成・実施方針の改善に役立てられるものと期待できる。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

 環境科学部および環境科学部のすべての学科において、教育目標・学位授与方針および

教育課程の編成・実施方針を掲げることができた。また、開設している全科目についてナ

ンバリングを行い、カリキュラム点検を開始した。これらに基づいて、教育目標・学位授

与方針および教育課程の編成・実施方針の一層の改善が図られることが期待される。 

 

【工学部】 

 本項の「２．点検・評価 ①効果が上がっている事項 ＜３＞ 工学部」に示したよう

に、現時点では教育方針が工学という学問分野と本学工学部とに対する社会の要求に合致

し、また、教育効果が十分に発揮されていると判断する。しかし、学生の就職が多い滋賀

県や近畿・東海地区に本社を置く中堅企業でも、主な生産拠点は海外子会社となっている

企業が増えてきている。このような社会情勢の変化に応じて、入学者受入方針、教育課程

の編成・実施方針、学位授与方針の点検・改訂を継続していく。 

 

【人間文化学部】 

 教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）、学位授与方針（ディプロマポリ

シー）については、「履修の手引」、ホームページに掲載され、周知の努力がなされてい

る。卒業時アンケートの結果に窺われる学部教育への満足度の高さは、こういった教育方

針と教育内容の一致度がかなり高いことが理由の一つであると考えられる。今後も高い満

足度を維持できるよう、点検を継続する。 

 

【人間看護学部】 

教育目標・学位授与方針および教育課程の編成･実施方針の検証は、カリキュラムの見

直しを委員会の設置により適宜実施しており、概ね適切にできていると判断できる。平成
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28 年度からは、地域貢献や在宅・高齢者看護を重点項目とした新カリキュラム導入に向け

て、将来構想委員会やカリキュラム委員会が中心となり、さらに発展的に検証を重ねてい

く予定である。 

 

【環境科学研究科】  

環境科学研究科の２専攻において、教育目標・学位授与方針および教育課程の編成・実

施方針を掲げることができた。また、開設している全科目に対してナンバリングを行い、

あわせてカリキュラムマップおよびカリキュラムツリーの作成も開始した。これらの作業

をとおした詳細なカリキュラム点検により、教育目標や学位授与方針、教育課程の編成・

実施方針の一層の改善が図られるものと期待される。 

 

【工学研究科】 

本項の「２．点検・評価 ①効果が上がっている事項 【工学研究科】」に示したよう

に、現時点では教育方針が工学という学問分野と本学大学院工学研究科とに対する社会の

要求に合致し、また、教育効果が十分に発揮されていると判断する。しかし、院生の就職

先企業をみると、販売先としてだけでなく製造拠点についても世界的な展開を強化してい

る企業が増えている。このような社会情勢の変化に応じて、入学者受入方針、教育課程の

編成・実施方針、学位授与方針の点検・改訂を継続していく。 

 

【人間文化学研究科】 

 研究科においては、そもそも専門性が高く少人数教育が徹底しているので、学位授与方

針および教育課程の編成・実施方針と教育内容との不一致はほとんど存在しない。今後も

この教育体制を継続する。 

 

【人間看護学研究科】 

教育目標・学位授与方針および教育課程の編成･実施方針の検証は、社会情勢や時代の

求める学問的・実践的ニーズ、学生のニーズを見極めながら、大学院プロジェクトチーム

や教務委員会において適宜実施しており、また、「履修の手引」および大学ホームページ

への掲載による明示、学科会議での説明、ガイダンスでの周知を行っており、今後もこの

努力を継続する。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

教育目標・学位授与方針を定期的に点検すること、またそれに則ったカリキュラムが設定

されているか、カリキュラムが効果的であるかについても、定期的に点検を継続する必要が

ある。この努力を今後も継続する必要がある。そのため、各学部各学科および大学院各研究

科各専攻で実質的な点検を継続的に行い、その結果を全学の教務委員会あるいは大学院教

務連絡会で取りまとめていく。 

 

＜２＞ 学部・研究科 
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【環境科学部】 

ナンバリングおよびカリキュラムマップ、カリキュラムツリーを用いたカリキュラム点

検作業は始まったものの、その結果をもとに学位授与方針や教育課程の編成・実施方針を

具体的に改善していく作業をさらに進める必要がある。 

 

【工学部】 

 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針の点検と改訂について、工

学部将来構想委員会などで検討を進めていく必要がある。 

 また、工学部が社会の要求に合致した入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学

位授与方針を策定し教育効果を上げていることを社会に積極的に公表し、近隣府県以外か

らの受験生の増加に結びつけていく。 

 

【人間文化学部】 

教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）、学位授与方針（ディプロマポリ

シー）については、外部評価を交えた定期的な見直しの作業を繰り返すことで、大学を取

り巻く社会の要請にも対応していくことが必要である。また、入学者の志望と学部教育内

容の間に齟齬がおきないようにするため、これらを周知させる努力を継続する。 

 

【人間看護学部】 

教育目標、学位授与方針、教育課程の定期的な検証は教務委員会およびカリキュラム委

員会で行っているが十分とは言えないため、定期的に検証するシステムの強化が課題であ

る。 

 

【環境科学研究科】 

ナンバリング、カリキュラムマップ、カリキュラムツリーを用いた総合的なカリキュラ

ム点検作業は始まったものの、その結果をもとに学位授与方針や教育課程の編成・実施方

針を具体的に改善していく作業が今後の大きな課題である。 

 

【工学研究科】 

 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針の点検と改訂について、社

会情勢の変化に応じて、工学部将来構想委員会などで検討を進めていく。 

また、工学研究科が社会の要求に合致した入学者受入方針、教育課程の編成・実施方

針、学位授与方針を策定し教育効果を上げていることを積極的に公表し、他大学からの受

験生増加に結びつける。 

 

【人間看護学研究科】 

教育目標、学位授与方針、教育課程の定期的な検証は教務委員会および大学院プロジェ

クト委員会で行っているが、十分とは言えないため定期的に検証するシステムの強化を図

っていく。 
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４．根拠資料 

 ４（１）－１ 平成 27年度学生便覧（既出１－7） 

 ４（１）－２ 滋賀県立大学履修規程 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/risyuseikitei.pdf 

４（１）－３ 平成 27年度履修の手引（既出１－14）  

 ４（１）－４ 平成 27年度時間割表  

 ４（１）－５ 滋賀県立大学学位規程  

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakuikitei.pdf 

４（１）－６ 教育実践支援室主催研修会の貸出用録画ＤＶＤタイトル一覧 

 ４（１）－７ 工学部教授会議事一覧（学位授与方針、教育課程の編成・実施方針関 

係） 

４（１）－８ 工学研究科会議議事一覧（学位授与方針、教育課程の編成・実施方針関 

係） 

４（１）－９ 平成 27年３月工学部卒業生の進路統計 

４（１）－10 工学部卒業生の過去３年間の就職先一覧 

http://www.usp.ac.jp/gakubu/kogaku/gakubu/course/ 

４（１）－11 平成 27年３月工学研究科修了生の進路統計 

４（１）－12 工学研究科修了生の過去３年間の就職先一覧   

http://www.usp.ac.jp/gakubu/kogaku/in/course/ 

４（１）－13 人間文化学部自己点検評価報告書（平成 26年９月） 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/hyouka/hyouka2014jinbun.pdf 

４（１）－14 平成 26年 3 月卒業時アンケート集計結果抜粋（「卒業に際しての満足 

度」） 

４（１）－15 平成 26年度新入生アンケート集計結果抜粋（２－２）（既出１－18） 

４（１）－16 人間看護学研究科修士論文作成の手引き（平成 27 年度） 
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（２）教育課程・教育内容 

 

１．現状の説明 

（１）教育課程の編成・実施方針に基づき、授業科目を適切に開設し、教育課程を体系的

に編成しているか。 

＜１＞ 大学全体 

本学の教育課程は、学位授与方針（ディプロマポリシー）における知識の習得や能力を養

成するため、カリキュラムポリシーに基づき、教育課程を体系的に編成している。学生に提

供している教育科目は大きく分けて全学共通教育に関する全学共通科目と各学部・学科にお

ける専門科目に分けられる。（資料４（２）－１） 

各学部・学科専門科目についてはカリキュラムポリシーに沿って学部共通科目、学科専門

科目、複数学科共通科目などの分類とともに、必修、選択必修、選択の提示が行われるとと

もに、カリキュラムマップ、カリキュラムツリー、履修モデルなどを示すことによって科目

履修が体系化されている。卒業に必要な単位は全学共通科目 30単位、専門科目は環境科学

部、工学部および人間文化学部 100 単位、人間看護学部 99単位であり、共通科目の割合を

確保することに努めている。（資料４（２）－１ p.183～212、289～317、373～41、541～

551） 

大学院での教育課程は、大学院学則に定めるところに基づいている。（資料４（２）－２ 

p.4～5）また、それぞれの研究科は学位授与方針（ディプロマポリシー）に基づいて、教育

課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を決定し、カリキュラムポリシーに基づい

て教育体系を構築している（資料４（２）－２ p.11～12、 41～50、 75～79、 115～116）。

博士前期課程における専攻分野を例にすると、それぞれの研究科は専攻とそれを構成する

部門、分野などのユニット数をもって編成されている（資料４（２）－３ ｐ.22～32、資

料４（２）－２ p.78）。それぞれのユニットでは講義科目と演習科目との組み合わせによ

り授業体系を構成するとともに、「履修の手引」に履修モデルが示されている（資料４（２）

－２ p.16～18、44、47、51、82～85、121～126）。また各研究科で学位論文審査基準を定

め、ここに学位論文発表会あるいは審査会を行うことを義務づけ、研究のチェック体制を整

えている（資料４（２）－２ p.15、43、77、81、119～120）。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部の専門科目は、学部共通基礎科目、複数学科共通科目および学科専門科目に

分類されている。 

学部共通基礎科目は、環境科学部の全学生が共通して認識しておくべき科目として設置

された学科目群であり、現在８科目存在する。このうち、１年次・２年次で履修すべき５

科目 12 単位を必修として課している。特に環境科学部では、環境に配慮できる人材を育

成するために、１年次前期と２年次前期に「環境フィールドワークⅠ・Ⅱ」が学部共通の

必修科目として開講されている。 

 複数学科共通科目は、同種の授業を各学科独自に開講する必要のないようにするために

措置されたものであり、理科・数学の共通的科目や専門教育のなかでも比較的基礎的な科
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目があてられている。学科専門科目は、各学科の専門性に応じて、各学科独自で開講され

ている科目である。 

 環境生態学科では、複数学科共通科目 26科目、学科専門科目 42 科目が開講されてい

る。専門科目のうち、同学科の学生が共通して修得すべき 25 科目 58単位を必修として課

している。 

 環境政策・計画学科では、複数学科共通科目 29科目、学科専門科目 36科目が開講され

ている。専門科目のうち、同学科の学生が共通して修得すべき 22 科目 41 単位を必修科目

として、33 科目から 37単位以上を選択必修として課している。 

 環境建築デザイン学科では、複数学科共通科目 15 科目、学科専門科目 36 科目が開講さ

れている。専門科目のうち、同学科の学生が共通して修得すべき 22科目 51 単位を必修と

して課している。 

 生物資源管理学科では、複数学科共通科目 40科目、学科専門科目 64 科目が開講されて

いる。専門科目のうち、同学科の学生が共通して修得すべき 12科目 24 単位を必修とし

て、11 科目から 12単位以上を選択必修として課している。 

 さらに、環境科学部の全学科で卒業研究等履修条件が設定されており、４年次に集中し

て卒業研究等に取り組めるような教育課程の体制が整えられている（資料４（２）－

１）。 

 

【工学部】 

 カリキュラムポリシーは明確に定められており、大学ホームページなどで公開されてい

る。そして、授業の内容がカリキュラムポリシーに合致するように、工学部においては基

礎科目をまず学ばせ、基礎的知識や考え方をマスターした上で、応用科目、専門科目を学

ぶように科目を配置している。さらに、全体として教育の目的を達成するため、科目間の

依存性や連携に留意し、無理なく段階的に学習できるようＪＡＢＥＥ受審準備委員会にお

いて作成したものをベースとしたカリキュラムマップを公表している。（資料４（２）－

１） 

 

【人間文化学部】 

 学部においては、地域文化学科を除く全学科がカリキュラムマップもしくはカリキュラ

ムツリーという形で示すことによって、開講科目の体系化を図っている。また、履修モデ

ルは全学科において作成され、カリキュラムツリー、カリキュラムマップとともに「履修

の手引」に掲載されている。 

 

【人間看護学部】 

本学の学士課程に共通の学位授与方針（ディプロマポリシー、ＤＰ）の達成を前提と

し、興味・関心を持つことで知識・理解を促し、専門職者としての思考・判断能力や技

術・技能および倫理観を備えた態度を培うことを目標に、９項目からなる学部独自のＤＰ

を定めている。これを基に、教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー、ＣＰ）

を策定し、本方針に基づき、ＤＰの各項目が達成できるように、カリキュラムマップおよ

びカリキュラムツリーで示すことによって年次的に進行する体系的カリキュラムの編成を
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可視化している。 

なお、助産師教育については、教育内容の高度化に伴い助産師養成コースを平成 31年

度に大学院修士課程に開設予定であり、平成 28年度から学部における助産師課程の募集

を停止する。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科には博士前期課程と博士後期課程が設置され、また環境動態学専攻と環

境計画学専攻の２専攻が設置されている。さらに、環境動態学専攻は３つの研究部門（生

物圏環境研究部門、生態系保全研究部門、生物生産研究部門）に、環境計画学専攻は２つ

の研究部門（環境意匠研究部門、地域環境経営研究部門）に分かれている。 

 博士前期課程の修了要件として、各専攻で定められた所定の単位を修得し、かつ修士論

文を提出し、論文審査に合格することが求められている。環境動態学専攻では、必修科目

18 単位、選択科目 12 単位以上の計 30単位以上の取得を、環境計画学専攻では、必修科目

16 単位、選択科目 14 単位以上の計 30単位以上の取得を、それぞれ修了要件としている。

いずれの専攻でも、多様な選択科目が開講されており、これらの科目群から学生が自分の

専門分野に応じて選択できるようなっている。 

 博士後期課程の修了要件として、いずれかの研究部門において４単位および研究科共通

選択科目から４単位以上を修得し、かつ博士論文を提出し論文審査および最終試験に合格

することが求められている（資料４（２）－２）。 

 

【工学研究科】 

工学研究科には博士前期課程と博士後期課程が設置されている。博士前期課程には材料

科学専攻、機械システム工学専攻、および電子システム工学専攻の３専攻が、博士後期課

程には先端工学専攻が設置されている。 

博士前期課程の修了要件として、各専攻で定められた所定の単位を修得し、かつ修士論

文を提出し、論文審査に合格することが求められている。３専攻ともに必修科目 10単位

と選択科目 20単位以上の計 30単位以上の修得を、修了要件としている。いずれの専攻で

も多様な選択科目が開講されており、学生が自分の専門分野や興味に応じて選択できるよ

うになっている。 

博士後期課程の修了要件としては、必修科目４単位と選択科目・他研究科科目から４単

位以上を修得し、博士論文の審査及び最終試験に合格することが求められている（資料４

（２）－２）。 

 

【人間文化学研究科】 

 博士前期課程の地域文化学専攻と生活文化学専攻の２つの専攻ともに、必修科目 16 単

位、選択科目 14 単位の計 30単位以上の修得を修了要件としている。所属する専攻が認め

る場合は、他専攻・他研究科開講科目の習得単位を選択科目として修了要件に参入するこ

とができる。また、２つの専攻の各部門ごとに履修モデルが作成され、「履修の手引（大

学院）」に掲載されている。 

 博士後期課程では、２つの専攻とも必修科目４単位、選択科目４単位以上を修得し、か
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つ博士論文を提出し論文審査および最終試験に合格することが修了要件となる（資料４

（２）−２）。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科では修士課程のみ設置しているが、本研究科では人材の養成に関する

目的を達成するため、３つの分野（基盤看護学分野、生涯健康看護学分野、ＣＮＳコース

慢性疾患看護学分野）を設け、ＣＰに基づきカリキュラムを編成している。開講科目の体

系化のため、カリキュラムツリー、カリキュラムマップを示すとともに、分野別に履修科

目モデル例を作成し「履修の手引き」に掲載している。 

 

 

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき、各課程に相応しい教育内容を提供している

か。 

＜１＞ 大学全体 

全学共通科目、各学部各学科の開講科目、大学院各研究科各専攻の開講科目とも、それぞ

れのカリキュラムポリシーに沿って体系だって配置されている。 

全学共通科目は開学当初から特色の一つでもある｢環境｣と｢人間｣をテーマにした教育方針

の下、人間というものを深く見つめ、そこから今後の指針を自ら見出していける学生が育つ

ことを願って設けられた「人間学」の科目、文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯ

Ｃ事業）」により平成 27 年度より設置された地域基礎科目、外国語、情報処理・健康体力の

全学共通基礎科目およびキャリア教育、教職科目などの科目群から構成されている。外国語、

情報処理、健康体力の科目は１年次、２年次に受講し、人間学は１～４年次に受講できるよ

うに配置している（資料４（２）－１ p.13～15）。また、留学生のために日本語科目および

英語で履修できる科目を開講している（資料４（２）－１ p.21～22、 141～142）。 

人間学は通常の大学では教養科目であるが、その趣旨を従来の教養科目とは大きく異に

し、学問に関する一般的解説をするのではなく、むしろ課題にトライする研究者の進行形の

姿を伝えることに狙いを置いており、「こころ」、「しぜん」、「しくみ」、「わざ」の４クラス

ターに分かれた科目群の選択必修科目を設けている。また、「環境」と「人間」を大学開設

の基本としていることから、その大前提となるコミュニケーション能力等を定着させるべ

く、１年次に少人数導入教育として１クラス５名～６名で運営される「人間探求学」が人間

学の中で必修科目として位置づけられている。専門科目と並行してこうした科目構成を採

用していることは、それぞれの学部が学士の学位を与えるに相応しいバランスのとれた人

材を育成するという目的を達成するために、このような教育体系を整備している。（資料４

（２）－１ p.143～160） 

なお、文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」により、平成 27 年度か

ら全学共通教育科目として「地域基礎科目」を導入し、それに伴い人間学を再編した。その

うえで、「地域基礎科目」のうち「地域共生論」を１年次の必須科目として配置した。また、

全学部生が履修できる副専攻として、近江楽士（地域学）副専攻が開設されている（資料４

（２）－１ p.161～175）。 

また、各研究科においては学位論文審査基準が定められ、それぞれの専門分野の学位を授
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与している（資料４（２）－２ p.15、43、46、49～50、77、81、119～120）。これらに加

えて、副専攻として近江環人地域再生学座が開設され、循環型地域社会を形成するために、

行政、企業、ＮＰＯなどそれぞれの立場で地域再生のリーダーとなる資質を有した人材の養

成を目指している（資料４（２）－２ p.147～151）。 

全学的な学生の国際感覚涵養のため、異文化理解Ａ、異文化理解Ｂ、国際環境マネジメン

トの各科目を配置している。これらの科目では、学生が数週間にわたって海外に出かけ、そ

こでのフィールドワークを通して、現地の学生等とのコミュニケーションを図る科目であ

る。これとは別に、学科単位での海外研修プログラム（たとえば、環境科学部環境建築デザ

イン学科のスペインでの研修プログラム）があるほか、海外の大学等で開催される数週間の

プログラム（たとえば、台湾・中興大学のサマープログラム）に参加する学生も増加してい

る。また、人間文化学部国際コミュニケーション学科の学生は交換留学・派遣留学・認定留

学で海外の大学等で学ぶ学生が多く、平成 27 年度には 41 名（平成 27 年 11 月 1 日現在）

の学生が海外で学んでいる。 

また、海外の学生が本学に留学してくる事例も多い。従来の中国や韓国からの私費留学に

加え、交換留学生等として、欧米圏からの留学生が増加している。このため、本学内で日本

文化等について英語で学べる環境を整えるため、英語での開講科目を増やしつつある。平成

27 年度には３科目が開講されている。このうちの２科目は、日本人学生も受講して単位取

得できるようになっている。また、留学生の日本語教育のため、平成 26年度より、日本語

教育担当の特任教員を配置するとともに、留学生用日本語科目の配置数を増加させている。

さらには、海外協定校の学生が夏季に本学で９週間の日本語トレーニングを受けるサマー

プログラムを実施している。また、平成 27 年度には、アメリカ合衆国の Critical Language 

Sholarship (ＣＬＳ) Program の日本国内における唯一の開催校になった。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部では、環境科学を学ぶ根幹を成す「環境フィールドワークⅠ」、「環境フィー

ルドワークⅡ」、「環境学原論」、「環境科学概論Ⅰ」、「環境科学概論Ⅱ」の５科目を、学部

共通の必修科目として開講している。フィールドワークに関わる「環境フィールドワーク

Ⅰ」、「環境フィールドワークⅡ」では、実際に学生が教員とともに野外でフィールドワー

クにあたっている。この教育実践内容は書籍「環境フィールドワークのすすめ」（資料４

（２）－４）にまとめられており、この内容は現在の本学部のフィールドワーク教育に反

映されている。「基礎数学Ⅰ」、「基礎数学Ⅱ」は、高等学校で履修不十分な数学の内容

（特に微分・積分と確率・統計）に関する補充教育（いわゆるリメディアル教育）のため

の科目である。 

 各学科における複数学科共通科目および学科専門科目の開講状況は以下のとおりであ

る。 

■環境生態学科 

 数学・理科の基礎的科目および専門の基礎を成す科目を１～２年次に配置し、学年進行

とともに専門科目数を増加させている。２年後期から３年前期にかけて、野外調査法等を

学習させるための必修科目を配置し、さらに専門に関連した外国文献を読みこなすための
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講義を３年次に、卒業研究遂行のための科目を４年次に、いずれも必修として課してい

る。 

■環境政策・計画学科 

 「基礎・技法系」の科目を１～４年次に配置し、ゼミ演習を主体としたきめ細かな実践

教育を中心としている。「基礎・理論系」科目を１～２年次に、「発展・技法系」科目およ

びそれらの演習、「発展・理論系」科目を、主に２～３年次に配当しており、各年次にお

ける個別ゼミを中心にしながら卒業研究遂行のための科目を３～４年次に必修として課し

ている。 

■環境建築デザイン学科 

 学年進行とともに履修できる専門科目が段階的に高度化し、それに応じた演習科目と関

連するように専門科目を配置している。また、３年次後期にはゼミごとに履修する演習科

目をおき、４年次には卒業研究・卒業制作に関わる科目を必修として課している。 

■生物資源管理学科 

 学科学生が共通して履修すべき導入科目を１年次に必修として課すとともに、数学およ

び理科の基礎的科目および専門の基礎を成す科目を１～２年次に配置している。また学年

進行とともに履修できる専門科目が増加しているうえ、生物資源管理学科に共通して修得

すべき技術を学ぶ科目群を２年前期から３年後期にかけて選択必修として履修させてい

る。卒業研究遂行のための科目は４年次で必修として課している。 

上記の科目の授業内容は「履修の手引」に記載されている。その中で、特に３年次以降

に開講されている科目の内容を見ると、必要に応じて最新の知見が含まれていることがわ

かる。また低学年時の導入科目でも、学生の興味を喚起するために必要に応じて最新の知

見が含まれている。（資料４（２）－１） 

 

【工学部】 

 本学教育の目的を達成するために、工学部においては科目を全学共通科目・専門科目に

分けてバランスを考慮の上、編成して教育を行っており、専門科目は専門基礎科目、学部

共通基礎科目、学科共通基礎科目、学科専門科目に分けられる。材料科学科では３年次末

に、機械システム工学科と電子システム工学科では４年次初めに研究分野に配属し、学科

専門科目のほかに卒業研究を行う。（資料４（２）－１） 

 また、３学科共に高等学校教諭免許の取得できる科目設定がなされている。さらに所定

の単位を取得することで、材料科学科においては毒物劇物取扱責任者の資格と甲種危険物

取扱者受験資格を得ることができ、電子システム工学科においては電気主任技術者資格お

よび電気通信主任技術者の試験一部免除資格を得ることができるようになっている（資料 

４（２）－１）。 

 

【人間文化学部】 

人間文化学部共通の必修科目である「人間探求学」と「環琵琶湖文化論実習」は、それ

ぞれ１年次における導入教育およびフィールドワークを主体とした科目として位置づけら

れている。 

また、教育目標の達成をめざすためにそれぞれの学科で「学びのポイント」を作成し、
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少人数教育、フィールド重視の実践学習、多角的視点と多彩な手法での教育を実践してい

る。 

専門教育については、いずれの学科も、教育目標に沿って講義、演習・ゼミ、実習、実

験等、多様な形態の授業を開設している。また、少人数教育、対話型・討論型授業、フィ

ールド型授業等の授業が展開されている。 

卒業要件としては、単位の修得と共に、卒業論文・研究または製作物を提出し、試問、

審査を受けて合格することが必要である。 

 

【人間看護学部】 

１～２年次に、基礎となる看護学や対象を理解するための科目(「共通科目」「専門基礎

科目」「基礎看護学科目群」など)を配置している。３～４年次に、１～２年次に養った能

力を応用・発展させることを目的に、「領域別看護学の演習・実習科目群」を配置してい

る。また、「領域別看護学実習科目群」および「卒業研究」を、ＤＰの到達度を評価する

ための総括科目として位置づけている。 

 

【環境科学研究科】 

環境動態学専攻には、教員の専門分野に対応した教育課程として、生物圏環境研究部

門、生態系保全研究部門、生物生産研究部門の３つの研究部門が設置されている。博士前

期課程においては、「環境動態学特別演習Ⅰ」、「環境動態学特別演習Ⅱ」、「環境動態学特

別研究Ⅰ」、「環境動態学特別研究Ⅱ」の他、プレゼンテーションの技術や議論の方法を習

得する「環境動態学プレゼンテーションⅠ」、「環境動態学プレゼンテーションⅡ」をあわ

せた６科目 18単位を必修として課している。選択科目は 12単位を課しているが、それら

は学生が所属する各研究部門や関連する研究部門での開講科目から取得が可能となってい

る。また、博士後期課程においては、研究を立案・遂行し、成果を国内外の学会等で発表

し、論文にまとめるため、部門ごとに特別演習と特別研究を配置している。さらに、研究

動向の把握と批判的評価のための特論を部門ごとに配置している。 

 環境計画学専攻には、教員の専門分野に対応した教育課程として、環境意匠研究部門、

地域環境経営研究部門の２つの研究部門が設置されている。博士前期課程においては、

「環境計画学特別演習ⅠＡ・ⅠＢ・ⅡＡ・ⅡＢ・Ⅲ・Ⅳ」、「環境計画学特別研究Ⅰ・Ⅱ」

の他は、すべて選択科目として、学生が自分の専門分野や研究テーマに応じて選択できる

ようになっている（資料４（２）－１）。また、博士後期課程においても、部門ごとに特

別演習、特別研究および特論を開設している。 

 

【工学研究科】 

 工学研究科の授業の内容はカリキュラムポリシーに沿い、学部課程よりもさらに専門性

を深化させたものとなっている（資料４（２）－２）。 

 その構成は、博士前期課程材料科学専攻では共通科目１科目、無機材料部門で 11科

目、有機材料部門で 10科目を設定している。また機械システム工学専攻では、専攻全体

で 16科目の講義を設定している。さらに電子システム工学専攻では、電子工学部門４科

目、電子応用部門４科目、情報部門６科目を設定して、博士前期課程の学生に専門教育を
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施している。 

 博士後期課程の先端工学専攻では、材料科学・機械システム工学・電子システム工学の

幅広い技術分野にわたる選択科目６科目から２科目以上の受講を求められており、博士論

文の作成とともに専門教育を受けることが可能となっている。 

 また、研究科の講義は、各技術分野における最新の研究成果を用いたゼミ形式で行われ

ることも多く、研究と講義が直結するとともに、相互にフィードバックできるようになっ

ており、教育と研究が一体化された講義内容となっている（資料４（２）－５）。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科においては、各研究科の教育目標ならびにそれぞれの研究分野や産業分野の要請

に応じた体系化された教育課程を編成している。教育研究の特色としては、学際性、地域

性を柱にして、外国人、社会人、産業人の研究教育にも力を入れていくことをうたってい

る。 

この目標を達成するために、博士前期課程では、地域文化学専攻では、共通科目として

３科目、日本・地域文化論部門で 15 科目、アジア・地域文化論部門 14 科目、考現学・保

存修景論部門８科目を配当している。また生活文化学専攻では、共通科目２科目、生活デ

ザイン部門 11科目、健康栄養部門 20 科目、人間関係論部門９科目を設定して、前期課程

学生の研究のための基礎教育を行っている。 

博士後期課程では博士論文作成が中心となるが、研究科全体の共通科目（必修）とし

て、研究方法特論とリサーチ・ワークショップ（各２単位）が置かれ、特別演習と特別研

究４単位以上の履修を義務付けている。 

修了要件としては、単位の修得と共に、博士論文を提出し、論文審査および最終試験に

合格することが必要である。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科では修士課程のみ設置しているが、本研究科では教育課程の基盤とな

る「共通科目」16科目（いずれも２単位）を設けている。「基盤看護学分野」では、８科

目（いずれも２単位）の講義科目に加えて、10科目の演習科目（いずれも２単位）を選択

科目として設けている。「生涯看護学分野」では６科目（いずれも２単位）の講義科目に

加えて、７科目の演習科目（いずれも２単位）を設けている。 

これらの「共通科目」の上に、「基盤看護学分野」では８単位の「基盤看護学特別研

究」、「生涯看護学分野」では同じく８単位の「生涯看護学特別研究」を通年で設けてい

る。 

「ＣＮＳコース慢性疾患看護学分野」では、５科目の講義科目に加えて、１科目の演習

（２単位）、２科目の実習（６単位）および「慢性看護学課題研究」（２単位）を通年で履

修することとなっている。 

 

２．点検・評価 

●基準４（２）の充足状況 

教育内容およびその方法に関して、学部では学生 1人当たりの教員数は恵まれた条件下 
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にある。このため、例えば一年次の必修科目である「人間探求学」では１クラス５～６名の

クラス編成が可能となっている。さらに、このことによって教員は個々の学生の個性に対応

して教育研究の丁寧な指導が可能である。これに加えて各種ハードウェアの整備状況は概

して高い水準を維持しており、たとえば情報処理演習室は情報関係科目等の授業で使用さ

れていない時間は学生の自習に利用できる体制が構築されている。すなわち、教育に携わる

人材と機材の観点からの環境は優れた状況にある。 

講義以外にフィールドワーク、課外実習など、多様で実践的な学習の機会が設けられてお 

り、学生への多様な教育体制が構築されている。 

地域の学術の中心として、開学以来のモットーである「キャンパスは琵琶湖。テキストは 

人間。」のもと、「地域に根ざし」「地域に学び」「地域に貢献する」を目指した地域密着型の

教育を行っている。特に平成 25 年度からは文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（大学

ＣＯＣ事業）」の採択・実施に伴い、地域の学術の中心として全学的に地域教育を充実させ

ている。 

以上より、同基準を概ね充足していると判断する。 

 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

１年次の全学必修科目では、1クラス５～６名の少人数クラス運営（人間探求学）を行

うものと、複数教員や複数のラーニングサポーターを配置することで 300 名を超えるクラ

スでのアクティブラーニング（地域共生論）を行っているものがある。また、フィールド

ワークや各種実験・実習を配置するなど、多様な教育体制が構築されている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部全学科において、各学科で設定した「教育課程の編成・実施方針」に従っ

て、専門科目が１～４年次にわたってバランスよく開設されており、その内容がカリキュ

ラムマップ、カリキュラムツリー、履修モデルなどで明示されている。 

 専門科目の内容を見ると、低年次での導入科目から最終学年での卒業研究に関わる科目

に至るまで専門教育用の科目がバランスよく配置されているうえ、各学科の特色を活かし

た実験・実習・フィールドワークの科目も十分に配置されている。特に、環境科学を学ぶ

のに必須であるフィールドワークに関わる授業を、１年次より必修として課していること

は特筆に値する。「環境フィールドワークⅠ」、「環境フィールドワークⅡ」については、

その教育実践内容をまとめた書籍を出版し（資料４（２）－４）、しかもその内容が環境

フィールドワーク教育に反映させているなど、独自の教育研究成果が授業内容に盛り込ま

れている。 

 環境科学部では、多くの科目を「複数学科共通科目」として開講しており、多くの学生

が履修できるように工夫されている。また、導入的な科目および卒業研究等に関わる科

目、さらには各学科で必要な科目は必修科目として指定されている。学年進行や科目の専

門性に合わせ、必要に応じて最新の研究知見を含んだ授業内容の科目も開講されており、

授業の内容は全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものとなっている。卒業要件単位
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数 130 単位のうち、必修科目 24～58 単位、選択科目 42～76 単位（選択必修を含む）の履

修が必要であり、必修科目と選択科目の配置も適切である。これらより、授業科目は適切

に配置され、教育課程が体系的に編成されていると判断する（資料４（２）－１）。 

 

【工学部】 

 専門教育のバランスおよび科目配当については、定期的なカリキュラム改正によって改

善を進めている。また三学科のＪＡＢＥＥ導入に伴い科目間の連携を重視したため、より

体系的な教育が行なえるように改善された。（資料４（２）－１、資料４（２）－６） 

 また工学部の授業内容が社会に出てからも役立つとの結果が卒業生アンケートで明らか

となっている（資料４（２）－７）。 

 

【人間文化学部】 

各学科ごとの「教育課程の編成・実施方針」に従って、学部共通基礎科目から複数学科

共通科目、学科専門科目が１～４年次にわたって開設されており、その内容はカリキュラ

ムマップ、カリキュラムツリー、履修モデルなどで明示されている。 

学位授与方針にある「人間の文化に関する幅広い知識を身につけ、文化のさまざまな側

面に対する理解を深める」ために、学部共通科目「人間文化論Ａ／Ｂ／Ｃ」を設け、学生

が学部内他学科の学問領域の知見を得られるようにしているほか、本学の履修制度によ

り、他学部、他学科の専門科目を履修できることも効果を生んでいる。 

 

【人間看護学部】 

カリキュラムの見直しを適宜実施している。平成 23 年の保健師助産師看護師学校養成

所指定規則の改正に伴い、平成 26年度から選択必修 12単位に対して 21 科目(29 単位)を

配置し運営している。また、助産師課程を学部から大学院への移設に伴い、平成 28年度

からの新カリキュラムを編成中である。これらの見直しは、学部で定められたＣＰに沿っ

て行われており、適切にカリキュラムが編成されていると判断する。 

 

【環境科学研究科】 

 環境科学研究科では、専門教育を行うために専攻内に複数の研究部門を置き、研究部門

ごとに専門科目が開講されている。また、専門講義科目のみならず、演習や特別研究のほ

かプレゼンテーションに関する科目を設け、環境科学分野の専門家として高度な専門知識

と技術を有する職業人や研究者等を養成できるよう配慮されている。このことより、教育

の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されており、目的とする学

問分野や職業分野における期待に応えるものとなっていると判断される。 

 また、「履修の手引（大学院）」に記載されている講義概要より、担当教員の専門分野の

研究成果が授業内容に反映されている。さらに、各担当教員の創意工夫により、最新の学

術研究を紹介する講義も開講されていることから、学生の多様なニーズ、学術の発展動

向、社会からの要請などに充分配慮した教育課程の編成、科目の内容となっていると判断

される。以上のことから、授業の内容が全体として教育課程の編成の趣旨に概ね沿ったも

のになっていると判断される。（資料４（２）－２） 
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【工学研究科】 

 教員の専門研究分野の多様性から、開講される講義科目の分野は多岐にわたっている。

これは教育と研究の一体性を示すものである。（資料４（２）－２） 

 

【人間文化学研究科】 

専門科目は各担当教員の研究成果を反映したものとなっており、各分野の最新の知見に

触れることができるものとなっている。学生は指導教員の助言を受けながら各人の研究内

容に照らして関連の深い科目を選択して受講できるようにしている。 

以上のように教育課程の編成・実施方針に沿い、個々の学生の研究（学位論文）の完成を

重視した教育課程の編成となっている。 

 

【人間看護学研究科】 

学生のニーズに応え、高度の知識や技術の習得を促進するために、学生が理解しやすい

ように履修のモデルを「履修の手引（大学院）」に記載している。また、仕事を持ちなが

ら入学してくる学生に対して、３年間で履修できるよう長期履修制度を設けている。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

各学部・学科および研究科・専攻において３つの方針(入学者受入方針・教育課程編成

方針・学位授与方針)を明確にし、体系的な教育課程の構築を目指している。各専門分野

における人材の養成目標を達成するために必要な１年次から４年次にわたるカリキュラム

構成について見直しの作業を行っているところであるが、まだ一部の学科では授業科目数

が過大であるなどカリキュラムの見直しが十分でないところがある。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

全学共通のフォーマットで「履修の手引」が作成されており、授業履修のために必要な情

報がほぼすべて記載されている。ただし、各科目の授業内容の詳細（たとえば毎回の宿題、

レポートの課題、予習や復習の内容）が書かれた“本来の”シラバスを各授業開始時に配布

するには至っておらず、今後の課題である。 

環境科学部では、主に高等学校で履修する内容を含む数学のリメディアル科目として「基 

礎数学Ⅰ」、「基礎数学Ⅱ」の２科目が実施されているが、たとえば他の理系教科（物理学、

生物学など）のリメディアル教育の必要性などについては議論されておらず、今後の検討課

題である（資料４（２）－１）。 

学部・大学院の授業科目に加えて、学部では「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」

に関わる授業科目や、大学院では副専攻近江環人地域再生学座に関わる授業科目が開設さ

れている。今後も、府省等関連の新たな事業に応募し、採択後はその事業を実施することに

なるが、新たな取り組みに対応するために、一部の教員への負荷が集中・増加している。 
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【工学部】 

 実施した授業評価アンケートの結果は各教員に示されているが、その評価がどの程度、

授業にフィードバックされているかが検証されていない。 

 

【人間文化学部】 

 教育課程編成方針および学位授与方針の明確化に伴い、各学科はカリキュラムマップや

カリキュラムツリー、履修モデルを作り、科目の体系化を図ってきた。学生の多様な志向

やニーズが存在することから、他大学との連携も視野に入れる必要がある。 

 

【人間看護学部】 

今後、カリキュラムが、卒業後それぞれの職場でどのように学習成果を活かしているか

を検証することが課題である。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科の各専攻における教育課程の編成・実施方針は「履修の手引」に明記され 

ているが、カリキュラムマップやカリキュラムツリーは記載されていない（資料４（２）－

２）。 

 

【工学研究科】 

 現時点では３専攻の間で専攻横断的な科目が存在していない。 

  

【人間文化学研究科】 

 現在では、少人数教育の利点を生かし、教育的な効果を発揮している。将来的に教員が

交代することも見越しながら、体系的な教育に変えていく必要がある。 

 

【人間看護学研究科】 

「ＣＮＳコース慢性疾患看護学分野」の教育課程の単位数は新規申請分から 38単位と

なることが決定されており、現在 26 単位としている本分野のカリキュラムを見直す必要

がある。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

初年次教育で少人数クラスの科目やマスプロながらもアクティブラーニングを可能とす

る科目を運営するのみならず、フィールドワークや実験・実習科目を多く開設するなど、

学生がアクティブに学ぶ環境が整えられている。この授業運営方針は、教育効果の高いも

のとして今後のカリキュラム改訂時にも受け継がれるべきものである。全学教務委員会や

ＦＤ研修会などを通して、自分たちの「強み」を全学的に共有し、各学部各学科がカリキ

ュラム改訂するときの意識づけが重要となる。 
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＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

 環境科学部の授業形態は、学部全体の教育目的および各学科の教育目的に応じたバラン

スで講義・演習・実験・実習・フィールド型授業が組み合わせられており、教育編成は適

切に構成されている。また、実習・実験系科目にはＴＡが適切に配置されており、授業補

助をするとともに学生指導補助を行っている。このような授業形態の組み合わせ・バラン

スや授業補助体制は、今後も継続させる必要がある。 

 

【工学部】 

 最新の学術の発展動向に対応した授業を用意するために、外部研究機関の講師による特

別講義を継続して開講している（資料４（２）－１）。 

 また社会からの要請に答えるべく、工学部支援会（平成 19 年発足）の参加企業からの

意見も反映させた教育課程の改善を継続して検討している。（資料４(２)－８） 

 今後は、ＪＡＢＥＥ受審で獲得した教育プログラムの検証・改善システムを活用し、自

ら基準を設定して、工学教育の質の維持向上に取り組むことが必要と考えられる（資料 

４（２）－６）。 

 

【人間文化学部】 

 教育課程編成方針および学位授与方針の明確化に伴い、各学科はカリキュラムマップや

カリキュラムツリー、履修モデルを作り、科目の体系化を図ってきた。また、学位授与方

針にある「人間の文化に関する幅広い知識を身につけ、文化のさまざまな側面に対する理

解を深める」ために、学部共通科目「人間文化論Ａ／Ｂ／Ｃ」を設け、学生が学部内他学

科の学問領域の知見を得られるようにしているほか、本学の履修制度により、他学部、他

学科の専門科目を履修できることも効果を生んでおり、これらの取組みについては、今後

も継続する。 

 

【人間看護学部】 

「助産師課程の大学院化」「学部における助産師課程の募集停止」を機に、カリキュラ

ム委員会を中心にカリキュラムの見直し作業を行っている。平成 28年度から適用する新

カリキュラムは、在宅看護分野を強化し、時代のニーズを反映したものにする予定であ

る。 

 

【環境科学研究科】 

 環境科学研究科における各科目には、教員の専門分野の内容が充分に盛り込まれてい

る。また、最新の学術研究を紹介する講義も開講されていることから、学生の多様なニー

ズ、学術の発展動向、社会からの要請などに充分配慮した教育課程の編成、科目の内容と

なっている。このような教育課程・教育内容は今後も継続されるべきである。 

 

【工学研究科】 

平成 28 年度からの開講を目指して、専攻横断的な科目の検討を平成 26 年度から工学部
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将来構想委員会で開始しており、平成 27 年度の研究科会議において開講が決定された

（資料４（２）－９、資料４（２）－10）。このような点検と改善を今後も継続する。 

 

【人間文化学研究科】 

 ３つの方針(入学者受入方針・教育課程編成方針・学位授与方針)の明確化、履修モデル

の作成によって科目の体系化を図ってきた。今後も継続する。 

 

【人間看護学研究科】 

今後も、学生のニーズに応え、大学院プロジェクトチームや教務委員会が中心となり、

高度の知識や技術の習得を促進するための方策を発展させていく。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

カリキュラム点検のための素材はそろったが、具体的な改善作業はその途上にある。特

に科目数が過大であるなどのカリキュラム上の問題を抱える学科においては、具体的な改

善作業を行う必要がある。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

開講科目のすべてで詳細なシラバスを学生に提示できるよう、改善を進める。また、学

部で必要とするリメディアル教育についても検討を行う。また、一部教員への負担集中に

ついてチェックし、問題がある場合には改善策を講じる。大学本来の授業内容の質を維持

するためにも、これらの改善が必要である。 

 

【工学部】 

 平成 26年度後期からは携帯電話を用いたアンケートシステムＳａａｉ－ＭＡＳが導入

され、アンケート結果集計の迅速化が進められ、また中間アンケートの実施も進められて

いるため、教員の授業改善への効果は期待できる（資料４（２）－１）。 

 

【人間文化学部】 

 学生の多様なニーズに少しでも応じるため、他大学との単位互換制度が機能する方策を

講じる必要がある。たとえば、ウェブ配信授業などについて検討する必要がある。 

 大学に対する社会的要請が時代によって変化するため、学位授与方針や教育課程編成方

針について定期的に点検し、必要に応じて科目の再編を行う必要がある。 

 

【人間看護学部】 

本学部のカリキュラムの有効性について、自己評価委員が中心となり卒業生に対してア 

ンケートを実施する。 

 

【環境科学研究科】 
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 「履修の手引（大学院）」には各科目の詳細な授業計画や成績評価方法を記載している

が、一方で、体系的な履修を促す履修モデルについては一部の研究部門での掲載にとどま

っている。また、カリキュラムマップやカリキュラムツリーも掲載していない。研究科全

体での策定が今後の課題である。 

 

【工学研究科】 

 専攻横断的な科目の配置にあたっては、開講科目の成績評価基準の明示を徹底する必要

がある。 

 

【人間文化学研究科】 

 学部教育と同じく、今後、教育内容の再編を行う必要がある。 

 

【人間看護学研究科】 

「ＣＮＳコース慢性疾患看護学分野」のカリキュラム（教育課程）を、26 単位から 38 単

位の編成になるように、早急に見直す。また、平成 31 年度に開設される助産師コース（仮

称）のカリキュラムもＣＰに沿って作成する。 

 

４．根拠資料 

 ４（２）－１ 平成 27年度履修の手引（既出１－14） 

 ４（２）－２ 平成 27年度履修の手引（大学院）（既出１－15） 

 ４（２）－３ 平成 27年度学生便覧（既出１－７） 

 ４（２）－４ 「環境フィールドワークのすすめ」  

 ４（２）－５  工学研究科科目／研究分野対応表 

４（２）－６ 工学部ＪＡＢＥＥ報告書 

４（２）－７ 平成 26年度卒業生アンケート集計結果抜粋 

４（２）－８ 工学部支援会会則 

４（２）－９ 工学部将来構想委員会開催状況（平成 27 年度）（既出１－17） 

４（２）－10 工学研究科三科目の案  
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（３）教育方法 

 

１．現状の説明 

（１）教育方法および学習指導は適切か。 

＜１＞ 大学全体 

 授業は、講義、演習、実験、実習等を組み合わせて行うことが、学則で定められている

（資料４（３）－１）。学習指導は、学科・専攻の教育の目的とそれを反映したカリキュ

ラムポリシーに沿って展開している。 

 全学共通教育における人間学では、講義科目以外に必修科目である「人間探求学」につ

いて、少人数でのディベートやプレゼンテーションなどが組み込まれている。また、情報

処理教育では情報処理演習室を使った実践的な教育を行っている。また、ＣＡＬＬ教室に

ついては、全学共通科目である語学での e-learning システムを利用した授業やＴＯＥＩ

Ｃ試験への対応も行っている。 

また、いずれの学部も、専門科目になると学生教員比率の有利性を最大限に活かして少人

数クラスとなり、学生は密度の高い指導を受けているが、最終的な卒業研究の段階では教員

１名あたり３～５名の学生配置となり、完全な対話・討論型の指導体制となっている。 

ＣＡＩ教室については、環境科学部環境政策・計画学科の地理情報科目でのＧＩＳ活用や

工学部機械システム工学科、電子システム工学科、環境科学部環境建築デザイン学科のＣＡ

Ｄを活用した設計実習など、コンピュータを用いて設計実務に必要な情報技術を習得する

とともに、説得力のあるプレゼンテーションを行えるようになるなどの具体的成果も確認

できている。(資料４（３）－２、資料４（３）－４、資料４（３）－５) 

本学の大学院は４研究科９専攻体制であるが、各専攻における教育研究分野は大規模大

学における専攻と異なり 1 専攻における専門分野の幅が広いのが特徴である。このことは

そのまま大学院レベルでの教育指導方法の多様化を意味する。各研究科・専攻がそれぞれの

カリキュラムポリシーに基づいて独自の教育目標を達成するための指導方針に沿いつつ、

講義、演習、実験等の組み合わせの下に指導を実践している。大学院の講義、演習などの授

業は小人数で実施されており、対話形式授業、事例研究方式授業、フィールド型授業など教

育方法の工夫が見られる。特に特別演習と特別研究は指導教員あたりの学生は数人であり、

きめ細かな教育研究の指導がされている。（資料４（３）－３） 

全学副専攻の近江環人地域再生学座は、地域社会再生のための人材養成を目的とするが、

それだけに１年修学の社会人を受け入れるなど、授業のスタッフと内容・方法は資料が示す

ように多様性に富むものとなっている（資料４（３）－３ p.147～151）。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

１年次から基礎科目と同時進行で、専門的な科目が学べるよう、カリキュラムを設計し

ている。具体的には、英語や数学などの基礎科目や人間学の科目と並行して、１年次から

環境科学関連の専門科目を履修し、環境科学の基礎を身につけることができる。 

現場重視の授業が豊富であり、特色ある学部共通科目として、環境フィールドワーク

（以下、環境ＦＷ）が挙げられる。環境ＦＷは１年次から行われる必修の専門科目で、野
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外での調査活動を中心とした体験学習型の授業で、学科を越えた学生チームを編成し、大

学を飛び出して「現場」で環境について学び、考える。このように実際のフィールドに出

て学ぶことは、「環境」という幅広いテーマを身近な問題として捉えるためにはとても有

効である。環境問題は他分野に関わる地球規模の問題であるため、その本質究明や課題解

決には学問領域を越えた協力関係が必要となるが、専門性の重視される大学教育において

複数学科の学生でチームを編成するこの授業は、幅広い視野を獲得し、異分野の学生と協

力して共通のテーマに取り組む絶好の機会である。 

さらに、ＦＷだけでなくその他の実習科目により、琵琶湖をはじめとした近隣の豊富な

自然・社会環境を活かし、琵琶湖はもちろんのこと大学をとりまく地域環境と生活空間か

ら、環境問題や自然・社会との調和について学ぶ。 

 上記の教育目的のために、環境科学部は圃場実験施設、集水域実験施設、湖沼環境実験

施設、木造免震実験棟の４つのフィールドステーションを持っている。それぞれの専門分

野を深く研究・教育するために重要な施設である。 

 

圃場実験施設： 

持続可能な生物生産や植物生態に関する研究や実習ができる。水田や畑があり、ビニー

ルハウス、気象観測設備などが設置され、羊の飼育やキノコ類の栽培をしている。 

 

集水域実験施設（長浜市）： 

３つの森林実験流域と宿泊して実験できる施設で、流域の水質、景観、自然生態系の保

全と管理のための教育・研究ができる。イヌワシやクマタカが棲み、冬には１～２mの積

雪がある。 

 

湖沼環境実験施設： 

琵琶湖生態系を調査・研究するための施設で、水生生物を飼育するための設備や様々な

機器分析ができる実験室がある。また、実習調査船「はっさか」を有している。 

 

木造免震実験棟： 

住宅用の免震工法の開発を目的とした木造２階建免震建物で、地震計・変位計・風速計

を備えている。音環境の測定、仕上げ材料暴露試験など木造の学習にも活用している。 

 

【工学部】 

教育の目標を達成するために、工学部専門科目として合計で講義科目 114 科目、実験実

習・演習科目（卒業研究を含む）26 科目を設けて教育・指導を行っている。すなわち、専

門科目の授業時間に占める演習・実験実習科目の割合として、30％以上を確保しており、

講義で学んだ知識や考え方を実験実習によって定着させるという仕組みが整えられてい

る。実験実習科目においては、教員に加えて実習助手や大学院生を補助員として配置する

ことにより、学生は数名の少人数グループ単位で実験に取り組むことができる。また、工

学部には、計算機援用設計（ＣＡＤ）ソフト、計算機援用エンジニアリング（ＣＡＥ）ソ

フトを備えたパソコンを、約 70 台設置したＣＡＤ室があり、学生は一人一台のＰＣとい
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う環境の下、就職後に役立つ実践的な演習科目を受講している。 

数学、物理、化学分野の主要な学部共通基礎科目については、学科ごとにクラスを設け

ることで、各学科のニーズに即した内容を提供している。さらに、学生は４年次（材料科

学科においては３年次）に専任教員一人あたり３～４人の割合で研究分野に配属され、定

期的な指導のもとで卒業研究に取り組んでいる。材料科学科においては、「卒業研究」の

単位認定を前期と後期に分けることで、計画的な研究実施を促す仕組みが取り入れられて

いる（資料 ４（３）－２ p.285～371）。 

工学部は平成 20 年度より日本技術者教育認定（ＪＡＢＥＥ認定）制度申請の宣言を行

い、ＪＡＢＥＥ認定を取得できた。これにより、学習すべき項目や科目間の連携はとれて

いるかが検討されたものとなっており、教育体系がＪＡＢＥＥに対応しており、単位の実

質化が図られた（資料４（３）－15）。 

また、マンツーマンで学生指導する「アドバイザー制度」の体制を開学当初より整えて

いる。この制度とオフィスアワーを活用して、学習に関する相談を随時受け付けている。

また、定期的に個人面談を行い、単位履修状況のチェックや成績不良学生に対する履修指

導を行っている。 

 

【人間文化学部】 

学部共通科目では、１年次段階における導入教育と、フィールドワークへの手引きを目

的としている。専門科目では、学科ごとにカリキュラムポリシーに基づき、多彩な科目が

編成されている。 

地域文化学科ではゼミ形式の演習、地域での実習を通じ、歴史学、考古学、民俗学、建

築学、社会学、地理学、文化人類学など、多様な学問手法を学ぶことができる。 

生活デザイン学科では講義科目に加えて、分野ごとの演習科目によって表現力を養うこ

とやフィールドワークを重視した学問体系になっている。 

生活栄養学科では食に対する様々なニーズに対応するための自然科学の「専門基礎分

野」と、管理栄養士もしくは食品分析関連の従事者として問題解決能力を身につけるため

の内容をもった「専門分野」が系統的に配置されている。専門科目は管理栄養士になるた

めの必修科目であり、目標とする管理栄養士国家試験受験資格取得に対応させたものであ

る。また、食品加工実習ではフィールドワークを積極的に取り入れた食品会社の見学や実

習を実施している。 

人間関係学科ではキーワードである「発達」を多角的なアプローチで捉えるため、討論

形式、調査分析実習・実験実習を通した実践的なスキルを体得するような科目編成がなさ

れている。 

国際コミュニケーション学科では、グローバル化する現代社会において活躍できる人材

の育成を目指し、語学教育を重視し、長期（１年）もしくは半期（半年）の留学を強く推

奨している。 

このように専門教育について、いずれの学科も、教育目標に沿って講義、演習・ゼミ、

実習、実験、留学等、多様な形態の授業を開設している。また、少人数教育、対話型・討

論型授業、フィールド型授業等の授業が展開されている。 

基礎学力が不足の学生に対しては、たとえば生活栄養学科では化学分野の「天然物化学
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基礎」を開講している。 

また、国際コミュニケーション学科では、留学のための語学力をつけるため、実践的な

カリキュラムを組んでいるほか、留学生とのコミュニケーションを促進する場を用意して

いる。 

 

【人間看護学部】 

講義、演習を終了した後に臨地実習を配置するなど、ＤＰおよびＣＰに沿って授業を体系

的に展開している。講義では様々な視聴覚教材を利用したり、実際に医療現場で活躍してい

る実践者の特別講義を組み入れたりなどの工夫をしている。演習では５～６人の少人数に

グループ分けを行い、ティーチング・アシスタント（ＴＡ）や臨床指導者の参加を得て、実

践的な内容にしている。また、臨地実習では５～６人の少人数でグループを編成し、臨床指

導者、および科目を担当する教員が複数で担当している。 

 

【環境科学研究科】 

博士前期課程において、学生は、入学時に選択した研究領域の教員の中から研究指導教

員（主指導）を選び、その教員と相談の上研究テーマを決定する。研究指導教員は、学生

の研究の意図や方法などを考慮しながら、複数の研究指導補助教員（副指導）を選び、学

生の合意を得て研究指導のためのコミティを設置する。コミティは、学生の研究のみなら

ず、講義科目履修についても学生に助言し、研究を推進するための幅広いバックグラウン

ドをもたせるよう指導する。コミティの研究指導補助教員（副指導）には、他研究領域の

教員だけでなく、他専攻あるいは他研究科の教員等をも委嘱できる。 

 博士後期課程において、研究指導は原則としてコミティ制により行う。研究指導教員

は、演習指導ならびに博士論文指導の全般を担当する。学生は、特別演習の履修が義務付

けられる。研究指導教員は、各セメスターの終了時に各人の研究の進捗状況をチェックし

た上で研究計画の修正など必要な措置を取り、博士論文の作成に向けて、研究指導を進め

る。 

 

【工学研究科】 

 博士前期課程における教育研究指導は、一人の学生を複数の教員で指導する体制を取っ

ている。学生は入学当初に教員による指導のもと研究計画を立て、定期的に指導を受けな

がら研究を行っている。さらに、修士論文中間発表会の開催や、学会での研究発表の義務

づけなど、マイルストーンを設けることで、計画的な研究の実施を後押ししている。 

 各専攻とも一学年の学生数が 20名程度と少ないため、講義を履修する学生数も少なく

抑えられる。したがって、講義形式のみならず、ディスカッション形式、学生によるプレ

ゼンテーション、ゼミ形式など多様な授業形態に対応できる。教育課程の編成の趣旨に沿

い、各分野に対応した専門講義が、偏りなく開講されている。 

大学院課程の教育は、実験・実習・演習など講義以外の研究活動によるところが大きい

ので、単位の実質化としては、自学自習による研究活動を奨励しつつ、国内外の学会発

表・論文発表などを通じて授業の成果や知識を充実させるように指導している。 

 博士後期課程の研究指導は、研究指導に直接責任を負う主指導教員１名、ならびに、研
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究内容に関連する２名の副指導教員がこれに当たっている。指導教員の編成は、学生の希

望する研究内容を考慮して行う。主指導教員は、定期的に各人の研究の進捗状況をチェッ

クし、研究計画の修正および調整など必要な措置をとり、博士論文の作成に必要な実験等

についても計画的に進行するよう指導している。 

 

【人間文化学研究科】 

博士前期課程では授業を講義・演習という２つのカテゴリーに分け、専攻ごとに開設・

配置している。その中で、少人数制教育、対話型・討論型授業、フィールドワーク型授業

など工夫のある授業を展開している。 

地域文化学専攻においては、３部門それぞれで「地域文化学特別演習」・「地域文化学特

別研究」を必修とし、「日本・地域文化論部門」・「アジア・地域文化論部門」・「考現学・

保存修景論部門」の各部門および共通科目の計 34科目から７科目（14 単位）以上を選択

履修する。所属する専攻が認める場合は、他専攻（生活文化学専攻）および他研究科開講

科目を選択科目として履修することも可能である。授業の中には、オムニバス形式で複数

の教員が担当するものもあり、多様なディシプリンに触れる機会もある。また、演習の中

で地域社会へのインタビューや史料調査（中世近世古文書調査や水利調査、遺跡発掘調査

など）、町なみ調査、景観調査などが実施されており、学外との連携も行われている。 

 生活文化学専攻においても、３部門それぞれで「生活文化学演習」・「生活文化学特別研

究」を必修とし、「生活デザイン部門」、「健康栄養部門」、「人間関係部門」の各部門およ

び共通科目の計 36科目から７科目（14単位）以上を選択履修する。所属する専攻が認め

る場合は、他専攻（地域文化学専攻）および他研究科開講科目を選択科目として履修する

ことも可能である。授業の中には、オムニバス形式で複数の教員が担当するものもあり、

多様なディシプリンに触れる機会もある。 

 このように多彩な授業が用意されていることに鑑み、学生が自分の専門性をより高め、

広い知識を身につけることができるように、部門毎に履修モデルを提示している。 

博士後期課程においては、各研究部門ごとの「特別演習」・「特別研究」を履修（４単

位）して主たる指導教員の研究指導を重点的に受けるほか、研究テーマに関連する複数の

教員（主たる指導教員以外の教員）の指導を受ける「研究方法特論」と、学際的な立場か

ら学位論文執筆を支援する「リサーチワークショップ」の２つの研究科共通科目を必修

（４単位）としている。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科では修士課程のみ設置しているが、本研究科では講義、演習を配置し、

ＤＰおよびＣＰに沿って授業を体系的に展開している。また、職業を続けながら入学してく

る研究科生が多いことから、大学院設置基準第 14条に則り授業の開講は、基本的には６限・

７限であるが、土曜日に開講する場合もある。 

 

（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか。 

＜１＞ 大学全体 

本学では開講している全ての科目につき、シラバスを作成している。シラバスは「履修の
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手引」に記載されている紙ベースの簡易版とウェブ版がある。なお、シラバスを作成する際、

その書き方等については文書等で指示するとともに、必要に応じて研修会を開催している。 

シラバスの内容は、 

①授業概要（授業の目的、内容と狙い） 

②授業計画（各授業回数ごとの内容を示すもの） 

③到達目標 

④成績評価（成績評価の基準を示すもの） 

⑤テキスト・指定図書・参考書 

⑥宿題および小試験（宿題や小試験を課す頻度などを示すもの） 

⑦前提学力（その科目を履修するのに必要な前提学力を示すもの、特定の科目をすで

に履修していることを要件とするものが多い） 

⑧履修資格（登録できる学年を示すもの） 

⑨履修定員および選定方法 

⑩学位授与方針での位置付け 

⑪キーワードなど 

の項目を標準様式として記載するシラバスを作成している。（資料４（３）－６）紙ベー

スの簡易版は学部ごとの「履修の手引」に、該当する学部の全科目のシラバスが記載され、

学生に配布している。ウェブ版シラバスはルーブリックを添付書類として添付ができ、本学

ホームページに掲載し、検索閲覧ができるようにしている。（資料４（３）－２、資料４（３）

－７） 

 学生が履修計画を立てるに際して、こうした事項から構成される講義概要は有効なガイ

ドラインとして活用されている。また、平成 25年度の授業評価アンケートでは「履修の手

引」との一致について、どの学部等においても否定的な回答は非常に少ない。（資料４（３）

－８、資料４（３）－９） 

大学院のシラバスの様式は学部と同様であり、記載内容も授業概要、授業計画、到達目標、

成績評価、テキスト・参考書などであり、学部シラバスと同じである。シラバスの内容は「履

修の手引（大学院）」とウェブ版シラバスで院生に周知されている。 

また、専攻ごとの具体的な授業科目編成、履修モデルなどは「履修の手引（大学院）」に

掲載されているとともにウェブ版シラバスで詳細を知ることができる。（資料４（３）－３ 

p.16～18、44、47、51、82～85、121～126 、資料４（３）－７） 

なお、大学院入学後のオリエンテーションでも履修についての指導にシラバスを活用し

ている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

全学としての教育課程の編成の趣旨にそったシラバスが作成されており、授業履修のた

めに必要な情報がほぼすべて記載されている。学生が履修計画を立てるに際して、こうし

た事項から構成される講義概要は有効なガイドラインとして活用されている。また、授業

評価アンケートでは、授業開講時に担当教員から授業の進め方や目標、成績評価の方法と

基準について、９割以上の授業で「しっかりと説明された」「ほぼ説明された」と回答さ
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れている。 

 

【工学部】 

教育課程の編成の趣旨に沿い、授業計画、到達目標、成績評価基準などを明記したシラ

バスを作成し、授業開講時に受講生にその説明を行っている。授業評価アンケート結果に

よると、約９割の工学部学生から、授業開講時にはシラバスの説明がなされ、実際の授業

の流れや進み具合は適切であったという回答を得ている（資料４（３）－11）。また、教

員間の相互チェックによってシラバスを改善する仕組みも構築されている。機械システム

工学科では、カリキュラムマップ上で関連する科目担当者で構成される教科系列委員会に

おいて、講義内容に関する情報共有と相互チェックが行われ、シラバスの改善に役立てら

れている（資料４（３）－16）。 

 

【人間文化学部】 

平成 26 年度前期・後期に実施した、学生による授業評価アンケートの結果によれば、

「総合的にみて教え方は適切でしたか」という設問（設問 10）に対する回答として、９割

を超える学生が「とても適切だった」「ほぼ適切だった」と答えており、否定的な回答は

非常に少なかった(資料４（３）－10、資料４（３）－11)。したがって、シラバスとの一

致度は高いと考えられる。 

 

【人間看護学部】 

授業担当教員は、授業概要、到達目標、成績評価、テキスト・指定図書・参考書、履修資

格についてシラバスを作成している。詳しい「授業の概要」については、県大ポータル USPo

（あすぽ）に各回の講義の詳細が提示され、初回授業時に、シラバス内容の説明を行い学生

に周知している（資料４（３）－２ p.541～579）。 

学生による授業評価アンケート（平成 25 年度）の「履修の手引との一致度」は、5 点満

点中 3.6（前期）、3.7（後期）となっており、シラバスに基づいた授業が展開されていると

言える（資料４（３）－８、資料４（３）－９）。 

 

【環境科学研究科】 

「履修の手引（大学院）」には、各科目の目的・目標、詳細な授業計画や成績評価方法

が記載されている。一方、履修モデルの策定についてはまだ「履修の手引（大学院）」に

掲載されていない研究部門があることから、今後の課題となっている。 

 

【工学研究科】 

大学院講義科目のシラバスについても、学部と同様に科目概要のみではなく、到達目

標、成績評価を明示している。また、授業開始時にはその科目の具体的な内容が示される

ことになっている。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科においても学部と同様にシラバスが作成され、各教員はそれに基づいて講義を行



88 

 

っている。 

 

【人間看護学研究科】 

授業担当教員は、授業概要、到達目標、成績評価、テキスト・指定図書・参考書、履修資

格の項目に沿ってシラバスを作成している。初回授業時に、シラバスの内容を説明し、学生

に周知している（資料４－（３）－３ p.115～146）。 

 

（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか。 

＜１＞ 大学全体 

本学の学年暦では、１年間の授業期間は定期試験の期間などを含めて 35週を確保し、前

期、後期の各学期の授業は定期試験を除いて 15週を確保している（資料４（３）－12）。 

学則で単位の計算法を定めている（資料４（３）－１）。そこでは 45 時間の学習で１単位

と規定され、授業時間は講義科目で 15時間、演習科目で 30時間、実験・実習科目で 45 時

間をもって１単位である。たとえば講義科目では残り 30 時間を予習復習に充てることを前

提としている。しかし、日本の大学では学生がこの予習、復習時間を十分にとっているとは

いいがたいのが現状である。本学の学生も履修登録に際して多くの科目を履修する傾向に

あるため、必然的に予習復習時間の不足を招く結果になっている。（資料４（３）－11  

１科目に対する授業時間外学習時間（平成 26 年度後期授業評価アンケート問 12 の結果よ

り））単位制度本来のあり方からすれば何らかの改善をすべき状況にあることから、本学で

は学生の自宅学習を促す教育プログラムを作成し、自学自習を促進している（資料４（３）

－13）。 

授業では、小テストの実施、レポート等の課題、レスポンス・ペーパーの活用、オフィス

アワーの設定、上級生による学習アドバイザー制度の導入などを行っている（資料４（３）

－２）。 

学生が自主的な学習を行える施設としては、その中枢的な機能を果たすのが図書情報セ

ンターであり、学生が自由に使用できる状況にある。また、図書情報センター以外にＡ７棟

に自習室を新設し、授業時間外の学習に学生が利用できるよう環境整備をしている。 

成績評価としてＧＰＡ制度を導入しているため、学生が履修科目の選択に際して、より慎

重なアプローチをし、自身が選択した科目の学習により注力している（資料４（３）－２    

p.7～8）。 

成績評価の基準を学則で規定するとともに、各科目の成績評価はこれを根拠として実施

されている（資料４（３）－２ p.７）。成績評価は、大学履修規程および大学院履修規程

において評点を基準とすることが定められている。学部においては「90 点以上」「80 点以

上」「70点以上」「60 点以上」「60点未満」の評点を基準として、「秀」「優」「良」「可」「不

可」の５段階の成績評価を行うこととされている。評点によらない場合は、「合格」「不合格」

の評価をすることとされている。また、大学院においては「80 点以上」「70 点以上」「60点

以上」「60 点未満」の評点を基準として、「優」「良」「可」「不可」の４段階の成績評価を行

うこととされている。評点によらない場合は、学部と同様である。 

それぞれの科目の評価方法はシラバスに明示されている（資料４（３）－２）。また、こ

の判定評価に対する学生からの疑義がある際には学生は自らの成績評価にかかる根拠等に
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ついて、当該科目の担当教員に説明を求めることができる。あるいは、書面開示を希望する

学生は学生支援センター長を通じて、書面で担当教員へ開示を求めることができる（資料４

（３）－２ p.9）。 

各科目で成績評価を行う際にはルーブリックを示すことが推奨されており、教育実践支

援室がこの研修会を定期的に行い、この利用法について周知を図っている（資料４（３）－

14）。 

 大学院の学年暦は学部の学年暦と同じであり、年間の授業期間として定期試験期間を含

めて 35 週が確保されている。また前期、後期の学期もそれぞれ定期試験期間を除いて授業

期間は 15週確保されている。大学院研究科では、学部段階とは異なり各学生の積極的な自

学自習が必要になるが、本学では図書情報センター、各学部情報室、自習室などのインフラ

整備により設備面での支援条件は良好な状況にある。また、指導教員の体制については、研

究指導教員（主指導）だけでなく研究指導補助教員（副指導）を定め、学生が多様な角度か

らの助言を得られるようにしている。また、関連分野の教員も指導グループに含める体制を

構成する指導方式を採用している研究科もある（資料４（３）－３ p.12）。特に各専攻の

「特別演習」「特別研究」について、学生は授業時間以外に多くの学習を自発的に進めてい

る。このように学部学生と比較して大学院の学生は自学自習を十分行っている。 

また学位論文審査基準を研究科ごとに定めており、学生はこの基準をクリアするだけの

学習活動を特別研究および特別演習で行わなくてはならず、これにより修了時の水準が維

持されている（資料４（３）－３ p.15、43、46、49～50、77、81、118～120）。 

大学院における成績評価は成績評価方法に基づいて、科目担当教員が成績評価法をシラ

バスに記載し、その基準に基づいて厳格に評価している。大学院学生も学部学生と同様に個

別の成績に疑問を持った時は成績評価に対する根拠等について、当該科目の担当教員に対

して開示を求めることができる。担当教員に成績の根拠等を教えてもらいたいときはオフ

ィスアワーなどを活用して直接尋ねるか、あるいは成績が通知されてから３週間以内の成

績確認期間に学生支援センター長を通じて書面で開示を求めることができる。こうした取

り扱いについては、「履修の手引」に掲載されるとともに、学年当初のオリエンテーション

などの機会に学生への周知が図られている（資料４（３）－３）。ただし、一部の大学院科

目、とりわけ特別演習や特別研究について、その成績評価基準が不明確になっているものが

みられる。 

大学院課程における学位授与のための学位論文審査と最終試験までの過程は大学院学則

と学位規定に基づいて、研究科ごとの学位論文審査基準に定められている（資料４（３）－

３ p.15、43、46、49～50、77、81、118～120）。これに基づいて各研究科・専攻において

定められている学位授与方針（ディプロマポリシー）にそって作成されている学位論文の評

価基準により審査し、修了認定を各研究科会議において実施している。各研究科・専攻の修

了認定基準は「履修の手引（大学院）」と大学ホームページ上のウェブ版の「履修の手引（大

学院）」に掲載され、学生に周知されている（資料４（３）－３ p.15、43、46、49～50、

77、81、118～120）。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 
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環境科学部では、学則で規定された成績評価の基準をもとに、各科目の成績評価を実施し

ている。また、それぞれの科目の成績評価の方法は「履修の手引」に明示されており、それ

にしたがって評価がなされ、単位認定が行われている。特に、本学部独自の演習科目である

環境フィールドワークのうち、複数（平成27年度は９つ）のグループに分かれて行われる２

年次に必修の「環境フィールドワークⅡ」では、シラバスに載せる成績評価方法に加えて、

グループ毎にそのグループの実習内容に応じた具体的なルーブリックが作成され、初回授

業時に各グループの学生に配布されるなど、きめ細かい対応により学生に周知された上で

成績評価がなされている。 

また、年度の始めには学科毎・各学年に対してガイダンスの機会をもち、新年度用の「履

修の手引」等を配布するとともに、履修指導や卒業要件の確認などを「履修の手引」を利用

して丹念に行っている。また、「履修の手引」の各学科の手引内に履修モデルを明示してい

る。各学科で学年毎に学年担当を配置しており、教務委員とともに各学生の履修相談に乗る

など、単位の実質化への配慮がなされている。 

単位認定・判定評価に対して学生からの疑義がある際、学生は自らの成績評価にかかる根

拠等について、当該科目の担当教員に説明を求めることができる。あるいは、書面開示を希

望する学生は学生支援センター長を通じて、書面で担当教員へ開示を求めることができる。

その結果、評価の修正が必要と判断された場合のために学部長を経ての「成績評価変更届」

による修正方法が確立されている。したがって、これらの制度に対して各科目の担当教員は

対応できるよう根拠・エビデンスをもとに成績評価をすること、また、それら根拠・エビデ

ンスを明示できるようにしておくことが求められている。 

各科目の成績評価基準は「履修の手引」に明記され、学生に周知されているが、成績評

価基準どおりの成績評価になっているかをチェックするシステムは構築されていないのが

現状であり、今後の課題である。より客観的な成績評価基準（ルーブリック）の作成につ

いては現在作業が進行中である。 

 

【工学部】 

教育の目的に応じた成績評価基準については、試験・レポート・宿題をどのような割合

で評価するかなどについて、作成したルーブリックも含めて「履修の手引」に詳細に記述

し、学生に周知している。「履修の手引」に記載されている成績評価・単位認定の基準に

ついては、担当教員が適切に設定している。 

工学部専門科目の試験答案、主要レポートなどの成績資料は、工学教育推進室において

４年間保存している。これによって、単位認定状況の点検や、学生からの成績開示要求に

速やかに対応することができる（資料４（３）－17）。 

 ３年次編入学者の既修得単位は、学則および工学部内規に則り、当該科目の単位数およ

び授業内容の一致度を勘案した上で、78 単位を上限として工学部卒業要件単位として認定

している（資料４（３）－18 、資料４（３）－19）。 

 

【人間文化学部】 

成績評価の方法は、シラバスにおいて科目ごとに明記されている。 

卒業認定に関しては、学部の内規によって、「履修の手引」で学科ごとに全学共通科
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目、専門必修科目、専門選択必修科目、専門選択科目、他学部他学科科目、資格関連科目

を明記して、入学時、各学年開始時に説明している。 

 卒業認定は学科ごとの規定に基づいて、前記科目ごとに必要単位が充足しているかを教

務グループの作成した資料により教授会で審議し、その可否を判定している。 

成績評価、単位認定は全学共通科目、専門科目とも、授業の内容、特性に応じて学習状

況や達成度について多面的に評価判定して、シラバスで示されている成績評価の基準に概

ね対応している。 

卒業認定基準は、学則によって定められ、「履修の手引」その他によって周知されてい

る。また、卒業基準を満たさない恐れのある学生には、各ゼミ担当によって学生本人を指

導する体制ができている。 

 

【人間看護学部】 

全科目について第一段階ルーブリックを作成し、到達目標を明示している。その内容は

県大ポータル USPo（あすぽ）に提示して、学生に周知している。成績評価は、「履修の手

引」に示された成績評価基準を基に行われ、認定者会議を開催し単位認定の確認をしてい

る。また、複数教員で担当する科目については、教員間で担当時間や内容に応じて、試験

の配点等を決定し、協議を行った上で成績を確定している。 

単位修得状況は、各学生宛に事務局教務グループから成績通知書により通知している。教

務グループとは別に、授業担当教員が成績を開示し個別に説明している。成績評価の根拠等

についての開示は、担当教員に直接求めるか、全学的統一処置として学生支援センター長を

通じて求めることができる（成績通知後３週間以内）。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科では、全学の場合と同様に、成績評価の基準を学則で規定するとともに、

各科目の成績評価はこれを根拠として実施している。また、それぞれの科目の成績評価の方

法はシラバスに明示されており、それにしたがって評価がなされ、単位認定が行われている。 

また、年度の始めには専攻毎にガイダンスの機会をもち、大学院学生に新年度用の「履修

の手引」等を配布するとともに、履修指導や修了要件の確認などを「履修の手引」を利用し

て丹念に行っている。 

単位認定・判定評価に対する大学院学生からの疑義がある場合については、学部と同様で

ある。 

各科目の成績評価基準は「履修の手引」に明記され、学生に周知されているが、成績評

価基準どおりの成績評価になっているかをチェックするシステムは構築されていないのが

現状であり、今後の課題である。より客観的な成績評価基準（ルーブリック）の作成につ

いては現在作業が進行中である。 

 

【工学研究科】 

成績評価基準、単位認定については、「履修の手引」に書かれているほか、１年次のオ

リエンテーションを通じて学生に周知している。講義科目についての成績は講義担当の各

教員（複数で担当する場合もあり）が評価する。 
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【人間文化学研究科】 

成績評価・単位認定については、「公立大学法人滋賀県立大学大学院履修規程」を踏ま

えて行っている。これらの基準については、「履修の手引」（シラバス）に記載・周知され

ているとともに、これを活用してオリエンテーションや授業などでも説明している。 

学位論文については、「公立大学法人滋賀県立大学学位規程」に基づき審査を行ってい

る。 

 修了認定については、修士論文の審査を踏まえ、取得単位数をもとに各部門で認定審査

を行い、その結果に基づき、これを研究科会議において審議し、合否判定を行っている。 

 

【人間看護学研究科】 

成績評価・単位認定については、「公立大学法人滋賀県立大学大学院履修規程」に則り評

価している。入学時のオリエンテーション、進級時のガイダンスで、成績評価基準や単位認

定について繰り返し説明を行い、個々の学生の履修状況による相談にも応じている。修士論

文中間発表会、修士論文審査会、最終試験など、複数の教員からの意見を踏まえ、研究科会

議で最終評価を行っている。 

 

（４）教育成果について定期的な検証を行い、その結果を教育課程や教育内容・方法の改

善に結びつけているか。 

＜１＞ 大学全体 

本学では全学的に学習の達成度や満足度について学生による授業評価アンケートを実施

し、この結果は各科目の担当教員に個別データとして返されるのと同時に、大学全体の傾向

および学部全体の傾向が分析され全教員に返されており、各学部等において対応が検討さ

れている（資料４（３）－11）。さらに、平成 26年度からは携帯電話等を活用した授業評価

アンケートをセメスター中間にも実施するようになった。この集計結果はアンケート実施

翌日には担当教員が把握可能となっており、教員はその結果を翌週の授業にフィードバッ

クできるようになった。 

毎回の授業の最後に、学生に対してレスポンス・ペーパー等を課す教員が多く、全教員の

７割がレスポンス・ペーパー等を課している。これにより、学生の感想等に対して各教員が

的確に対応することが可能となっている。 

また、授業改善のための全学的な取り組み状況について、「教育実践支援室」によるＦＤ

活動があり、ＦＤ研修会やワークショップを継続的に開催している。特に、教育実践支援室

が定期的に開催している「授業の基本」研修会の評判は高く、学外からの参加者も多い（資

料４（３）－14）。 

授業運営方法に悩みを持つ教員に対して、教育実践支援室員が当該教員の授業を参観し

て具体的に授業改善方法を示す「授業コンサルテーション」が行われている。また、教育実

践支援室長等が授業評価アンケート結果を閲覧し、授業運営に問題を抱えているであろう

教員を抽出し、授業コンサルテーションにつなげる努力が行われている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 



93 

 

【環境科学部】 

環境科学部のほとんどの科目では、全学と同様に授業評価アンケートを行い、学習の達成

度や満足度等について等の学生による評価を行っている。また、本学部独自の授業である環

境フィールドワークのうち、環境フィールドワークⅠおよびⅡでは全学に先がけて平成25

年度より携帯電話を用いたシステムによるアンケートを導入している。平成27年度からは

全学における携帯電話による方法の導入に合わせて、前期・後期の各授業期間の中程におい

ても学生による授業評価アンケートを実施しており、このシステムの集計を教員もインタ

ーネットや携帯電話等により速やかに把握することが可能になっている。また、本学部２年

生の必修科目「環境科学原論」においては、同システムの機能を用いた簡易アンケートを授

業に導入し、授業時間内に学生の理解度等を把握しながら授業を進める試みがなされてい

る。 

この「学生による授業評価アンケート」には、教員の授業方法を評価する項目も設定され

ており、その集計結果は自由記述の回答などとともに教員に返されている。また、学部等で

集計した総括的な結果は全教員に周知されている。これら集計結果により個々の教員は自

主的に自身の授業改善に役立てることが期待されている。ただし、どのような改善を個々の

教員が行ったのかについては、その報告を求めるなどの組織的な取り組みはまだなされて

はいない。 

また、全学の教育実践支援室が主導する教員同士の授業見学会が、前期・後期の各期間中

の１ヶ月程度を実施期間として開催されている。まだ少ないが、授業コンサルティングの機

会として授業の質改善につながっている。 

本学部の全教員がどちらかに参加をしている環境フィールドワークⅠおよびⅡでは、と

もに担当者会議が年に１〜２回の頻度で行われ、教育改善のための相互点検および討論を

実施している。 

本学部の教育内容、教育改善については、基本的に学部教務委員会が所掌する。また、学

科の特性を踏まえて、学科会議等で教育改善について議論されている。さらに、環境フィー

ルドワークについては、その内容と改善について専門的に所掌する環境フィールドワーク

委員会が設置されており、毎年講義担当者の会議を開くなどして検討と改善を進めている。 

 

【工学部】 

各学科には全教員で構成される教育推進会議が設置されており、教育内容の点検・改善

を恒常的に企画・実施している。教育推進会議には、作業部会として、教育点検部門委員

会、カリキュラム・シラバス部門委員会、ＦＤ部門委員会が設置されている。定例の教育

推進会議では、各教科系列で議論されたシラバス点検結果を全教員で共有し、学科全体の

科目構成やカリキュラムの改善に役立てられている。教育点検部門委員会は学生全員の個

人面談を企画し、アドバイザリー教員が分担してこれに当たる。面談の結果や成績不良学

生に関する情報は教育推進会議で共有され、指導方法の改善に役立てられているほか、必

要に応じてアドバイザリー教員や学生部委員から、当該学生やその保護者に指導・助言が

なされている（資料４（３）－20）（資料４（３）－21）。 

また、各学科にはＦＤ委員が任命されており、ＦＤ活動を企画・実施している。ＦＤ活

動は各学科での活動（材料科学科での教育推進会議での授業内容に関する討論、機械シス
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テム工学科での教科系列委員会や教育推進会議での授業内容に関する討論、電子システム

工学科での分野別検討ワーキングでの各授業内容に関する検討など）、全学的な活動（公

開授業、学外講習会への参加、学内講習会の実施）をともに行っている。授業評価アンケ

ートの教員の教え方が適切であったかどうかの問に対して、工学部の９割の学生から適切

であったという評価を得ている（資料４（３）－11）。 

 

【人間文化学部】 

ほとんどの科目に対して学生による授業評価アンケートがなされている。平成 26 年度

前期は 91.7％、後期は 81.8％の科目において実施され（資料４（３）—10、資料４（３）

—11）、その結果は各教員に伝達され、授業の改善に用いられている。また、ＦＤ活動への

積極的な参加も呼びかけている。教育内容・方法の改善については、各学科長が招集する

学科会議において検討され、複数の学科に関わる改変については学部教務委員会において

検討されている。 

 

【人間看護学部】 

年２回（前期・後期）、全学の自己評価委員会によって学生による授業評価アンケートを

実施している。授業評価アンケート結果は、調査報告書としてホームページ上で公表されて

おり、各教員は授業評価アンケートを参考に、教育内容・方法の検討を行っている。また、

教員は学部教務委員会による人間探求学の評価会、全学の教育実践支援室が主導する教員

相互の授業見学、学部ＦＤ委員会によるＦＤ研修などに参加しながら、教育内容・方法の改

善に取り組んでいる。 

平成 26 年度後期の授業評価アンケート結果では、「学生とのコミュニケーション」「学生

の理解度の確認」「総合的に見た教え方」など、いずれも全学平均より高かった。「毎週の学

習時間」は、１時間未満の学生が 65.4％であった（資料４（３）－11）。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科の授業においては、特別研究や特別演習など講義ではないゼミ形式のも

のが多いことから、学生による授業評価アンケートを実施することは少ない。また、その結

果として授業方法の評価や大学院学生の理解度についての学生側からの評価が、担当教員

に伝えられる、あるいは研究科として集計されることは少ない。 

全学の教育実践支援室が主導する教員同士の授業見学会は、学部と同様に大学院授業に

ついても対象として、前期・後期の各期間中に１ヶ月程度を実施期間として開催されている。

しかしながら、大学院授業においては専門性が強いためか、授業見学会は授業の質改善の機

会としての周知には至っていない。 

研究科の教育内容・方法の改善については、各専攻・部門の教務委員が所掌する。実際の

検討は専攻会議、部門会議で行われている。 

 

 

【工学研究科】 

大学院の教育成果の検証と、検証結果に基づく教育内容の改善策の検討は、各専攻にお
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ける専攻会議および研究科全体の研究科会議において行われている。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科においては、そもそも専門性が高く、きわめて少人数での講義、演習が行われて

おり、アンケートという手法にはなじまない。しかし、学位論文や修了認定については、

各部門で認定審査を行い、その結果に基づき、教育内容・方法についての改善点を検討し

ている。改善策の検討は、各部門ごとの会議において行われるほか、専攻・部門共通科目

の改善については研究科の教務委員会において検討される。 

 

【人間看護学研究科】 

平成 27 年３月修了生に対して大学事務局の教務グループがアンケート調査を実施し

た。その結果は調査報告書としてまとめられ、大学院教務連絡会で報告された後、全教員

に配布されている。結果については、研究科会議で報告・検討されるが、各教員は、その

結果を参考に担当科目についての教育内容・方法の改善を行っている。 

アンケート結果では、「働きながらではモチベーションの維持、時間管理が難しかったが、

ペース配分など指導してもらえた」などの意見も見られ、「講義は有意義だった」「主指導教

員の指導は適切であった」などの項目において得点が高かった。しかし一方で、「語学力や

国際性」「主指導教員や副指導教員と十分議論できた」「幅のある勉強ができた」などの項目

において得点が低かった（資料４（３）－22）。 

 

２．点検・評価 

●基準４（３）の充足状況 

講義概要として必要十分な情報を備えた紙ベースのシラバスと詳細なウェブ版シラバス

を併用し、学生の活用度も高いことから教育課程編成の趣旨に沿う適切なシラバスが作成

され活用されていると判断する。 

授業時間として年間 35 週の確保と、前期・後期の１学期に定期試験を除いて 15 週の授

業を行っている。また、単位の実質化に向けての取り組みとして、学生に自学自習を促す教

育プログラムの採用、e-learning システムの導入、自習室の整備などにより学生の自学自

習を進めるための環境整備がなされている。同時に学生もまた自覚して自学自習を進めて

いる。なお、図書館、全学共通情報処理演習室、学部情報室、自習室の利用などにより学生

の積極的な自学自習がなされている。 

以上のことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

しかし、学生の授業外学習時間はまだ不足していることから、個々の科目の授業運営で学

生に授業外学習を促す取り組みを強化するなど、今後更なる努力が必要である。 

研究科では、学生の自学自習を支援する態勢は整備されており、学生は授業時間以外に自

学自習に多くの時間を費やしている。特に論文完成までに経験する指導と自主的な学習と

を通じ、単位の実質化は達成されていると判断する。 

成績評価の基準はそれぞれの科目について、評価要素ごとの配分とともに明示されてお

り、評価の根拠と実際の手順、成績評価の根拠等についての開示体制が整っている。また、

成績通知された日から３週間以内の「成績確認期間」が設けられている。この運用について
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学生側からも教員側からも格別の課題は指摘されていない。これらのことから、評価の正確

さは十分に担保されていると判断する。 

学則で卒業に関する規定を定め、各学部・学科単位で学位授与方針に従って卒業認定基準

を定めており、それらは「履修の手引」に記載され、学生への周知が図られている。卒業認

定は定められた基準に基づいて厳正な審査が行われ、教授会で認定されている。 

このことから学位授与方針に従って卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知さ

れており、その基準に従って卒業認定が適切に実施されていると判断する。 

大学院生に対しても、そのシラバスは「履修の手引（大学院）」に記載され、院生に配布

されている。また、ウェブ版シラバスも作成されている。また、シラバスは毎年不備な点は

チェックして改善されている。このことから作成されたシラバスは活用されていると判断

する。 

しかし、一部専攻において履修のモデルが示されていない部門があるので改善する必要

がある。 

学位授与に関して大学院学則と学位規程において申請から論文審査、学位授与決定の過

程は詳細に定められ、各研究科、専攻において学位授与方針（ディプロマポリシー）に基づ

いて審査基準が定められている。またこれらは「履修の手引（大学院）」と、大学ホームペ

ージにもウェブ版の「履修の手引」として掲載されている。 

したがって、大学院課程においては、学位授与方針に従って、学位論文に係る評価基準

が組織として策定され、学生に周知されており、適切な審査体制の下で、修了認定が適切

に実施されていると判断する。 

以上のことより、同基準を概ね充足していると判断する。 

 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

全学的にシラバスが整備され、また成績評価法も周知されている。成績評価の根拠を学

生に開示する体制も全学的に構築されている。また、学位授与方針も明確にされている。

また、各種研修会等を通して授業改善活動を全学的に行っている。また、授業運営方法で

困っている教員に対し、教育実践支援室が授業コンサルテーションを行っている。したが

って、全学的には教育方法および成績評価について効果的な体制が構築されていると判断

する。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部の学生に向けて開講される科目の成績評価は、「履修の手引」に明示されてお

り、それにしたがって評価がなされ、単位認定が行われている。また、各科目のルーブリッ

クも整備されつつある。学部独自の授業である環境フィールドワークⅡにおいては、学生の

配属されるグループ毎にさらに具体的なルーブリックが用意され、きめ細かい対応もなさ

れる等、成績評価や単位認定は適切に行われるための環境は整ってきていると判断できる。 
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環境科学部では、年度始めの各学科・各学年に対するオリエンテーション時の履修指導や、

教務委員あるいは各学科・学年の学年担任による学生個別の相談への対応が可能など、単位

の実質化への配慮はきめ細かくなされていると判断される。 

「履修の手引」に含まれる各学科の履修モデルの解説や、カリキュラムマップの整備など

も含め、卒業研究に至る成績評価・単位認定などにおいて単位の実質化への配慮はしっかり

なされていると判断する。同様に「履修の手引」（シラバス）は、本学部の学生に有効に活

用されていると判断される。 

環境科学部ではほとんどの科目で学生による授業評価が行われ、また、全学に先がけて本

学部では携帯電話を用いた学生による授業評価に取り組み、同システムを用いた授業が試

みられるなど、教育成果の定期的な検証は積極的に行われていると判断される。 

環境科学部では、開学以来、環境教育や環境研究におけるフィールドワークの重要性に

注目し、これを積極的にカリキュラムに取り入れてきた。環境フィールドワークは、教員

が一方的に学生に知識を伝達するという方式ではなく、現場での経験を共有しつつ、対話

を通して相互に学ぶというところに特色がある。環境フィールドワークでは、自然環境と

して特性をもった場所や地域の人々の暮らしの場、あるいは環境問題の発生している現場

など野外の様々な場所に出かけている。その現場で、五感をとおして対象の性格を把握し

つつ、資料を収集し、関係者から直接話を聞くといった行為を通じて実践の中で知を鍛え

てきた。この環境フィールドワークの教育や研究の特色は、県内外の高校や大学などの教

育関係者だけでなく、行政やＮＰＯ、市民各層にも知られるようになってきた。そして、

その内容をまとめた書籍が出版されており、さらにその内容が環境フィールドワーク教育

に反映されるなど、独自の教育研究成果があがっている。全学の「地域に根ざし」「地域

に学び」「地域に貢献する」という地域密着型の教育方針にも大きく貢献していると言え

る。 

環境科学に関わる実践的な多くの実験・実習・演習の授業をサポートする本学部の各種

施設（学部情報室、ＣＡＤ／ＧＩＳシステム、圃場実験施設、湖沼実験施設など）の授業

などでの活用、また、多分野の教員構成による多様な教育体制・授業方法の構築ととも

に、少人数クラス・ゼミによる密度の高い指導、対話・討論型の指導などといった点は、

学部の教育の特徴として、これまでしっかり定着・発展させてきていると言える。 

 

【工学部】 

社会に貢献できる技術者を育成するという工学部の教育目標に対して、十分な実験・実

習演習の時間を確保した現在の授業形態のバランスは適切であると判断する。機械システ

ム工学科および電子システム工学科では、多様なメディアを高度に利用した講義が導入さ

れ、実験実習においてはＴＡの活用も行っており、教育課程に適した授業形態、指導法が

構築されていると考えている。また、すべての学科において学習すべき項目に対して学習

時間数は確保され、科目間の連携も取れていることから、単位の実質化が図られていると

判断する。 

シラバスと講義内容の一致度に関しては、約９割の工学部学生から、授業開講時にはシ

ラバスの説明がなされ、実際の授業の流れや進み具合は適切であったという回答を得てい

ることから、（資料４（３）－11）適切な対応がなされていると言える。また、各学科に
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おいてシラバスを組織的かつ恒常的に点検・改善していく仕組みが構築され、そのサイク

ルが実際に稼働している。 

成績評価に関する基準はシラバスに明記され、また成績根拠資料は一括して学部内で保

管され、必要があれば開示・点検できる状態にあることから、成績評価および卒業判定は

適切になされているものと判断する。 

 

【人間文化学部】 

本学の特徴である少人数教育という利点を生かしつつ、カリキュラムポリシーに従って

講義、演習、実験、実習が体系的に編成されている。科目の内容や評価基準はシラバスに

明記されている。履修モデルの解説やカリキュラムマップの整備によって単位の実質化も

配慮されている。また成績根拠資料の保存、学生による授業評価も行われている。これら

のことから、学部で行われている教育方法については適切であると判断できる。 

 

【人間看護学部】 

平成 24年度からの全学的な取り組みで、科目ごとにルーブリック(評価基準)を作成して、

「履修の手引」、ウェブ版シラバス、ガイダンスなどで学生に周知しており、より客観性、

公平性の高い成績評価につながっていると判断する。また、授業評価アンケート結果から

「授業への興味」は向上しており、各教員における学生の知的好奇心を刺激する学習方法の

工夫が、少しずつ成果を上げていると判断する。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科では、学部の場合と同様にそれぞれの科目の成績評価の方法はシラバス

に明示されており、それにしたがって各授業では評価がなされ、単位認定が行われている。

したがって、シラバスは有効に活用されていると判断される。 

また、年度の始めには専攻毎にガイダンスの機会をもち、大学院学生に向けて修了要件の

確認など「履修の手引（大学院）」を用いて行うなど、履修指導は丹念に行なわれており、

単位の実質化への配慮はなされていると判断される。 

 

【工学研究科】 

工学研究科の成績評価や単位認定・修了認定の体制に関しては、少人数教育の利点を生

かしたきめ細かな指導が、とくに優れた点である。各学生に目が届くため、成績評価、審

査などに充分な時間をかけることができ、結果として適切な単位認定が実施されていると

考えられる。 

 

【人間文化学研究科】 

本学の特徴である少人数教育という利点を生かしつつ、カリキュラムポリシーに従って

講義、演習、実験、実習が体系的に編成されている。科目の内容や評価基準はシラバスに

明記されている。これらに基づき、きめ細かな履修指導が行われ、単位の実質化、適正な

成績判定が行わており、教育の方法としては適切であると判断できる。 
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【人間看護学研究科】 

修了時のアンケート調査結果より、研究科生の就業状況、履修状況に応じた教育を提供で

きていると判断する。また、修士論文の中間発表では、研究計画（研究デザイン）までを発

表に含むことを要件にしたことにより、研究指導教員（主指導）・研究指導補助教員（副指

導）だけではなく、多くの教員からの助言を受けることで、研究の質を担保する機会が増え

たと判断する。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

学部学生の授業外学習時間が不足している状況があることから、各科目で授業外学習を

学生に要求する仕組みを構築していく必要がある。 

また、授業評価アンケート結果などから自らの授業運営方法に重大な問題点があること

が明白であるにも関わらず、実効的な改善活動（たとえば、授業コンサルテーションへの

申し込み）を行う教員は少ないこと、授業評価アンケート結果、とりわけセメスター中間

期のアンケート結果に対し、教員が学生にきちんとフィードバックしていることが検証さ

れていないことが課題となっている。 

さらに、大学院については、科目の一部、とくに特別演習や特別研究について、その成

績評価基準が不明確になっているものがあること、授業評価アンケートが実施されていな

いことが課題となっている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

学則で規定された授業時間に見合った予習復習時間を自習などで充てるための施設、自

習促進のための体制などの配慮はできているものの、環境科学部でもやはり、自習時間の不

足が懸念される。自習促進に向けたさらなる努力が必要である。 

シラバスに記載された成績評価の基準に基づいた成績評価方法、単位認定方法の客観性・

正確性については各担当教員に任されており、組織的には対応できていない。 

単位認定・判定評価に対して学生からの疑義に対する対応策には、一定の制度が確立され、

開示や説明、さらには成績変更などが可能になっているが、現状では当該学生への対応はそ

の科目の担当教員が個別に行なっており、その的確性について組織的に判断できる体制は

整っていない。組織的な対応も必要であると考えられる。 

「履修の手引」内の本学部各学科の手引には、それぞれカリキュラムマップは掲載されて

いるが、カリキュラムツリーまでは整備・掲載されていない。 

本学部の各科目のシラバスについては、ルーブリックが掲載されるものも増えてきてい

るものの、まだその導入・整備の状況は進んでおらず、学生におけるシラバスの活用もルー

ブリックを踏まえたものにまでは至っていない。 

 

【工学部】 

自主学習時間が少ないことは今後、改善を要する課題である。自主学習時間を増加させ

るためには、効果的な宿題提示や演習形式の採用など、授業の仕組みを改善すると同時
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に、学生が専門科目を学ぶことの意義を認識し、学習意欲を抱く必要があると考える。 

 

【人間文化学部】 

平成 26 年度の授業評価アンケートによれば、「あなたは、この授業のための学習に毎週

どれだけの時間を使っていますか」という設問（設問 12）対し、「ほぼ０分」と答えた者

の割合が約半数になっている（前期 55.1％、後期 48.2％）。全学的にも、この設問に対す

る人間文化学部のポイントは最も低い。 

特に文科系の学科では、講義が主体となるという科目編成上の特徴が存在するとはい

え、学生が自宅での学習時間を増やすよう動機付けることは今後の課題である。 

従来、多様な科目を維持するために、専任の教員以外に非常勤講師を雇用してきた。カ

リキュラムポリシーとの連関の上で、科目の再編を考えることが必要となっている。 

 

【人間看護学部】 

学生の自宅学習を促す教育プログラムに参加している教員もいるが、授業アンケート結

果では「授業に対する学習時間」の得点が低く、まだ十分ではない。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科では、シラバスに記載された成績評価の基準に基づいた成績評価方法、単

位認定方法の客観性・正確性については各担当教員に任されており、組織的な対応はできて

いない。 

単位認定・判定評価に対して大学院学生からの疑義に対する対応策には、一定の制度が確

立され、開示や説明、さらには成績変更などが可能になっているが、現状では当該学生への

対応はその科目の担当教員が個別に行なっており、その的確性について組織的に判断でき

る体制は整っていない。組織的な対応も必要であると考えられる。 

本研究科の「履修の手引」には、履修モデルの無い専攻・部門が見られるので改善する必

要がある。また、学部にはあるカリキュラムマップが掲載されていないなどの不統一がある。 

 

【工学研究科】 

少人数教育については現在、申し分のない環境になっていると言える。数人の受講者で

実施する科目においては、プレゼンテーションや英文の読み書きに関する指導も行ってい

る。講義科目を増やすため、隔年講義も導入しているが、単位を早く揃えてしまった学生

は、専門外の分野の講義をあまり聴くことは無い。これらは、授業編成の検討を含めて将

来改善すべき点であり、今後の課題である。 

 

【人間看護学研究科】 

シラバスの到達目標の記載に関しては、具体的に記載されていない科目もみられるた

め、評価基準を明確にし、より客観性、公平性の高い成績評価をしていく必要がある。ま

た、修了生アンケート結果では「語学力や国際性」「教員との議論」の得点が低く、教育

内容・方法はまだ十分ではない。 
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３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

現状でも効果的な体制は構築されているが、それをより良いものにする努力がなされて

いる。すなわち、成績評価の厳格化の一つとしてシラバス作成時にルーブリックを導入する

こととし、ＦＤ研修会においてルーブリックの作成方法に関する研修を実施し、ウェブ版シ

ラバスにルーブリックを添付する試みを行っている。教育実践支援室主催で定期的な研修

を行うことでこれを周知徹底することが望まれる。 

また、本学では教育実践支援室員による効果的な授業コンサルテーションが実施されて

いる。授業運営で問題を感じる教員が、積極的に授業コンサルテーションを受けられるよう、

体制整備面も含めて推進していくことが望まれる。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

 現在実施している実践的教育方法を今後も継続して行えるよう努力する。また、教育成

果の検証も引き続き行っていく。特に、各学科における開設科目のいっそうの体系化を図

るとともに、履修の手引へのカリキュラムツリーの掲載、シラバスへのルーブリックの掲

載など、開設科目に関する適切な情報提供をさらにすすめる必要がある。 

 また、環境フィールドワークについても、これまで学生教育と地域貢献で果たしてきた

到達点をあらためて確認し、更なるステップアップを図る。 

 

【工学部】 

自主学習時間を増やすために、授業の仕組みを改善する取り組みとして、材料科学科に

おいては近年、本学の特色である少人数教育を生かした講義形態を増やし、演習科目も対

話・討論型の形態を多く導入した。機械システム工学科においても、予習を前提とした演

習科目「機械四力学演習（３年前期）」を平成 27年度に試験的に開講している。 

学生に専門科目に対する学習意欲を抱かせるような仕組みとして、材料科学科では「先

端材料科学（３年後期）」において、研究室の先端研究事例を紹介している。機械システ

ム工学科においては、３年次に卒業研究を体験できる研究室インターンシップ制度を設け

ている。これらの仕組みは、履修中の講義科目が、研究やものづくりとどのように関わる

のかを知る機会を提供するものであり、このような仕組みを今後さらにブラッシュアップ

していく。 

シラバスと講義内容の一致度に関しては、約９割の工学部学生から、授業開講時にはシ

ラバスの説明がなされ、実際の授業の流れや進み具合は適切であったという回答を得てお

り、また、各学科においてシラバスを組織的かつ恒常的に点検・改善していく仕組みが構

築され、そのサイクルが実際に稼働している。さらに、成績評価に関する基準はシラバス

に明記され、成績根拠資料は一括して学部内で保管され、必要があれば開示・点検できる

状態にある。今後もこの取組みを継続していく。 

 

【人間文化学部】 
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カリキュラムポリシーに沿った、科目の体系化に対する意識は高くなっている。授業の

改善についても、ＦＤ活動に対する認識は高まっている。これらを基に、授業改善を進め

ていく。 

 

【人間看護学部】 

今後も、人間看護学部ＦＤ委員会やカリキュラム委員会を中心としたＦＤ研修や教員相

互の授業見学の参加を継続して、学生の知的好奇心を刺激する学習方法を検討し、有効な

方法については学科会議等で共有し積極的に取り入れていく。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学に関わる実践的な研究をサポートする本研究科の各種施設の活用、地域課題に

密着した研究内容、多分野の教員構成によるコミティ制によるゼミ指導、少人数ゼミによ

る密度の高い対話・討論型の指導、などといった点は、本研究科の研究・教育の特徴とし

て、これまでしっかり定着しており、今後も発展させていく。 

 

【工学研究科】 

工学研究科博士前期課程では、３専攻の共通科目として、コミュニケーション能力、計

画立案能力など技術者・研究者に求められる基本スキルの習得を目指す科目と、複数の技

術分野にまたがる横断的な視野を身につけるための科目を平成 28 年度から実施する。こ

のような共通科目を整備することによって、ディスカッションが活性化するとともに、専

攻間の知識交流が進むことが期待できる。 

 

【人間文化学研究科】 

カリキュラムポリシーに沿った、科目の体系化に対する意識は高くなっている。その一

方で、従来の、専門性の高い少人数教育の体制は維持していく。 

 

【人間看護学研究科】 

平成 27 年度からは、より客観性、公平性のある成績評価、および研究の質を確保する

観点から、修士論文中間発表会、修士申請論文公聴会、最終試験で評価をするように変更

して、今後も、研究科生の状況に応じて柔軟な教育方法を継続していく。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

日本の大学教育において学生の自習時間が少ないことが問題になっており、本学でも自

習室の充実、自学自習を促進する教育プログラムなどを実施しているが、まだ十分でない。

予習を前提とした授業を行うなど、教員の授業改善も併せて進めていく必要がある。そのた

めの授業改善方法の研修会等を、教育実践支援室を中心に企画する必要がある。 

授業評価アンケート結果などより授業運営そのものに重大な問題を抱えていることが明

らかである教員に対しては、授業コンサルテーションを受けさせるなどの取り組みを強化

していく必要もある。また、授業評価アンケート結果、とりわけセメスターの中間期のアン
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ケート結果を、受講生にフィードバックする取り組みを強化する必要がある。まずはこれを

自主的に行うことを促し、必要に応じて所属長等に報告する取り組みも検討しなくてはな

らない。 

大学院科目の一部、とくに特別演習や特別研究について、成績評価基準が不明確になって

いるものについては、これを明確にする必要がある。さらに、大学院科目について授業評価

アンケートを実施する必要がある。ただし、大学院各科目の受講生が少数であることを勘案

した場合、大学院各科目用のアンケート方法についても検討する必要がある。大学院教務連

絡会が取りまとめを行いつつ、各研究科各専攻が主体的にこれらの取組みを行う必要があ

る。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部においても、ルーブリックの作成・掲載がすべての科目で行われるまでには至

っていない。ルーブリックの作成方法の研修への参加を促すなど学部としてのサポートも

必要である。 

シラバス・「履修の手引」に掲載される事項の充実を図る対策が必要である。 

授業に関わる予習復習に充てられる学生の自習時間は、自習を促すための環境整備やサ

ポート体制については充実が図られつつあるものの、やはり絶対的にその時間は少ないこ

とが問題となっている。学生の自習時間の確保に対しては、授業の進め方・成績評価の方法

などの改善と併せて進めていく必要がある。 

成績評価の方法がシラバスに明示された方法にそったものかどうか、また、学生からの成

績への疑義に対する担当教員の対応が的確であるかどうか、などについて組織的に評価・チ

ェックを行うためにはどういう体制が有効・可能かといった検討も必要である。 

 

【工学部】 

自主学習時間の増加を目的として導入した演習講義については、問題に取り組むための

班分けの方法や、履修登録者数を確保するための講義内容や方法など、運用形態につい

て、まだ検討すべき課題が残っている。また、宿題・演習などの仕組みを、重点科目に限

らず幅広く導入していくことも課題である。 

 

【人間文化学部】 

 学生が授業外学習を行うような授業方法を各教員が開発できるよう、授業改善の活動を

進める。また、カリキュラムポリシーに基づき、科目の再編を検討する必要がある。 

 

【人間看護学部】 

予習を前提とした授業を行うなど、自学自習できる教育内容を引き続き進めていくよ

う、ＦＤ委員会において検討していく。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科においても、環境科学部の状況と同様である。 
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【工学研究科】 

学生が自分の専門性に強く関係する科目のみを履修する傾向がみられることから、専攻

共通で開講する科目を配置するなどの工夫について検討する必要がある。 

 

【人間看護学研究科】 

シラバスの到達目標の記載に関しては、具体的に記載されていない科目もみられるた

め、評価基準を明確にし、より客観性、公平性の高い成績評価を行っていく。また、語学

力や国際力、教員との議論などを向上させる教育について、今後も、各教員が意識的にＦ

Ｄ研修への参加と各委員会との連携を図りながら教育内容の改善を進めていく。 

 

４．根拠資料 

 ４（３）－１ 滋賀県立大学学則（既出１－１） 

 ４（３）－２ 平成 27年度履修の手引（既出１－14） 

 ４（３）－３ 平成 27年度履修の手引（大学院）（既出１－15） 

 ４（３）－４ e-learning 利用状況 

 ４（３）－５ TOEIC 試験結果 

 ４（３）－６ シラバス記入要領 

 ４（３）－７ 講義概要ＷＥＢ版  

 https://sgkwe.office.usp.ac.jp/SGKWeb/slbsskgr.do 

４（３）－８ 平成 25年度前期授業評価アンケート結果 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/hyouka/h25_zenki_jugyouhyouka.pdf 

４（３）－９ 平成 25年度後期授業評価アンケート結果 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/hyouka/h25_kouki_jugyouhyouka.pdf 

４（３）－10 平成 26年度前期授業評価アンケート結果 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/e5/a7/e5a7a4c3-8a0f-4979-80ab-

94b5618432dc/h26qian-qi-_shou-ye-ping-jia-anketojie-guo-gai-yao.pdf 

４（３）－11 平成 26年度後期授業評価アンケート結果 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/2f/6e/2f6e952a-d18e-4dd0-93bd-

c9b39aca5125/h26_kouki_jugyohyoka.pdf 

４（３）－12 平成 27年度学年暦 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/71/d6/71d65df5-52cd-415f-8a42-

c40cd8dc2995/koyomi2015.pdf 

４（３）－13 学生の自宅学習を促す教育プログラム事業実施要綱 

４（３）－14 教育実践支援室ＦＤミーティング（結果概要） 

 ４（３）－15 平成 24年度「履修の手引き（工学部版）」 

４（３）－16 教科系列委員会議事録（工学部） 

４（３）－17 成績資料の保存基準通知文書（工学部） 

４（３）－18 第３年次編入学生に関する申し合わせ（工学部） 

４（３）－19 滋賀県立大学工学部入学前の既修得単位の認定にかかる内規 

https://sgkwe.office.usp.ac.jp/SGKWeb/slbsskgr.do
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/hyouka/h25_zenki_jugyouhyouka.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/hyouka/h25_kouki_jugyouhyouka.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/e5/a7/e5a7a4c3-8a0f-4979-80ab-94b5618432dc/h26qian-qi-_shou-ye-ping-jia-anketojie-guo-gai-yao.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/e5/a7/e5a7a4c3-8a0f-4979-80ab-94b5618432dc/h26qian-qi-_shou-ye-ping-jia-anketojie-guo-gai-yao.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/2f/6e/2f6e952a-d18e-4dd0-93bd-c9b39aca5125/h26_kouki_jugyohyoka.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/2f/6e/2f6e952a-d18e-4dd0-93bd-c9b39aca5125/h26_kouki_jugyohyoka.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/71/d6/71d65df5-52cd-415f-8a42-c40cd8dc2995/koyomi2015.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/71/d6/71d65df5-52cd-415f-8a42-c40cd8dc2995/koyomi2015.pdf
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４（３）－20 平成 27年度機械システム工学科教育推進会議各委員会 

４（３）－21 平成 26年度 第８回機械システム工学科教育推進会議議事録 

４（３）－22 滋賀県立大学大学院修了時アンケート調査結果（平成 27 年３月修了生）  
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（４）成果 

 

１．現状の説明 

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか。 

＜１＞ 大学全体 

本学では、卒業式直後に「卒業時アンケート」を実施しており、以下の 12項目につい

て 

「十分身に着いた」 

「かなり身に着いた」 

「あまり身につかなかった」 

「身につかなかった」 

「わからない」 

の５択で回答してもらっている。 

質問項目は 

「１．専門分野の最新の知識や技術」 

「２．専門分野の基礎知識」 

「３．人間学科目を通した人と自然への深い考え」 

「４．必要な情報を選び、処理する能力」 

「５．意思疎通に必要な外国語」 

「６．独創的な考え方」 

「７．物事を計画する力」 

「８．目的に向かって行動する力」 

「９．プレゼンテーション能力」 

「10．コミュニケーションの仕方」 

「11．チームワークでの学習や作業の進め方」 

「12．社会生活に必要なマナー」 

である。 

本学全体の学位授与方針に照らした場合、全学学位授与方針Ａ（p.31 参照）に関する項

目は「３、４、５、12」、学位授与方針Ｂ（p.31 参照）に関する項目は「７、８、９、

10、11」である。 

平成 27 年３月に行ったアンケート結果に基づいて点検する。まず学位授与方針Ａに関

する項目について述べる。各項目で「十分身に着いた」「かなり身に着いた」と回答した

者のパーセンテージ（回答した卒業生全員に対する比率）は、項目３が 54.9％、項目４が

78.7％、項目５が 20.7％、項目１２が 70.3％である。また、学位授与方針Ｂに関する項

目では、項目７が 71.5％、項目８が 84.6％、項目９が 73.8％、項目 10 が 73.8％、項目

11 が 81.2％である。 

すなわち、全学の学位授与方針に関しては、「５．意思疎通に必要な外国語」を除き、

肯定的評価が 70％を超えており、おおむね成果が上がっていると判断できる。ただし、外

国語教育の充実に関しては、全学的な見直しが必要であることがわかる（資料４（４）－

１）。 
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また、本学では平成 26年度に１年生の６月と３年生の 11 月にＰＲＯＧ基礎力測定テス

トを実施した。このテストでは、リテラシー要素として「情報収集力・情報分析力・課題

発見力・構想力・言語処理能力・非言語処理能力」の６項目を、またコンピテンシー要素

として「親和力・協働力・統率力・感情制御力・自信創出力・行動持続力・課題発見力・

計画立案力・実践力」の９項目を測定している。単年度の実施であり、かつ３年生につい

ては人間看護学部についてサンプル数が少ない問題はあるが、全学的な教育成果について

の検証材料にはなると判断する。 

全学的には、リテラシーの６項目すべてにおいて、１年次よりも３年次のほうが、平均

判定レベルが上回っている。また、コンピテンシー要素では、統率力・自信創出力・課題

発見力および実践力の４要素において、１年次よりも３年次のほうが、平均レベルが高か

った。これは教育成果が上がっていることを示す一つのエビデンスとなっている。（資料

４（４）－２）。 

卒業生に対するアンケートを定期的に実施し、本学での学習成果について意見を聴取し

ている（資料４（４）－３）。その結果によると学部での勉学に関して卒業研究が仕事や人

間形成に役立っていると考えている卒業生が多い。平成 26 年度に実施した卒業生アンケー

トの集計結果によると、卒業研究が仕事に役立っているかの問いに対して全体で 48％が、

人間形成に役立っているかの問いに対しては 65％が、肯定的な回答を寄せている（資料４

（４）－３ p.9）。この結果概要からすると、本学の学部学科構成からして多様な職業選択

がなされているが、概ね卒業生の満足度は高く好評であると言える。 

また、資格取得に特化した学部・学科では取得資格についての評価は高く、教育の成果は

十分に現れている。 

本学の学生が就職した企業関係者の声を聞くために、毎年、学内で開催している業界・

企業研究会における企業の採用担当者に対するアンケートを実施している。この中で本学

学生（内定者）や卒業生に対する評価を尋ねる項目では、どの企業においてもかなり高い

評価を得ている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

学生の理解度や達成度等の達成状況を検証するため、各学期終了時には「学生による授業

評価アンケート」を実施し、学生の理解度や達成度を把握するように努めている。また、外

国語のうち特に英語については、入学時と３年次開始時にＴＯＥＩＣを受験することを義

務付けており、本学共通基礎教育科目として英語を履修した達成度を測っている。 

修業年限卒業率は、学科別にみると環境生態学科が 74～97％、環境政策・計画学科が 69

～83％、環境建築デザイン学科が 80～92％、生物資源管理学科が 75～92％で、年度による

ばらつきが大きいが、修業年限×1.5 年卒業率は、いずれの学科も概ね 90%以上であり、在

学時の学習効果は十分満足できるものであったと言える。また、環境政策・計画学科の修業

年限卒業率はやや低いが、修業年限×1.5 年卒業率は 83～95％に上昇している。（資料４（４）

－7、資料４（４）－８） 

本学では、一般的によく用いられている計算方法ではなく、原成績による順位との相違が

生じないファンクショナルＧＰＡを導入している。平成 21 年度から 25 年度のＧＰＡは、
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環境生態学科は 2.1～2.7、環境政策・計画学科は 1.9～2.3、環境建築デザイン学科は 2.0

～2.2、生物資源管理学科は 2.4～2.5 で年度によるばらつきはあるが、ほぼ 2.0 以上であ

った。（資料４（４）－９、資料４（４）－10） 

在学時（学部生、大学院生）における筆頭著者としての学会誌への投稿数、学会での発表

件数および作品の出品件数については、１年あたりの筆頭論文数が環境生態学科は 2～9報、

環境政策・計画学科は５～10 報、環境建築デザイン学科は 2～12 報、生物資源管理学科は

5～11 報であった。１年あたりの学会発表・作品件数は、環境生態学科が 15～28 件、環境

政策・計画学科が 3～12件、環境建築デザイン学科が 18～33 件、生物資源管理学科が 24～

53 件であった。（資料４（４）－11） 

教員免許に関しては、環境生態学科は中学理科および高校理科、環境政策・計画学科は中

学社会と中学公民、生物資源管理学科では中学理科および高校理科と高校農業の取得が可

能である。平成 21〜25 年度の年度毎の教員免許取得者数は、環境生態学科では 4～12 名、

環境政策・計画学科では 0～3名、生物資源管理学科では 5～19 名であった。これらの学科

では、学芸員資格の取得も可能であり、当該年度毎に環境生態学科では１～5名、環境政策・

計画学科では 0～2名、生物資源管理学科では 4～9名が資格を取得している。（資料４（４）

－12） 

本学での「学生による授業評価アンケート」は、平成 16 年度から実施されており、各学

部での「授業に対する理解度」と「満足度」に関しては大きな経年変化は見られていない。

本学部での平成 25 年度前期開講科目（92 科目）に対するアンケート（回収率 73.6％）で

は、「授業の内容は理解できましたか」に対して「強く思う」「やや思う」との回答が 36.4％

を占め、また「授業の満足度はどの程度になりますか」に対して「とても高い」「やや高い」

との回答が 47.5％を占めている一方、これら２問に対する否定的意見（「あまりそうは思わ

ない」と「全く思わない」の合計、そして「やや低い」と「とても低い」の合計）は学部全

体でそれぞれ 15.1％と 5.9％であった。また、学科ごとに比較すると、環境政策・計画学科

で「授業に対する理解度」「満足度」とも肯定的な意見の比率がやや低いが否定的な意見は

他の学科と同程度で、「普通」の割合が他学科よりも高かった。（資料４（４）-13） 

 各学科を卒業した学生の進路状況（平成 23 年度から平成 25 年度）は、資料４（４）－６

の通りである。 

 また、平成 20 年度～平成 25 年度の各学科別就職希望者内定率は、資料４（４）－14 に

示すとおりである。 

平成 26 年度の就職者数は、環境生態学科が 13 名、環境政策・計画学科が 37名、環境建

築デザイン学科が 33 名、生物資源管理学科が 37 名で、就職希望者内定率は環境生態学科

が 100.0％、環境政策・計画学科が 97.4％、環境建築デザイン学科が 94.3％、生物資源管

理学科が 90.2％であった。（資料４（４）－16） 

 一方、平成 21年度～平成 25年度の大学院への各学科別進学者数は、資料４（４）－15に

示すとおりである。 

平成 26 年度の大学院への進学者数は、環境生態学科が 11 名、環境政策・計画学科が 2

名、環境建築デザイン学科が 11 名、生物資源管理学科が 18名で、卒業者数に対する比率は

環境生態学科が 44.0％、環境政策・計画学科が 4.8％、環境建築デザイン学科が 23.4％、

生物資源管理学科が 29.5％であった。 
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 平成 26 年度の実績で、進学希望者に対する進学者の比率はいずれの学科でも 100％であ

った。（資料４（４）－16） 

本学では平成 26 年に３年前の卒業生(平成 23 年３月卒業生)に対して「卒業生による大

学・授業評価アンケート」を実施した。回収率は 22.0%（回答者数 33）で低いが、環境科学

部の大まかな傾向を読み取ることができる。アンケートのうち教育の効果に関する部分、す

なわち、「卒業研究・制作が仕事の上で役立ていますか」の学部全体の結果をみると、「大い

に役立っている(9.1%)」と「少し役立っている(51.5%)」を合わせると 60.6%であった。一

方、「あまり役立っていない(9.1%)」、「全く役立っていない(15.2%)」は、合わせると 24.3%

であった。（資料４（４）－３） 

上記に示したように、修業年限卒業率、ＧＰＡスコア、学会誌への投稿・学会発表・作品

出品数、教員免許および学芸員の資格取得者、授業アンケートの結果、進学希望者に対する

進学者の比率、卒業生アンケートの結果から、本学部では教育目標に沿った成果が上がって

いると判断できる。 

 

【工学部】 

表４－１に示すように、学士課程において過去５年の卒業率の平均は 82％であり、卒業

生の大学院進学率は表４－２に示すように学部で平均するとここ数年４割を超えている。

このことは専門性をさらに発展させようとする向上心の高い学生が多いことの表れであり、

教育の成果が得られていると判断できる。また、毎年、就職希望者のほぼ 100％が就職を決

定し、就職先も製造業が多いことから、学習・教育目標に掲げられている「ものづくり」を

通じて社会に貢献できる学生が育成され、社会からも受け入れられていると考えられる（資

料４（４）－17、資料４（４）－18）。さらに、学生の自己評価についても、例えば、平成

26 年度後期の学士課程生授業評価アンケートにおいて、工学部の専門科目の授業の満足度

に対して、「とても満足できた」は 29．3％、「ほぼ満足できた」は 55．9％であり、授業の

到達目標に対する達成度は「良く達成できた」、「ほぼ達成できた」を合わせると 72．3％と

高い水準である（資料４（４）－19）。これらの傾向はここ数年同じであり、学生自身も学

習・教育目標の達成について実感していることが分かる。 

以上のことから教育目標に沿った成果があがっていると判断できる。 

 

表４－１ 学士課程の過去５年の卒業率（工学部） 

 

 

表４－２ 過去５年の大学院進学率（工学部） 

 

 

 

年度 2010 2011 2012 2013 2014

卒業率（％） 76.0 82.5 85.5 87.6 80.1

年度 2010 2011 2012 2013 2014

大学院進学率（％） 44.9 48.2 41.4 45.5 43.7
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【人間文化学部】 

平成 21 年度から平成 25年度までの退学率の平均は 1.4％、休学率は 2.3％で、共に学

内では人間看護学部に次いで低い（資料４（４）－21 p.6））。 

また生活栄養学科における管理栄養士の取得率は、平均 86・7％であり、新卒の全国平

均を大きく上回っている（資料４（４）－21 p.4）。 

授業改善を目的として、授業評価アンケートは毎年実施されているが、同時に学生への

教育効果の把握にも活用されている。例えば、平成 26年度後期「学生による授業評価ア

ンケート」集計結果によると、「あなたは、この授業の到達目標を達成できたと思います

か」という設問に対して「良く達成できた」と回答した者の割合は 12.8％、また「ほぼ達

成できた」と答えた者の割合は 61.9％になる(資料４（４）－19 p.9)。 

平成 26 年３月に卒業生に対して行われたアンケートによっても、卒業に対する満足度

に関して、７割が「大いに満足」もしくは「かなり満足」と回答しており、そこへ「どと

らかといえば満足」という回答を加えると、その割合は９割を超える。逆に否定的な回答

は極めて少なく、本学部が提供している教育に対する学生の満足度は高いと言うことがで

きる（資料４（４）－22）。 

就職に関しては、平成 21年度卒業生から平成 25年度卒業生までの５年間の平均で、学

部全体の就職内定率は 88.8％となっている。学科別では、地域文化学科では 84.5％、生

活デザイン学科では 86.4％、生活栄養学科では 97.1％、人間関係学科では 91.5％となっ

ている（資料４（４）－16 より算出）。景気の変動による就職率の変化の幅は大きいもの

の、やはり歴史や社会学系を主たる教育内容とする地域文化学科や、芸術系の生活デザイ

ン学科がやや厳しい傾向にあり、一方栄養士資格や、管理栄養士受験資格などを取得でき

る生活栄養学科の就職率は常に高い。 

就職先を業種別で見ると、卸小売業、金融保険業、製造業、教育・学習支援業、医療・

福祉業、公務員に就職する者が多い（資料４（４）－21 p.5）。各学科の教育研究内容の

専門性を生かした職種に就職することが困難な社会的状況もあるが、毎年一定数の実績が

ある。 

以上の分析から、教育目標に沿った成果が上がっていると判断できる。 

 

【人間看護学部】 

平成 19 年度から平成 23年度入学生まで５年間に入学した学部生の動向は、退学者４名、

転学部２名、留年（休学含む）21 名であるが、学生相談担当教員が相談に応じ、平成 21年

度入学生までの留年生 12名はすべて単位を取得し卒業している。（資料４（４）－23）。ま

た、入学年度別にみた学部生の標準修業年限内卒業率は概ね 90％を超えており、標準修業

年限×1.5 年内にはほとんどの学生が卒業している。なお、編入生についても同様である（資

料４（４）－24）。 

平成 22 年度から平成 26 年度卒業生における各種国家試験の合格率は、いずれも全国平

均よりも高い数値である。特に平成 24 年度卒業生は看護師・保健師・助産師ともに 100％

であった（資料４（４）－25）。 

また、就職を希望した学生の就職率は 100％である（資料４（４）－26）。就職した卒業生

は、それぞれが選択し、学習したカリキュラムに沿って、専門職種（看護師、保健師、助産
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師、養護教諭）の資格を取得している。人間看護学部の場合、地域に根ざした教育の一環と

して各実習施設はすべて滋賀県内で実施しており、就職先においても、県内就職率は高い

（資料４（４）－27）。 

卒業生約 90 名、職場上司約 170 名を対象として、ディプロマポリシーに沿った能力の習

得状況について調査を行った。その結果、卒業生・上司ともに「地域社会から国際社会まで

幅広い視野を持ち、社会に貢献できる基礎能力を備えている」については改善の余地がある

が、その他は相対的に高評価であった（資料４（４）－28、資料４（４）－29）。 

以上の結果から、人間看護学部では教育目標に沿った成果が概ね上がっていると判断で

きる。 

 

【環境科学研究科】 

平成 26 年度の博士前期課程の就職内定率は、97.4％であった（資料４（４）－16）。 

また、学会発表、学会への投稿も積極的に行われている（資料４（４）－11）。これら

のことから、環境科学研究科では教育目標に沿った成果が上がっていると判断できる。 

研究活動で得られた成果を測定する指標として大学院生の国内および国際学会への論文

発表件数についても調査・検証している。 

 

【工学研究科】 

表４－３に示すように、博士前期課程において、過去５年の修了率の平均は 93％であり

修了後の進路については、ほぼ 100％が就職している（資料４（４）－31）。就職先について

も、ほとんどが大学院で学んだ高度な専門知識を生かせる製造業（資料４（４）－31、資料

４（４）－32）であり、教育目標で求める「ものづくり」を通じて産業界で活躍できる人材

を社会に輩出できていることが分かる。また、表４－４に示すように、大学院生が関与した

学術論文の発表件数も毎年 100 件を超えており、先端的な研究課題に取り組み、結果を適切

に取りまとめて発表できる能力についても養えていると考えられる。以上のことから教育

目標に沿った成果があがっていると判断できる。 

 

表４－３ 博士前期課程の過去５年の修了率（工学研究科） 

 

 

表４－４ 大学院生が関与した学術論文の発表件数（工学研究科） 

 

 

 

【人間文化学研究科】 

平成 21 年度から平成 25年度までの博士前期課程修了者の進路状況調査によれば、５年

年度 2010 2011 2012 2013 2014

修了率（％） 97.4 92.3 94.9 87.9 91.8

年度 2010 2011 2012 2013 2014

論文数 129 114 244 159 214
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間の平均の就職内定率は 88.3％に及ぶ。平成 26年度に関しては、修了者 10名のうち進学

希望者の１名の内１名が進学、就職希望者６名のうち５名が就職の内定を得ている（資料

４（４）－16より算出）。これらの分析の結果、教育目標に沿った成果が上がっていると

判断できる。 

 

【人間看護学研究科】 

大学院生（修士）の動向は、平成 20 年度から平成 24 年度入学生までの５年間では、退学

者０名、休学者７名である（資料４（４）－30）。いずれも、社会人入学生であり、仕事上

または家庭の事情によるものである。平成 24 年度入学生のうち６名は既に修了しているが、

２名は標準修業年限×1.5 年内の修了を目ざして努力している。なお、入学定員は平成 25

年度から 8名に削減している。 

また、平成 26年度に修了した学生に実施した大学院修了時アンケート調査結果におい

ても、「実社会に出て役立ちそうな研究ができた」について「そう思う」「ややそう思う」

と回答した者は合わせて 100％であり満足度も高い。修了後は、より専門性の高い慢性疾

患看護学の専門看護師（ＣＮＳ）の取得者２名を輩出しているとともに、各教育研究職に

就いている者も多い。研究の成果は論文として各専門分野の学会誌に掲載をしている。 

以上の結果から、人間看護学研究科では教育目標に沿った成果が概ね上がっていると判

断できる。 

 

（２）学位授与（卒業・修了認定）は適切に行われているか。 

＜１＞ 大学全体 

卒業認定と学位授与に関する基本規定は学則（第 48 条、第 49 条）で定められている

（資料４（４）－４ p.9）。各学部・学科においても学位授与方針（ディプロマポリシー）

に従って卒業認定基準が明確に定められていて、その基準に従って、卒業判定は各学部の

卒業要件単位数と卒業論文の審査を経て、各学部教授会において行われている。これらの

卒業認定基準は「履修の手引」に記載され学生に周知されている（資料４（４）－４ p.187、

195、203、209、295、305、315、377、384、392、400、406、548）。 

また、各研究科においても、修士および博士の学位授与方針、学位論文審査基準が明確

に定められている。そして、修了要件単位数と学位論文審査を経て、各研究科の研究科会

議において修了判定がなされている（資料４（４）－５ p.12、15、41、43、45～46、48

～50、75、77、79、81、115～116、118～120、155、164、171）。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

卒業研究・卒業制作についてはすべての学科で必修となっており、学科ごとの発表会や論

文審査等を通じて一定の質が確保されている（資料４（４）－４）。また、卒業認定は、各

学科の卒業判定会議で卒業要件単位数および卒業論文審査をもとに行い、環境科学部教授

会において承認されている。これらのことから、卒業認定は適切に行われていると判断でき

る。 
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【工学部】 

卒業認定については、各学科の卒業判定会議で卒業要件単位数および卒業論文の審査を

行い、工学部教授会において承認されている。卒業論文の審査については、論文提出および

口頭発表（審査会）を行い、内容を複数の教員で講評している。したがって、卒業認定は適

切に行われていると判断できる。 

 

【人間文化学部】 

各学科は、学位授与方針（ディプロマポリシー）に従い、学則で定められた卒業要件単

位数と卒業研究・論文（生活デザイン学科は卒業研究・製作／論文）の審査を厳正に行っ

ている。卒業研究に関しては、学科ごとに、試問や発表会などの審査形式を工夫してい

る。これらのことから、卒業認定は適切に行われていると判断できる。 

 

【人間看護学部】 

卒業認定については、学則に示されており、卒業要件としての必要単位数の取得について

学部の教務委員会で確認した後、教授会において卒業論文の審査および卒業判定を審議し

て卒業認定を行っている。 

学生には、「履修の手引」において、卒業要件として必要単位数(129 単位)および卒業研

究の審査基準を明確に提示し周知している(資料４（４）－４  p.548)。専門科目必修単位

79 単位のうち、12単位は選択必修科目となるため、学生が単位を取りこぼすことが無いよ

う、「履修の手引」の中に選択科目の履修について詳細に解説するとともに、１～４年次の

年度当初のガイダンスの実施により学生に周知徹底されている。 

以上により、人間看護学部における卒業認定は適切に行われていると判断できる。 

 

【環境科学研究科】 

 修了認定については、各専攻の修了判定会議で修了要件単位数と論文の審査を行い、研

究科会議において承認されている。修士論文の審査については、口頭発表（審査会）を行

い、複数の教員で講評している。また、博士論文の審査は公聴会を開催することで、適正

に審査を行っている。これらのことから、修了認定は適切に行われていると判断できる。 

 

【工学研究科】 

修了認定については、各専攻の修了判定会議で修了要件単位数と論文の審査を行い、研究

科会議において承認されている。修士論文の審査については、口頭発表（審査会）を行い、

複数の教員で講評している。また、博士論文の審査は公聴会を開催することで、適正に審査

を行っている。したがって、修了認定は適切に行われていると判断できる。 

 

【人間文化学研究科】 

各専攻、部門は学位授与方針（ディプロマポリシー）に従い、学則で定められた修了要

件単位数と、修士論文、博士論文の審査を厳正に行っている。したがって、修了認定は適

切に行われていると判断できる。 
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【人間看護学研究科】 

修士およびＣＮＳの学位審査基準および修士論文の審査プロセスについては、「履修の手

引（大学院）」にも明示して学生にも周知している（資料４（４）－５ p.119)。修了要件

単位数の取得について研究科の教務委員会で確認した後、研究科会議において修士論文の

審査および修了判定を審議して修了認定を行っている。 

また、本研究科独自で年度ごとに「修士論文作成の手引」という冊子を作成し、各在籍期

間中の修士論文作成から審査に関する具体的なスケジュールや方法について、年度初めに

学生に提示している。 

以上より、人間看護学研究科における修了認定は適切に行われていると判断できる。 

 

２．点検・評価 

●基準４（４）の充足状況 

卒業時アンケートの結果より、語学運用能力を除く各項目で教育の成果が上がっている

と判断できる。また、平成 26年度に行ったＰＲＯＧ基礎力測定テストにおいても、リテラ

シーの全要素およびコンピテンシーの４要素において高学年での判定レベル向上が見られ

た。 

卒業生に対するアンケートについては開始して日が浅く、まだデータ不足の感はあるが、

今後も継続して実施することにより、精度の高い分析が可能となると考えている。これまで

の限られた範囲のデータであるが、卒業生アンケートと就職先等の意見聴取の結果からは

概ね高い評価を得ている。 

したがって、卒業（修了）生や、就職先等の関係者からの意見聴取の結果、およびＰＲ

ＯＧテストの結果から判断して、学習成果が上がっていると判断する。 

また、各学部・各研究科とも、学則に則った卒業・修了認定を行っており、学位授与は

適切に行われていると判断する。 

以上より、同基準を概ね充足していると判断する。 

 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

全学学位授与方針のほとんどの項目において、教育の成果が上がっていると判断できる。 

人材育成の目的と教育目標、そのための教育課程についてディプロマポリシー、カリキュ

ラムポリシーが明確にされており、本学の教育体系はそれに基づいて各専門分野における

人材養成の目的を実現するために機能している。その成果である卒業生は本学での教育に

ついて概して高い満足度を示し、その受け入れ企業からも受け入れた本学卒業生について

は高い評価を得ている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

修業年限卒業率、修業年限×1.5 年卒業率はそれぞれ 80～85％、90％以上であり、在学中

に身に付けるべき知識・技能を修業年限内に修得している。平成 21～25 年度のＧＰＡは学

科、年度によるばらつきがあるが概ね 2.0 以上であり、十分な学習成果を在学時に得ている
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ことがわかる。 

環境科学部の卒業研究の質が高いことを示すエビデンスとして、学生が在学時に学会誌

への投稿や、学会および作品の発表を行う場合がある。これらは年度・学科により異なるが、

投稿論文が多い年度では 10 報前後、学会・作品発表は 20～50 件であり、非常に活発に行わ

れていることがわかる。このように、在学中に研究成果を論文投稿や学会発表として還元し

ていることは、専門的知識を身に着けた学習効果の成果のあらわれといえる。 

在学中に取得可能な免許の例として教員免許、学芸員免許を取り上げた。教員免許や学芸

員資格の取得には、教職や学芸員に関連する科目の他に、学科が提供する授業科目のうち必

修あるいは選択科目の単位取得が必要であるが、毎年相当数の取得者がいることから、教員

免許および学芸員資格の取得を希望する学生に対して十分な学習成果を上げていると考え

られる。 

学生による授業評価アンケートの結果を見ると、「授業に対する理解度」「満足度」のいず

れに対しても４～５割の学生が肯定的意見であり、否定的意見は１割にとどまっている。こ

のことより、教育の成果や効果はあると判断できる。ただし、肯定的意見が５割を大きく超

える状況にはないことから、今後のＦＤ活動などを通して教育の質の向上をめざす必要が

あると判断できる。 

各学科専攻別の就職希望者の就職先を見ると、各学科専攻の特色に応じてその職種に違

いがみられ、就職先にも各学科専攻で培われた能力の違いが反映されていると判断でき

る。また就職率も概ね 90％を超えている。また、大学院修士課程に進学した者の中には、

本学大学院にのみならず国内の他学大学院に進学した者も多い。以上より、進路の状況等

の実績や成果についての定量的な面からも教育の成果や効果が上がっていると判断でき

る。 

 

【工学部】 

現状に示したように、就職や進学の状況は概ね良好であり、就職については製造業がほ

とんどであることから、学習・教育目標で目指している、専門知識や先端技術を備えた学

生が育成できていると考えられる。また、学生の自己評価の結果から教育に対する満足度

や達成度を実感していることが分かる。これらの点は本学部が提供する教育の成果である

と考えられる。 

 

【人間文化学部】 

各学科における単位取得、進級、卒業の状況、資格取得・就職の状況等は、概ね高い成

果を上げている。 

授業評価においても、授業の意図する教育への理解、教員の説明と内容への理解、授業

に対する満足度等の設問回答結果から判断すれば、概ね高い評価を得ている。さらに卒業

生に対する「卒業に際しての満足度」への評価も高いことと合わせると、本学部の提供す

る教育が、有益なものだと評価されていると考えることができる。 

 

【人間看護学部】 

学生の単位取得・卒業率・資格取得状況等をみると、単位取得に問題がある休学者も、教
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員が対応することで学習意欲を低下させることなく目標に向かって取り組むことができて

おり、ほぼ全員が復学している。このように、個々の学生の状況に応じた支援を実践してい

くことが、学生の学習成果を高めることに繋がっていると考える。また、卒業生の国家試験

の合格率から、医療専門職の免許を取得するという目的は概ね達成できていると判断する。 

また、成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生便覧、「履修の手引」、大

学のホームページへの掲載、ガイダンスの実施により学生に周知されている。また、平成 24

年度からの全学的な取り組みで、科目ごとにルーブリック（評価基準）を作成し、より公平

性・客観性の高い成績評価を検討しているところでもある。現状を総合して、学則に基づい

た成績評価基準および卒業認定基準に従って、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施

されていると判断する。 

 

【環境科学研究科】 

大学院での学位論文審査が厳格かつ適切に行われているのみならず、その内容は大学院

生が筆頭著者となる論文として学術誌に掲載されているものもある。これは、研究科の教育

効果が大きいことを示している。 

 

【工学研究科】 

修了状況および就職状況は良好であり、就職先については製造業がほとんどであること

から、高度な専門知識を備えた学生を産業界に輩出できていることが分かる。また、学会で

の発表も活発に行われていることから（表４－４）、教育で得た専門知識を生かして質の高

い研究を行い、その成果をまとめて発信できる能力を養えていることが分かる。これらの点

は本研究科が提供する教育の成果であると考えられる。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科においては、少人数の学生に対して、きわめて専門性の高い教育がなされてき

た。修士論文、博士論文に対する審査もきわめて厳正なものである。 

 

【人間看護学研究科】 

修了認定基準が組織として策定され、「履修の手引」やガイダンスの実施により学生に周

知されている。人間看護学研究科は社会人学生が多く、3 年間で修了することを可能とする

長期履修制度を利用する者も多いが、ほとんどの学生は規定修業年数で修了している。また、

修了時アンケート調査結果においても修了者から高い評価を得ており、修了後は専門看護

師や教育研究者として各専門分野で活躍している者が多い。現状を総合して、教育目標に沿

った成果を上げているとともに、適切に単位認定、修了認定が実施されていると判断する。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

語学運用能力についての教育効果を実感している学生が少ない。外国語科目の運営方針 

そのものを見直し、確かな語学力向上を在学生が実感できる教育活動の改善を行う必要が

ある。 
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 大学院博士後期課程の学位論文審査基準は、各研究科で内規として定められている。た

だし、一部の研究科では、その内規の一部が「履修の手引」などに掲載されていないな

ど、学生への周知については不十分な点がある。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

厳格な学習成果の評価を維持しながら、さらに修業年限卒業率を向上させるためには、少

人数教育の内容を充実させるとともに、授業評価アンケートで「授業に対する理解度」「満

足度」のいずれに対しても現状より多くの学生が肯定的意見を持てるように、ＦＤ活動など

を通じた教授方法の研鑽が必要になると考えられる。 

ＧＰＡを年次別に見ると、１・２年次よりも３・４年次にやや低下する傾向がある。これ

は一部の学生で、３・４年次に履修する単位が多いためであり、カリキュラムマップに基づ

いた計画的な履修の指導をさらに強く行う必要がある。 

環境科学部の学部生が、その卒業研究等の内容を学会等で発表したり、学会誌へ投稿した

りしていることは、本学部の教育の質の高さを示すものである。この活動をさらに活性化さ

せるためには、学部生にも発表等に係る経済的支援（旅費の補助など）を検討する必要があ

る。 

 

【工学部】 

授業アンケートの結果から各科目の自習時間が「毎週１時間以上」の学生は、全体の

20.5％と低い。自主的な学習姿勢を養うことは学習・教育目標にも掲げられていることか

ら改善が必要である。一方で、レポート課題等も多く自主学習時間の確保が難しいという

側面もあることから、自主学習を促せるような対策が必要である。 

 

【人間文化学部】 

授業評価アンケートによれば、授業の出席頻度、予習復習時間などにおいては、低い結

果が出ており（資料４（４）－19 p.9）、学生の学習意欲を上げるための取り組みや授業

のあり方等の検討が必要と思われる。 

 

【人間看護学部】 

滋賀県内の病院に就職している卒業生に対しての調査を実施したが、数年のキャリアを

積んだ後に新たな資格を取得するため退職している者も多くいることがわかった。しか

し、卒業生の名簿が未整備であり、卒業後のキャリア追跡を行うなどの調査を行うことも

困難な状況にある。このため、卒業後の教育効果検証に難がある。 

 

【環境科学研究科】 

授業評価アンケートが行われておらず、この結果を授業改善に活かすことができない。

また、大学院生が研究職を目指そうとする意識が低い傾向にある。 

 

【工学研究科】 
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大学院では授業評価アンケートが行われていないため、現状では教育目標の達成度や授

業の満足度について評価することが困難である。このため、大学院における授業評価の体

制を整備することが今後の課題である。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科については、特に博士後期課程において、休学期間も含め、在籍期間が長くなる

傾向がある。これは、博士論文の提出に必要とされる時間の問題や、学生の経済状態の問

題が原因であると考えられるが、研究指導について改善の余地がないか検討する必要があ

る。 

 

【人間看護学研究科】 

学部生同様に、修了生の名簿が未整備であり、修了後のさらなるキャリア追跡を行うな

どの調査を行うことも困難な状況にある。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

学生が卒業時におおむね満足して卒業していることは、本学独特の教育形態、すなわ 

ち少人数教育や能動的学習教育の成果と考えられる。そして、学生のジェネリックスキル

を測定するＰＲＯＧテストなどでも、この傾向が確かめられつつある。この効果検証を今

後も継続することで、本学教育が有効であることを示すことができると考えられる。 

 そのためにも、ディプロマポリシーおよびカリキュラムポリシーに則った体系的カリキ

ュラムの改善を各学部各学科が継続し、卒業生が社会でより高い評価を得られるよう努力

する。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

授業評価アンケートでは、概ね学生が本学部の教育に満足しているとの評価がみられ

る。同アンケートについては、学習・教育目標の達成度や学生の満足度の評価に役立って

いることから今後も継続的に実施する。また、ＦＤ活動に積極的に取り組み、さらに講義

の改善を図る。また、卒業後アンケート等での卒業生の意見、や就職先企業での本学卒業

生への評価、進学先大学院での評価等を参考にしながら、適宜、教育内容の点検と見直し

を行う。 

環境科学部の学部生が、その卒業研究等の成果を学会誌に投稿したり、学会等で発表し

たりする活動を、さらに進展させる。 

 

【工学部】 

現在実施している授業評価アンケートは学習・教育目標の達成度や学生の満足度の評価

に大きく役立っていることから今後も継続的に実施する。また、就職率の維持・向上のた

め、現在実施している工学部支援会企業研究会（資料４（４）－20）や特別講演会等を今
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後も開催し、社会人や卒業生が、在学中に身に付けておくべき学力や資質・能力等につい

て、在学生に話せる機会を今後も継続的に設けていく。 

 

【人間文化学部】 

ＦＤ活動の浸透に伴い、授業改善の意識は高まっている。授業改善の努力を引き続き行

い、教育目的に対応した資格取得・就職等の成果を上げていく。 

 

【人間看護学部】 

学生が希望する専門職に従事するためにも、全員が国家資格を取得できるよう、学習成果

の向上を目指す。そのため、引き続き、教務委員会、ＦＤ委員会を中心に、学生個々の状況

に応じた支援や適切な成績評価、単位認定などを実施していく。加えて、教育内容および方

法の充実を図るよう強化していく。 

 

【環境科学研究科】 

大学院生の研究成果が、当該大学院生を筆頭著者とした論文として学術誌に掲載される

例もみられる。これを推し進めるために、大学院の学生に対しては、研究成果の公表に対

する支援をこれまで以上に継続して実施する。 

 

【工学研究科】 

学部と同様、大学院の学生に対しても、就職率の維持のため、工学部支援会企業研究会

や特別講演会等を開催して、社会人や卒業生が、在学中に身に付けておくべき学力や資

質・能力等について、在学生に話す機会を今後も継続的に設けていく。 

 

【人間文化学研究科】 

研究科においては、少人数の学生に対して、きわめて専門性の高い教育がなされてき

た。修士論文、博士論文に対する審査もきわめて厳正なものである。この取組を今後も継

続する。 

 

【人間看護学研究科】 

さらに専門的な研究を行い専門資格も取得できる体制を整備していくために、新たに大

学院プロジェクトチームを組織することが平成 27 年７月の教授会で決定された。助産師課

程の大学院化に向けての具体策整備、専門看護師資格取得、養護教諭専修免許取得に向けて、

組織的に進める予定である。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

全学的に語学運用能力の獲得に満足していない卒業生が多いことから、語学（特に英語） 

の教育体制を見直さなくてはならない。一方、必修の英語各科目は多くの教員（非常勤講師

を含む）で対応している。そこで、この授業方法のスタンダード化を図る必要がある。その

ため、すでに英語各科目の共通到達目標を全学共通教育推進機構が作成しつつある。 
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博士後期課程の学位論文審査基準の内規の一部が周知されていない研究科では、それを

「履修の手引」等に掲載するなど、早急な対応が必要である。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

少人数教育の内容をさらに充実させるとともに、授業評価アンケートで「授業に対する理

解度」「満足度」のいずれに対しても現状より多くの学生が肯定的意見を持てるように、Ｆ

Ｄ活動などを通じた教授方法の研鑽が必要である。また、カリキュラムマップに基づいた体

系的な履修指導をさらに強化する。 

 

少人数教育の内容をさらに充実させるとともに、授業評価アンケートで「授業に対する理

解度」「満足度」のいずれに対しても現状より多くの学生が肯定的意見を持てるように、Ｆ

Ｄ活動などを通じた教授方法の研鑽が必要である。また、カリキュラムマップに基づいた体

系的な履修指導をさらに強化する。 

学部生が卒業研究等の成果を学会発表する場合などに、旅費等の経済的援助を行うこと

を検討する必要がある。 

 

【工学部】 

４（３）３にも書かれている自主学習時間を増やすための少人数教育を生かした講義形

態や「機械四力学演習」等の授業を今後も継続的に実施し、内容のブラッシュアップを重

ねていく。また、全学の教育実践支援室では「学生の自宅学習を促す教育プログラム事

業」を実施しているが、より多くの授業で利用を促進できるよう全学に働きかけていく。 

 

【人間文化学部】 

教育効果をより高めるためにも、学生の授業外学習内容や授業のあり方について検討す

る必要がある。 

 

【人間看護学部】 

卒業後のキャリア追跡を行うなどの調査を行い、教育目標に沿った成果が上がっている

のかについて自己評価委員を中心として詳細に検証していく。そのため、看護師、保健

師、助産師、養護教諭として県内外に就職している卒業生のネットワークを立ち上げるな

ど、各専門職別に卒業生および就職先に対して調査分析するための連絡体制整備を行う必

要がある。 

 

【環境科学研究科】 

授業アンケートの導入等、教育目標の達成度や授業の満足度について評価できる体制を

検討していく。また、外部研究者あるいは研究職に従事している本学卒業生の特別講義や

招待講演を積極的に行い、大学院生の意識向上を図る。 

 

【工学研究科】 
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学部と同様に授業アンケートの導入等、教育目標の達成度や授業の満足度について評価

できる体制を検討していく。 

 

【人間文化学研究科】 

 博士後期課程学生の在学期間が長期化する原因について検討し、対策を講じる必要があ

る。 

 

【人間看護学研究科】 

修了後のさらなるキャリア追跡を行うなどの調査を行い、自己評価委員および大学院プ

ロジェクトチームを中心として教育目標に沿った成果が上がっているのかについて詳細に

検証していく。そのためには、同窓生のネットワークを立ち上げるなど、県内外に就職し

ている修了生に対して調査分析するための連絡体制を整備していく必要がある。 

 

４．根拠資料 

 ４（４）－１ 平成 27年３月卒業時アンケート集計結果 

 ４（４）－２ ＰＲＯＧテスト結果 

 ４（４）－３ 平成 26年度卒業生アンケート集計結果 

４（４）－４ 平成 27年度「履修の手引」（既出１－14） 

 ４（４）－５ 平成 27年度「履修の手引（大学院）」（既出１－15） 

 ４（４）－６ キャンパスガイド 2015（既出１－５） 

４（４）－７ 環境科学部修業年限卒業率 

４（４）－８ 環境科学部修業年限×1.5 年卒業率 

４（４）－９ 環境科学部学科別ＧＰＡ 

４（４）－10 環境科学部年次別ＧＰＡ（平成 25年度） 

４（４）－11 環境科学部在学生による学術関係の論文（筆頭）、学会発表（筆頭）数 

４（４）－12 環境科学部教員免許および学芸員の資格取得者 

４（４）－13 環境科学部「学生による授業アンケート」の集計結果 

４（４）－14 環境科学部学科別就職希望者内定率 

４（４）－15 環境科学部学科別進学者数 

 ４（４）－16 平成 26年度卒業・修了者の進路状況（17期生）  

４（４）－17 平成 27年 3 月工学部卒業生の進路統計（既出４（１）－９）          

 ４（４）－18 工学部卒業生の過去３年間の就職先一覧（既出４（１）－10） 

 ４（４）－19 平成 26年度後期授業評価アンケート結果（既出４（３）－11） 

 ４（４）－20 平成 26年度工学部支援会企業研究会 

 ４（４）－21 数値で見る滋賀県立大学 2014 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/publicity/kendai_suuti_2014.pdf 

４（４）－22 平成 26年 3 月卒業時アンケート集計結果抜粋（「卒業に際しての満足 

度」）（既出４（１）－14） 

 ４（４）－23 人間看護学部「学部生の卒業率などの動向」 

４（４）－24 人間看護学部「編入生の卒業率などの動向」 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/publicity/kendai_suuti_2014.pdf
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４（４）－25 人間看護学部「国家試験合格率」 

４（４）－26 人間看護学部「卒業生の進路状況」 

４（４）－27 人間看護学部「平成 24～26 年度人間看護学部卒業生の就職状況」 

４（４）－28 人間看護学部「学生が身に付けるべき知識・技能・態度等９項目の指                 

標に対する卒業生の評価」 

４（４）－29 人間看護学部「学生が身に付けるべき知識・技能・態度等９項目の指       

標に対する就職先上司の評価」 

４（４）－30 人間看護学研究科「大学院生（修士）の卒業率などの動向」 

４（４）－31 平成 27年 3 月工学研究科修了生の進路統計（既出４（１）－11）          

 ４（４）－32 工学研究科修了生の過去３年間の就職先一覧（既出４（１）－12） 
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第５章 学生の受け入れ 

 

１．現状の説明 

（１）学生の受け入れ方針を明示しているか。 

＜１＞ 大学全体 

学士課程に対する入学者受入方針（アドミッションポリシー）は、大学全体の教育目標を

定めるとともに各学部・学科毎にその専門分野に応じた求める学生像と入学者選抜の基本

方針について、アドミッションポリシーを定めている。大学全体の目標は開学以来のモット

ーである「キャンパスは琵琶湖。テキストは人間。」を念頭に置いて「地域に根ざし、地域

に学ぶ」実践教育、今後の社会の中で生きていく人間として必要な高い教養を持ち、思考力

と判断力に富む人材の育成、またグローバル化の進展による新しい時代に活躍できる人材

養成の教育を目指すことである。この目標に沿って４学部 13 学科の全てでアドミッション

ポリシーが明確に定められている（資料５－１、資料５－２）。 

大学院課程についても同様に、求める学生像と入学者選抜の基本方針についてのアドミ

ッションポリシーを各研究科・専攻で定めている（資料５－３（１）～（７））。 

アドミッションポリシーについては、キャンパスガイド、入学者選抜要項および大学のホ

ームページで公表されている。 

 

滋賀県立大学の入学者受入方針 
滋賀県立大学は、環境科学部、工学部、人間文化学部、人間看護学部の４学部からなり、

「キャンパスは琵琶湖。テキストは人間。」をモットーに、「環境」と「人間」をキーワー
ドにした「人が育つ」大学として、平成７年に設立されました。琵琶湖に隣接し、緑豊か
な自然環境のなかで、近江の歴史や多様な文化・産業を背景に、「地域に根ざし、地域に
学ぶ」実践的教育が展開されています。 
 本学の学生は、各学部学科が掲げている人材養成の目標に向かって、体系的に配置され
た授業科目を段階的に学びながら自己形成に努めます。このために必要な基礎的学力や
応用力、適応性あるいは学習意欲に関して、本学では次の３種類の入学試験を行っていま
す。 
（１）一般選抜試験・前期日程（センター試験と個別学力試験を併用した、幅広い基礎

学力についての選抜試験） 
（２）一般選抜試験・後期日程（センター試験と学科の専門を反映させた個別試験を併

用した、専門分野に関わる学力についての選抜試験） 
（３）特別選抜試験（総合問題あるいは実技試験と面接を併用した、学力および適性や

学習意欲についての選抜試験） 
本学において積極的に学び、自らの将来像の実現を目指そうとする意欲的な学生を求

めています。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部の入学者受入方針 
21 世紀の地球が直面している環境問題は、人類の英知を結集して解決すべき課題のひとつ

です。環境科学部は環境課題に取り組む幅広い学術研究の推進と、創造性豊かな人材の育成
を目指しています。学生は教室において環境基礎から専門にいたる科目を体系的に学ぶ一
方、琵琶湖とその周辺地域をフィールドとする調査、観察、実習を通して実践的な環境応用
力を身につけます。環境リーダーを目指す若者の入学を期待しています。 
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［環境生体学科］ 
環境生態学科は、自然環境の総合的理解と環境中で生じている問題の解決を目指して

います。この理念に基づき、琵琶湖とその流域（集水域）の環境を実地に利用した授業
が数多くあります。また学生には、自然と人間が複雑に関わりあう環境での問題を発見
し、その科学的解決法を提案することを求めます。そのため、理科および数学など自然
科学についての知識を持つとともに、環境科学を学ぶ上で必要な国語・英語・地理歴
史・公民などの基礎学力を持った人、あるいは自分の力で洞察する能力の高い人を求め
ます。 
 
［環境政策・計画学科］ 
環境政策・計画学科は、環境と調和した社会を形成するために、社会を形成している

企業、政府、市民の行動を環境調和型に変革していく人材を養成します。そのために、
社会科学や自然科学に基づいて環境政策・計画を策定する能力と、実践の技法とを身に
つけるための教育を行っています。地理歴史・公民・理科など、人間社会と自然環境の
広い範囲にわたって関心を有するとともに、これらを学ぶ上で必要な国語・数学・英語
の基礎学力を身につけた人を求めます。 
 
［環境建築デザイン学科］ 
環境建築デザイン学科は、持続的発展可能な社会の建設のために、建築学を基礎に、

建築を巡る環境や地域が抱えるさまざまな課題を発見、理解し、解決する能力をもった
人材の育成を目標としています。そのため、都市、地域、景観、防災、資源、エネルギ
ーなど広い視野から横断的に建築デザインを学ぶ必要があります。これに向けて本学科
志望者は数学、理科の理系の教科と同時に、国語、英語、地理歴史・公民の文系の教科
も充分に学習しておくことが必要です。更に芸術、家庭の教科の中で、ものづくり、造
形に関わる知識、能力の習得も大切です。これらの基礎の上に、環境建築デザインの知
識、能力、倫理観、創造力を職能として身につけ、社会で活躍したいという意欲ある人
を求めます。 
 
［生物資源管理学科］ 
生物資源管理学科は、生物資源と環境に関わる幅広い視野と知識を持ち、農林水産業

などの生物資源生産と生物資源循環、生物資源生産・循環に関わる土壌・水資源の保全
と活用、生物機能を用いた物質生産や環境改善など、生物資源の管理と活用に関する基
本的な知識と技術を有する人材の養成を目的としています。これからの循環型社会を支
えるうえで、生物生産と生物機能が重要な役割を果たすと考えています。そのため、こ
れらの課題について学ぶ意欲を示し、これらを学ぶための理科、数学、外国語等の基礎
的学力を有し、柔軟な思考と積極的行動力をもつ人を求めます。 

 

【工学部】 

工学部の入学者受入方針 
工学部では、２１世紀の「ものづくり」において、人と自然環境に調和した新しい科

学技術の創造と豊かな社会の構築を目指した国際的に活躍できる人材の育成を行うとと
もに、先進的な研究を通じて人類の発展に貢献し、我が国および地域の文化と産業の拠
点としての役割を果たすことを理念として、教育、研究、社会貢献に努めています。こ
の理念に沿って、「ものづくり」に興味を持って何事にも意欲的に取り組む人、必要な
基礎学力を持つとともに専門知識の習得に努め、独創的な科学技術を創造する人、国際
的な視野を持って、工学の分野の発展に貢献したいという強い意志を持っている人を求
めます。 
 
［材料科学科］ 
材料科学科は、人間と環境への配慮を基盤とし、材料の“科学・技術”の進歩に貢献

する高度専門職業人を養成します。そのために、学問の基礎の理解と実験や演習などの
実践を重視し、無機から有機までの幅広い物質、新エネルギー材料や環境材料などの
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様々な用途について、基礎から応用にわたる多面的な教育・研究を行います。これらの
基礎となる数学、物理、化学、英語の学力を有し、“ものづくり”や新材料に興味を持
ち、自己の能力向上を目指す人を求めます。 
 
［機械システム工学科］ 
機械システム工学科では、機械工学の基礎とシステム的なセンスを備え、高機能な機

械を設計・開発でき、柔軟な発想能力の備わった技術者の養成を目指しています。その
ため、材料力学、熱力学、流体力学、機械力学の 4力学に加えて、制御工学、メカトロ
ニクス、生産工学などの幅広い科目を配し、さらに多くの演習や実験を取り入れること
によって、基礎から応用にわたる多面的な教育・研究を行います。したがって、大学の
専門科目と関連の深い数学、物理、化学、英語などの基礎学力を有するとともに、“も
のづくり”に関心をもち、自己の能力向上を目指し、さらに技術開発に独創性を発揮で
きる人を求めます。 
 
［電子システム工学科］ 
電子システム工学科は、電気・電子・情報工学分野で高度な技術と知識を持ち、地域

はもとより世界に通用する創造力豊かな高度専門職業人となり得る人材の育成を目指し
ています。このため、本学科では、電気・電子・情報工学の分野を学ぶために必要な、
数学、理科（物理、化学）、英語などの基礎学力を有するとともに、これらの分野に夢
や魅力を感じ、基礎から応用まで幅広い素養を身につけて積極的に活躍していきたい
人、知的好奇心を持って常に新しいことに挑戦し、これらの分野を通して積極的に貢献
していきたい人を求めます。 

 

【人間文化学部】 

人間文化学部の入学者受入方針 
人間文化学部は、文化の視点から、人間の活動を捉えかえし、一方では、人々が活動

する「地域」を、個性豊かで確かさを実感できる生活空間として再生させるとともに、
他方では、新しい生活観、生活のスタイル・生活のあり方を生み出すことを目指してい
ます。 
そのためには、異文化理解に基づく、地域研究の基礎づけに合わせて、最先端の生活

科学が切り開いた、知と技能の確保も不可欠です。先例に学びつつ、新たな未来を構想
する本学部は、何よりも人間という存在に関心を持ち、常識にとらわれない自由な発想
と、柔軟な思考、積極的な行動力をそなえた人を求めます。 
 
［地域文化学科］ 
地域文化学科は、環琵琶湖地域を核とした日本を中心に、密接な交流の歴史を有する

中国・朝鮮をも視野において、これらの社会に関わる過去と現在の諸問題を学びます。
そのために、社会を分析するさまざまな方法を習得し、フィールドワークを通じて、そ
れぞれの地域に生きる人々の姿を見つめ、これからの地域のあり方について研究しま
す。入学者には、これらの基礎となる国語・英語・地理歴史・公民の科目の学力を有
し、歴史・文化・社会に強い関心を持って、自ら行動し、学んだことを地域に還元し、
社会貢献できる学生を求めます。 
 
［生活デザイン学科］ 
生活デザイン学科では、人間に最も身近な生活環境としての住居・道具・服飾のデザ

インの理論と実践を学びます。身近な生活環境を観察・分析して問題を発見し、その解
決策を考え、造形的・論理的に表現できる能力を身に付け社会で活躍したいと考える人
を求めています。そのために必要な基礎学力（国語、地理歴史・公民、数学、理科、外
国語）、表現力、そして柔軟な思考と積極的行動力を持った人の入学を期待します。 
 
［生活栄養学科］ 
生活栄養学科は、食物を介して栄養が健康に寄与するという意識を基盤として、人の

健康に貢献する高度な専門職業人を養成します。そのために、基礎知識の習得および実
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践に至る実験・実習科目を重視し、栄養学に関して基礎から応用にわたる多面的な教
育・研究を行います。これらの基礎となる数学、化学、生物、英語の学力を有するとと
もに、食、栄養、運動、健康の関わりに興味を持ち、自己の能力向上ならびに社会的貢
献に意欲のある人を求めます。 
 
［人間関係学科］ 
人間関係学科は、心理学、社会学、教育学など人間関係論にかかわる各分野の教育・

研究を通じて、人間らしい心の発達と生きがいの感じられる生活や社会システムの構築
に参加できる人材の養成をめざしています。そこで、「心の発達と人とのかかわり」「コ
ミュニケーションと社会・文化の形成」「生涯にわたる発達と教育的援助」などの諸問
題に関心をもち、少人数ゼミにおける積極的な討論や、様々な実験、調査、分析などを
通じて主体的、創造的に学習や研究をしたいと考えている人を求めます。このため、入
学者には、これらの基礎となる国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語をはじめと
した幅広い学力をバランスよく備えていることが期待されます。 
 
［国際コミュニケーション学科］ 
国際コミュニケーション学科は、国際化する現代社会において、広く活躍することの

できる見識とコミュニケーション能力を備えた人材の育成を目的としています。そのた
め、英語または他の外国語についての学力を有し、また幅広い知識や教養の基盤となる
国語、地理歴史・公民、数学、理科についての基礎的な学力を有する学生を求めます。 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部の入学者受入方針 
［人間看護学科］ 
人間看護学部は、人間の健康と生活に関連したニーズをもとに、「人が人として生き

る」－そのことを支える看護のあり方を探求します。このため、全学共通基礎科目の
「人間学」から、看護学や医学の専門科目まで、学際的・実践科学的な教育・研究を行
います。入学生には、人間の尊厳を重んじ、生物・化学・数学・英語などの基礎学力を
有し、幅広い知識と教養をもとに豊かな感性を身につけ、地域に貢献できる看護職者を
目指す人を求めます。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科博士前期課程の入学者受入方針 
［環境動態学専攻］ 
  環境動態学専攻は、研究遂行のために必要な英語読解力を有し、学部段階の環境科学
に関する基礎的内容を理解したうえ、志望する研究領域が指定した出題範囲の十分な学
力を有するものを求める。 
 
［環境計画学専攻］ 
 環境意匠研究部門では、自然環境と建築環境、さらに生活空間、都市空間、地域社会
などの間の様々な関係について基本的に理解しているとともに、新しい建築・都市空間
のあり方を自由に提案するための素養として基礎的な空間表現の技能を有するものを求
める。 
 地域環境経営研究部門では、環境システム、資源・環境経済、環境政策のいずれかの
領域における学部段階の基礎的知識と研究遂行能力、および講義を理解するに足る日本
語能力を有するものを求める。 
 
環境科学研究科博士後期課程の入学者受入方針 
［環境動態学専攻］ 
環境動態学専攻は、大学院博士前期課程段階の専門知識を有し、より良い自然環境・

生物生産環境の保全と維持管理のあり方を提案でき、国際的な場で活躍できる研究資質
を有するものを求める。 
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［環境計画学専攻］ 
 環境意匠研究部門では、建築計画学、環境工学、建築構造学に関する専門的知識を持
ち、環境共生建築、環境共生都市に関する研究を展開する能力を有するものを求める。
作品、プロジェクトなどを提案する能力と実績があることが望ましい。 
 地域環境経営研究部門では、環境システム、資源環境経済、環境政策に関する専門的
知識を持ち、環境問題に関する社会科学的・政策論的研究の能力と実績、および日本語
または英語によるコミュニケーション能力を有するものを求める。 

 

【工学研究科】 

工学研究科博士前期課程の入学者受入方針 
［材料科学専攻］ 
 材料科学専攻は、２１世紀の高度化した工業技術の進展に貢献でき、地球環境に調和
した先端材料の研究と開発を目指し、無機材料から有機材料までの各種材料に関する幅
広い知識と開発能力を有し、さらに高度な材料技術開発にも対応できる人材を養成しま
す。そのために、学問の基礎と応用の理解と実践を重視し、無機から有機までの幅広い
物質、新エネルギー材料や環境材料などの様々な用途について、基礎から応用にわたる
多面的な教育・研究を行います。これらの基礎となる物理化学、無機化学、有機化学、
材料科学、英語の学力を有し、“ものづくり”や新材料に興味を持ち、自己の能力向上
を目指す学生を選抜します。 
 
［機械システム工学専攻］ 
機械システム工学専攻においては、単に機械の構成要素の技術開発や組合せを論ずる

のではなく、機械全体を一つのシステムとして捉え、機械工学と他の工学分野との融合
を図りながら、その構築ができる人材を養成します。特に最近ではシステムの機能、効
率に加えてマンマシンインターフェース、環境調和を考慮できる能力も必要とされてい
ます。そのために技術開発研究に必要な熱力学、流体力学、材料力学、機械力学などの
基礎学力に加えて、生産システム、制御工学、人間工学、環境工学などの応用について
教育研究を行います。したがって、“ものづくり”において多面的に物事を観察し、推
敲し、コミュニケーションが取れる学生を選抜します。 
 
［電子システム工学専攻］ 
電子システムエ学専攻は､ものづくりにおいて､人と自然環境に調和した新しい科学技

術の創造を目指し、本専攻と関連がある各種工学分野の発展に寄与し得る技術者、およ
び社会の多様な方面において高度で専門的な知識を必要とする業務等に従事する人材の
養成を目的とする。そのために、電磁気学、電気回路、電子回路、半導体･物性、コン
ピュータハードウェア、コンピュータソフトウェアの基礎専門科目に関する学力、工業
数学の基礎学力､英語による基礎的なコミュニケーション能力､および自己表現能力を有
するとともに、旺盛なチャレンジ精神と行動力によって専門領域における問題設定・解
決能力を高めることに強い意欲を持った学生を選抜します。 
 
工学研究科博士後期課程の入学者受入方針 
［先端工学専攻］ 
先端工学専攻は、21 世紀の高度化した工業技術の進展や環境問題の解決に貢献できる

人材を養成します。そのために、学問の基礎と応用の理解と実践を重視し、サスティナ
ブル社会を目指し、産業や環境技術の進展に貢献する先端材料の開発や、機械全体を一
つのシステムとして環境、人間までをも統合化する教育・研究を行います。 
これらの基礎となる材料科学系、機械システム工学系、電子システム工学系の学力を

有し、自己の能力向上を目指す学生を選抜します。 

 

【人間文化学研究科】 

人間文化学研究科博士前期課程の入学者受入方針 
［地域文化学専攻］ 
「地域」の歴史、特性を考察し、それが激変する現代社会の中においてどのような意
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味を持ち、また未来に向けてどうあるべきかを考察してゆく。 
そのための方法論として、歴史学、考古学、民俗学、社会学、文化人類学、考現学、

保存修景学、地理学などが援用される。したがってそれらの学問分野に関する基本的な
知識をもち、関連する文献を読みこなすことができ、また史料読解、発掘、測量、社会
調査、語学力など各学問分野に必要とされる基本的技術を身につけた学生を求める。 
特に「人間」そのものを対象とする分野である以上、他者の立場を尊重し、敬意をも

って接することのできる学生を望む。 
 
［生活文化学専攻］ 
生活科学、人間科学の立場からライフスタイルと人間関係の問題を対象とする高度な

教育研究を行う。すなわち、人間のライフサイクル全体を通して、生活と社会との関わ
りを、生活デザイン、健康と栄養、人間関係の諸領域にわたって綿密に再検討し、真に
充足された健康で快適な生活文化と生活環境を見いだすための教育研究を行う。このた
めに、生活デザイン論、健康栄養論、人間関係論の３研究部門それぞれにおいて、必要
とされる当該分野の基礎知識、思考力、語学力および研究資質を有する学生を求める。 
生活デザイン部門は、生活の中でのデザインを探究し、健全なライフスタイルと生活

環境を デザインすることを目的とした実践的な教育研究を展開する。このために、デ
ザインに関する 基礎知識と思考力および英語読解力（留学生の場合は日本語能力）を
持ち、生活デザインに関 する研究資質を有する学生を求める。 
健康栄養部門は、栄養に関する基礎から応用までの健康・栄養科学に運動生理学領域

をも加え、幅広く有機的な研究を行っている。栄養に関する生活の知恵や技術を科学的
に捉えるとともに健康の維持・増進などの実践的な諸問題にも取り組み、健康な生活の
実現を目的とした教育研究を行っている。このことから、当該分野に関する基礎知識お
よび思考力並びに英語読解力（留学生の場合は日本語能力）を持ち、健康に関する栄養
学および運動生理学を探究しようとする学生を求める。 
人間関係部門は、望ましい生活環境を創造することができる、新たな人間関係を創出

することを目的に、人間の発達・形成、「社会化」のメカニズム、および現代社会にお
ける人間関係 の特性を、心理学、社会学、教育学等の立場から教育研究する。このた
めに、当該分野に関する基礎知識と思考力および英語読解力（留学生の場合は日本語能
力）、研究資質を有する学生 を求める。 
 
人間文化学研究科博士後期課程の入学者受入方針 
［地域文化学専攻］ 
それまでの大学、大学院における研究を踏まえた上で、さらに研鑽し、博士論文とし

て結実させる能力、識見を有した学生を求める。 
 
［生活文化学専攻］ 
生活科学、人間科学の立場からライフスタイルと人間関係の問題を対象とする高度な

教育研究を行う。すなわち、人間のライフサイクル全体を通して、生活と社会との関わ
りを、生活デザイン、健康と栄養、人間関係の諸領域にわたって綿密に再検討し、真に
充足された健康で快適な生活文化と生活環境を見いだすための教育研究を行う。このた
めに、生活デザイン論、健康栄養論、人間関係論の３研究部門それぞれにおいて、必要
とされる当該分野の基礎知識、思考力、語学力および研究資質を有する学生を求める。 
生活デザイン論研究部門は、生活環境とその形成について学際的な立場から探究し、

新たな生活デザイン論の構築をめざす教育研究を展開する。このために、デザインの少
なくとも一領域に関する専門的知識を持ち、研究の能力と実績を有する学生を求める。 
健康栄養部門は、人が健康で豊かな生活を営むために、食品機能や生体における栄養

素の代謝や生体利用、運動生理の仕組みを探求し、疾病の予防や治療、健康の維持・増
進を目的とした実践的な教育研究を展開している。このことから、健康・栄養に関する
十分な知識、実践の科学としての応用力と思考力並びに英語読解力（留学生の場合は日
本語能力）を持ち、健康に関する栄養学および運動生理学を探究しようとする学生を求
める。 
人間関係論研究部門は、社会的に望まれる生活環境の中での人間関係の構造的・機能

的特性を解明するために、人間の発達と形成、言語やコミュニケーションのメカニズ
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ム、人間行動の機構、現代社会の人間関係や比較文化などに関し、心理学、社会学、教
育学、コミュニケーション論などの立場から学際的に追究する教育研究を行う。このた
めに、当該分野に関する専門的知識と研究資質を有する学生を求める。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科修士課程の入学者受入方針 
［人間看護学専攻］ 
人間看護学研究科では、次のような人を求めています。 
１）これまでに培った教養や知識をもとに、人間の生活と地域社会を支える看護学

を深く理解し、看護学の創造をめざす人 
２）人間と人間の命に対する幅広い興味をもち、豊かな感性と人間性、基本的な倫

理観を備えている人 
３）高度化・専門化する看護学に要求される知識や技術の修得等、実践の科学とし

て看護を探求しようとする強い意欲を持つ人 

 

（２）学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行って

いるか。 

＜１＞ 大学全体 

入学者受入方針（アドミッションポリシー）の周知については、学生募集要項に記載する

とともに、受験志願者に向けてホームページで公表するなど十分な方策を講じており、志願

者はその内容を確認して受験をしている。学士課程について本学における入学試験として

は、特別選抜試験、一般選抜試験、編入学試験および再入学試験が実施されており、各学科

単位で志願者を募集し、入学者を決定している（資料５－１、資料５－４）、資料５－５（１）

～（３））。 

大学院課程については、各研究科で独自の試験日程を作成し、各専攻のアドミッションポ

リシーに沿った試験問題を課し、面接を行うことによって入学者を選抜している（資料５－

３（１）～（７））。 

学士課程における特別選抜試験は、県内高校および県内在住者を対象にした推薦入試、帰

国子女と私費留学生を対象とした入学試験である。特別選抜試験の推薦入試では、各学科の

入学定員の２割（人間看護学科は３割）を募集定員としているが、各学科のアドミッション

ポリシーにそった総合問題あるいは実技試験を課すとともに調査書と推薦書の内容と面接

によって、求める学生像に合致する受験生を合格者として選抜している。面接では、学科の

教育内容と受験生本人の志望動機との確認を求めることを通じて、アドミッションポリシ

ーが選抜に際して実質的に機能するように努めている。推薦入試では大学における学習活

動ができる能力を持った学生を選抜するために、募集定員を満たさない場合もありうるこ

とを決めている。また、学校長が推薦できる人数を各学科２名であったところを、人間看護

学科では３名に拡大している。また、学科によっては平成 28 年度入学者から推薦入試に大

学入試センター試験の成績を加味することが決まっている（資料５－４、資料５－６、資料

５－７）。 

一般選抜試験は、前期日程と後期日程であり、大学入試センター試験の結果と個別試験の

結果を用いて入学者を選抜している。各学科は入学者を選抜するにあたって、アドミッショ

ンポリシーに沿ってセンター試験科目の採用と個別試験問題の作成により、入学生を選抜

している（資料５－１）。 
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編入学試験については、学部ごとに３年次に編入を志望する受験生に対して３年次編入

学募集要項を作成し、人間看護学部では社会人枠も設けて募集を行っている。試験は各学科

のアドミッションポリシーに基づいて科目が設定されるとともに、面接を行って合否を判

定している（資料５－５（１）～（３））。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部においては、全学科において一般選抜（前期日程・後期日程）および特別選

抜（推薦入学・帰国子女・私費外国人留学生）を実施し、それぞれの学科のアドミッショ

ンポリシーに従ってセンター試験、個別試験、面接、実技等の学力検査を実施している。 

一般選抜前期日程では、大学入試センター試験および個別学力検査等の成績により、高

等学校で学ぶべき基礎学力の習得状況を判定するとともに、大学での専攻分野で必要とさ

れる基礎的・応用的学力の到達状況を判定している。 

一般選抜後期日程では、学科の特色を反映した個別試験を実施している。環境生態学科

では、後期試験にて理科２科目のみを課している。環境政策・計画学科では、後期試験で

総合問題を課し、文章、言葉、図などの素材を材料に、論述やフローチャート作成などに

よる問題理解力、表現力の考査を行っている。環境建築デザイン学科では、後期試験で造

形実技の試験を行い、デッサン、基礎造形などの実技により描写能力および表現能力を判

定している。ただし、生物資源管理学科では、一般選抜後期日程においても、前期日程と

同様の個別試験を実施している。 

特別選抜の推薦入学選抜では、滋賀県内の高校を卒業した者と本人あるいは保護者が滋

賀県内に居住している者を対象に選抜を行っている。本学部における推薦入学選抜は、大

学入試センター試験を免除し、志望する各学科において履修上必要と考えられる基礎学力

を測る総合問題および調査書などに基づく面接の結果を総合して判定している。環境建築

デザイン学科においては、定員の半分は総合問題の代わりに造形実技を課し、それと面接

の結果を総合して判定を行っている。 

特別選抜のうち、帰国子女特別選抜はセンター試験を免除し、総合問題および面接点の

合計により選抜される。私費外国人留学生はセンター試験を免除し、日本留学試験の成

績、総合問題および面接点の合計により選抜される。 

 

【工学部】 

工学部では、各学科のアドミッションポリシーに従い、一般選抜および特別選抜を実施

している。一般選抜では、センター試験および個別学力検査を実施し、個別学力検査にお

いては各学科の特色を反映した入試科目としており、理科において材料科学科では物理と

化学の２科目、機械システム工学科と電子システム工学科においては物理１科目を課して

いる。さらに、アドミッションポリシーとの関連において、配点に関しても各学科で割合

を決定している。 

特別選抜では、滋賀県内の高校を卒業した者と本人あるいは保護者が滋賀県内に居住し

ている者を対象とした推薦入学選抜、帰国子女特別選抜、私費外国人留学生特別選抜を実

施している。推薦入学選抜においては、大学入試センター試験を免除し、各学科アドミッ
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ションポリシーに則した総合問題および調査書などに基づく面接を実施してきたが、平成

28 年度入試からは大学入試センター試験と面接により選抜している。 

工学部の入学者受入方針（アドミッションポリシー）は、ホームページで公開している

ほか、入学者募集要項等入学案内の冊子に掲載し周知している。また、材料科学科、機械

システム工学科、電子システム工学科の各学科において、学科の特色に関して詳しく記載

した学生募集用のパンフレット（資料５−13、資料５−14、資料５−15）を独自に作成して

公表するなど、十分な方策を講じており、志願者はその内容を確認して受験をしている。 

 

【人間文化学部】 

入学者受入方針（アドミッションポリシー）に留学生、社会人、編入学生の受入等はう

たっていないが、入学試験において帰国子女特別選抜、私費外国人留学生特別選抜の２種

の特別選抜試験を行っており、これらは入学定員以外の別枠として募集している。 

推薦入試の科目は、地域文化学科、人間関係学科、国際コミュニケーション学科につい

ては英語を含む総合問題と面接試験であるが、総合問題の問題作成は合理化され、面接で

は不適切な質問のないように周知徹底されている。一方、生活デザイン学科、生活栄養学

科では平成 28年度入試よりセンター試験を課し、面接試験と併せて選抜を行うよう変更

されている。 

一般入試はセンター試験を利用しながら、前期日程では個別試験として科目試験、後期

日程では科目試験と小論文や実技試験が行われている。 

試験の内容については、各学科ともアドミッションポリシーとの関連において、工夫を

重ねて現在の形となっている。例えば、地域文化学科ではセンター試験の配点の中での地

歴公民の配点割合が大きい。生活デザイン学科の一般入試後期試験は、センター試験の結

果とデッサンによって行われる。生活栄養学科においては、前期試験、後期試験ともに理

科の配点割合が大きい。人間関係学科では後期試験の個別学力試験を小論文によって行

い、国際コミュニケーション学科は、外国語への配点割合が大きい等である。 

このように、各学科ではそれぞれ特色ある試験内容を採用し、受験生の志向と学科の内

容のミスマッチがおこらないように配慮している。 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部では、アドミッションポリシーにもとづいて、一般選抜試験（前期日程、後

期日程）、特別選抜試験および第３年次への編入学試験を実施し、入学者を選抜している。

一般選抜前期日程では、アドミッションポリシーに挙げる基礎学力を重視し、センター試験

（５教科）と個別学力検査（英語）を課している。一般選抜後期日程では、基礎学力を評価

するためにセンター試験（５教科）を課し、「生命への畏敬の念」「向上心」を評価するため

にグループ面接を実施している。 

特別選抜では、滋賀県内の高校を卒業した者と本人あるいは保護者が滋賀県内に居住して

いる者を対象として推薦入学選抜を行い、あわせて帰国子女を対象とした選抜も実施して

いる。大学での学習活動を遂行できる学力の有無や、経験・経歴を評価する選抜を工夫して

行っている。そのため、基礎学力と人間性（生命倫理や向上心）を評価するために、個別学

力試験（英語、文系総合問題、生物）とグループ面接を実施している。 
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平成 17 年度からは、看護系短期大学部卒業生（卒業見込み者）ならびに専修学校卒業者

（卒業見込み者）を対象として、第３年次編入学制度を実施し、社会人にも門戸を広げてい

る。編入学試験のアドミッションポリシーとして個別の規定はしていないが、人間看護学科

のアドミッションポリシーに沿って選抜を行っている。募集要項には、教育目標（「豊かな

人間性を備えた看護職者」や「看護実践の中核的な役割を果たす看護職者」を育成すること）

や求める人（現在看護職である人や強い学習意欲を持つ看護学生）を明記している（資料５

－５（３） p.1, 6）。このポリシーにしたがって、個別学力試験（英語と専門科目）と個

人面接を実施している。 

 

【環境科学研究科】 

環境動態学専攻（博士前期課程）においては、９月・２月募集ともに、筆記試験（英

語・専門科目）・面接を課し、それらの合計によって選抜を行っている。環境計画学専

攻・環境意匠研究部門（博士前期課程）においては、９月募集では設計実技・専門科目・

英語(ＴＯＥＩＣ)・面接を課し、それらの合計によって選抜を行っている。２月募集では

英語(ＴＯＥＩＣ)・面接（作品または研究に関するプレゼンテーションを含む）を課し、

それらの合計によって選抜を行っている。環境計画学専攻・地域環境経営研究部門（博士

前期課程）においては２月のみ募集を行い、面接（卒業論文等に関する日本語によるプレ

ゼンテーションおよび専門に関する口頭試問を含む）によって選抜を行っている。博士後

期課程の選抜は、すべての専攻で２月に、専門に関する設問を含む面接によって選考を行

っている。これら全ての選抜は、専攻毎に定められたアドミッションポリシーに従って行

われている。 

 

【工学研究科】 

博士前期課程では、各専攻のアドミッションポリシーに沿った入学者を選抜するため、

一般選抜および外国人留学生特別選抜では学力試験と面接、推薦入学特別選抜では小論文

と面接、社会人特別選抜では成績証明書の審査と面接を実施している。 

博士後期課程においては、修士論文の審査と面接により、アドミッションポリシーに則

した入学者を選抜している。 

工学研究科の入学者受入方針（アドミッションポリシー）は、ホームページで公開して

いるほか、入学者募集要項等入学案内の冊子に掲載して周知するなど、十分な方策を講じ

ており、志願者はその内容を確認して受験をしている。 

 

【人間文化学研究科】 

博士前期課程に関しては、一般選抜、社会人特別選抜、外国人留学生特別選抜の３種の

試験を前・後期の２回（地域文化学専攻に関しては 10月募集と２月募集、生活文化学専

攻に関しては８月募集と２月募集）行っている。選抜は、入学者受入方針（アドミッショ

ンポリシー）に基づいて、小論文、専門科目、口述試験、外国語などを組み合わせて行っ

ている。 

博士後期課程に関しては、地域文化学専攻、生活文化学専攻ともに入学者受入方針（ア

ドミッションポリシー）に基づいて、面接によって選抜を行っている。 
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【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科修士課程では、アドミッションポリシーにもとづいて、個別学力試

験、面接、書類審査を行い、入学者を選抜している。個別学力試験（英語と専門科目）に

よって「知識・理解」を評価し、個人面接と提出書類（とくに研究計画書）によって、

「興味」「倫理観」「探究心」を評価し、総合的に判定している。また、社会人入学希望者

に配慮して、長期履修制度を設けている（資料５－３（７） p.2）。 

 

（３）適切な定員を設定し、入学者を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づ

き適正に管理しているか。 

＜１＞ 大学全体 

過去５年間の「入学定員に対する入学者数比率」（５年間平均）をみると、学部段階で

は各学部各学科ともに 1.00 から 1.06 である。一般選抜試験の後期日程で合格者の辞退に

より、各学科において実入学者数が入学定員を下回る状況になるときは、後期日程の試験

結果をもとに追加合格者を決定している。 

一方、大学院では、博士前期課程が各研究科各専攻で 0.67 から 1.23 であり、特に人間

文化学研究科地域文化学専攻と人間看護学研究科人間看護学専攻で 0.67 と低くなってい

る。これ以外の専攻では 0.89 から 1.23 であり、おおむね定員を満たしていると判断でき

る。また博士後期課程では、各研究科各専攻で 0.40 から 1.07 であり、工学研究科先端工

学専攻で 0.40、人間文化学研究科生活文化学専攻で 0.70 と低くなっている。これ以外の

専攻では 1.00 から 1.07 であり、定員を満たしている。 

大学院において、実入学者が少なく入学定員を充足していない研究科では、入学定員と

実入学者の関係の適正化を図る努力をしている。たとえば、環境科学研究科環境動態学専

攻では、博士後期課程の入学定員を平成 25年度より６名から３名に削減している。また

工学研究科では、博士後期課程の専攻を先端工学専攻の１専攻に統合している。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部では、全ての学科において定員を充足している。 

また、入試倍率や合格最低点の変化の動向などから、一般入試（前期・後期）、特別選

抜（推薦入試）への定員割当の見直しも行っており、近年中に実施することが決まってい

る。たとえば環境生態学科では平成 29年度入試から前期入試の定員を削減し、後期入試

および特別選抜の定員を増加する予定である。 

 

【工学部】 

工学部の定員は各学科 50名で、一般選抜試験および特別選抜試験により、下記の人数

に分けて選抜している。 

 

一般選抜：材料科学科  前期日程（20名）、後期日程（20名） 

機械システム工学科  前期日程（25 名）、後期日程（15 名） 
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電子システム工学科  前期日程（25 名）、後期日程（15 名） 

特別選抜（各学科共通）：推薦入学Ａ（10 名）、推薦入学Ｂ、帰国子女、私費外国人留

学生（若干名） 

 

平成 27 年度の工学部の実入学者の数は、定員に対して 1.03 倍となっており、すべての

学年で定員を充足している。学科ごとの充足率は、材料科学科が 1.00、機械システム工学

科が 1.10、電子システム工学科が 1.00 となっており、各学科とも充足率は 1.0 以上とな

っている（大学基礎データ（表４））。 

 

【人間文化学部】 

学部の入学定員は、特別選抜（推薦入試）２割、一般選抜前期日程５割、後期日程３割

に割り振られ、この割合は厳密に守られている。平成 23 年度からの５年間では、学部全

体の定員充足率は 1.06→1.05→1.02→1.03→1.04 と安定している（大学基礎データ（表

３）p.14）。各学科においても同様で充足率は 1.0 以上となっている。 

 

【人間看護学部】 

平成 27 年度の募集人員は、１年次入学生 70 名（一般入試前期日程 40 名、一般入試後期

日程 10 名、特別選抜推薦入学 20 名）、３年次編入学生 10 名である。平成 27 年度の入学者

数は１年生 71名（充足率 1.01）、３年次編入生６名（充足率 0.60）である。在籍学生数（平

成 27年５月１日現在）は 289 名で、充足率は 0.99 である(大学基礎データ（表４）)。 

人間看護学部では、毎年、学部の入試委員会を中心に募集定員の見直しを行い、その適正

化を図っている。ここ数年では、１）特別選抜推薦入学の定員を 10 名から 20 名に増員した

（これに伴い一般入試後期日程 20名を 10 名に減員）、２）同時に特別選抜推薦枠を１校２

名から１校３名に拡大した、３）３年次編入学定員を 20名から 10名に減員した（これに伴

い一般入試前期日程を 30名から 40名に増員）。いずれも、新設看護系大学が著しく増加し

ている現状や県立大学としての使命やニーズを考慮したもので、大学入試委員会に申請し

承認されている。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科の博士前期課程では、ほとんどの年度で定員を充足している。環境動態

学専攻の博士後期課程においては、上記のように入学人数の実情を勘案し、平成 25年度

から定員の削減を行った。その結果、同年度以降は、毎年定員を満たす入学者を得てい

る。（大学基礎データ（表３）p.16～17） 

 

【工学研究科】 

博士前期課程の募集人員は各専攻ともに 18名であり、一般選抜試験および特別選抜試験

により、下記の人数に分けて選抜している。 

 

一般選抜：18名 

特別選抜：推薦入学[機械システム工学専攻のみ]、社会人、外国人留学生（若干名） 
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電子システム工学専攻は平成 24 年度に設置されてからの年次進行に伴い、第一期修了生

を社会に送り出すことが出来た。 

博士前期課程の実入学者の数は、平成 23～27 年度（電子システム工学科においては平

成 24～27 年度）の平均として定員に対して 0.98 倍となっている。各専攻における充足率

は、材料科学専攻が 1.03、機械システム工学専攻が 0.97、電子システム工学専攻が 0.89

である。（大学基礎データ（表４）） 

博士後期課程では、１次（３名）と２次（若干名）の２回に分けて募集を行っている。し

かし、全国の大学でも問題になっているように、修了後の就職が困難なこともあり前期課程

からの進学率が低く、充足していなかったため、平成 21 年度より先端工学専攻という一専

攻に統合する改革を行ったが、平成 23～27 年度の平均充足率は 0.40 にとどまっている（大

学基礎データ（表４））。 

 

【人間文化学研究科】 

博士前期課程においては、研究科全体においては平成 23 年度からの５年間の定員充足

率平均が 0.84 となっており 1.00 を下回っている。専攻別では地域文化学専攻が 0.67、生

活文化学専攻が 1.06 である。 

また博士後期課程では研究科全体では 0.88 となっており、そのうち地域文化学専攻が

1.00、生活文化学専攻が 0.70 である（大学基礎データ（表４））。 

 

【人間看護学研究科】 

平成 27 年度、人間看護学研究科修士課程の定員は８名で、実入学者数は５名である

（大学基礎データ（表３）p.21、（表４））。 

開設時（平成 19 年度）の募集人員は 12名であったが、その後、看護系大学院の増加も

あり、入学者数は減少傾向にある。実入学者が入学定員を充足していない状態が続いたた

め、両者の関係の適正化を図るために、平成 25年度から入学定員を 12 名から８名に削減

している。 

 

（４）学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施

されているかについて、定期的に検証を行っているか。 

 

＜１＞ 大学全体 

学部の入学者選抜については、選抜方法、学力試験実施科目、学生募集、試験実施方法など

の基本的事項、結果の検討、改善など、すべてに関して入学試験委員会で決定する。その入学

試験委員会は、教育担当理事を入試委員長とし、業務に通じた入試副委員長、各学部長、各学

科の専任教員、事務職員で構成している。基本的事項の改革を行う場合には、まず各学部学

科の学科会議が検討し、その結果を学部教授会での検討を経て、全学の入学試験委員会で議

論し決定する。また、全学的に一斉に基本的事項の改革を行う場合には、入学試験委員会で

の議論および決定を先行し、この決定に則って各学部各学科で対応している。 

試験問題の作成は、各教科の主任出題委員と出題委員により行い、試験問題はアドミッシ
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ョンポリシーに沿う内容で作成するとともに、適切な問題点検体制を作り、出題ミスを防止

している。出題委員以外の点検委員をおき、数回にわたって点検する体制を構築している（資

料５－８、資料５－９、資料５－10）。 

特別選抜試験および前期・後期の一般選抜試験の実施に当たっては、学長を本部長として、

入試委員長、入試副委員長、各学部長、入試委員等で構成する入学試験実施本部を設置して、

試験監督など試験実施に関するすべての業務を運営、監督している。また、学力試験実施中

には出題委員は入試本部に待機し、出題に関する問題の確認と受験生の質問に対応している。

採点は出題委員と採点委員によって各問題の採点基準に沿ってなされている（資料５－11）。 

最終的な合格者決定手続きは、学部教授会、入学試験委員会など一連の適切な合議を経て

行われている。 

大学院の入学者選抜は、問題作成から試験実施まですべて各研究科が責任を持って行って

いる。なお、試験問題は、各研究科のアドミッションポリシーに沿って作成している（資料５

－３（１）～（７））。 

本学では、毎年５月の入学試験委員会において、前年度に実施された入学者選抜試験につ

いて「入学試験の総括」を議題とする審議が行われる。一方、各学部・学科において、アド

ミッションポリシーに沿った入学者選抜になっているかの検討がされている。これを合わ

せて入学試験委員会では、前年度の試験内容について実施体制のあり方をも含む関連事項

が見直されるとともに、引き続き検討すべき事項の確認が行われる。この一連の見直し作業

を通じて、入学試験が当初明らかにされた受け入れ方針に沿うものかが検証されることに

なると同時に、出題内容自体についても出題委員会での確認と反省点の整理が行われてい

る。高校等、各方面からの課題の指摘と合わせて、次回の入試のための改善を行っている（資

料５－12）。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部においては、各学科に１名ずつ置かれている入試委員が全学の入試委員会と

各学科の連絡役を担い、各学科から提出された反省点などを全学入試委員会へ提出してい

る。選抜方法、学力試験実施科目の見直し等については、各学科会議で綿密な検討を行い、

学部教授会にて承認した後、全学入試委員会に諮り、そこでの決定を受けて実施している。

出題に関しては、学科独自の検証組織はないが、学部教員が全学の出題委員・点検委員の

一部を構成し、出題のチェックに当たっている。 

 

【工学部】 

学生募集および入学者選抜の実施に関し、各学科の学科会議においては学科内の方針の

決定を、工学部入試委員会においては学部案の提案を、さらに教授会においては学部案の

決定と検証を行っている。 

工学部の特別選抜における面接は、各学科アドミッションポリシーを踏まえて実施して

おり、一般選抜においても高校訪問、学部学科説明会の際などの機会をとらえて、求める

学生像を説明している。 

入学者選抜試験、特別選抜試験に各学科のアドミッションポリシーが反映されるように
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試験内容を検討し、必要な事項は改善をしている。なお、特別選抜においては、平成 27

年度入試までは総合問題と面接により選抜していたが、平成 28年度入試からは大学入試

センター試験と面接による選抜に変更した。一般選抜においては、大学入試センター試験

のほか個別学力検査を実施している。 

 

【人間文化学部】 

各学科に１名ずつ置かれている入試委員が全学の入試委員会と各学科の連絡役を担い、

各学科から提出された反省点などを全学入試委員会へ提出している。重要な変更要望があ

る場合には学部の入試委員会での検討を経て学部教授会で検討・承認した後に、全学入試

委員会に申請し承認を得る。 

科目試験は科目ごとの問題作成委員をグループ化し、科目ごとにチェック体制を確立し

て、問題ミスを防ぐシステムが強化された。面接、口述試験に関しても、あらかじめ質問

内容を精査し、人権上問題があるような質問がなされないよう注意している。 

その年度の出題は、学外の委員によって検討され、入試委員を通じて学部に評価が伝え

られる。学部では、その内容を検討し次年度の問題作成に活かすよう、配慮している。 

 

【人間看護学部】 

学生募集と入学者選抜を公正かつ適切に実施するために、全学の入学試験委員会と協調

しながら、学部の入試委員会が定期的に検証を行っている。学部の入試委員会を１カ月に

１回の頻度で開催し、学部が主体となって行う入試実務の見直し、志願者の動向分析、ア

ドミッションポリシーに沿った面接課題の設定、入学者定員の見直しなど、多岐にわたる

検証を行っている。学部入試委員会は、このように検証した結果を教授会に提案し、教授

会でさらに検証したうえで学部の方針を決定している。学科会議では、決定した方針を全

教員に対して周知している。 

 

【環境科学研究科】 

大学院においては、学部入試における入試委員会のような組織は存在しないが、研究科

長・専攻長・部門長を中心に責任を持って実施している。試験実施方法や改善すべき点は

専攻会議において討議された後、研究科会議にて決定されている。 

 

【工学研究科】 

学生募集および入学者選抜の実施に関し、各専攻の専攻会議においては専攻内の方針の

決定を、工学部入試委員会において工学研究科案の提案を、研究科会議においては工学研

究科案の決定と検証を行っている。 

博士前期課程では、各専攻のアドミッションポリシーに沿った入学者を選抜するため、

一般選抜および外国人留学生特別選抜では学力試験と面接、推薦入学特別選抜では小論文

と面接、社会人特別選抜では成績証明書の審査と面接を実施している。 

博士後期課程においては、修士論文の審査と面接により、アドミッションポリシーに沿

った入学者を選抜している。 
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【人間文化学研究科】 

学生募集と入学者選抜に関しては、各部門長を中心に部門会議（学科会議）で検証を行

なっている。検証の結果、大きな変更（改善）を要する事項があるときは部門長および入

試委員から研究科会議に提案され、検討・承認を得た後に全学の入試委員会に申請して承

認を得ることになっている。 

小論文、専門科目、語学試験については、問題作成委員をグループ化し、チェック体制

を確立して、ミスを防ぐシステムが強化された。面接、口述試験に関しても、あらかじめ

質問内容を精査し、人権上問題があるような質問がなされないよう注意している。 

 

【人間看護学研究科】 

学生募集と入学者選抜を公正かつ適切に実施するために、学部の入試委員会が定期的に

検証を行っている。研究科入試委員会（学部入試委員会が兼務）を１カ月に１回の頻度で

開催し、入試実務の見直し、アドミッションポリシーに沿った面接の実施、入学者定員の

見直しなどの検証を行っており、この検証をもとに、定員の削減、入試回数の増加（年１

回の実施を、平成 27 年度から年２回に増加した）を全学の入学試験委員会に申請し、承

認された。研究科入試委員会は、このように検証した結果を研究科会議に提案し、研究科

会議でさらに検証したうえで研究科の方針を決定している。学科会議では、決定した方針

を全教員に対して周知している。 

 

２．点検・評価 

●基準５の充足状況 

学士課程である学部学科の入学者受入方針（アドミッションポリシー）は、いずれもその

教育目的を述べ、続いて求める学生像と入学者選抜の基本方針を明らかにしている。また、

学科ごとに入学に際して必要な基礎学力を示している。用語は共通して平易であり、受験生

等が理解しやすいことに留意している。 

大学院課程についての入学者受入方針（アドミッションポリシー）は、専攻ごとの求める

学生像と入学選抜の基本方針を明確にしている。 

以上のことから、入学者受入方針が明確に定められていると判断する。 

学士課程の特別選抜試験では、学力試験や実技試験を課すとともに推薦書、調査書、面接

によりアドミッションポリシーに沿った総合的な判断で入学者を選抜している。また、一般

選抜試験では各学科のアドミッションポリシーにより各学科独自に大学入試センター試験

の採用科目の選定と、個別試験の科目の決定を行い、入学者を選抜している。また、特別選

抜試験では面接試験で受験の動機について、いずれの学科も丁寧に確認を求めているなど、

本学での入学選抜試験の流れを追うと、アドミッションポリシーに沿って学生を受け入れ

ている。 

また大学院課程においても、各専攻においてアドミッションポリシーに沿った独自の学

力試験を課し、面接を行うことによって入学者を選抜している。 

以上のことから、アドミッションポリシーに沿って、適切な学生の受け入れ方法が採用さ

れていると判断する。 

入学試験に関する主な事項は全学の入学試験委員会において決定され、実際の実施体制
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としては学長を本部長とする入学試験実施本部を設置している。 

また、問題作成の基本的な考え方に示されるように出題のあり方から厳密な公正さをも

とめ、また適切な問題の点検体制を作っている。 

試験の実務体制から最終的な合否判定まで、明確な責任体制の下にあり、入学者選抜が適

切な体制により公正に実施されていると判断する。 

入学試験委員会において、前年度に実施された選抜試験について検討され、改善が行われ

ている。検証の結果からより選抜の趣旨に合った選抜試験が行われるように努力している。

入学試験委員会で採択された主な改善点は次のとおりである。 

推薦入試では大学における学習活動ができる能力を持った学生を選抜するために、募集

定員を満たさない場合もあることを認めている。また、学校長が推薦できる人数を各学科２

名であったところを、人間看護学科では３名に拡大した。また、学科によっては平成 28年

度入学者から推薦入試に大学入試センター試験の成績を加味することを決定した。いずれ

も入学者受入方針の具体化を、より忠実に果たすための取り組み結果としての改善である。 

以上より、同基準を概ね充足していると判断する。 

 

①効果が上がっている事項 

＜大学全体＞ 

大学全体、学部、学科、それぞれの段階でのアドミッションポリシーは確立され、その公

表と周知は十分になされている。 

入学者選抜もアドミションポリシーに沿って適切に行われている。 

学力試験の問題作成については、各科目について厳密な点検体制をとることによって、出

題ミスを未然に防止することに努めている。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部では、学部および各学科のアドミッションポリシーに沿って、入学者の選抜

を行っている。また、全学の入学試験委員と連携し、入試における反省点を毎年全学の入

学試験委員会へ提出している。 

 

【工学部】 

工学部ではアドミッションポリシーを明確に定めており、様々なメディアを通じて公表

されている。したがって受験生には十分周知できていると考えられる。入学試験において

は、学部教育で必要な基礎学力を重視しており、工学部のアドミッションポリシーに則っ

ていると判断できる。また、幅広く入学者を募るため、職業に関する学科もしくは総合学

科の出身者を対象とした推薦入試（推薦入学Ｂ）を、平成 24 年度入試より導入してい

る。さらに、高等学校の学習指導要領の変更に伴う入試科目の変更、材料科学科での前期

および後期入試日程における募集人員の変更、機械システム工学科および電子システム工

学科での後期入試日程における理科の試験科目を物理のみに変更などを実施することによ

り、アドミッションポリシーに則した入学者を選抜している。 

工学部の入学者においては、入学定員に対して実入学者数の大幅な過不足もなく、適正
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であると判断する。 

 

【人間文化学部】 

アドミッションポリシーに基づいた試験となるよう、出題内容が検討、実施されてい

る。 

出題ミスを防ぐための体制が整備され、何重ものチェックを受けている。 

前年度の出題内容が検討され、その反省が次年度に活かされるような体制が整ってい

る。 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部の入学試験はアドミッションポリシーにもとづいて適正かつ公平に実施さ

れている。また、入学試験の実施後には、学部の入試委員会を中心にして、志願者の動向を

解析するとともに、実施方法、志願者数、入試問題の内容などについて検証を行っている。

その結果、入学希望者の動向や社会のニーズを敏感に汲み取って、入学試験の実施方法を改

善する努力を積み重ねてきている。以上の取り組みにより、実入学者数はほぼ入学定員を充

足しており、適正な入学試験が実施できている。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科においては、学部および各学科のアドミッションポリシーに沿って、入

学者の選抜を行っている。また、入試の実施においては研究科長・専攻長・部門長を中心

に入念な点検を行うと共に、反省点は専攻会議で議論されている。 

環境動態学専攻（博士後期課程）では、定員が充足されない年が続いたことから定員見

直しを行い、平成 25 年度から定員の削減を行った。その結果、同年度以降は、毎年定員

を満たす入学者を得ている。 

また、環境計画学専攻環境意匠研究部門では、大学院入試にＴＯＥＩＣの成績の利用を

開始した。このことによって教員の出題負担を軽減し、入試におけるミスを減らす事が期

待される。 

 

【工学研究科】 

入学試験に関しては、平成 24年度入試より英語の学力評価としてＴＯＥＩＣを利用し

た選抜に改革している。また、他大学または高等専門学校からの受験者の増加を目指し

て、本学工学部の学生以外を対象とした推薦入試を、平成 27 年度入試から機械システム

工学専攻において導入している。 

博士前期課程の入学者においては、入学定員に対して実入学者数の大幅な過不足もな

く、適正であると判断する。 

 

【人間文化学研究科】 

アドミッションポリシーに基づいた試験となるよう、出題内容が検討、実施されてい

る。 

出題ミスを防ぐための体制が整備され、何重ものチェックを受けている。 
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前年度の出題内容が検討され、その反省が次年度に活かされるような体制が整ってい

る。 

 

【人間看護学研究科】 

人間看護学研究科修士課程のアドミッションポリシーは、入学希望者に求める資質を箇

条書きにして具体的に述べている。このアドミッションポリシーにもとづいて、適正かつ

公平に入学者選抜試験が実施している。また、入学者選抜試験の実施や入学志願者の動向

を検証する体制が整っており、常に改善のための努力を行っている。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

各学科でアドミッションポリシーが定められてはいるが、一部の学科でその表現にあい

まいさがある。また、各ポリシーをいかなる選抜方法で測定するかの明示が不足してい

る。これらの点について、現在改善作業中である。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部では、特別選抜および一般選抜入試の募集定員の比率の見直しを行い、平成 29

年度入試から実施する予定である。具体的には、環境生態学科、環境政策・計画学科、環境

建築デザイン学科の３学科において、新たに全国からの推薦入試の定員枠を設け、全国から

優秀な学生を募集することができるようにする。同時に、入試倍率や合格最低点の傾向を勘

案して、一般選抜の前期と後期の定員配分の見直しを行う。 

 

【工学部】 

受験生が大学入試センター試験結果の偏差値で大学を選んでいる現状に加え、工学部は

おおむね各県の国公立大学に設置されており、他府県の受験者は地元の大学を受験する傾

向が強い。工学部のアドミッションポリシーは明確であるが、特徴のあるアドミッション

ポリシーを受験生に伝えていく必要がある。 

 

【人間文化学部】 

入試倍率は概ね堅調であるが、一部学科において一般入試の実質倍率が２倍を切る状況

が生じている。入試倍率の低下がそのまま受験生の質の低下につながるわけではないが、

低い入試倍率が続くことは好ましいものではない。 

 

【人間看護学部】 

人間看護学部のアドミッションポリシーは、入学希望者に求める学力と資質を平易な言

葉で述べているが、抽象的な表現が多くやや具体性に欠ける。現在、改訂に向けて取り組み

中である。 

看護系大学の新設が相次いでいる。この状況の中、全国の多くの大学で志願者数の年次変

動が問題となっている。本学部も例外ではなく、志願者数は不安定で、年によって大きく変
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動する傾向がある。入学志願者の動向把握に向けたさらなる取り組みが必要である。また、

入学希望者の増加に向けて、オープンキャンパスや入試説明会、高校出前模擬授業、高校訪

問などの取り組みを行っているが、広報活動が充分とは言えない可能性があり、改善の余地

がある。 

 

【環境科学研究科】 

環境計画学専攻環境意匠研究部門では、大学院入試にＴＯＥＩＣの成績の利用を開始し

たため、今後、選抜方法の変化が入学する学生の質にどのように影響するかの検証が必要

である。 

 

【工学研究科】 

博士前期課程の定員充足率は過去５年間平均で 0.98 となっていることから、学内外か

らの進学者の確保が今後の課題である。 

博士後期課程についても、経済的事情、学位取得後の就職難などが原因で、定員の充足

に問題が残っていることが、今後の課題である。 

 

【人間文化学研究科】 

地域文化学専攻の博士前期課程では、この５年間、定員充足率は 1.00 を下回っている

(大学基礎データ（表３）p.19～20)。 

 

【人間看護学研究科】 

入学志願者の減少傾向という現状にあって、１）入学定員を削減して実入学者数と定員

の適正化を図る、２）入学希望者の利便性に配慮して試験回数を１回から２回（10月入試

と２月入試）に増やす、３）人間看護学部併設の地域交流看護実践研究センターと共同し

て地域看護職者の研究振興を図る、など、志願者数増加に向けて活動を行ってきた。しか

し、依然として入学希望者の増加に結びついているとは言いがたく、広報活動の充実を含

め、さらなる努力が必要である。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

＜１＞ 大学全体 

適切な入学者選抜のため、各学部各研究科でアドミッションポリシーを作成し、これに

則った入学試験を実施するとともに、学力試験問題の厳密な点検作業を行うなど、多くの

努力がなされている。また、大学全体としても入学試験委員会等で入学試験方法等の点検

を行っている。地道ではあるが、この努力を今後も続けていく。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

入試の多様化により大学側の入試問題作成等の負担が増えてきたことおよび基礎学力が

より求められるようになったことから、環境政策・計画学科、環境建築デザイン学科で
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は、平成 28 年度入試から特別選抜の総合問題を廃止し、センター入試の成績を選抜に利

用することが決まった。このことによって教員の出題負担を軽減し、あわせて入試におけ

るミスを減らす事が期待される。 

 

【工学部】 

明確なアドミッションポリシーを様々なメディアを通じて公表し、受験生への周知を確

実に実施する。入学試験においては、学部教育で必要な基礎学力を重視し、アドミッショ

ンポリシーに則した学生を選抜する。工学部独自の特色を積極的に発信し、入学定員を確

保する。具体的には以下のような改革を予定している。 

平成 29 年度入試より、大学入試センター試験の地歴公民において２単位科目の選択を

認めることを予定している。また、大学入試改革についての文科省の方針（多様な能力・

意欲・適性を評価する）を反映させることを目的に、材料科学科における平成 30 年度入

試からの入試方法変更について検討を開始している。 

 

【人間文化学部】 

アドミッションポリシーに沿った出題がなされ、出題内容のチェック体制は有効に機能

している。今後もこの体制を維持していく。 

 

【人間看護学部】 

入学試験の適正かつ公正な実施体制を維持し、アドミッションポリシーとの整合性を念

頭に実施方法、志願者数、入試問題の内容など、学部入試委員会を中心としてさらに強力に

検証を進める。合格者の追跡調査、選抜方法別の学生成績（ＧＰＡ）の比較などを詳細に行

うことによって、入学者選抜方法の妥当性を検証する。 

 

【環境科学研究科】 

環境計画学専攻地域環境経営研究部門において、入学者を早期に確保するため、これま

で一時的に停止していた９月募集を平成 28年度入試から再び実施することとなった。ま

た、９月募集においては、環境科学部の在籍者で所定の要件（卒業見込みの者、本部門を

専願する者）を満たす者に対して、一般選抜において「面接」のみによる選抜を実施する

ことが決定している。このように、内部からの進学者に学力試験免除という特典を付与す

ることによって、定員の早期充足が期待される。 

 

【工学研究科】 

工学研究科において、将来社会にとって有用性のあるインパクトの強い研究を実施する

ことにより、入学定員を確保する。さらに、平成 29 年度入試においては、本学博士前期

課程入学希望者には、本学４年次で大学院科目の先取り履修を認め、入学後に単位認定す

る新しい制度を創設し、本学からの入学者の確保につなげることとなっている。 

 

【人間文化学研究科】 

アドミッションポリシーに沿った出題がなされ、出題内容のチェック体制は有効に機能
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している。今後もこの体制を維持していく。 

 

【人間看護学研究科】 

入学試験の適正かつ公正な実施体制を維持し、アドミッションポリシーとの整合性を念

頭に実施時期と方法、志願者の動向、入試問題の内容など、学部入試委員会・将来構想委

員会を中心として検証をさらに強力に進める。 

 

②改善すべき事項 

＜１＞ 大学全体 

アドミッションポリシーをより明確なものに改良する努力、およびアドミッションポリ

シーと入試形態の関連を明示する努力が必要である。このため、入学試験委員会において現

行アドミッションポリシーの実質化等の取り組みに着手した。 

 

＜２＞ 学部・研究科 

【環境科学部】 

環境科学部では、特別選抜および一般選抜入試の前期・後期における募集定員の比率の

見直しを行い、平成 29年度入試から実施する予定である。具体的には、環境生態学科、

環境政策・計画学科、環境建築デザイン学科の３学科において、新たに全国からの推薦入

試の定員枠を設け、全国から優秀な学生を募集することができるようにした。同時に、入

試倍率や合格最低点の傾向を勘案して、前期・後期の定員配分の見直しを行った。今後

は、この変更が優秀な入学者の確保に結びついているかどうか、学科ごとに検討し、その

結果を将来の入試に反映させる必要がある。 

また、入試出題委員選出上の仕組みを改善したところであり、この効果検証を行ってい

く必要がある。 

 

【工学部】 

本学工学部独自の特色を高校訪問、高大連携などを通じてさらにアピールしていく必要

があり、今後の課題である。 

 

【人間文化学部】 

一部学科において、入試倍率の実質的低下がみられる。今後ともその傾向が続くかどう

かわからないが、学科の内容のアピール、就職活動へのサポートの強化などを通じて、受

験生に対する学科の魅力を発信していく必要がある。 

 

【人間看護学部】 

以下の二つの点について改善の取り組みを行う。第一に、アドミッションポリシーについ

ては、カリキュラムポリシーやディプロマポリシーとの整合性を図りながら、１）教育目標、

２）求める学生像、３）入学者選抜の基本方針、４）選抜方法、を具体的に記述するように

改訂する（現在、改訂作業中）。これにより、受験生が本学部の特徴を知ることができてい

るか、また受験生の安定的獲得につながっているのか、今後の検証が必要である。 
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第二に、志願者数の年次変動の問題を解決し、安定的な志願者数を確保するために方策を

講じる。とくに全学の入学試験委員会との連携によって、電子媒体など様々な媒体を活用し

て全国規模で広報活動を展開する。また、現在も行っている進学説明会、オープンキャンパ

ス、模擬授業等をさらに活発に行うことによって、県内の中高生、高校の教員に学部の特色

とアドミッションポリシーの周知を図る。 

高大接続改革の実施が数年後に迫っている。この改革に向けて、学部入試の抜本的な見直

しに着手しているところである。 

 

【環境科学研究科】 

環境科学研究科では、現在は入学定員をほぼ満たしているものの、入試における志願倍率

は低く、今後、定員割れを起こさないとも限らない。そこで、継続的に受験生を集めるため、

倍率低迷原因の検討が必要である。具体的には、他の国公立大学に比べて遅い入試日の再検

討等が必要である。 

また、一部の部門ではＴＯＥＩＣを利用した入試を開始した。この効果検証が必要である。 

 

【工学研究科】 

工学研究科博士後期課程の学生について、経済的な困難を抱えている学生に対する経済

支援や、学位取得後の就職支援を積極的に行うことにより、定員充足の改善を行う。 

 

【人間文化学研究科】 

博士前期課程では、定員充足率は 1.00 を切ることが多い。 

大学院教育を充実させ、魅力あるものにしていくための努力は当然であるが、今後は、

リカレント教育を強める方策を考えるべき段階となっている。 

 

【人間看護学研究科】 

入学志願者の増加に向けて、１）地域交流看護実践研究センターと共同して、地域看護職

者との共同研究を推進する、２）ホームカミングデイなどの機会を利用して学部卒業生に大

学院進学を勧める、３）広報委員やＨＰ委員会を中心に教員の教育研究活動に関する情報を

外部に向かって活発に発信する、などの取組みを行う。 

 

４．根拠資料 

 ５－１ 平成 27年度学生募集要項（一般選抜）（既出１－８） 

 ５－２ 平成 27年度入学者選抜要項 

５－３（１）平成 27 年度大学院環境科学研究科（博士前期課程）学生募集要項 

５－３（２）平成 27 年度大学院環境科学研究科（博士後期課程）学生募集要項 

５－３（３）平成 27 年度大学院工学研究科（博士前期課程）学生募集要項 

５－３（４）平成 27 年度大学院工学研究科（博士後期課程）学生募集要項 

５－３（５）平成 27 年度大学院人間文化学研究科（博士前期課程）学生募集要項 

５－３（６）平成 27 年度大学院人間文化学研究科（博士後期課程）学生募集要項 

５－３（７）平成 27 年度大学院人間看護学研究科（修士課程）学生募集要項 
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５－４ 平成 27 年度学生募集要項（特別選抜） 

５－５（１）平成 27 年度第３年次編入学学生募集要項（環境科学部） 

５－５（２）平成 27 年度第３年次編入学学生募集要項（工学部） 

５－５（３）平成 27 年度第３年次編入学学生募集要項（人間看護学部） 

５－６ 特別選抜試験実施状況 

５－７ 特別選抜試験にかかる面接要領 

５－８ 大学試験問題作成の基本的な考え方 

５－９ 平成 27 年度特別選抜試験の場合の合格者決定フロー 

５－10 滋賀県立大学入学試験委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/nyugakushikeniinkaik

itei.pdf 

５－11 入学試験委員会議事録の例 

５－12 入学試験の総括 

 ５－13 材料科学科パンフレット 

５－14 機械システム工学科パンフレット 

５－15 電子システム工学科パンフレット  

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/nyugakushikeniinkaikitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/nyugakushikeniinkaikitei.pdf
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第６章 学生支援 

 

１．現状の説明 

（１）学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう学生支援に関する

方針を明確に定めているか。 

学生支援に関する方針としては、中期目標において、「安心して充実した学生生活が送

れるよう、日常的な支援から専門的な支援に至る総合的な学生支援体制を強化する」、「社

会の変化や学生のニーズに対応して、キャリア教育を充実するととともに、教職協働や同

窓会等との連携による就職支援を強化する」ことを明確に定めている。さらに、中期計画

において、目標を達成するための措置を具体的に定めている。 

 

（２）学生への修学支援は適切に行われているか。 

本学における総合的な学生支援を行う組織として、学生支援センターがある（資料６－１ 

p.35）。ここでは学生相談窓口を開設するとともに学生支援室を設置しており、個々の学生

に対して学習相談を始め、生活相談など各種相談を受け付け、内容によって担当職員が対応

している。また学生相談室では学習、学生生活、就職などに関する助言、支援が専門のスタ

ッフによってなされている。学生支援センターでの履修相談では、学年当初の履修登録に際

して、主として新入生からの、必修、選択必修、選択に関する科目群の組み合わせ方などの

相談に対応するとともに、ここで把握された学生の学習関連の相談内容の中で重要なもの

は関係する委員会などを通じて全学的に共有される（資料６－２）。ちなみに、学生支援セ

ンターが対応する学生相談件数は、平成 26年度で１ヶ月平均 680 件になっている（資料６

－４）。 

また、新入生アンケートを実施して学生のニーズの把握に努めているほか、ＧＰＡを利用

して早期に学力不足の学生の把握に努め、学習についての指導を行っている（資料６－３）。 

一方、学部学科では、各教員が授業内容について相談を受けるために開設しているオフィ

スアワー、学科単位では初年次必修科目である人間探求学のクラス、グループアドバイザー

制度、学年担任という対象学生規模の異なる単位での対応により、極小単位から全学単位ま

での段階的な対応が組織化されており、それを通じて学生のニーズの把握も実践されてい

る。これらの事象は全学科長を構成員とする学生支援委員会による協議を通じて全学的に

共有されることになる（資料６－１ p.57～59）。 

また、図書情報センターにおいても相談の担当を設けることで学生の学習支援を適切に

行っている。 

また、近年の入学者の多様化に伴い必ずしも大学での教科内容に基礎学力の面で適応し

きれない学生が見られることから、英語および数学などについて再履修クラスや基礎学力

の養成クラスを開設し学力の向上を図っている（資料６－７ p.36、48～49、62、75、240～

241）。 

最近多く見られる発達障害を含め、障害をもつ学生に対しては、個々の学生の障害種別お

よびその程度に応じた支援を行うため、個々の学生に対する「学生支援会議」をたちあげ、

当該学生に対する直接的支援のみならず、教育にあたる教員に対するアドバイスも行って
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いる（資料６－５）。 

また、メンタルな問題を抱える学生の相談に対応するため、学生相談室を設置している

（資料６－６）。さらに、学生のメンタルケアの体制を充実させるために平成 27年度より常

勤の臨床心理士を配置した。（資料６－１ p.57）。 

留学生に対する支援体制として、国際化推進室を設置し、専門スタッフとチューターによ

る、学習支援のみならず、宿舎や各種奨学金等も含めた生活全般の支援についても相談に応

じる体制を整えている。留学生に対する日本語教育については、習熟度別クラスによる授業

を行っている（資料６－７ p.134～141、 資料６－８）。 

人間看護学研究科では、社会人を積極的に受け入れるため、授業科目のほとんどを 18 時

以降に配置するとともに（資料６－９）、長期履修制度を設けることで３年間の計画的な履

修ができるように支援体制を整えており（資料６－10）、多くの入学生がこの制度を利用し

ている。 

経済的な事情を抱える学生に対しては、入学料に対する免除および授業料に対する減免

制度により支援を実施している。また、大学経由の外部奨学金に関する募集情報の積極的な

提供に努め、日本学生支援機構奨学金は多くの学部生、大学院生が貸与を受けている。また、

平成 26 年度から博士後期課程の学生に対しては、大学独自の奨学金制度や社会人学生への

入学金免除制度を設けた（資料６－11、資料６－12）。 

 

（３）学生の生活支援は適切に行われているか。 

生活支援等については、学生支援センターの相談窓口への相談を通じて直接の把握がで

きる状況にあるが、気軽に相談ができる雰囲気が欲しいとの要望に応え、オープンカウンタ

ー方式で学生が相談しやすい開放的な窓口体制をとっている。（資料６－１ p.36）。 

生活、健康、就職、各種ハラスメントなどの学生生活全般について、相談内容に応じて、

学生支援センターの学生支援室（キャリアデザイン室）、学生相談室、健康相談室などが対

応する体制にある。適切な助言を受けるための案内は学生便覧や大学ホームページを通じ

て周知されている（資料６－１ p.35、57、資料６－13、資料６－６）。 

特に、ハラスメントについては各学部にもハラスメント相談員を置き、適切な対応を行っ

ている。（資料６－14、資料６－15、資料６－１ p.58～59）。 

学習支援とは別に、生活面での支援を特に必要とする主な対象は障害のある学生と留学

生である。前者については受験時の事前審査の段階で大学生活への適応に必要な支援方法

の確認が行われ、それに沿って入学後に必要な措置がとられる。歩行が困難な学生の入学を

契機に、スロープの設置などのバリアフリー化にも努めている。また、発達障害などの学生

についてはカウンセラーの助言を得て、学生支援センターおよび学生支援会議を通じて各

教員が適切な指導を行えるように取り組んでいる（資料６－５）。 

留学生については、国際化推進室の職員とチューターの配置などにより早期の日本生活

への適応支援を図っている。学習支援のみならず、生活全般の支援についても外国人留学生

支援奨学金制度の積極的活用を促すなど、各種相談に応じる体制を整えている（資料６－

８）。 

本学には入学料と授業料の減免制度があり、特に授業料減免の制度は多くの学生と留学

生が利用している。授業料減免は世帯の総所得金額と生活保護認定における基準所得金額
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との比較による家計困窮度と学業成績による判定基準によって決められている。減免率は

100％、75％、50％、25％の４種類である。また、留学生については、ほぼ全員がこの制度

の適用を受けている。予算的な面から全学生に占める授業料減免者の割合は５％程度であ

る。国立大学と比較すると不十分と考えられる。入学金減免制度は滋賀県内に住所を有する

者で経済的な支援を必要とする学生に対して適用している（資料６－11、資料６－16）。 

奨学金については、博士後期課程学生を除いて本学独自の制度を持たないため、日本学生

支援機構の奨学金制度等の活用を奨励し、多くの学生が利用している（資料６－17）。 

また、他の奨学金制度について情報の積極的収集・提供に努め、学生に周知している（資

料６－18）。 

大学院の博士後期課程学生に対しては、平成 26 年度より大学独自の奨学金制度と社会人

学生への授業料減免制度を導入した。また、博士前期課程の学生のほとんどはＴＡに従事し

ているが、これは経済面の援助にもなっている（資料６－12）。 

なお、緊急時の経済支援が必要な学生に対しては、被災の程度に応じた減免制度がある

（資料６－11）。一方、緊急時に対応した本学独自の貸与制度はなく、日本学生支援機構の

緊急採用・応急採用措置によることとし、いつでも対応ができる体制にある（資料６－17）。 

また、交換留学生には留学生宿舎を提供するとともに、民間の宿舎に入る場合は経済的支

援（月額 15,000 円）を行っている。さらに、授業料の減免制度をほとんどの私費留学生が

活用しており、経済的な支援になっている（資料６－19）。 

海外留学については、国際コミュニケーション学科の学生には１年間の留学を推奨して

いる関係から留学の形態、すなわち交換留学、派遣留学などに応じて渡航費と生活費の一部

を援助している（資料６－20）。他学部の学生の海外留学については１年間の留学をした場

合、卒業するためには修学期間が５年間になることが多いので、そのときは１年間の授業料

を免除している（資料６－11）。 

このような方法とは趣を異にするが、人間看護学研究科では長期履修制度を設けること

で３年間の計画的な履修ができるように支援体制を整え、大学院修士課程を通常の２年間

に対し、同じ学費をもって３年間で修了する制度があり（資料６－10）、多くの学生が利用

している。 

また、学生の課外活動に対しては、後援会からの補助を行っている（資料６－21）。 

 

（４）学生の進路支援は適切に行われているか。 

本学では、学生支援センター内に学生支援室（キャリアデザイン室）を設置し、専任の

特任教授および就職相談嘱託員（キャリアカウンセラー）などが進路や就職に関する相談

に対応している。また、１回生向けには「地域産業・企業から学ぶ社長講義」、２回生向

けには「キャリアデザイン論Ⅰ、Ⅱ」、３回生（修士１回生）向けには「インターンシッ

プ」を実施するなど学生が早い段階から将来を見据えた進路を考えることができるよう体

系的なキャリア教育を行っている。就職対策としては、３回生（修士１回生）向けに「就

職対策セミナー」を開催するとともに公務員ガイダンスや「業界・企業研究会」を開催す

るなど各種情報提供も含め幅広く多岐にわたるきめ細やかな支援を行っている。なお、保

護者が学生の就職活動への理解を深める一助となるよう、「保護者向け就職説明会」を開

催している。（資料６－１ p.70～71、資料６－７ p.177～182） 
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２．点検・評価 

●基準６の充足状況 

学修支援をめぐる学生のニーズは直接学生相談窓口に相談に来る学生が多いことから十

分把握されている。また相談窓口以外では学科教員を通じて把握されており、同時にまた学

生支援センターや図書情報センターの担当を通じても把握され、それぞれがその後の対応

措置を講じられることから、学習支援に関する学生のニーズは十分に把握されており、学習

相談、助言、支援が適切に行われていると判断できる。 

また、障害のある学生、留学生、経済的な支援を要する学生など、それぞれに応じた支援

体制が整備されている。また、メンタル面の相談はカウンセラーによってなされていること

を勘案すると、特別な支援を必要とする学生への直接間接の学習支援は適切に行われてい

る。さらに、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適切に行うこと

のできる状況にあり、必要に応じて学習支援が行われていると判断する。 

以上から生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており、生活、健康、就職等

進路、各種ハラスメント等に関する相談・助言体制が整備され、適切に行われていると判断

する。また、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うこ

とのできる状況にあり、必要に応じて生活支援等が行われていると判断する。 

授業料減免対象者を経済的な理由だけでなく、成績を加味することによって成績優秀者

に対する奨学金的な要素を含ませている。また、限られた予算の中で減免額を４種類設定し、

経済的な援助を受ける学生数を増やしている。これらと併せて、入学金免除制度および長期

履修制度、大学院博士後期課程学生への奨学金制度と社会人学生に対する入学金免除制度

の導入により学生の経済的な支援のあり方は充実してきていると判断する。 

以上より、同基準を概ね充足していると判断する。 

 

①効果が上がっている事項 

学生支援センターを設置して、学生の各種相談について専任の職員を配置して学生の支 

援を行なっている。学生が相談しやすいようにオープンな相談窓口のカウンターを設け、学

生の相談内容によって、履修相談などの教務関係については教務グループが、またクラブ活

動などの課外活動、奨学金などの生活支援に関するものは学生・就職支援グループがすぐ対

応できる体制になっている。また、学生支援センターに学生支援室を設置して個別の詳細な

相談に応じる体制ができている。 

学生数と教員数の対比から密度の濃い学生指導が可能な条件を活かして、全学的に展開 

しているさまざまな学習支援体制や生活相談などの体制に加えて、各学科単位で学年ごと

に、履修相談については履修相談窓口教員、生活相談については学年担当教員を配置してい

る。 

各種ハラスメント相談については各学部等にハラスメント相談員を配置している。 

 

②改善すべき事項 

障害学生に対して、個々に学生支援会議を立ち上げている。ただし、支援を必要とする

学生数が増えた場合、現在の体制を継続できるか疑問である。なぜなら、現状ではすべて



151 

 

を教育担当理事の直轄で会議を運営しているためである。現在の体制で支援事例を積み上

げつつ、今後のよりよい体制づくりを模索する必要がある。 

学生への支援は、学習面に対するもの、学生生活全般に及ぶべきものがあるが、予算が関

係する部分についてはやや弱く、改善を必要とするところがある。とりわけクラブ活動のた

めの部室や施設の不足が考えられるが、対応が追いついていない状況である。財政面の背景

があることだけに多くの課題を全面的に改善することは容易ではないが、少なくとも長期

的な支援施策を備えることが必要である。 

授業料の減免制度の適用率が国立大学と比較して少ないので、増加する必要がある。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

修学支援・生活支援のいずれにしても、その相談窓口が学生支援センターに一本化され

ており、学生がどこに相談すればよいか迷う必要がない。また、ここを訪れなくても、各

学科の相談員等に相談すれば、その情報が学生支援センターと共有される。このシステム

は今後も継続すべきものと考える。 

各学科単位で丁寧な学習支援、生活相談、履修相談およびハラスメント相談を受け付け

る体制を今後も継続させる。 

 

②改善すべき事項 

障害学生に対する支援を継続するために、現状よりも望ましい方法を模索する必要があ

る。大学として、支援体制構築を検討する必要がある。また、学生支援に対する予算、とり

わけ授業料減免に必要な予算が少ないため、必要な財政措置を設置者に対し継続して要求

していく必要がある。一部の学部では、学生に対する面接指導などで、学修支援体制を強化

する努力が望まれる。また、就職支援時に企業とのミスマッチが生じる機会が減少するよう、

就職支援の取り組みを、キャリアデザイン室を中心として強化する必要がある。 

 

４．根拠資料 

６－１ 平成 27 年度学生便覧（既出１－７） 

 ６－２ 滋賀県立大学学生支援委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakuseisieniinkai.pd

f 

６－３ 平成 27 年度新入生学生生活アンケート 

 ６－４ 学生指導対応状況 

 ６－５ 滋賀県立大学における障害学生等の支援に関する規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/shougaigakuseisien.p

df 

６－６ 滋賀県立大学学生相談室設置規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/GakuseiSoudansitsuSe

ttiKitei.pdf 

６－７ 平成 27 年度履修の手引（既出１－14） 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakuseisieniinkai.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakuseisieniinkai.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/shougaigakuseisien.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/shougaigakuseisien.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/GakuseiSoudansitsuSettiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/GakuseiSoudansitsuSettiKitei.pdf
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６－８ 滋賀県立大学外国人留学生特別指導員制度実施要項 

６－９ 平成 27 年度時間割表（大学院）（既出４（１）－４） 

 ６－10 滋賀県立大学大学院長期履修規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/daigakuintyokirisyuk

itei.pdf 

６－11 滋賀県立大学授業料等減免取扱規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/JyugyouryouTouGenmen

ToriatsukaiKitei.pdf 

６－12 滋賀県立大学大学院博士後期課程奨学金交付要綱 

６－13 滋賀県立大学学生支援センター規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakuseisiencenterkit

ei.pdf 

６－14 滋賀県立大学ハラスメントの防止等に関する規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/HarassmentBoushiniKa

nsuruKitei.pdf 

６－15 滋賀県立大学ハラスメント相談員規程 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/44/18/44180605-f6bc-4aea-b23a-

231ff107326d/kdharassment_soudanninn270804.pdf 

６－16 授業料減免の実施状況 

６－17 日本学生支援機構奨学金の利用実績 

６－18 各種奨学金募集広報例 

６－19 滋賀県立大学私費外国人留学生授業料等減免取扱規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/GaikokujinRyugskusei

GenmenToriatsukaiKitei.pdf 

６－20 滋賀県立大学国際交流委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kokusaikoryuiinkaiki

tei.pdf 

６－21 滋賀県立大学後援会課外活動等助成制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/daigakuintyokirisyukitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/daigakuintyokirisyukitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/JyugyouryouTouGenmenToriatsukaiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/JyugyouryouTouGenmenToriatsukaiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakuseisiencenterkitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/gakuseisiencenterkitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/HarassmentBoushiniKansuruKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/HarassmentBoushiniKansuruKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/44/18/44180605-f6bc-4aea-b23a-231ff107326d/kdharassment_soudanninn270804.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/44/18/44180605-f6bc-4aea-b23a-231ff107326d/kdharassment_soudanninn270804.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/GaikokujinRyugskuseiGenmenToriatsukaiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/GaikokujinRyugskuseiGenmenToriatsukaiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kokusaikoryuiinkaikitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kokusaikoryuiinkaikitei.pdf
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第７章 教育研究等環境 

 

１．現状の説明 

（１）教育研究等環境の整備に関する方針を明確に定めているか。 

教育研究等環境の整備に関する方針としては、中期目標において、「学生の学習や研究

活動に必要な教育環境の整備を行う」、「環境負荷の低減やユニバーサルデザインへの対応

も含め、施設設備の計画的な改修・整備や活用を進める」ことを掲げ、その目標を達成する

ための措置を中期計画に定めている（資料７－４ 滋賀県立大学第２期中期目標 第２－

１（１）、第３－４（１））。 

第２期中期計画には、より具体的に「授業や自習の効果を高めるために、e-learning 等

の教育サポート態勢を充実する」「多様な授業形態や、自学自習を進めるための施設設備の

改善を図る」こととし、さらには「安全で誰もが利用しやすく、周辺環境や景観と調和した

大学を目指した施設改修計画を策定し、計画的に老朽化した施設・設備の改修および整備を

行うとともに、引き続き身近な大学として県民に開放していく」という方針を掲げている

（資料７－５ 滋賀県立大学第２期中期計画 Ⅰ－１（１）⑧・⑨、Ⅱ－４（１）②）。 

こうした方針のもとに、学内に「環境整備安全委員会」を設け、理事、学部長と関係委

員が参画して、学内環境整備をはじめキャンパスの将来計画、防火安全対策等を審議決定

している。特に本学では「マスター・アーキテクト」制を採用しており、環境建築デザイ

ン学科教員の一人が、建物、施設、案内表示に関するデザイン等の監修を一元的に行って

いる。 

 

（２）十分な校地・校舎および施設・設備を整備しているか。 

本学の校地面積（付属施設、職員宿舎を除く）は 267,367 ㎡であり、大学設置基準第 37

条の規定により算出される必要な面積 24,100 ㎡（収容定員学生数 2,410 名×10㎡）を大き

く上回っている。また、校舎面積についても 74,339 ㎡（付属施設、職員宿舎を除く）であ

り、大学設置基準第 37 条の２で規定されている必要な面積 25,354 ㎡を大きく上回ってい

る。学生一人当たりの校舎面積は 30.8 ㎡と他大学に比べてかなり広く、この広い敷地を活

かして、地域に根ざした少人数教育により「人が育つ」大学としての教育が行われている。 

（大学基礎データ（表５）） 

 

［講義室］ 

 講義棟（Ａ１棟全６室）、学生ホール（Ａ２棟全２室）、共通講義棟（Ａ３、Ａ４棟全 36

室、うち１室は視聴覚教室、３室は実験室）、図書情報センター（Ａ５棟全６室うち、１室

はＣＡＩ教室、２室はＬＬ教室、３室は情報処理演習室）、共通講義棟・同窓会館（Ａ７棟

全２室）、人間看護学部棟（Ｅ５、Ｅ７棟全４室）が設けられ、学部・大学院の学習・教育

が行われている。また、講義棟には、プロジェクター、ＤＶＤなどのＡＶ設備、空調設備、

無線ＬＡＮなどのＩＴ設備を整備済みであり、逐次機器を更新している（資料７－７ 講義

棟建物配置図、平面図 p.102～132、資料７－６）。 

学部および大学院修士課程の学生数合計は 2,788 人であるのに対し、講義棟の講義室数
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は総計 56 室、講義棟全体の座席数は合計 4,297 席で、学生１人当たりの座席数は 1.54 席

／人である。図書情報センターには、最新の視聴覚機器が備えられたＬＬ教室や情報教育用

教室が配置され、いずれも授業の空き時間には自習室として学生が利用できる。 

これらの講義棟建物配置図、平面図を（資料７－７ 講義棟建物配置図、平面図 p.102

～132）に、収容人数（座席数）、教育機器の設備等を（資料７－６、資料７－３ 図書情報

センター施設利用案内一覧 p.82～84）に示す。 

学部の学生実験や大学院の講義は、研究棟を中心に行われていることも考慮すると、専有面

積からみた講義室は十分に整備され、有効に活用されている。 

 

［実験・実習室］ 

実験・実習室は基礎・共通科目用としてＡ３棟内に化学・生物、物理、地学の各実験室を

置くほか、専門科目用に各学部棟に各学部学科の特色に応じて設置している。さらに、先端

技術（計測・加工）教育研修施設である「実習工場」（工学部）、木工デザイン技術等教育研

修施設としての「もくれん」（環境科学部）が設置されている。 

［自主学習・視聴覚設備・語学演習室関係］ 

図書情報センターの施設・設備は（資料７－１、資料７－２、資料７－３ 図書情報セン

ター施設利用案内一覧 p.82～84）のとおりである。図書館には閲覧スペース（1,564 ㎡）

が整備され、図書館所蔵資料の検索専用情報端末が８台とインターネット接続の文献検索

情報端末が３台設置されている。開館時間は９時～20時までとし、平成 20年度から月１回

程度の土曜開館（年間 10 回、23 年度から 12 回）を実施するなど、サービスの充実を図っ

てきた。 

自主学習は、前述のとおり図書情報センターで可能であるとともに、平成 25 年３月に新

設した共通講義棟（Ａ７棟）にはグループ学習にも対応可能な自習室を設置し、22 時まで

利用できるようにしている。 

また図書館は、ビデオ、ＤＶＤ、ＣＤなどの教材が利用できるパソコン８台と視聴覚機器

を設置している。 

語学教育関係の施設・設備は（資料７－３ 図書情報センター施設利用案内一覧 p.82～

84）のとおりであり、ＬＬ教室２室（語学教育用情報端末50台×２室）が設けられており、授

業等で利用されていないときは、平日は９時～19時までの利用が可能である。 

情報処理教育用教室の施設・設備は（資料７－８）のとおりであり、授業等で利用されて

いないときは、平日は９時～19 時までの利用が可能である。ここに設置している情報機器

については、平成 27 年８月に 340 台中 275 台を一斉に更新し、残る 65 台も平成 28 年度中

に最新の設備に更新することにしている。 

体育に関する施設としては、体育館、柔剣道場、陸上競技場兼サッカー場、テニスコート、

野球場があり、授業や課外活動を実施する上で十分な設備が設置されている（資料７－９、

資料７－10）。 

 

（３）図書館、学術情報サービスは十分に機能しているか。 

［図書館等関係］ 
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図書情報センターは、平成 27年３月 31日現在、図書 385,495 冊、雑誌 1,924 誌を所蔵し

ている。特に近年の学術誌の電子化に伴い、電子ジャーナルを重点的に購読し、総数では平

成 18年度 38 タイトルから平成 26年度当初には 4,066 タイトルへと増大した。 

視聴覚資料としては、マイクロフィルム（9,052 タイトル）、カセットテープ（281 タイ

トル）、ビデオテープ（3,991 タイトル）、ＣＤ・ＬＤ・ＤＶＤ（1,453 タイトル）などを

分類して配架し、貸出や利用が可能である。シラバスに記載されているテキストや参考図書

は、優先的に購入し、蔵書として所蔵されている。また、各学部が学生に読んで欲しい図書

として選定している学生用基本図書については、予算枠を設け、各学部の推薦に基づき購入

し整備している。 

施設・設備については、席数が 277 席、個人閲覧室（10室）、グループ閲覧室、個人閲覧

席などの閲覧スペースに加えて、パソコンコーナー、情報処理演習室３室、ＬＬ教室２室、

ＣＡＩ教室１室などを整備し、図書館所蔵資料の検索情報端末８台、インターネットに接続

している情報端末 340 台が自由に利用できる環境を提供している。 

開館時間は、時期によって異なるが、通常午前９時～午後８時としている。なお、学生の

強い要望を受けて、平成 20 年度より図書館については、月１回程度土曜日開館を実施し、

平成 26 年度には、授業期間を中心に年 12 回開館した。 

 

［図書館等の利用状況］ 

図書館の利用状況等を（資料７－11、資料７-12）に示す。平成 20 年度（2008 年）から

の推移をみると蔵書数は増加しているが、利用者数は若干減少している。これは主要な学術

雑誌が電子ジャーナル化され、各研究室から直接閲覧が可能になっていることも一つの要

因と考えられる。 

また、図書情報センターのＣｉＮｉｉ、Ｓｃｏｐｕｓなどの学術情報検索ソフトウェアの

利用については、毎年講習会を開催、利用を促し、データベースアクセス数で、平成 23年

度 68,450 件、平成 24 年度 66,075 件、平成 25 年度 174,689 件、平成 26 年度 74,988 と年

を追うごとに増加している。 

 

［ネットワーク関係］ 

本学のネットワークは、滋賀県立大学情報ネットワーク（The University of Shiga 

Prefecture Information Network System。略称「ＳＰＩＮＳ」。）と呼び、図書情報センタ

ーの情報部門で管理している。ＳＰＩＮＳの幹線となる部分はＬ３スイッチを用いたギガ

ビットイーサネットで構成されており、支線となる部分は、Ｌ３スイッチからＬ２スイッチ

まではギガビットの通信が、Ｌ２スイッチから各部屋までは 100Mbps の通信が確保されて

いる。 

外部インターネット経路は、ＳＩＮＥＴ(Science Information Network)と商用インター

ネットの二つで接続している。ＳＩＮＥＴノード（大津データセンター）へは、有線通信事

業者が保有するインターネットの商用回線により接続している。商用インターネットにつ

いては、有線通信事業者が保有するインターネット専用回線（500Mbps）で接続している。 

上記２系統の外部インターネット接続回線の能力を最大限に引き出すように、冗長化、帯

域制御を行うための機器を導入している。 
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その他の情報ネットワークサービスとして、講義棟の一部や、図書情報センター、学生ホ

ール、カフェテリアならびに交流センター（ホワイエ）に無線ＬＡＮ設備を整備し、学生お

よび教職員の利用に供している。さらに、学生は自宅などの外部ネットワークから図書情報

センター内のイントラネットに接続し、ＴＯＥＩＣ新テストに対応した英語学習 e-

learning システムのサービスを受けることができる。 

セキュリティ対策として、各対外接続用ルータの配下にファイアウォールやＩＰＳ(不正

侵入防御機能)を設置して外部からの不正侵入を防止するとともに、内部から外部へのアク

セスも制限しているほか、スパムメールのチェックシステム、インターネットアクセス時の

ウイルスチェックシステムなどを整備している。さらにこうした対応を担保するため、情報

セキュリティポリシーの下に運用体制を定め、体系的にセキュリティ管理ができるように

組織化している。（資料７－13、資料７－14）。 

一般情報関連教育施設として、情報処理演習室３室（端末：61台×２室、49 台×１室 合

計 171 台）とＣＡＩ教室１室（端末：65 台）を設置している。語学教育施設のＣＡＬＬシ

ステムとして、ＬＬ教室２室（端末：52 台×２室）がある。これらの教室はいずれも、授業

等で使用されていないときは、平日 19時までの利用が可能である。 

情報処理端末の設備状況については、（資料７－８）に示すとおりであり、情報処理演習

室、ＬＬ教室、ＣＡＩ教室、図書情報センターなどに設置されている情報処理端末の合計は

351 台となる。 

［ネットワーク利用状況］ 

図書館所蔵資料の検索専用情報端末が８台とインターネット接続の文献検索用情報端末

が３台設置されている。また、情報処理演習室の利用者数は、平成 24 年度 69,320 人(289

人／日)、平成 25年度 62,994 人(265 人／日)、平成 26 年度 58,899 人(247 人／日)であり、

減少傾向にある。 

 

（４）教育研究等を支援する環境や条件は適切に整備されているか。 

［施設・設備の整備］ 

前述のとおり、図書情報センターでは自主学習可能な環境を提供するとともに、平成 25

年３月に新設した共通講義棟（Ａ７棟）にはグループ学習にも対応可能な自習室を設置し、

22 時まで利用できるようにしている。 

また、学内の教育施設は基本的に教員の研究室とそれに隣接する形で演習室が組み合わ

せて整備されているため、教員の数だけ学生の部屋があることになり、学部単位で設けら

れている学部情報室も各学部の自主的な管理で運用されているなど、学生の自主的学習環

境は極めて高い水準で整備されている。 

 

［教員の研究費・研究室］ 

教員の教育研究費は、一般研究費（旅費を含む）のほかに、学内の競争的研究費として

特別研究費と在外研修旅費、国際学会等研究発表助成等多様な形で配分し、研究活動の活

性化を図っている。 

一般研究費は、教員の研究の基礎的な部分を支援するもので、基礎配分と教員の自己評
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価に基づく評価配分から構成されている。 

特別研究費は学内の競争的研究費として、重点領域研究については、本学が重点的に取

り組むべく定めた領域（「琵琶湖モデルの構築」、「低炭素地域社会の実現」、「人々の健康

と福祉への寄与」、「国際交流拠点の形成」）の研究提案を審査し、また、特別研究について

は、本学を特色ある大学として広く内外に認知させる研究提案を審査し、総額約2,000万

円（重点領域研究：1,500 万円（原則３年以内）、特別研究：200万円以内（原則２年以

内））を確保している。なお、特別研究については、提案者の年齢が 40歳未満を資格要件と

して若手研究者の育成を狙いとしている。 

学生に対する実験実習費は、実験系と非実験系に分け、さらに学部学生と大学院生の人

数に応じて学部・学科ごとに配分し、各学科等において授業等の形態に応じて活用されて

いる。 

教員の研究室は、人間看護学部の助手を除き、一教員あたり約 30 ㎡の研究室を割り当

てるとともに、実験系においてはさらに分野ごとに実験室や演習室を設置しており、十分

な教育研究環境にある。 

本学は、研究・評価担当理事（副学長）の統括下に、重点領域研究、特別研究の展開、研

究費の戦略的配分など研究戦略に係る推進方策や競争的資金の導入促進方策、研究成果の

積極的公表等の検討を目的とする研究戦略委員会を設置し、本学における研究の将来展望

のもと、全学の研究の活性化を進めている。 

国内外との共同研究についても支援するために、在外研修制度を設けている。また、平

成20年度からは海外での国際学会での発表を支援する国際学会等研究発表助成制度も設け

ている。 

開学当初と比べて大学から支給される一般研究費がほぼ半減するなかで、科学研究費助成

事業（科研費）に代表される競争的資金の獲得が大きな課題となっており、科研費への積極

的な応募を勧めるとともに、平成 19 年度から科研費に申請し不採択になった課題の中から、

比較的評価の高かった課題に対し次年度の再申請の準備のための研究費を支給する制度を設

けてきた。 

また、平成 20 年度から科研費への申請書類の事前レビュー制度を設けている。このレビュ

ー制度は、２名の特任教授を任用することによって実施してきたが、平成 26 年度からは大

型の学際的研究の促進も視野に学内相互レビュー制度も取り入れている。さらに採択された

研究の申請書の閲覧制度を設け、申請書作成におけるノウハウの共有も図っている。 

科学研究費助成事業（科研費）の獲得については一定の実績を上げてきているが、獲得研

究費の額の平均が少ないことから、平成 27年度より、外部研究費獲得のための予備的研究

を推進するための研究費（大型研究プロジェクト獲得のための予備的研究：200万円以内（原

則１年以内）、国際共同研究推進のための準備研究：100万円以内（原則１年以内））を新設し

支援している。 

 

[人的支援体制] 

 本学はいわゆる理系の教育研究分野が多く、また実験・実習やフィールドワークを重視

した教育体系を特色としており、人的な教育研究支援体制として契約職員の配置とティー

チング・アシスタント（ＴＡ）制を活用している。 
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 環境科学部の圃場実験施設には専任技術職員２名と実習補助の契約職員１名を、また工

学部の実習工場には専任技術職員１名と民間工場での経験豊富な実習補助の契約職員２名

を配置しているのをはじめ、共通講義棟の３実験室および各学部等での実験・実習補助員

として、平成 27 年４月現在で合計 30 名のそれぞれの分野の経歴を持つ契約職員を雇用し

てそれぞれ配置している。 

 また、「公立大学法人滋賀県立大学非常勤職員就業規則」（資料７－16）および「同ティ

ーチング・アシスタント取扱要綱」（資料７－17）に基づき、教育的な配慮のもとに教育

補助業務に従事することによって、大学教育の充実を図るとともに、当該学生に対して指

導者としてのトレーニングの機会を提供することを目的として、本学の優秀な大学院生を

ＴＡに雇用している。平成 25年度では延べ 84 科目に 213 名を、平成 26年度において

は、延べ 92 科目で 231 人を雇用してＴＡ業務に従事させている。 

 

（５）研究倫理を遵守するために必要な措置をとっているか。 

研究活動の不正行為への対応や科学研究費助成事業をはじめとする公的研究費の不正使

用防止の取り組みに加え、生命倫理等への取り組みも着実に実行している。 

研究活動の不正行為への対応については、文部科学省が示した研究活動や公的研究費に

関するガイドラインに基づき、平成 27年 3月に「公立大学法人滋賀県立大学における研

究活動上の不正行為の防止等に関する規程」を改正し（資料７－21）、コンプライアン

ス推進責任者の選任等、組織としての管理責任の明確化を図るとともに、コンプライ

アンスや研究倫理に関する教育の実施等、不正を未然に防止する取組を進めている。

あわせて、３年ごとに、不正防止に関する具体的な行動計画である「研究活動上の不

正行為防止計画」を改正し、研究戦略委員会（資料７－22）等で研究活動上の不正行

為を防止するための取り組みの進捗管理と検証を行っている。 

 また、生命倫理等への取り組みとしては、「滋賀県立大学研究に関する倫理審査委員会

規程」（資料７－18）に基づき、人間を対象とした臨床研究および疫学研究を実施するに

あたって必要な審査を行うことを目的として研究に関する倫理審査委員会を設置してい

る。このほか、動物実験委員会（資料７－19）、遺伝子組換え実験安全委員会の設置（資

料７－20）や学内規程の整備により、研究倫理を遵守するための必要な措置をとってい

る。 

 

２．点検・評価 

●基準７の充足状況 

本学の校地面積は 267,367 ㎡であり、大学設置基準第 37 条の規定により算出される必要

面積 24,100 ㎡（収容定員学生数 2,410 名×10 ㎡）の 10倍以上である。また、校舎面積は

74,339 ㎡であり、大学設置基準第 37 条の２で規定されている必要面積 25,354 ㎡の３倍近

くある。 

講義棟においては、ＩＴ機器の設置と更新（プロジェクター等ＡＶ機器の更新、ＬＡＮの

整備）を進め、さらに自習室、実験室、演習室、附属図書館、体育関連施設、情報関連施設、

農場・湖沼等の実験施設などの整備を進めて教育効果の向上と有効活用を図っている。 

また、バリアフリー化対策については、開学時に障害者トイレや点字ブロック等の整備を
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していたが、その後「だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例」により定められた

「淡海ユニバーサルデザイン行動指針」に基づき、施設点検を行い、スロープの設置、段差

解消、受付カウンターのローカウンター化、手摺りの設置を順次行い、バリアフリー化への

対応に努めている。(資料７－15)。 

安全面への配慮からも外灯は必要な個所に配置し、各建物の出入りは夜間・休日は閉鎖す

るとともに、研究室や実験室・演習室は登録された者のみが出入りできるカードキー方式と

している。 

以上のことから、本学の基本理念、教育目標に照らして、必要と考えられる施設・設備が

整備されているとともに、有効に活用できる状況にあると判断する。 

図書情報センターでは、学科選定図書を中心にシラバスに記載されているテキストや参

考図書を購入し、蔵書として所蔵している。また、学生用基本図書については、各学部に一

定の予算枠内で推薦を依頼し、推薦に基づき整備している。 

施設・設備は、閲覧スペースに加え、グループ閲覧室、個人閲覧席、パソコンコーナー、

情報処理演習室３室、ＬＬ教室２室、ＣＡＩ教室１室などが整備されている。これらには図

書館所蔵資料の検索情報端末８台、インターネットに接続されている情報端末 335 台が設

置されており、特にインターネットによる情報収集の環境整備を図っている。 

蔵書数、ネットワークなどサービスの向上や施設・設備の一層の充実に関しては、図書情

報センター運営委員会や専門委員会を中心に検討し、特に他大学に比べ少なかった電子ジ

ャーナルも重点的に整備するなど、継続的改善が図れる体制を構築している。 

以上のことから、教育研究組織および教育課程に応じて図書等の資料が系統的に整備さ

れるとともに、有効に活用されていると判断する。 

情報ネットワークの整備状況については、情報機器のインフラ整備が５年間のリース契

約方式をとっているため、定期的に情報機器が適切に更新され、十分に利活用されていると

判断する。 

図書情報センターの入館者数等は減少気味ではあるが、学術情報検索データベースアク

セス数（ＣｉＮｉｉ、Ｓｃｏｐｕｓなど）は年間約７万件近く（平成 25年度については異

例）に達し、一定の水準を保持している。これと併せて、自学自習のために高い効果が期待

されている e-learning の活用状況も高い水準にあり、レスポンス・ペーパーおよびオフィ

スアワーの活用などのソフトウェアの整備状況と併せて、学生の自主学習のための環境は

十分に整備され、活用されている。 

教育研究を支援する研究室等の施設や研究費あるいは人的支援体制も含めて、支障ない

ように十分に配置され、教育研究環境は整えられている。 

以上により、同基準を概ね充足している。 

 

①効果が上がっている事項 

施設・設備は、図書・ＩＣＴ環境を含め、大学設置基準を大きく超える水準で整備され、 

教育研究活動や学生の自主学習に有効に活用されている。 

図書情報センターでの利用相談や助言の実施状況を勘案すると、これらの相談・助言体制 

は十分な水準で運営されていると考えられる。 

競争的資金の獲得が大きな課題となっているが、科研費申請書の事前レビュー制度や比
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較的評価の高かった不採択課題への再申請準備のための研究費支給など、積極的な競争的

資金への応募を勧めることにより、科研費の採択率が向上し、また環境省などからの大型研

究費を獲得することができた。 

 

②改善すべき事項 

大学開学以来 20 年が経過し施設設備の経年劣化が進んでいるため、今後、改修等への対

応が必要となってきている。さらに、必要な情報へ簡単にアクセスできるグループ学習に適

したスペースの確保も課題である。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

大学設置基準を大幅に上回る施設・設備を維持し今後も機能を十分発揮させるために、

計画的に修繕や改良を行っていく必要があり、施設整備に関する全体計画策定のための予

算を確保したところである。 

図書情報センターにおける利用相談・助言体制や方法を維持・改善することにより、学

生が一層親しみを持てる空間としていく必要があり、所管委員会で検討していく。 

 

②改善すべき事項 

施設設備の老朽化の進行を少しでも遅らせ、将来の改修等に早めに着手できるよう、施

設設備の全体的な改修計画を策定する予定であり、その完成と設立団体との問題意識の共

有化を図り、グループ学習に適したスペースの確保も含め、改修費用等の財源を確保して

いく必要がある。 

 

４．根拠資料 

 ７－１ 図書情報センター利用案内 

 ７－２ 図書館利用案内 

 ７－３ 図書情報センター施設利用案内一覧（学生便覧）（既出１－７） 

７－４ 公立大学法人滋賀県立大学中期目標（第２期）（既出１－９） 

７－５ 公立大学法人滋賀県立大学中期計画（第２期）（既出１－10） 

７－６ 講義室設備一覧 

７－７ 講義棟建物配置図、平面図（学生便覧）（既出１－７） 

７－８ 情報機器の設置台数と利用状況 

７－９  体育関係施設一覧 

７－10  滋賀県立大学体育施設管理使用規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/TaiikuShisetsuKannri

SiyouKitei.pdf 

７－11  図書館の蔵書数と利用状況の推移 

７－12  図書情報センター文献検索回数 

７－13  情報セキュリティ運用体制 

７－14  情報セキュリティに関する組織体系図 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/TaiikuShisetsuKannriSiyouKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/TaiikuShisetsuKannriSiyouKitei.pdf
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７－15  バリアフリー化施工状況一覧 

７－16 滋賀県立大学非常勤職員就業規則 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/hijoukinsyokuinsyugy

oukisoku.pdf 

７－17  滋賀県立大学ティーチング・アシスタント取扱要綱 

７－18 滋賀県立大学研究に関する倫理審査委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/40/a3/40a3d89f-7e67-4654-9c6a-

84c3025e97fd/kenkyunikansururinrisinsaiinkaikitei270401.pdf 

７－19 滋賀県立大学動物実験委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/doubutsujikkeniinkai

kitei.pdf 

７－20 滋賀県立大学遺伝子組換え実験安全管理規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/idenshikumikaejikken

anzenkanrikitei.pdf 

７－21 滋賀県立大学における研究活動上の不正行為の防止等に関する規程 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/8f/08/8f08a5bd-1a39-43af-b028-

7532380d2a7d/kenkyukatsudojonofuseikoi.pdf 

７－22 滋賀県立大学研究戦略委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kenkyusenryakuinkai.

pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/hijoukinsyokuinsyugyoukisoku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/hijoukinsyokuinsyugyoukisoku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/40/a3/40a3d89f-7e67-4654-9c6a-84c3025e97fd/kenkyunikansururinrisinsaiinkaikitei270401.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/40/a3/40a3d89f-7e67-4654-9c6a-84c3025e97fd/kenkyunikansururinrisinsaiinkaikitei270401.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/doubutsujikkeniinkaikitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/doubutsujikkeniinkaikitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/idenshikumikaejikkenanzenkanrikitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/idenshikumikaejikkenanzenkanrikitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/8f/08/8f08a5bd-1a39-43af-b028-7532380d2a7d/kenkyukatsudojonofuseikoi.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/8f/08/8f08a5bd-1a39-43af-b028-7532380d2a7d/kenkyukatsudojonofuseikoi.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kenkyusenryakuinkai.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/kenkyusenryakuinkai.pdf
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第８章 社会連携・社会貢献 

 

１．現状の説明 

（１）社会との連携・協力に関する方針を定めているか。 

本学の地域連携の取り組みの方向については、平成 22年５月に策定された『滋賀県立大

学将来構想‐ＵＳＰ２０２０ビジョン‐』の「３．目指すべき方向 (３)社会貢献」に示さ

れている。 

具体的には、①産学連携の推進、②地域連携の推進、③生涯学習の拠点づくりの３つの分

野について、具体的な取組例を掲げ、地域貢献推進の方向性を具体化するとともに、柔軟に

地域貢献の目的を達成できるように計画している。 

その目的を達成するための計画として、第１期中期計画（平成 18 年度から平成 23 年度）

および第２期中期計画（平成 24 年度から平成 29年度）が定められ、それに基づき各年度計

画が策定され、実施されている。『滋賀県立大学将来構想‐ＵＳＰ２０２０ビジョン‐』、第

１期中期計画、第２期中期計画、各年度計画はいずれも本学ホームページ上に公開されてい

る。公開されているＵＲＬは http://www.usp.ac.jp/campus/joho/tyukimokuhyo/である。 

また、国際社会への協力方針としては、大学設置における滋賀県立大学基本構想の中に

国際社会への貢献を掲げ、次のように示している。 

 

国際社会への貢献 国際化の波は、産業経済から学術文化、日常生活に至る広汎な領
域に及んでいる。そして、大学には、国際社会の一員としての自覚のもとに幅広い国際
感覚を身につけた人材の養成と、独創的な学術研究を通して世界の平和と進歩に貢献す
ることが期待されている。 

このため、本学の教育研究においては、視野を世界におき、研究成果の情報発信や外国

の大学等との学術交流を積極的に進める。また、外国人留学生の受け入れ、留学制度の

充実など日常的な国際交流を重視し、国際的視野や感覚を培うことのできる教育研究を

行う。（http://www.usp.ac.jp/japanese/campus/rinen.html 参照） 

 

現在本学では、国際通用性のある教育を行い、国際社会で活躍できる人、および地域の

国際化に貢献できる人を育むことを基本とする国際交流基本方針を策定している（資料８

－１）。 

 

（２）教育研究の成果を適切に社会に還元しているか。 

①産学連携の推進 

[地域の産業発展のための研究開発拠点機能の強化] 

産学連携センターは地域の産学連携の拠点としての役割を果たすため、産業界と大学を

結び付ける大規模な産学連携研究開発プロジェクトを推進してきた。戦略的基盤技術高度

化支援事業では、「セラミックスコーティングとレーザー熱処理の複合化による機械要素の

高度化（平成 22 年度から平成 24 年度）」および「光学を利用したナノメディカルチップの

超精密射出形成加工の研究開発（平成 23年度から平成 25 年度）」をテーマに産学連携を進

めてきた。また、文部科学省の地域イノベーション戦略支援プログラム（平成 23 年度から
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平成 27 年度）では、「電気と熱の地産地消型スマートグリッドシステムの開発」をテーマに

本学と立命館大学、滋賀県と連携して研究開発を進めてきた。さらに、国立研究開発法人科

学技術振興機構（ＪＳＴ）のスーパークラスタープログラムの一翼であるサテライトクラス

ター事業（平成 25年度から 29年度）として、新たな研究開発を生み出し、「地産地消型ス

マートグリッドを実現する分散型で高効率なエネルギー開発と多様化された供給システム

の構築」に新たに取り組んでいる。 

このように、継続して大規模研究開発プロジェクトに取り組むことによって、研究開発拠

点としての役割を果たしている。 

 

[地域企業との交流推進] 

企業との交流の推進に関しては、日本電気硝子㈱との協定（平成 19 年２月締結）により、

工学部に寄付講座「ガラス工学研究センター」が設けられ、共同研究が進められているが、

平成 21 年度、平成 24 年度に同協定が延長され、継続的なガラス製造に係る研究センター

としての役割を果たしている。また、平成 23年 11 月には日本政策金融公庫との間で、平成

25 年２月には滋賀中央信用金庫との間で連携協定が締結され、地域の企業を対象にしたマ

ッチング・フェアーに大学のシーズを発表する機会を得、より積極的な大学と地域企業との

連携の可能性を広げている。また、定期的にシーズ発表会を産学連携センターが主催して学

外で開催しており、大学の研究シーズを広く企業等に紹介している（資料８－２）。 

 

[地域や産業界のニーズに応える受託研究や共同研究の推進] 

受託研究についてはそれぞれ毎年 40 件から 50 件程度、金額では年間１億円から２億円

程度を実施し、企業との共同研究では毎年 40 件前後、金額で３千万円前後の実施となって

いる（資料８－３)。いずれも件数が大幅に伸びているわけではないが、安定した件数で研

究がなされている。 

受託研究、共同研究等の産学連携研究は継続して進められている。こうした状況が平成 23

年度からの地域イノベーション戦略支援プログラムの採択につながっている。 

 

②地域連携の推進 

地域連携の推進に関しては、平成 22年度以降自治体との連携協定の締結を進めてきてお

り、その結果滋賀県内６市４町との協定が結ばれている。これらを背景に平成 25 年度から

文部科学省が新規募集した「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」に採択された。

大学ＣＯＣ事業では教育においては地域課題に立ち向かう「変革力」の養成を、研究におい

ては公募型地域課題研究を、社会貢献においては地域デザイン・カレッジを設立し、地域連

携を推進してきた（資料８－４）。 

また、環境省の「平成 27 年度持続的な地域創生を推進する人材育成拠点形成モデル事業」

に「低炭素・資源循環・自然共生」社会の実現の核となる人材を育成するモデル事業として

応募し、委託を受け、地域との連携をさらに進めている。 

 

[地域課題の解決支援や地方自治体の政策形成支援などの機能強化] 

地域の課題を共有し、地域連携を一層進めるため、平成 22年度以降自治体等との間で連
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携協定を締結してきた。大学と密接な連携の取れる滋賀県東北部地域の５市である彦根市

（平成 23年３月）、近江八幡市・近江八幡商工会議所・安土商工会（平成 23 年４月）、長

浜市（平成 23 年６月）、東近江市（平成 24 年９月）、米原市（平成 24年 12 月）と連携協

定を結んだ。また、連携自治体とは市長と大学との意見交換会を定期的に持つことが確認さ

れ、平成 25 年１月に第 1回の意見交換会を大学で開催した。その後、守山市とも連携協定

を締結（平成 25年７月）し、平成 26年６月には愛知・犬上両郡４町（多賀町、甲良町、豊

郷町、愛荘町）とも連携協定を締結し、現在では６市４町の自治体と連携協定を結んでいる。

このうち５市４町は平成 25 年 10 月からスタートした文部科学省「地（知）の拠点整備事業

（大学ＣＯＣ事業）」の連携自治体として、連携して事業を進めている。 

大学ＣＯＣ事業としての公募型地域課題研究の実施に向けて連携自治体５市から提案さ

れた「地域課題」は、平成 25年度に 15課題におよび、そのうち９課題について地域と連携

し、研究を実施した。同じく平成 26 年度は５市から 26課題、４町から８課題が出され、そ

のうち９課題と２課題について連携した研究を進めてきた。 

こうした地域課題研究の場として、また会員間の情報共有および交流事業を実施するた

め、近江地域学会を平成 26 年２月に設立した。さらに、「つながり研究会」、「生きもの

豊かな農村づくり研究会」が分科会として活動し始めた。学会には学外の市民、行政職員等

が 522 名（平成 27年６月 30日現在）加盟し、大学と地域との交流の場ができている。 

大学ＣＯＣ事業では、その他に地域と連携した事業として、地域の中に地域デザイン・カ

レッジを設け、地域の課題を地域で解決する拠点、地域の課題に取り組むリーダーを育成す

る拠点、地域で次の世代を実践的に育成する拠点を大学と協働して築こうとしている。平成

26 年度には行政と経済界、市民、大学が協力して近江八幡デザイン・カレッジを立ち上げ、

西の湖を地域づくりに生かす実践的な取り組みを始めた。平成 27 年 4 月には彦根デザイ

ン・カレッジを、同 7月には米原デザイン・カレッジを、同 10月には東近江市デザイン・

カレッジを立ち上げ、地域の課題解決に関する取り組みや、市民協働のまちづくりの促進に

関する事業に取り組んできた。 

 

[地域社会を支えるリーダーの養成] 

平成 27 年度から環境省の委託事業である「持続的な地域創生を推進する人材育成拠点形

成モデル事業」の採択を受け、地方公共団体、教育機関、民間団体等が連携し、地域内の定

住者等を対象に「低炭素・資源循環・自然共生」社会の実現の核となる人材を育成するモデ

ル事業を受託した。25 名の応募者から 15 名を選抜し、事業を開始した。「近江環人地域再

生学座」のスキームを活用し、ウェブ講義＋スクーリングという社会人がより受講しやすい

効果的な教育方法を提案し、地域資源を活かしたエネルギー創造と利活用による地域イノ

ベーションを推進できる「即戦力」となる人材を育成しようというプログラムであり、モデ

ル事業終了後も、新たな「近江環人地域再生学座」の中で、持続的に地域創生の人材育成を

行おうとするものである。 

平成 18 年度から実施してきた地域再生人材の教育プログラム「近江環人地域再生学座」

も継続して実施している。大学院博士前期課程の学生と社会人がともに学ぶ地域再生のリ

ーダー育成のための教育を進めている。社会人は科目等履修生として１年間のコースを受

講し、大学院生は博士前期課程の期間に大学院副専攻として履修している。また、社会人が
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履修しやすいように春と秋の２回に分けて受講生を募集している。 

 

[学生力を活かした地域貢献活動の推進] 

学生の自主的な地域貢献活動を支援するためのスチューデントファーム「近江楽座」事業

は、平成 16 年度に始まった事業であるが、地域と学生にとって有意義な事業として独自で

継続している。毎年述べ 500 名近くの学生が自ら組み立てた地域貢献活動を実施し、またそ

の成果を公開で発表するなどの活動を通じて、活動の振り返りと、次の活動へ活かしていく

取り組みがなされている。なお平成 24年度にはこの取り組みに対して、内閣府特命大臣か

ら「子ども若者育成・子育て支援功労者表彰」を受けた。また皇太子殿下が大学にお見えに

なり、近江楽座の取り組みを視察されるなどの栄誉を得ることもできた。 

 

このように地域連携を強力に推進した結果、県内のどの地域でも滋賀県立大学の教員お

よび学生が積極的に地域に関与し、地域活動に参加しているとして高く評価されている。そ

のことを反映して、本学教職員への自治体等の審議会委員の委嘱も増加してきている。 

 

③生涯学習の拠点づくり 

[地方自治体や他の大学と連携した生涯学習機会の提供] 

生涯学習機会の提供として、春期公開講座、秋期公開講座（平成 26 年度からは専門講座）、

公開講義、琵琶湖塾、淡海生涯カレッジ、彦根３大学連携特別講座を実施している。それぞ

れの取り組み状況は次のとおりである。一般向けに開講している公開講座は春季が幅広い

テーマで、秋季はより絞ったテーマで実施しているが、テーマを絞ると、そのテーマにより

受講者数の変動がみられる。一方、公開講義はほぼ安定した受講生の参加が見られる。また、

彦根３大学と連携した生涯学習プログラムとして「大学サテライトプラザ彦根特別講演会」

を毎年１回実施し、滋賀県教育委員会と連携したプログラムとして「淡海生涯カレッジ彦根

校」を毎年６月から 11月にかけて実施している。なお、「琵琶湖塾」はジャーナリスト田原

総一朗氏を塾長として多分野から講師を招聘し毎年６回から８回実施してきたが、各分野

の招聘講師がほぼ一巡したことなどから、平成 26年度を最後に終了することとした。 

 

[社会人の学び直しのための、教育体系の整備] 

社会人の学び直しのため、学生向けの講義の一部（平成 26 年度 90科目）を一般に公開す

るとともに、各学部で科目等履修生および研究生を受け入れている。社会人学び直しのため

の特別なプログラムとしては、前掲の「近江環人地域再生学座」として毎年４名から９名の

社会人を受け入れ、３名から８名を地域活動リーダーである「コミュニティ・アーキテクト

（近江環人）」の有資格者として社会に送り出している。また、「近江環人地域再生学座」を

修了した社会人の中から、これまでに３名が大学院前期課程に社会人入学してきており、こ

うした取り組みをより本格的なリカレント教育に結実させることができた。 

 

地域連携活動を推進する組織が、個別に事業の必要性から編成されてきたため、結果的

に輻輳した組織形態になっており、それぞれの組織の役割が重複し、役割と組織が対応し

ていないという状況が当初存在していた。平成 18年度の法人化以後、地域連携に関わる
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機関として、「地域産学連携センター」に加え、「地域づくり教育研究センター」、「環境共

生システム研究センター」の３センターがあり、それを支える事務局は「地域貢献研究推

進グループ」であり、同グループは地域連携だけでなく研究支援機能も合わせて持ってお

り業務が多岐にわたっていた。この状況を改善し、地域連携業務を円滑に推進するための

組織再編を平成 25年度に実施した。一部機能が重複していた「地域づくり教育研究セン

ター」と「環境共生システム研究センター」を統合し、「地域共生センター」と改め、セ

ンター長１名（担当理事が兼任）、准教授２名、助教１名、特定研究員２名、事務職員１

名を配置し、４学部から兼務教員５名も配置している（平成 27年３月末日現在）。また、

「地域産学連携センター」は「産学連携センター」と改め、センター長１名（理事が兼

務）、教授１名、客員教授３名、研究員２名、コーディネーター３名、事務職員１名（契

約職員）の体制にしている（平成 27 年３月末日現在）。 

「地域共生センター」は地域連携の推進と生涯学習の拠点づくりと合わせて、全学的な

地域教育を担う機関となり、「近江環人地域再生学座」と学部生向けの副専攻コース「近

江楽士」を担当し、合わせて学生の地域貢献活動「近江楽座」も担当することとなり、地

域連携のすべての活動を「地域共生センター」に統合することとなり、教育、研究、地域

貢献を視野に入れた大学ＣＯＣ事業を担える一元的組織として整備された。また、合わせ

て地域連携事業を全学的な事業として推進するため、地域連携推進本部が常設され、全学

的な体制ができあがった。事務局についても、「地域貢献研究推進グループ」を「地域連

携推進グループ」に改組した。なお、平成 27 年度に採択された環境省の「持続的な地域

創生を推進する人材育成拠点形成モデル事業」の遂行にともない、地域共生センターにコ

ーディネーター１名、事務職員２名（契約職員）が新たに配属された。また、地域連携事

業に関わる外部評価として、これまで大学の地域教育プログラムの外部評価（平成 23 年

度）と大学ＣＯＣ事業の外部評価（平成 26年度）を実施している。 

産学連携に関しては、第２期中期計画（平成 24 年度から 29年度まで）の達成に向けて、

産学連携活動の総括を実施し、平成 24年３月に「滋賀県立大学産学連携推進計画」を策定

し、計画に基づき事業の進捗を「産学連携センター運営委員会」で管理している。地域連携

と生涯学習に関しては「地域共生センター運営委員会」が両事業の進捗を管理し、教育、研

究、地域貢献にわたる大学ＣＯＣ事業については地域共生センターと事務局教務グループ、

地域連携推進グループが連絡調整のための会議を密に持ち、全学的な連携と進捗管理を行

っている。また、環境省の委託を受けた「低炭素・資源循環・自然共生」社会の実現の核と

なる人材を育成するモデル事業は持続的な地域創生を推進する人材育成拠点形成事業モデ

ル推進委員会を立ち上げ、地域共生センターと事務局地域連携推進グループが、全学的な連

携と進捗管理を行っている。 

 

④国際交流の推進 

本学の基本構想の中に国際社会への貢献を掲げている。国際社会の一員としての自覚の

もとに幅広い国際感覚を身につけた人材の養成と、独創的な学術研究を通して世界の平和

と進歩に貢献することが期待されている。国際通用性のある教育を行い、国際社会で活躍

できる人、および地域の国際化に貢献できる人を育む試みを進めている。 

海外の大学との交流協定についてミシガン州立大学連合以外は、従来アジアの大学が中



167 

 

心であったが、国際コミュニケーション学科の開設により、学生の交換留学に対して英語圏

の協定校が必要なため、国際化推進室が中心になり、日本財団日系留学生会（ＮＡＦＳＡ）

への参加などを通じて英語圏の協定校の拡充に努めた。現在の協定校について大学間協定、

学部・学科間協定校の国別を見ると 15カ国、33大学に及ぶ。（資料８－５） 

また、語学教育以外に全学共通科目として、人間学に英語による講義科目を２科目と外

国における研修を行う異文化理解Ａ(アメリカミシガン州)、異文化理解Ｂ(中国湖南省)の

２科目、アジアの学生とともに海外での学習を行う国際環境マネジメントを開講してい

る。各学部・学科においては、それぞれの専門分野の英語教育が行われている。また、環

境科学部環境建築デザイン学科ではスペイン、韓国などの大学と学生交流のセミナーを行

っている。 

学生の自主的な地域貢献活動を支援する「近江楽座」事業の中にも、フィリピンにおけ

るタクロバン復興支援プロジェクトのように国際的な貢献を図るものがある。 

 

２．点検・評価 

●基準８の充足状況 

本学の地域貢献活動の目的は、単に大学の活動から生まれる成果を地域に還元するとい

う位置づけではなく、大学と地域との好循環な関係を築き上げていくというところに置い

ている。それゆえ、大学が地域にどれだけ貢献したかという視点だけでなく、地域との連携

活動を通じて大学の教育と研究を含む活動水準がどれだけ質的に向上したかという視点で

評価している。この視点からすると、大学の地域貢献活動の量的拡大を目指すのではなく、

大学と地域との良好な関係を築くことをむしろ大事にした計画の推進となっている。本学

のモットーである「地域に根ざし、地域に学び、地域に貢献する」は、地域と大学がまず課

題を共有し、次に地域のさまざまな経験から学び、大学と学生のポテンシャルを上げ、その

上に立って、地域に貢献することを示しており、将来構想、中期計画、年度計画はいずれも、

地域貢献の量的拡大を狙うものではなく、地域貢献の質的充実を目指すものとなっている。 

以上のことから、同基準をおおむね充足している。 

 

①効果が上がっている事項 

産学連携活動においては、地域イノベーション戦略支援プログラム（平成 23 年度から 27

年度）およびＪＳＴスーパークラスタープログラム（サテライトクラスター）（平成 25 年度

から 29 年度）など大型の産学連携プログラムを利用して、活動を推進できている点は特に

優れている。 

地域連携活動においては、大学ＣＯＣ事業（平成 25 年度から平成 30年度）を推進するこ

とを通じて地域連携事業のベースを広げるとともに、一方的な貢献ではなく双方向の地域

連携事業を構築するべく努力している点、またそれを支える体制を構築している点で優れ

ていると評価できる。 

近江楽座、近江楽士（地域学）副専攻、近江環人地域再生学座、「持続的な地域創生を推

進する人材育成拠点形成モデル事業」などの地域を志向した様々な教育プログラムを準備

し、地域や社会人・学生の幅広いニーズに対応している点で優れていると評価できる。 
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②改善すべき事項 

産学連携活動において、企業と連携した研究開発については積極的に展開できている

が、地域の産業界と連携した地域産業振興の取組みについては、具体的な活動が十分に行

われているとは言えない。 

多様な地域志向プログラムを提供しているが、講義を担当する教員が限られ、その負荷

が過大なものとなっている。また、近江環人地域再生学座も開設から 10年を迎え、プロ

グラムの再検討を行う時期に来ている。 

国際貢献においては、教育研究機関の国際交流にとどまり、広義の国際貢献に至ってい

ないと考えられる。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

引き続き大型の産学連携プログラムの採択を目指して、積極的な情報収集活動を行うな

ど継続的な努力を行う。 

地域との連携においては、「大学任せ」、「大学依存」にならないよう、双方向の地域連

携事業の円滑な構築をめざし、地域課題研究の成果を共有する中で、地域連携事業のカウ

ンター・パートナーの双方向の事業に対する理解を深めていく。今後さらに継続して多様

な地域志向プログラムの提供を行う。 

 

②改善すべき事項 

地域連携と産学連携にまたがる地域産業振興の活動の積極的な展開が課題となっている。

また、産学連携と表裏一体となっている利益相反マネジメントの実質化を図る必要がある。

そこで、個々の教員の地域教育に関連する部分の見直しを依頼し、地域教育への参画の可能

性の検討を行い、部分的にでも参画の可能性を探り、特定の教員の負担の軽減を図る。さら

に、近江環人地域再生学座プログラム検討委員会を立ち上げ、時代の流れとともに新たな課

題を抱える地域の課題解決に有効なプログラムを検討する。 

今後は近江楽座を始め、地域貢献の活動をより国際的に広めていく必要がある。 

 

４．根拠資料 

 ８－１ 滋賀県立大学国際交流基本方針 

８－２ 研究シーズ集 2015 

 ８－３ 受託・共同研究事業一覧 

 ８－４ 平成 25～26 年度 文部科学省「地(知)の拠点整備事業」成果報告書 

 ８－５ 協定一覧 
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第９章 管理運営・財務 

 

（１）管理運営 

 

１．現状の説明 

（１）大学の理念・目的の実現に向けて、管理運営方針を明確に定めているか。 

本学では、平成 22年５月に、平成 32 年（2020 年）までの概ね 10 年程度の見通しを踏

まえて、「滋賀県立大学将来構想～ＵＳＰ２０２０ビジョン～」――「知と実践力をそな

えた人が育つ大学」をめざして――（資料９（１）－５）を策定し、将来のあるべき姿を

描き、中長期的に本学が目指すべき方向性を定めた。これを設立団体が定める第２期中期

目標策定に際して提言するとともに、本学の第２期中期計画策定の拠り所としている。 

その中で、大学運営の方向性として、「組織のガバナンス、評価に裏付けされたアカウ

ンタビリティ、財務の健全性などを重要な規範として位置付け」、「意思決定は理事長・学

長のリーダーシップで迅速に行われ、決定事項を速やかに実施する体制を整える。実施結

果は適切に評価され、評価結果を次の改善につなげるＰＤＣＡサイクルを機能させてい

く」と定めている。 

これが第２期中期目標に反映され、「社会の変化に対応して柔軟な教育研究組織の編成・

見直しをさらに進め、経営基盤を一層強化し教育研究活動の活性化や支援体制の充実を図

る」ことなどを掲げ、その目標を達成するための措置として第２期中期計画において、「公

立大学法人としての自律性を活かし、トップマネジメントによる経営基盤の一層の強化に

努める」「社会情勢の変化に対応して、教育研究組織や事務組織の見直しを進める」ことな

どを定めている（資料９（１）－６）。 

これらの方針は、全学教職員の意見・提言を踏まえながら、教育研究評議会、経営協議

会、役員会で複数回議論したうえで策定したものであり、策定後は冊子を配布するととも

にホームページに掲載すること等により学内構成員に周知している。 

 

（２）明文化された規程に基づいて管理運営を行っているか。 

平成１８年４月１日に公立大学法人発足と同時に施行された「滋賀県立大学定款」（資

料９（１）－１）や関係法令をもとに、「滋賀県立大学学則」（資料９（１）－７）はじめ

「役員規程」（資料９（１）－８）、「組織規程」（資料９（１）－９）等の学内規程を全面

的に整備し、その後も法令や県関係規定の改正等に伴い必要となった改正を重ねながら、

これらの規程に基づいて管理運営を行っている。 

理事長・学長選考は、定款およびこれに基づいた「理事長選考会議規程」（資料９

（１）－２）および「理事長の選考および解任に関する規程」（資料９（１）－３）によ

り、理事長選考会議が行うこととしている。手順としては、経営協議会と教育研究評議会

からそれぞれ２名以内の候補者を推薦し、教職員 15 名以上の推薦による候補者と併せて

理事長選考会議で選考決定し、知事に申し出ることになっている。 

理事長選考に関する規程・制度は平成 24 年度に大きく見直して、これまで中期計画期

間と同じだった理事長の任期の始期を、中期計画期間開始の１年前からと改正し、新理事
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長が新中期計画を自ら策定し自ら取り組めるようにした。同時に任期の期間をこれまでの

「３年＋再任３年」から「４年＋再任２年」と改正し、特別の事情がない限り再任審査に

よって選挙を経ないで再任が可能となったことにより、新理事長がそのリーダーシップを

発揮して、中期計画を責任もって取り組める制度に改正した。 

学部長は、「滋賀県立大学に置く職およびその選考に関する規程」（資料９（１）－10）

に基づき、当該学部の教授会から推薦された候補者の中から学長が任命することとし、研

究科長を兼ねることになっている（資料９（１）－11 第７条）。 

また学科長は、学部長の推薦に基づき学長が任命することとしている。 

定款に定められた、役員会・経営協議会・教育研究評議会とは別に、学部長も参画する

「連絡調整会議」（組織規程第８条）を定期的に開催し、重要事項の意思決定の調整や執

行に際しての調整のほか、各学部提案事項の全学的見地からの検討等、運営の円滑化を図

っている。 

さらに、理事長のリーダーシップを発揮できるよう、常勤役員５名と事務局次長による

「役員会議」を毎週定期的に開催し、各会議の議事内容の調整や懸案事項の検討、理事長

指示への対応等、大学運営全体にかかわる種々の事項について幅広く議論をしている。 

教授会等の権限については、平成 26 年６月 27 日に公布された「学校教育法及び国立大

学法人法の一部を改正する法律」等に基づいて、本学関係規定等を見直し、法と同時に平

成 27年４月 1日から施行している。 

具体的には、「公立大学法人滋賀県立大学学則」（資料９（１）－７）を法律と同内容に

改正するとともに、学長決定により、学長が教授会に意見を求める教育研究に関する重要

な審議事項を、教育課程に関する事項、学生の厚生補導に関する事項等４項目に限ること

とした。また、「公立大学法人滋賀県立大学に置く職およびその選考に関する規程」（資料

９－10）の改正に基づき、「副学長は、学長を助け、命を受けて校務をつかさどる」こと

とし、学長決定により、例えば教育・学生支援担当副学長が復学の届け出に関すること等

をつかさどることになった。 

こうした規程改正は、連絡調整会議での検討を経て、役員会、経営協議会、教育研究評

議会それぞれの所管に関わる機関において平成 27年３月までに決定したうえで、各学部

の教員全員が参加する会議やグループウェアにより教職員に周知している。 

 

（３）大学業務を支援する事務組織が設置され、十分に機能しているか。 

本法人の管理運営組織およびそれらの業務、構成員等は（資料９（１）－12、資料９（１）

－４、資料９（１）－13、資料９（１）－14）のとおりである。 

平成 27 年５月 1日現在、事務局には正規職員 57名と非正規の契約職員等 98名の職員が

在籍し、正規職員 57 名中法人職員（プロパー職員）が 25 人と 44％を占める。これは法人

化後、大学運営の専門性の確保と高度化への対応を図るための順次計画的に採用してきた

結果であり、少なくとも平成 29 年度まで（第２期中期計画期間中）は、毎年２名ずつ新規

職員の採用（同人数の派遣職員の減）を続ける予定である。 

教育活動を展開するために必要な事務組織としては、事務局組織中の教務グループが対

応している。教務グループは「グループ統括」の下に教務、入学試験、国際関係に関する職

務を遂行している。通常の教務関連の業務以外に、学生支援センター窓口において、履修な
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ど教務関係の学生の問い合わせに対応している。また、大学の国際化に対応して海外の大学

との交流協定、留学に関する業務を行う国際化推進室を設置し、そこにＪＣＭＵ（ミシガン

州立大学連合日本センター。彦根市）の米国人前所長を室長とし、英語に堪能な職員を配置

している。 

学生・就職支援グループでは、授業料等の減免・奨学金・学生相談・課外活動等の学生支

援と、キャリア教育・就職セミナー・インターンシップ等の就職支援を所管し、教務グルー

プと併せて「学生支援センター」として窓口を一本化している。 

また、事務局とは別に、学生支援室には就職担当の特任教授と相談員を、また学生相談室

には臨床心理士の特任職員を常駐させて、各種学生相談に対応している。 

共通講義棟実験室および各学部実験室等では、各学部専門科目の実験、実習などの補助を

行うため契約職員による実習助手を配置している。また、教育研究活動を展開するために必

要な図書情報センターに、図書専門職員（司書）と情報処理専門職員を配置している。 

さらに総務、財務、経営企画、地域連携推進グループを置き、教育研究活動を支援するこ

とにより、的確な大学運営を図っている。 

 

（４）事務職員の意欲・資質の向上を図るための方策を講じているか。 

事務局職員の管理運営に関する資質の向上を図るため、公立大学法人滋賀県立大学事務

局職員人材育成方針を策定して、職務に必要な知識や技術等を習得する研修を計画的に実

施している（資料９（１）－15）。 

この人材育成方針に基づき、公立大学協会が開催するセミナー等に職員を参加させてい

るほか、平成 26 年度までは立命館大学が主催する「大学幹部職員養成プログラム」に中

堅職員を派遣し、平成 27年度から「大学コンソーシアム京都」が主宰する「ＳＤゼミナ

ール」に派遣してスキルアップを図っている。また、設立団体である滋賀県が実施する新

規採用職員研修および階層別研修等に対象職員を参加させている。また、特に法人職員が

自己啓発を自主的に進められるよう、職員が独自に研修会や各種講座等へ参加した費用の

１／２を大学が助成する制度も創設し、職員の高度化・専門化を支援している。（資料９

（１）－16、資料９（１）－17） 

さらに大学内では、人権啓発研修や大学職員としての意識向上を図る研修などを実施し

て職員の意識啓発を行うとともに（資料９（１）－18）、平成 22 年度から職員提案制度を

創設し、業務の改革・改善に向けての意識啓発を図るとともに、審査のうえ優良と判定され

た提案に基づく業務改善の実施によって、事務の合理化や学生サービスの向上に役立てて

いる。また職員提案による「カイゼン活動・事業見直し提案制度」も創設し、グループごと・

年度ごとに見直し計画を立て、その結果を年度末に総括することにしている（資料９（１）

－19）。 

 

２．点検・評価 

●基準９（１）の充足状況 

管理運営組織は、法令・定款に基づく「理事長選考会議」、「役員会」、「経営協議会」、

「教育研究評議会」および「教授会」を設置するとともに、学長のトップマネジメントによ

る機動的、戦略的な大学運営を推進するための体制および学長を補佐する体制等が整備さ
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れている。また、役員７名中学外者が２名であるのをはじめ、経営協議会 11 名中６名、教

育研究評議会にも 16 名中３名の学外委員が参画するなど、学外者の積極的な登用が図られ

ている。 

事務組織は、法人に事務局を置き、副理事長が兼務する事務局長が事務を掌理し、事務局

次長とともに６グループからなる事務局の総括、調整を行っている。各グループは、大学の

管理運営と教育研究支援業務を遂行するとともに、教職協働を進め必要な委員会にはグル

ープ統括が委員としても大学運営に参画している。管理運営のための組織および事務組織

は、大学の理念・目的の実現に向けて支援するという任務を果たす上で、適切な規模と機能

を持っている。 

事務職員の配置は、職務分掌表に適切に定められており、その職務範囲の整備は十分に

体系的であり、年度中にあっても状況に応じて業務や体制の変更が可能であることなど、

柔軟な対応が図られている。しかし、事務局の仕事量は学科増設等による学生数の増加や

国等の補助事業や委託事業の採択などにより、年々増加している。 

また非常勤実習助手として 30名が教育研究の支援に当たり、ＴＡも延べ約 230 人の大学

院学生が従事ており、その配置は全体的に適切である(第７章（４）参照)。 

管理運営に関わる職員の研修等については、公立大学法人滋賀県立大学事務局職員人材

育成方針に基づき、事務局職員に対して計画的に実施しており、大学の新たな課題に対して

柔軟かつ迅速に対応できる人材や大学の事務のエキスパートとしての自覚を持ち、絶えず

研鑽に努める人材の育成を目指して、管理運営に関わる職員研修を進めている。 

研修は、新規採用職員や新任職員に対する職務に関する基礎的な知識の習得や、企業会計

など実務の基礎知識を習得する財務会計研修など職務の遂行に必要な研修のみならず、大

学職員として経営意識や人権意識を高める意識啓発研修も実施して自己改革の姿勢を高め

る研修ができている。さらに、今後の大学経営の幹部となる職員を養成するため、高度で専

門的なセミナーにも職員を派遣している。 

また、業務改善に向けての職員提案制度を設けるなど意識改革にも取り組んでおり、管理

運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的、体系的、計画的に行われていること

から、以上同基準は概ね充足されている。 

 

①効果が上がっている事項 

管理運営については、学内の調整組織として役員会議や連絡調整会議・局内会議を定例化 

し、理事長・学長のトップマネジメントによる円滑な運営を図るとともに、より効果的・効

率的な大学運営のため、学外者の積極的な活用を図っている。非常勤役員に企業経験者を起

用するとともに、経営協議会は構成員の過半数、教育研究評議会は３名の外部有識者を委員

として任用し、役員会には常に監事も出席させるなど、時代に即した学外からのニーズも把

握している。 

 

②改善すべき事項 

事務局職員に占める法人職員は半数近くにのぼるが、全体として県からの派遣職員に比

べると年齢は若く経験年数も少ないため、学内外の調整力や懸案事項の分析・企画力、新

規事業の提案力などは育成途上にあり、法人職員の能力向上による事務局全体の実力向上
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と教職協働が必要である。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

大学ガバナンスを発揮できる制度や規程は概ね整備されており、これをより実質化でき

るよう推進する必要がある、特に、理事長が示す方向性やその具体化のための施策を早期

に教職員に浸透させ実施に結びつけるよう、教職員向けの広報など学内の情報発信を強化

する必要がある。 

 

大学ガバナンスを発揮できる制度や規程は概ね整備されており、これをより実質化でき

るよう推進する必要がある、特に、理事長が示す方向性やその具体化のための施策を早期

に教職員に浸透させ実施に結びつけるよう、役員会議等で広報戦略を検討し、連絡調整会

議の一層の活用も含め教職員向けの広報など学内の情報発信を強化する必要がある。 

 

②改善すべき事項 

法人職員の早期の能力向上のため、人材育成方針の見直しをしたところであり、この方

針に基づいて他大学や公立大学協会、文部科学省への短期派遣も進めていく必要がある。 

 

４．根拠資料 

 ９（１）－１ 滋賀県立大学定款 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/teikan.pdf 

９（１）－２ 滋賀県立大学理事長選考会議規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/RijityouSenkouKaigiK

itei.pdf 

９（１）－３ 滋賀県立大学理事長の選考および解任等に関する規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/rijichosenkokaininki

tei.pdf 

９（１）－４ 平成 27年度法人役員等一覧 

９（１）－５ 滋賀県立大学将来構想 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/shouraikousou/shouraikousou.pdf 

９（１）－６ 公立大学法人滋賀県立大学中期目標（第２期）（既出１－９） 

 ９（１）－７ 滋賀県立大学学則（既出１－１） 

 ９（１）－８ 滋賀県立大学役員規程 

 http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/YakuinKitei.pdf 

９（１）－９ 滋賀県立大学組織規程（既出２－５） 

 ９（１）－10  滋賀県立大学に置く職およびその選考に関する規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/syokuoyobisonosenkou

nikannsurukitei.pdf 

９（１）－11 滋賀県立大学大学院学則（既出１－２） 

 ９（１）－12 組織運営体制 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/teikan.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/RijityouSenkouKaigiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/RijityouSenkouKaigiKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/rijichosenkokaininkitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/rijichosenkokaininkitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/shouraikousou/shouraikousou.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/YakuinKitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/syokuoyobisonosenkounikannsurukitei.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/syokuoyobisonosenkounikannsurukitei.pdf
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 ９（１）－13 事務局組織図 

 ９（１）－14  理事・事務局対応表 

 ９（１）－15 事務局職員人材育成方針 

 ９（１）－16 公立大学協会主催研修参加状況 

 ９（１）－17 大学幹部職員養成プログラム等受講状況 

 ９（１）－18 平成 26年度人権問題研修会開催結果 

 ９（１）－19 職員提案制度の概要 
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（２）財務 

 

１．現状の説明 

（１）教育研究を安定して遂行するために必要かつ十分な財政的基盤を確立しているか。 

［中長期的な方針］ 

法人化に際して運営費交付金交付の基本的な考え方について、設立団体である滋賀県と

の間で概ね次の通り合意している。 

・運営費交付金 ＝ 人件費 ＋ 教育研究費 ＋ 一般管理費 － 自主財源 

・施設整備の新設、更新、大規模修繕等に要する経費は、運営費交付金とは別に施設整備

費補助金を交付する。 

・定数内で配置される職員（教員を含む）の退職手当は、その分を運営費交付金として交

付する。 

先の「滋賀県立大学将来構想」においては、「運営費交付金や学生納付金の減少の中にあ

っても、経営の安定化を図り、特色ある教育・研究を積極的に行わなければならない。その

ためには、人・物・金・時間という限られた経営資源を何に投資するのか、何を廃棄して何

を構築するのかという戦略的な資源配分を行う必要がある」と記載している。 

これらに基づき、第２期中期目標は「経費の節減に努めるとともに、長期的な展望を持ち、

重点的・戦略的な資源配分を行う」、「外部資金等自己収入の拡大に努めるとともに、資産の

適正な運用管理を進め、健全な財務運営を推進する」こととされ、中期計画においてもこの

目標を達成するための具体的な措置を掲げている。 

 

［財務状況］ 

本法人の平成 27 年３月 31 日現在の資産は 19,038 千円で、土地や建物等の固定資産が

17,894 百万円と約 94％を占め、職員宿舎を除いて土地 320,814 ㎡、建物 80,230 ㎡を有し

ている。一方、負債は固定負債および流動負債を合わせ 4,556 百万円で、このうち実質的

に負債ではない資産見返負債が約 68％を占めている。（資料９（２）－５） 

なお、法人化後の資産と負債の推移は資料９（２）－６のとおりであり、固定資産が減価

償却費により減少している以外はほぼ同様の水準で推移している。 

本法人の経常的収入は、県からの運営費交付金、学生納付金等の自己収入および外部資

金で構成されており、過去４年間の収入実績は資料９（２）－７のとおりとなっている。 

学生納付金の安定的な確保のためにも、オープンキャンパスや大学祭での相談受付、高校

訪問、高大連携講座等の実施により、志願者・入学者の確保に努めている。また、在学生に

対しても口座振替による納付の促進や滞納者への教職協働による早期督促等により授業料

の滞納は年々減少するなど、安定的に経常収入を確保している。 

またこの間、「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」をはじめ文部科学省等の公募

型の大型プロジェクトに応募し、平成 25 年度においては、合計５つのプロジェクト（大学

ＣＯＣ事業（文部科学省）、地域イノベーション戦略支援事業（同）、スーパークラスタープ

ログラム（サテライトクラスター）（ＪＳＴ）、「域学連携」地域活力創出モデル実証事業（総 

務省）、産業界ニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業（文部科学省））に採択される

などにより、同年度における補助金等収益については、合計 68,128 千円、平成 26 年度も合
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計 81,662 千円を確保することが出来た。（資料９（２）－７） 

さらに、科学研究費助成金等の獲得にも全学を挙げて取り組み、得られた間接経費を研究

促進のための費用に充当している。 

本法人の平成 26 年度の収支状況は、経常費用が 4,812,668 千円、経常収益は 4,640,219

千円となっており、臨時損失および臨時利益を差し引いた当期純利益は△172,047 千円、前

中期目標期間繰越積立金取崩額を加えた当期総利益では、△105,212 千円の赤字となってい

る。しかしこれは、後日県から交付される退職金相当額 125,454 千円が交付されていないこ

とによるもので、実質的な収支は 20,242 千円の黒字となる（資料９（２）－１ 損益計算

書）。 

 

（２）予算編成および予算執行を適切に行っているか。 

中期計画期間（６事業年度間）に係る予算、収支計画、資金計画は、本法人の中期計画の

一部として経営協議会、役員会の議を経て理事長が決定の上、県知事に申請し、認可を受け

ている。 

また、各年度に係る予算、収支計画、資金計画は経営協議会、役員会の議を経て理事長が

決定し、県知事に届け出た後、中期計画と合わせてホームページに掲載している（資料９

（２）－９、資料９（２）－10 予算、収支計画および資金計画）。 

本法人における学内の予算配分は、前年の夏に予算編成の基本方針を策定・周知し、事

業計画について各部局からの詳細な聴取を行った後、理事長協議を経て予算案を作成し、

経営協議会および役員会の議により決定している。教育研究活動に必要な経費（教育経

費、研究経費、教育研究支援経費の合計）として、平成 26年度は 1,107 百万円を執行し

ている（資料９（２）－５）。 

本法人の平成 26 事業年度に係る財務諸表等については、平成 27年６月に県知事に提出

し、承認を受けた後、県公報に公示し、かつ、財務諸表、事業報告書、決算報告書ならび

に監事、会計監査人の意見を付した書面を閲覧に供するとともに、大学ホームページに分

かりやすく別途作成した決算概要と合わせて掲載している。（資料９（２）－５）。 

 

２．点検・評価 

●基準９（２）の充足状況 

本法人は、大学運営に必要な法人化以前の土地・建物等すべての資産について県から出

資・承継されていることから、安定した教育研究活動が遂行できていると判断する。負債に

ついては、借入金はなく資産見返負債など大部分が返済を要しない負債であり、債務は過大

ではない。 

学生納付金については、適正な学生数の確保に努め、安定的な収入を確保している。 

また、外部資金についても競争的資金等に積極的に応募し採択されたことにより収入額 

が増加していることから、収入が継続的に確保されている（資料９（２）－８）。 

中期計画期間の６年間にわたる長期的な予算、収支計画、資金計画は、それぞれ学内諸会

議の議を経て理事長が決定し、県知事に申請し、認可を受けている。また、各年度に係る予

算、収支計画、資金計画は経営協議会、役員会の議を経て理事長が決定していることから、

適切な収支計画等が策定されている。 
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さらに、収支計画等を含む中期計画および年度計画は、本学ホームページに掲載して公表

している。 

本法人における平成 26 年度の収支の状況は、△102,212 千円の当期総損失を計上してい

るものの、実質的には 20,242 千円の黒字であり、また短期借入金も有していないことから、

支出超過の状態にはないと判断している。 

教育に要する経費については、運営費交付金が減額される中でも毎年度同程度の額を確

保し、事業経費や競争的経費を配分する際には、教育・研究の重点化、活性化を図るための

ヒアリングを実施し、本学の発展に寄与する教育研究活動に対して効率的に配分している

ことから、適切な資源配分がなされている。 

本法人の財務諸表等については、法令に基づき財務諸表を県公報に公示し、かつ、財務諸

表、事業報告書、決算報告書ならびに財務諸表、決算報告書に関する監事、会計監査人の意

見を閲覧に供するとともに大学ホームページに掲載し、適切な形で公表していることから、

以上同基準を充足している。 

 

①効果が上がっている事項 

研究費の配分について、職階別傾斜配分でなく業績評価に基づく配分制度を定着させ、さ

らにその見直しを図っている。競争的研究費の確保について意識啓発や具体の支援を行う

ことにより、競争的環境を醸成し研究活動の活性化を図っている。 

外部資金、競争的資金の獲得額については年々増加している状況にあるが、その重要性か

ら大型研究の推進に顕著な貢献を行った教員への表彰制度を創設し、インセンティブを働

かせる方策を行うなど、より一層の獲得に向けての取組を行っている。特に、学内の未利用

地を活用してコンビニエンスストアを誘致し、経常的な賃貸収入を確保するとともに、これ

を大学院博士後期課程の給付型奨学金等に充てるなど、資産活用を工夫している。 

 

②改善すべき事項 

大学設立から 20年が経過し、老朽化に伴う設備、機器等の更新を行っていく必要があり、

今後の設備と備品の更新計画を策定して設立団体に要求しているが、設立団体である県の

財政状況が厳しい状況にあることから、具体化の見通しが立っていない。 

実質的な黒字とはいえ、運営費交付金は県の財政事情により年々削減され、一方で電気代

や修繕費等の増加に伴い経常的経費が増加している。経費の節減や自主財源の確保に取り

組んでいるが、財務運営は非常に厳しくなっている。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

研究費配分は教員の自己評価と併せて見直し中であり、より的確に各教員の業績評価が

行えるようにして、それをもとに研究費配分を行うこととする。 

外部資金の獲得、特に科研費については、説明会や外部有識者によるレビュー等を行っ

ているが、さらに学内者によるピアレビューも進め、教員全員が申請をするように奨励し

ていく。 

今後のコンビニエンスストア収入を定着させるため、学内イベントと協調する販売活動
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に協力していくとともに、さらに別の未利用地の活用を図る。 

 

②改善すべき事項 

現在、平成 26年度に行った施設の調査結果を踏まえて、本学独自の施設更新の全体計

画を策定中であり、策定後は、設備・備品の更新計画を合わせて設立団体に対し多くの機

会をとらえて更新等の必要性の理解を得て、施設整備補助金予算の確保を進める。 

運営交付金については、設立団体に対し年々厳しくなる財政実態を機会あるごとに訴え

るとともに、県の予算ルールに基づいて政策課題協議の場に積極的に提起していくことに

より、まずは第３期の中期目標策定時を目標に、運営費交付金の増額を目指す。 

 

４．根拠資料 

 ９（２）－１ 財務諸表（平成 22 年度～平成 26 年度） 

 http://www.usp.ac.jp/campus/joho/zaimusyohyo/ 

９（２）－２ 監査報告書（平成 22 年度～平成 26 年度） 

９（２）－３ 独立監査人の監査報告書（平成 22年度～平成 26年度） 

９（２）－４ 平成 26年度事業報告書 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/44/c7/44c7415c-34fc-416b-990f-

b7d18fa52c8c/h26jigyouhoukoku.pdf 

９（２）－５ 平成 26年度決算の概要について 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/63/10/6310cd7c-a359-46b6-acaa-

a7faaf99b709/h26kessangaiyo.pdf 

９（２）－６ 法人化後の資産と負債の推移 

９（２）－７ 過去４年間の収入実績 

 ９（２）－８ 外部資金獲得状況 

 ９（２）－９ 公立大学法人滋賀県立大学中期計画（第２期）（既出１－10） 

９（２）－10 公立大学法人滋賀県立大学平成 27年度計画（予算、収支計画および資

金計画）（既出１－11） 

  

  

http://www.usp.ac.jp/campus/joho/zaimusyohyo/
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/44/c7/44c7415c-34fc-416b-990f-b7d18fa52c8c/h26jigyouhoukoku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/44/c7/44c7415c-34fc-416b-990f-b7d18fa52c8c/h26jigyouhoukoku.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/63/10/6310cd7c-a359-46b6-acaa-a7faaf99b709/h26kessangaiyo.pdf
http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/63/10/6310cd7c-a359-46b6-acaa-a7faaf99b709/h26kessangaiyo.pdf
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第１０章 内部質保証 

 

１．現状の説明 

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い、その結果を公表することで社会に対する

説明責任を果たしているか。 

滋賀県立大学では、教育研究水準の向上を図るとともに、本学の目的および社会的使命を

達成するため、教育研究活動等の状況について、自ら点検および評価（自己評価）を行うこ

とを、大学学則第２条、および、大学院学則第３条に定めており、その中心的役割を果たす

組織として、大学組織規定第 14 条に定める常設委員会の「自己評価委員会」を設置してい

る。当該委員会の組織および運営に関しては、自己評価委員会規程に定められており、自己

評価の責任組織として、内部質保証システムを構築・機能させることにより、本学の教育研

究をはじめとする諸活動の質向上を推進している（資料 10－１）。 

自己評価は、地方独立行政法人法に基づき、設立団体の長である滋賀県知事が定めた「中

期目標」を達成するために、大学が作成した「中期計画」の各年度の目標について、毎年度、

自己評価委員会が実施している。自己評価の内容は、教育の質保証・向上に関する事項、学

生への支援に関する事項、研究水準および研究の成果等に関する事項、研究実施体制等に関

する事項、産学官連携の推進に関する事項、地域社会等との連携の推進に関する事項、教育

研究等の国際化の推進に関する事項、国際交流の推進に関する事項、大学経営の改善に関す

る事項などが含まれている。各年度の自己評価の結果は、「業務の実績に関する報告書」と

してとりまとめ、大学のホームページに公表している。 

この報告書は、本学が学外の第三者に委員を委嘱して行う「外部評価」、また、設立団体

の長である滋賀県知事が第三者委員会を設置して毎年度行う「法人評価」、および、本学が

６年毎に受審する「認証評価」の基礎資料として用いている。 

「外部評価」については、これまでに、平成 17年に２回目の自己評価の結果をもとに実

施し、その結果を平成 18年３月に印刷、公表した。また、平成 19～20 年度には各学部等を

対象とした自己評価および外部評価を実施し、その結果を大学ホームページに公表した。さ

らに、最近では、平成 26年度に自己評価および外部評価を実施し、その結果を大学ホーム

ページに公表している。 

「法人評価」については、自己評価委員会が取りまとめた「業務の実績に関する報告書」

を、設立団体の長が設置する法人評価委員会に提出し、大学の実地検証、数度にわたる委員

会での審議と質疑応答によって、評価を受けている。「法人評価」は毎年度実施され、その

結果は大学のホームページで公表している。 

「認証評価」については、中期計画期間中に行った自己評価結果、および、法人評価結果

に加えて、認証評価機関から示される基準について、自己評価委員会から学部・研究科を始

めとする各部局へ自己評価を依頼し、その報告を審議、まとめた結果をもとに、認証評価機

関の評価を受けることにしている。前回は、平成 22 年度に、独立行政法人大学評価・学位

授与機構による評価を受けた。その結果、「滋賀県立大学は、大学設置基準をはじめ関係法

令に適合し、大学評価・学位授与機構が定める大学評価基準を満たしている」との認定を受

けた。この結果についても、大学のホームページに公表している。 
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情報公開については、大学のホームページ、大学案内、広報誌、リーフレット等を作成し、

適宜、情報を発信している（資料 10－５、資料 10－６）。学校教育法施行規則第 172 条の２

第１項に定められている教育研究活動等の状況や、大学運営に関する役員会、教育研究評議

会、経営協議会の議事録は、ホームページで公表している。また、公立大学法人滋賀県立大

学が「滋賀県情報公開条例」第２条第１項および「滋賀県個人情報保護条例」第２条第５号

の実施機関に該当するため、「公立大学法人滋賀県立大学情報公開規程」、「公立大学法人滋

賀県立大学の保有する個人情報の保護等に関する規程」を制定し、情報公開請求等に対応す

ることとしている（資料 10－７、資料 10－８）。 

個々の教員による教育研究活動の実態は、毎年度、教員に自己評価表の提出をもとめ、さ

らなる改善を促している。ここでは授業時間、指導担当院生数など参考資料に見られるよう

に多様な面からの教育活動データが項目別に示されている。（資料 10－２、資料 10－３、資

料 10－４ ） 

教育の質を保証するための取組のひとつとして、自己評価委員会が全学学生に授業評価

アンケートを実施し、各教員がアンケート結果を参考に授業改善に取り組むとともに、教育

実践支援室の支援を得て授業改善に取り組んでいる。なお、授業評価アンケートの結果は、

自己評価委員会で報告され、各学部に評価結果が周知されている。 

各学部においては、環境科学部では環境フィールドワークの中で独自に携帯電話を利用

したアンケートを実施して学習の状況を把握し、到達度等を授業時間内に把握できるよう

にしている。工学部においては日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）の認定を受け、教育

の質の維持向上に取り組んでいる（資料 10－14）。 

上記以外にも、大学情報データベースを作成し、大学の知のリソースを公開するとともに、

大学のホームページを活用して、教育、研究、社会貢献等の様々な情報を提供している。ま

た、大学のホームページは、平成 27 年３月に全面リニューアルを行い、画像やタブ画面等

を活用して必要な情報を入手しやすくするとともに、サーバをデータセンターに置くこと

により停電等の不測の事態においても情報提供を可能とするなど、学内外の利用者の利便

性向上を図った。 

 

（２）内部質保証に関するシステムを整備しているか。 

内部質保証の方針は、第２期中期目標において、「自己点検・評価を着実に実施するとと

もに、認証評価等の結果を活用し、大学運営の改善を図る。」としている。 

この第２期中期目標をもとに策定した第２期中期計画では、「自己評価および外部評価の

結果ならびに監事等の意見を大学運営に反映させる仕組みを構築し、教育研究の質の向上

および業務運営の改善につなげる。」としている。 

この内部質保証を推進する組織が自己評価委員会であり、各部局の長および各部局より

選出された委員より構成され、中期計画をもとに毎年度作成される年度計画の達成状況に

ついて自己評価を行っている。これらの結果は、年度ごとに「業務の実績に関する報告書」

として取りまとめ、経営協議会および教育研究評議会の審議を経たのち役員会で審議承認

し、地方独立行政法人法に基づき設立団体の長が設置した法人評価委員会による法人評価

を受けている。 

また、認証評価機関の評価基準に即した自己評価を３年ごとに実施し、その結果をもとに
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６年ごとに外部評価委員による外部評価を受けている。認証評価については、中期計画期間

中に受審することとしており、本学の状況を総括的に自己点検改善する機会としている。認

証評価機関の基準に即した自己評価を実施する場合には、自己評価委員会より、副理事長お

よび各理事に担当する職掌についての自己評価、および、各学部（研究科）には関係する評

価項目についての自己評価を依頼し、その結果を自己評価委員会で審議し、報告書に取りま

とめることにより実施している。 

教員および教員組織については、基準３のところで述べたように、教育・研究組織等の再

編に柔軟に対応でき、かつ重要性と緊急性の高い組織に人的資源を戦略的に配分できるよ

うに、各学部からおおむね５％の定員を「学長管理枠」として提供させ、合わせて 11 人の

定数を学長が管理している。その配置は学長の専権事項として、５年の期限付きで、現在も

その運用を継続させている。 

ＡＰ、ＣＰ、ＤＰを始めとする教育内容やその方法については、教育・学生支援担当の理

事が委員長を務める教務委員会において審議され、重要な事案については教育研究評議会

で議題に付される。また、学生支援については、学生支援の担当理事が委員長を務める学生

支援委員会で審議される。 

教育研究等の環境整備について、建物などの設備面は副理事長が委員長を務める環境整

備安全委員会で審議され、また、図書・情報（学内ネットワーク等）については、図書情報

センター長を兼任する理事が委員長を務める図書情報センター運営委員会で審議される。

社会連携・社会貢献については、理事長を本部長とし、地域連携担当理事が副本部長を務め

る地域連携推進本部員会議において審議される。 

大学の教育研究をはじめ管理運営等のすべてについて、検討が必要な事項については、理

事長、副理事長、常任の理事、次長が出席し、毎週火曜日に開催される役員会議で議論され、

必要な指示が発せられる。また、全学的に調整が必要な事項については、理事長、副理事長、

常任の理事、次長に加えて学部長が出席し、隔週の火曜日に開催される連絡調整会議におい

て議論され、必要に応じて指示が出される。 

滋賀県立大学教職員のコンプライアンス意識の徹底推進のために、「コンプライアンス推

進規程」を定め、この規程に基づきコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに

係る制度や体制の整備等を行っている。整備したコンプライアンス推進体制のもと、コンプ

ライアンス遵守とその意識醸成・周知を図っている。さらに、教職員の倫理観保持のための

「職員倫理規程」や、ハラスメント防止のための「ハラスメントの防止等に関する規程」を

制定し、研修会を開催するなどして、教職員の遵守と意識啓発を図っている。また、研究資

金の不正防止のためには、「滋賀県立大学における研究活動上の不正行為の防止等に関する

規程」を制定し、科研費説明会等の折に合わせて不正防止の説明会を開催する等して周知と

その遵守を図っている。（資料 10－９、資料 10－10、資料 10－11、資料 10－12、資料 10－

13） 

教育の質保証と向上に向けて、平成 19 年度から学生による授業評価アンケートを実施し

ている。平成 26年度前期まではマークシート方式により、また、平成 26 年度後期からは携

帯電話によるアンケートに方法を変えて、前期および後期に原則として全科目を対象に実

施している。また、教員には、教員自身による自己評価を実施している。さらに、教員によ

る授業方法の改善等を支援するために、平成 19年度からは、各学科等からの教員が室員と
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なり教育実践支援室を開設し、教員の授業方法等の改善に向けて具体的な支援策の検討や

支援を進めている。さらに、室員を中心にファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）を適

切に推進するため、毎月ＦＤミーティングを開催して、研修会や各種セミナーなどの活動計

画を立て、全学的に実施している。（資料 10－15、資料 10－16、資料 10－17） 

ＦＤ研修会では授業の基本的なスキルを学ぶための研修として、毎年「授業の方法：基本

編」と題する研修会を開催している。これ以外にも、年によって異なるテーマの研修会を開

催し、新任教員は必ず参加することになっている。また、その内容については学内外から評

価が高く、他大学からの参加者も多い。（資料 10－18）これらそれぞれの研修会やセミナー

ごとに参加教員からの感想・意見・疑問の収集に努めるとともに、これまでの実施内容をＤ

ＶＤに収録、配布し、反復して確認ができるように便宜を図っている。参加者のコメントか

らは、授業現場での改善努力と直結していることが確認できる。また、全教員に対して授業

の方法についての「授業の基本」ワンポイントアドバイスを週に１回程度メールで配信して

いる。（資料 10－19、資料 10－20、資料 10－18） 

教育実践支援室では授業の方法に関することだけでなく、各科目の成績評価に関して、平

成 25 年度と 26 年度にルーブリックの作成法について全学的に講習を実施したり、学生の

自宅学習を促す教育プログラム事業を推進したりしている。その結果は、教員の授業内容の

改善や学生の自宅学習の促進等に役立っている。（資料 10－21） 

こうした全学レベルでの活動とは別に、学部単位でも研修が組織的に実施されている。各

学部から選ばれている室員がそれぞれ所属の学部・学科においてＦＤ活動をリードし、教育

の質の向上や授業改善に取り組んでいる。 

 

（３）内部質保証システムを適切に機能させているか。 

全学レベルの内部質保証としては、中期計画をもとに作成される年度計画の達成状況に

ついて、平成 26 年度実績までは役員を中心として学内の意見を聴取し取りまとめていたが、

平成 27 年度からは自己評価委員会で取りまとめを行い法人評価を受審するように改めた。

また、認証評価機関の評価基準に即した「自己評価」を３年ごとに実施し、その結果をもと

に６年ごとに外部評価委員による「外部評価」を受けている。認証評価については、中期計

画期間中に受審することとしており、前回は平成 22 年度に受審したことから今回は平成 28

年度の受審となる。 

組織レベルの内部質保証としては、第２期中期目標に基づき第２期中期計画さらに年度

計画を定め、毎年度自己評価を実施している。また、個人レベルの自己評価について、これ

までは研究戦略委員会で教員による自己評価を行い、その結果を研究費配分に反映させて

きた。平成 26年度には、これを見直し、教員活動の自己評価を教員活動の総合的な自己評

価サイクルの一環として捉え、自己評価委員会で所管することとした。教員の自己評価内容

について、自己評価委員会委員を中心にワーキンググループを起ち上げ検討を行った。ワー

キンググループからの報告を基にして、自己評価委員会で「教員活動に関する自己点検評価

実施要綱」を定め、平成 27 年度から試行を開始している。この自己評価の目的を 

① 教員一人ひとりが遂行すべき職務について、認識を深め自らの研鑽を図ること 

② 教員活動の自己評価により教育研究の質の向上や改善につなげることで、大学全体の

活性化を図ること 
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③ 大学の諸活動について、社会への説明責任を果たすこと 

としている。 

教育研究活動のデータベース化については、学内システムの「大学情報データベース」に

各教員が教育研究業績等のデータを更新入力し、学内外へ公表している。 

また、授業評価アンケートの全学実施率は、平成 26年度で、前期が 93.7％、後期が 82.3％

となっている（資料 10－22、資料 10－23）。この学生による授業評価アンケートの結果は、

各科目の担当教員に個別データとして返されるのと同時に、大学全体の傾向および学部全

体の傾向が分析され全学教員に報告されている。こうして実施された授業評価は教育改善

に資することが第一の目的であり、それぞれの教員に対しては、担当科目についての評価結

果が示されるとともに、学部では報告資料が開示され、教員が相互に閲覧できる体制になっ

ている。また、学生に対しても学生支援室で閲覧が可能となっている。 

授業改善のための全学的な取り組み状況の調査を平成 18 年度から始め、平成 19 年度に

は教員によるＦＤ活動支援のために「教育実践支援室」が開設され、その後はＦＤ研修会を

継続的に開催し高い参加率を得ており、学生による授業評価の数値は改善傾向にある（資料

10－24）。 

学外者の意見の反映については、認証評価機関からの意見のほか、毎年度の法人評価委員

会（知事が任命する法人評価委員会の委員５名全員が学外有識者）による意見や外部評価委

員会の意見を受けて、諸施策に反映させている。さらに、大学運営に、適宜、学外者の意見

を反映させるために、役員会には学外の有識者２名の理事と２名の監事が、経営協議会には

学外の有識者６名が、また、教育研究評議会には学外の有識者３名が学外委員として参加し

ている。 

前回、平成 22年度に受審した認証評価の結果は、大学評価基準を満たしているとの認定

を得た。一方、この時に、評価機関である独立行政法人大学評価・学位授与機構から改善を

要すると指摘された「大学院課程の一つの研究科においては、入学定員率が低い。」の事項

については、定員の適正化と学生の確保により改善に努めている。 

学外関係者の意見収集と教育への活用のひとつとして、卒業生アンケート調査が挙げら

れる（資料 10－25）。全学部の卒業生を対象に実施しており、その設問方法と内容は多岐に

わたるが、その寄せられた回答内容は教務委員会および学生支援委員会など、直接に関係す

る委員会での検討事項として位置づけられている。 

学外関係者として、たとえば法人評価委員会において、英語科目等の能力別クラス編成に

ついて意見をいただいたことを受け、「実用英語演習」科目の能力別クラス編成に取り組ん

だり、また、環境科学部では、環境フィールドワークで関わった地域住民を対象に結果報告

会を開催、意見聴取を行ったりして、翌年以降の活動に活かしている。工学部では工学部支

援会による企業研究会等を開催し、在学中にどのような学力や資質・能力を身につけておく

べきか等に関して、卒業生の協力のもと、在学生に話す機会を設けている。人間看護学部に

おいては、平成 26 年度に卒業生および就職先等の関係者から意見聴取を行っているなど、

それぞれの学部の状況に応じて、学外者からの意見聴取を行い、諸施策に反映させている。 

他にも、多くの就職先関係者からのコミュニケーション能力のあり方についての指摘を

受けて、キャリア教育科目充実を進めている（資料 10－26 「キャリア教育科目について」

p.177～182）。 
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評価結果を学内外に公表するとともに、改善が必要な事項については各層からの意見・改

善提案を収集するシステムを構築している。外部評価で指摘された事項に対する各学部等

の対応を自己評価委員会で聴取し、改善に反映させるよう取り組んでいる。各年度の法人評

価の評価結果は、学内外に公表するとともに、学内では自己評価委員会、連絡調整会議等を

通して意見・改善策を収集し、管理運営の改善に反映させている。 

 

２．点検・評価 

●基準 10の充足状況 

本学では、開学以来、自己評価委員会を設置し、大学の総合的な活動について、エビデンス

として資料やデータを示し、自己評価に取り組んできた。法人化後は大学全般の自己評価関

係を所掌する研究・評価担当理事の下に、研究活動のみならず教育研究活動全般を検証し、

問題点を改善するため、全学の自己評価委員会および部局ごとの自己評価委員会が設けられ

ている。また、平成 20 年度以降、研究者情報データベースを構築し、自己評価、認証評価、

法人評価、さらに教員評価などの各種評価に対応できるように整備し、学内外へ公表してき

ている。 

以上より、大学の諸活動について、自己評価の規程や体制が整備され、内部質保証が適切

に実施されていることから、同基準はおおむね充足している。 

 

①効果が上がっている事項 

自己評価委員会が「中期計画」の各年度目標について毎年度実施する「自己評価」、およ

び、設立団体が設置した第三者委員会が実施する「法人評価」を毎年度受審している。また、

認証評価機関の評価基準に即した「自己評価」を３年ごとに実施し、その結果をもとに６年

ごとに外部評価委員による「外部評価」を受けている。認証評価については、中期計画期間

中に受審することとしており、前回は平成 22 年度受審している。 

本学のＦＤ活動は教育実践支援室を中心に非常に活発に行われ、授業方法の改善にとど

まらず、授業の成績評価法、話し方や発達障害などの学生に対する対応の仕方のセミナー開

催など、毎年多くの研修会セミナーを開催している。また、ＦＤ研修会の内容は質が高く、

学外からの参加者も多いことから、教育の質の向上とその改善のためのシステムという点

では十分な体制が構築されている。 

教育活動の質の向上を図るための実験助手、ＴＡ、ＥＳ（学部学生授業サポーター）など

の教育支援者や教育補助者に対する研修も各学部学科において適切に実施され、資質の向

上が図られている。 

大学における３つの方針（ＡＰ、ＣＰ、ＤＰ）をはじめとする教育研究活動の状況や、そ

の活動の成果に関する情報をわかりやすく社会に発信するため、平成 18 年度の法人化に際

して新設した経営戦略グループを改組、図書情報グループおよび研究戦略部門を統合する

ことにより経営企画グループを新たに設置し、企画広報、研究戦略部門を強化する体制を構

築した（平成 26 年度）。 

平成 26 年度にはホームページの全面リニューアルを行い、ＣＭＳによる各部署からの情

報発信を可能にするとともに、キャンパスガイドなどの紙媒体との統合的運用システムを

構築しつつある。 
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大学の構成員が適切な判断を行うために、必要な情報を必要な時に容易に入手できるよ

う、ホームページや学内グループウェア、大学情報データベース等で提供している。 

 

②改善すべき事項 

平成 26 年度に作成された教員の自己評価表について、試行の結果、改善すべき事項が

見出された。各学部の実情に応じてアンケートや意見聴取が行われているものの、組織的

に学外者から意見聴取を行うしくみが整備されているとはいい難い。また、授業評価アン

ケートの方法を携帯電話による方法に変えた後、回答率が低下した。 

ＦＤ研修会などを通じて授業方法は改善傾向にあるが、こうした活動に参加することな

く、なお学生の授業評価アンケートでの評価が低いままの科目があることも事実である。 

大学におけるＩＲの取組をさらに推進することが必要である。 

研究関係の業務については、経営企画グループと地域連携推進グループに跨っており、

一元的に管理できない。 

 

３．将来に向けた発展方策 

①効果が上がっている事項 

これまで実施してきた４つの評価（「自己評価」「法人評価」「外部評価」「認証評価」）

を継続し、自己評価委員会が中心となり定期的に実施する。 

教育実践支援室を核として推進されているＦＤ活動をさらに推進し、今後とも、教育の

質の向上を図るために、実験助手、ＴＡ、ＥＳなどの教育支援者や教育補助者に適切に研

修を実施し活用していく。 

研究戦略部門をさらに強化するために、役員会議が中心となり組織的な見直しを継続す

る。 

広報委員会が中心となり、ホームページ、キャンパスガイドなど、形態の異なる情報発

信方法の総合的・有機的な活用を推進する。 

 

②改善すべき事項 

自己評価委員会で、教員の自己評価表の改善を進め、教員の教育研究の質向上へつなげる。 

学外者からの意見聴取について、今後は、現在実施している卒業生アンケートを含め、効

率的で有効な意見聴取の方法や手段について、経営企画グループが中心となり検討してい

く。 

自己評価委員会と教育実践支援室が連携して、授業評価アンケートの問題点の抽出と改

善を推進する。 

教務委員会と教育実践支援室が連携して、シラバスの充実や成績評価基準の明示、授業評

価アンケート結果などを通じて、ＦＤ研修会への積極的な参加を含め、教育の質向上へ向け

て、個々の教員の意識に働きかけていく。 

自己点検評価を行う際に、エビデンスとして資料やデータが必要であるが、これらを収集

するためにはかなりの時間と労力を要する。今後は、経営企画グループが中心となり、ＩＲ

の整備を進め、大学としての必要な基本情報の一元管理を目指したい。 

大学における研究管理のあり方、および、それに相応しい組織について、役員会議などで
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検討していく。 

 

４．根拠資料 

 10－１ 滋賀県立大学自己評価委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/filer_public/88/f3/88f372c8-30a0-4885-830a-

ba3a1bbec2b8/jikohyoukaiinkaikitei270602.pdf 

10－２ 教員活動に関する自己点検評価実施要綱 

10－３ 平成 26 年度自己評価表 

10－４ 教員活動に係る自己点検表 

 10－５ 教育情報の公表（ホームページ） 

 http://www.usp.ac.jp/ 

10－６ 財務情報の公開（ホームページ） 

http://www.usp.ac.jp/campus/joho/zaimusyohyo/ 

10－７ 滋賀県立大学情報公開規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/JyouhouKoukaiKitei.p

df 

10－８ 滋賀県立大学の保有する個人情報の保護等に関する規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/KojinJyouhouHogoniKa

nsuruKitei.pdf 

10－９ 滋賀県立大学コンプライアンス推進規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/compliancesuisinkite

i.pdf 

10－10 滋賀県立大学コンプライアンス委員会規程 

http://www.usp.ac.jp/user/usp/campus/joho/daigakukiteisyu/complianceiinkaikite

i.pdf 

10－11 滋賀県立大学職員倫理規程 
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終  章 

 

１．理念・目的、教育目標の大学全体の達成状況 

 本章において 10 項目の基準に則して、本学の教育研究等にかかる自己点検・評価の総

括を行う。 

 本学では、大学運営全般にわたり将来構想および中期目標等の方針に基づいた中期計画

を定め、さらに年度計画を策定し、計画を着実に推進している。全体的には、概ね方針に

基づいた活動が行われ、理念・目的、教育目標はほぼ達成しているといえる。 

 その中でも、特に社会貢献については、地域貢献に重点を置く本学の方針に基づいた活

動を着実に実施している。 

 なお、それぞれの項目について、点検・評価の概要、自己点検・評価を通して明らかと

なった点や具体的な改善方法を、次の「各章の要約」に示す。 

 

２．各章の要約 

【基準１（第 1章）】理念・目的 

滋賀県立大学および大学院の理念・目的は、適切に設定されており、それをよりわかり

やすく表現した「キャンパスは琵琶湖。テキストは人間。」「地域に根ざし、地域に学び、

地域に貢献する」をモットーにして、琵琶湖を抱く滋賀県ならではの教育研究を推進して

いる。また、この理念・目的は、自己点検・評価の機会などに、適宜、検証を行い、「人

が育つ大学」を追求している。 

 

【基準２（第２章）】教育研究組織 

滋賀県立大学の学部・学科、研究科・専攻および附属施設等の教育研究組織は、大学の

理念・目的を達成するために、適切に編成、組織化されている。また、この教育研究組織

は、自己点検・評価において、定期的に検証を行い、学科の設置等、適宜、必要な改組が

行われている。 

 

【基準３（第３章）】教員・教員組織 

大学の求める教員像および教員組織の編成は、部門や分野等を組織し、教員の階層別と

グループ別との複合化による有機的な連携体制を構築している。時代の変化や学問の動向

に柔軟に対応できる教育研究体制となっている。教員の募集・採用・昇格は、人事方針を

定め、公募を原則としている。また、教員の資質向上のために、毎年、全教員に自己評価

表の提出を求め、その結果を研究費配分に反映させるとともに、問題点については改善を

求めている。 

 

【基準４（第４章）】教育内容・方法・成果 

（１）教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針 

大学全体の教育目標は、全学の学位授与方針の前文として明示されている。また、大学

全体の学位授与方針（ディプロマポリシー）および教育課程編成・実施方針（カリキュラ
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ムポリシー）を踏まえ、全学共通科目、各学部・学科、各研究科・専攻のディプロマポリ

シーおよびカリキュラムポリシーを明文化し、ホームページや「履修の手引」などさまざ

まな手段で公表・周知している。 

 

（２）教育課程・教育内容 

全学共通科目、各学部・学科、各研究科・専攻のディプロマポリシーおよびカリキュラ

ムポリシーに則った教育課程・教育内容となっていることを点検するため、カリキュラム

マップおよびカリキュラムツリーを各学科単位で作成し、その多くは「履修の手引」に明

示されている。「履修の手引」に未掲載の各学科においては、これを平成 28年度の「履修

の手引」に掲載すべく、作業中である。 

各研究科・専攻のカリキュラムマップおよびカリキュラムツリーについては現在作成中

であり、これらも平成 28年度の「履修の手引（大学院）」に掲載予定である。 

各学科において科目ナンバリングの作業を行った。この結果とカリキュラムツリーとを

用いて、各学科でカリキュラム点検作業に着手したところである。 

 

（３）教育方法 

少人数制科目やアクティブラーニングを行う科目、さらにはフィールドワーク科目や多

くの実験実習科目が各学部・学科に配置されており、学生が能動的に学ぶ教育が全学的に

行われている。ただし、学生の授業外学習が不足している面があるため、これを克服する

教育方法開発を行っている。 

 

（４）成果 

教育成果を卒業生アンケートや PROG テスト、就職率、資格試験結果などで検証した結

果、良好な教育成果であることが検証された。ただし、語学運用能力獲得の不足を卒業生

が感じていることから、特に英語各科目の標準化を行い、その改善に努めている。 

 

【基準５（第５章）】学生の受け入れ 

各学部・学科および各研究科・専攻でアドミッションポリシーを定め、適切に学生募集

および入学者選抜を行っている。ただし、アドミッションポリシーに曖昧さが残る部分も

あるほか、アドミッションポリシーと入学選抜方法との関連性が明示されていない部分が

あり、これらについて改善する作業が行われている。 

 

【基準６（第６章）】学生支援 

修学支援・生活支援・進路支援・就職支援など、学生が必要とする支援を、すべてひと

つの窓口で受け付け、すぐに担当者につなげるワンストップサービスを実施している。 

ただし、財政的措置の必要な支援、たとえば課外活動支援や生活困窮学生に対する授業

料減免支援などに財政的措置が追い付いておらず、学生に対する支援が不足している面も

ある。 

各種障害をもつ学生に対しては、個々の学生に対して障害学生支援会議を立ち上げ、個

別の支援策を講じている。 
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【基準７（第７章）】教育研究等環境 

教育研究等環境の整備に関する方針を中期計画に定め、計画的に整備・改修を行ってい

る。校地・校舎面積は設置基準に対して大きく上回っており、講義室や自習室、実験・実

習室や情報処理用教室等も十分な設備が設置されている。図書館等の学生サービスは適切

に運用され、教育研究等を支援する環境は整えられている。 

研究倫理を遵守するための必要な措置も取られている。 

今後は老朽化する施設設備あるいは備品等の改修・更新等に向け、全体計画を策定する

とともに、設立団体と意識の共有を図り、改修等の財源確保を目指す。 

 

【基準８（第８章）】社会連携・社会貢献 

本学の地域連携の取り組みは、大学の将来構想や中期計画に基づいて、産学連携の推進、

地域連携の推進、生涯学習の拠点づくりについて、地域貢献推進の方向性を具体化するとと

もに、柔軟に地域貢献の目的を達成するように計画している。 

また、国際社会への協力方針としては、大学設置における滋賀県立大学基本構想の中に

国際社会への貢献を掲げ、国際交流基本方針を策定している。こうした方針に沿って、国

際通用性のある教育を行い、国際社会で活躍できる人、および地域の国際化に貢献できる

人を育む取り組みを進めている。 

教育研究成果を社会へ還元するため、大規模な産学連携研究開発プロジェクトを継続し

ながら産学連携を推進し、地域企業との交流を推進している。地域や産業界のニーズに応

える受託研究や共同研究も安定して行っている。 

また、滋賀県内６市４町と協定を結び、公募型地域課題研究を推進し、地域デザイン・カ

レッジを設立し、地域課題の解決支援や地方自治体の政策形成支援などに貢献してきた。 

このように地域連携を強力に推進した結果、県内のどの地域でも滋賀県立大学の教員お

よび学生が積極的に地域に関与し、地域活動に参加しているとして高く評価されている。 

今後はより幅の広い国際貢献と、地域連携と産学連携にまたがる地域産業振興の活動の

積極的な展開が課題である。 

 

【基準９（第９章）】管理運営・財務 

（１）管理運営 

大学の理念目的の実現に向けて、管理運営の方針を将来構想や中期計画に定めており、

これらに基づき、さらには法改正等に伴って必要な規程等を改正し、管理運営を行ってい

る。管理運営組織および事務組織は的確に整えられており、機能は十分に果たしていると

言える。事務局職員は順次法人職員を増員して運営の高度化と専門化を図りつつあり、資

質向上のための研修制度や職員提案による業務改善にも取り組んでいる。 

今後は法人職員の早期かつ幅広い能力向上のための具体策が必要となっている。 

 

（２）財務 

設立団体の滋賀県から必要な運営費交付金が交付され、学生納付金の安定的な確保に取

り組むことにより、財政的基盤は確立している。予算編成および予算執行は学内で調整さ
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れた後、役員会等適切な手続きの下で決定され、教職員に周知されている。また、競争的

研究費等をはじめ外部資金の確保に向けての取り組みが行われ、実績も上げている。 

しかし近年、運営費交付金が年々削減される一方で電気代や修繕費等が増嵩しているた

め財政状況は急速に悪化しており、独自にさらなる経費の節減や自主財源の確保に取り組

むとともに、設立団体の理解を得て運営費交付金の増額を目指す必要がある。 

 

【基準 10（第 10 章）】内部質保証 

滋賀県立大学の理念・目的を達成するための諸活動について、点検・評価を行うために

自己評価委員会を設置し、点検・評価を定期的に実施している。また、その結果は、ホー

ムページ等で社会に公表している。しかし、全学的な内部質保証のシステムとしてはさら

に改善すべき点があり、今後も改善を継続する。 

 

３．今後の展望 

滋賀県立大学は、平成７年４月の開学以来、「キャンパスは琵琶湖。テキストは人間。」を

モットーに「人が育つ大学」を目指して教育研究活動を展開してきた。平成 18年４月に公

立大学法人化し、第１期中期目標期間の６年間（平成 18 年度～平成 23 年度）において、

「地域に根ざし、地域に学び、地域に貢献する大学」、「進化する総合大学」を念頭に教育研

究活動を展開し、学科再編や地域活動教育の充実、国際化への対応など、今後のさらなる発

展に向けた基礎を築き、滋賀県公立大学法人評価委員会において、「全体として中期目標は

達成された」との評価を得た。 

続く、平成 24年４月からの第２期中期計画期間のこれまでの各年度において、滋賀県公

立大学法人評価委員会から「概ね計画どおりに進んでおり、平成 25年度で課題とされた事

項についても、理事長のリーダーシップの下、迅速かつ的確な取組が行われ、中期計画の進

行状況については、概ね計画どおりに進んでいると判断できる。」との評価を得ている。そ

の一方で、「第２期中期計画も折り返しとなる３年を経過したが、大学を取り巻く環境はま

すます厳しさを増しており、文部科学省においては『大学改革実行プラン』や『国立大学改

革プラン』が策定され、今後の大学改革の方向性や実施行程が示されている。滋賀県も人口

減少局面を迎えており、県立大学においても、地方の大学として県をはじめとする地方公共

団体や地元企業等と連携し、地方創生に向けた取組が求められているところである。こうし

た状況を踏まえて、その期待に応える大学改革を実行するとともに、中期計画の進捗状況を

再確認し、残り３年間も中期目標の実現に向けて教職員が一丸となって取り組まれること

を期待する。」との滋賀県立大学の大学改革も含めた地方創生への今後への期待が述べられ

ている。 

近隣の国立大学においても地方創生が叫ばれる現在、もう一度、滋賀県立大学の存在意

義とその基盤について再確認するとともに、人材育成の観点から生涯教育も視野に入れ

て、平成 30 年度からの第３期中期計画へ向けて、滋賀県立大学のあるべき姿を創出して

いかなければならない。滋賀県にある唯一の県立大学として、地域の期待に応え、21 世紀

の滋賀県、ひいては日本を担う「人が育つ大学」としての使命を全うすべく、引き続き切

磋琢磨する所存である。 


